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平成24年第５回沖縄県議会（定例会）会期日程 

自　平成24年９月19日 
至　平成24年10月12日 

会期24日間 

月　日 曜日 日　　　　　　　　程 備　　　　　考 

 
１ 
 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 

９ 
 
10 
 
11 
12 
13 
14 
15 

16 
 
17 
18 
19 
20 
21 

22 

23 
 
24

 
９月19日 

 
20日 
21日 
22日 
23日 
24日 
25日 
26日 

27日 
 

28日 
 

29日 
30日 

10月１日 
２日 
３日
 

４日
 
 

５日 
６日 
７日 
８日 
９日 

10日 

11日 
 

12日 

 
水 
 
木 
金 
土 
日 
月 
火 
水 

木 
 
金
 
 
土 
日 
月 
火
 
水 

木 
 
金
 

土 
日 
月 
火
 
水
 
木 
 

金 

 
本 会 議  
 
議 案 研究  
議 案研究  
休 　　会  
休 　　会  
議 案研究  
議 案研究  
本 会 議  

本 会 議  
 

本 会 議  
 
休 　 　会  
休 　　会  
本 会 議  
本 会 議  
本 会 議  
本 会 議  
 
委 員 会  
休 　　会  
休 　　会  
休 　　会  

委 員 会  
委 員 会  
議 案整理  
委 員 会  

本 会 議  

（会議録署名議員の指名） 
（会期の決定） 
（知事提出議案の説明） 
 
 
 
 
 
 
（代表質問） 

（代表質問） 
 

（一般質問） 
 
 
 
（議員提出議案の説明、採決） 
（一般質問） 
（一般質問） 
（一般質問） 
 
（常任委員会） 
 
 
 

（常任委員会） 
（特別委員会） 
 
（議会運営委員会） 

（委員長報告、採決） 

 
請願・陳情付託 
 
 
代表質問通告締切（正午） 
 
 
一般質問通告締切（正午） 
 
 
請願・陳情提出期限 
　　　　　　　（常任委） 
請願・陳情提出期限 
　　　　　　　（特別委） 
 
 
 
請願・陳情付託（常任委） 
 
議案付託 
請願・陳情付託（特別委） 
 
 
 
体育の日 

決算特別委員会設置 

（注）　当初、10月1日は一般質問の２日目であったが、同日ＭＶ22オスプレイが普天間飛行場に配備されたこと
に伴い、急遽知事の現地視察が実施されるとともに、米軍基地関係特別委員会が開催され、当該配備に対す
る抗議決議議決及び当日中の県内関係要路への要請（議員派遣）について意見の一致を見たことから、議会
運営委員会の協議に基づき、当日の本会議は議員提出議案の説明、採決のみを行い、当日予定していた一般
質問及び議案に対する質疑については延会（翌日実施）し、一般質問の２日目以降の日程をそれぞれ10月２
日から４日までに１日ずつ繰り下げるとともに、常任委員会の日程を３日間から２日間（10月５日及び９日）
に短縮することに決定した。 

― 7 ―

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

９月20日に応招した議員

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

嶺　井　　　光　君

前　島　明　男　君

照　屋　守　之　君

新　垣　良　俊　君

仲　田　弘　毅　君

新　垣　安　弘　君

當　間　盛　夫　君

照　屋　大　河　君

狩　俣　信　子　さん

赤　嶺　　　昇　君

新　垣　清　涼　君

前　田　政　明　君

金　城　　　勉　君

糸　洲　朝　則　君

翁　長　政　俊　君

新　垣　哲　司　君

具　志　孝　助　君

新　里　米　吉　君

嶺　善　伸　君

奥　平　一　夫　君

玉　城　義　和　君

玉　城　ノブ子　さん

嘉　陽　宗　儀　君

喜　納　昌　春　君

浦　崎　唯　昭　君

上　原　　　章　君

砂　川　利　勝　君

具志堅　　　透　君

又　吉　清　義　君

末　松　文　信　君

儀　間　光　秀　君

新　田　宜　明　君

仲　村　未　央　さん

玉　城　　　満　君

西　銘　純　恵　さん

比　嘉　京　子　さん

田　勝　廣　君

中　川　京　貴　君

桑　江　朝千夫　君

座喜味　一　幸　君

呉　屋　　　宏　君

仲宗根　　　悟　君

崎　山　嗣　幸　君

山　内　末　子　さん

瑞慶覧　　　功　君

渡久地　　　修　君

大　城　一　馬　君

島　袋　　　大　君

開会日に応招した議員





平成24年９月19日

沖縄県議会（定例会）会議録
平成24年

第 ５ 回

（第 １ 号）



議　　事　　日　　程　第１号

平成24年９月19日（水曜日）

午前10時開議

第１　会議録署名議員の指名

第２　会期の決定

第３　甲第１号議案、乙第１号議案から乙第20号議案まで、認定第１号から認定第23号まで及び諮問第１号

（知事説明）

第４　陳情第133号から第136号まで、第138号、第139号、第140号の５、第141号、第142号、第145号、第149号、

第150号、第152号及び第153号の付託の件

第５　議員派遣の件（第12回都道府県議会議員研究交流大会）

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

日程第１　会議録署名議員の指名

日程第２　会期の決定

日程第３　甲第１号議案、乙第１号議案から乙第20号議案まで、認定第１号から認定第23号まで及び諮問第１号

甲第１号議案　平成24年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）

乙第１号議案　沖縄県防災会議条例及び沖縄県災害対策本部条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県男女共同参画センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の

一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県森林保全及び木材利用促進特例基金条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄自由貿易地域及び沖縄特別自由貿易地域内施設の設置及び管理に関する条例の

一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県空港の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県警察の組織に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第８号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第９号議案　財産の取得について

乙第10号議案　財産の取得について

乙第11号議案　土地の処分について

乙第12号議案　債権の放棄について

乙第13号議案　訴えの提起について

乙第14号議案　車両損傷事故に関する和解等について

乙第15号議案　違約金存否確認等請求調停事件の調停について

乙第16号議案　指定管理者の指定について

乙第17号議案　県道の路線の認定及び廃止について

乙第18号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分について

乙第19号議案　平成23年度沖縄県工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処分について

乙第20号議案　沖縄県収用委員会委員及び予備委員の任命について

認定第１号　平成23年度沖縄県一般会計決算の認定について
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平成24年
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認定第２号　平成23年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について

認定第３号　平成23年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定について

認定第４号　平成23年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について

認定第５号　平成23年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について

認定第６号　平成23年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計決算の認定について

認定第７号　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計決算の認定について

認定第８号　平成23年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について

認定第９号　平成23年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について

認定第 10号　平成23年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について

認定第 11号　平成23年度沖縄県林業改善資金特別会計決算の認定について

認定第 12号　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認定第 13号　平成23年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について

認定第 14号　平成23年度沖縄県自由貿易地域特別会計決算の認定について

認定第 15号　平成23年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について

認定第 16号　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認定について

認定第 17号　平成23年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定について

認定第 18号　平成23年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について

認定第 19号　平成23年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認定第 20号　平成23年度沖縄県公債管理特別会計決算の認定について

認定第 21号　平成23年度沖縄県病院事業会計決算の認定について

認定第 22号　平成23年度沖縄県水道事業会計決算の認定について

認定第 23号　平成23年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定について

諮問第１号　軌道敷設の工事施行認可申請に伴う意見について

日程第４　陳情第133号から第136号まで、第138号、第139号、第140号の５、第141号、第142号、第145号、

第149号、第150号、第152号及び第153号の付託の件

日程第５　議員派遣の件（第12回都道府県議会議員研究交流大会）

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

出　席　議　員（47名）

16 番　　座喜味　一　幸　君

17 番　　呉　屋　　　宏　君

18 番　　仲宗根　　　悟　君

19 番　　崎　山　嗣　幸　君

20 番　　山　内　末　子　さん

21 番　　瑞慶覧　　　功　君

22 番　　渡久地　　　修　君

23 番　　大　城　一　馬　君

24 番　　嶺　井　　　光　君

25 番　　前　島　明　男　君

26 番　　照　屋　守　之　君

27 番　　新　垣　良　俊　君

28 番　　仲　田　弘　毅　君

29 番　　新　垣　安　弘　君

30 番　　當　間　盛　夫　君

31 番　　照　屋　大　河　君

議　長　　喜　納　昌　春　君

副議長　　浦　崎　唯　昭　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　砂　川　利　勝　君

３　番　　具志堅　　　透　君

４　番　　又　吉　清　義　君

５　番　　末　松　文　信　君

６　番　　儀　間　光　秀　君　

７　番　　新　田　宜　明　君

８　番　　仲　村　未　央　さん

９　番　　玉　城　　　満　君

10 番　　西　銘　純　恵　さん

11 番　　比　嘉　京　子　さん

12 番　 田　勝　廣　君

14 番　　中　川　京　貴　君

15 番　　桑　江　朝千夫　君



○議長（喜納昌春君） ただいまより平成24年第５回

沖縄県議会（定例会）を開会いたします。

――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。

日程に入ります前に報告いたします。

本日、知事から、お手元に配付いたしました議案21

件、決算23件及び諮問１件並びに今期定例会提出補正

予算説明書、平成23年度沖縄県歳入歳出決算書、平成

23年度基金の運用状況書、平成23年度沖縄県歳入歳出

決算審査意見書及び同沖縄県基金運用状況審査意見

書、平成23年度沖縄県病院事業会計決算書、平成23年

度沖縄県病院事業会計決算審査意見書、平成23年度沖

縄県水道事業会計決算書及び同沖縄県工業用水道事業

会計決算書、平成23年度沖縄県水道事業会計決算審査

意見書及び同沖縄県工業用水道事業会計決算審査意見

書、平成23年度主要施策の成果に関する報告書、県の

出資等にかかる法人の経営状況報告書、健全化判断比

率等報告書、平成23年度沖縄県健全化判断比率審査意

見書及び同沖縄県資金不足比率審査意見書、平成24年

８月末現在の平成24年度一般会計予算執行状況報告書

及び同一般会計繰越予算執行状況報告書の提出があり

ました。

次に、これまでに受理いたしました陳情のうち、特

別委員会に付託すべき陳情を除く陳情19件は、お手元

に配付の陳情文書表のとおりそれぞれ所管の常任委員
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――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

欠　席　議　員（１名）

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

説明のため出席した者の職、氏名

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

42 番　　具　志　孝　助　君

43 番　　新　里　米　吉　君

44 番 嶺　善　伸　君

45 番　　奥　平　一　夫　君

46 番　　玉　城　義　和　君

47 番　　玉　城　ノブ子　さん

48 番　　嘉　陽　宗　儀　君

32 番　　狩　俣　信　子　さん

33 番　　赤　嶺　　　昇　君

34 番　　新　垣　清　涼　君

35 番　　前　田　政　明　君

37 番　　金　城　　　勉　君

38 番　　糸　洲　朝　則　君

39 番　　翁　長　政　俊　君

41 番　　新　垣　哲　司　君

知 　 　 　 事

副 　 知 　 事

副 　 知 　 事

知 事 公 室 長

総 務 部 長

企 画 部 長

環境生活部長

福祉保健部長

農林水産部長

商工労働部長

文 化 観 光
スポーツ部長

土木建築部長

企 業 局 長

病院事業局長

仲井眞　弘　多　君

上　原　良　幸　君

与世田　兼　稔　君

又　吉　　　進　君

川　上　好　久　君

謝　花　喜一郎　君

下　地　　　寛　君

崎　山　八　郎　君

知　念　　　武　君

平　良　敏　昭　君

平　田　大　一　君

當　銘　健一郎　君

兼　島　　　規　君

伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者

知 事 公 室
秘書広報統括監

総 務 部
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
委 員 長

教 　 育 　 長

公 安 委 員 会
委 員 長

警 察 本 部 長

労働委員会会長

人 事 委 員 会
委 員 長

代表監査委員

真栄城　香代子　さん

新　城　　　清　君

仲　本　朝　久　君

安次嶺　　　馨　君

大　城　　　浩　君

翁　長　良　盛　君

村　田　　　隆　君

藤　田　広　美　君

玉　城　　　健　君

知　念　建　次　君

事 務 局 長

次 　 　 長

議 事 課 長

嘉　陽　安　昭　君

鉢　嶺　　　元　君

平　田　善　則　君

課 長 補 佐

主 　 　 幹

主 　 　 査

上　原　貴　志　君

佐久田　　　隆　君

嘉　陽　　　孝　君

13 番　　島　袋　　　大　君



会に付託いたしました。

その他の諸報告については、お手元に配付の文書に

より御了承願います。

――――――――――――――――――

〔諸般の報告　巻末に掲載〕

――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君） 日程第１　会議録署名議員の

指名を行います。

今期定例会の会議録署名議員は、会議規則第114条

の規定により

３番　具志堅　　透　君　及び

９番　玉　城　　満　君

を指名いたします。

――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君） 日程第２　会期の決定を議題

といたします。

お諮りいたします。

今期定例会の会期は、本日から10月12日までの24日

間といたしたいと思います。

これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。

よって、会期は、本日から10月12日までの24日間と

決定いたしました。

――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君） 日程第３　甲第１号議案、乙

第１号議案から乙第20号議案まで、認定第１号から認

定第23号まで及び諮問第１号を議題といたします。

知事から提案理由の説明を求めます。

仲井眞知事。

――――――――――――――――――

〔知事提出議案　巻末に掲載〕

――――――――――――――――――

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。

御説明申し上げます。

平成24年第５回沖縄県議会（定例会）の開会に当た

り、提出いたしました議案について、その概要及び提

案の理由を御説明申し上げます。

今回提出しました議案は、予算議案１件、条例議案

６件、議決議案13件、認定議案23件、同意議案１件、

諮問議案１件の合計45件であります。

それでは、まず甲第１号議案の予算議案につきまし

て御説明申し上げます。

甲第１号議案「平成24年度沖縄県一般会計補正予算

（第２号）」は、総額19億5942万9000円を計上しており

ます。これを既決予算額6919億9793万9000円に加えま

した改予算額は、6939億5736万8000円となっておりま

す。

歳出の主な内容につきまして御説明申し上げます。

沖縄振興特別推進交付金を活用して実施する事業に６

億666万1000円、沖縄振興公共投資交付金を活用して

実施する事業に3575万5000円、経済対策関連基金を活

用して実施する事業に７億2859万6000円、災害対策事

業に6300万円、その他の事業に５億2541万7000円を計

上しております。

なお、今回の補正予算の財源は、

国庫支出金　　６億8144万4000円

繰　入　金　　７億2859万6000円

繰　越　金　　４億1842万1000円

などとなっております。

次に、乙第１号議案から乙第６号議案までの条例議

案６件のうち、その主なものを御説明申し上げます。

乙第５号議案「沖縄県空港の設置及び管理に関する

条例の一部を改正する条例」は、石垣空港を廃止し、

新石垣空港を新たに設置するとともに、同空港におけ

る航空機の重量制限及び駐車場の駐車料の徴収根拠を

定めるなどの必要があるため条例を改正するものであ

ります。

次に、乙第７号議案から乙第19号議案の議決議案に

つきましては、「工事請負契約についての議決内容の

一部変更について」、そして「財産の取得について」、

さらに「土地の処分について」など13件について議決

を求めるものでございます。

次に、乙第20号議案の同意議案について御説明申し

上げます。

乙第20号議案「沖縄県収用委員会委員及び予備委員

の任命について」は、沖縄県収用委員会委員１人が平

成24年10月で辞職するほか、予備委員２人が平成24年

10月で任期満了するため、その後任を任命する必要が

あることから同意を求めるものでございます。

次に、認定第１号から認定第23号までの議案につい

て一括して御説明申し上げます。

これらの議案は、いずれも地方自治法及び地方公営

企業法の規定に基づき、平成23年度一般会計、特別会

計及び公営企業会計の決算について議会の認定に付す

るものでございます。

最後に、諮問第１号「軌道敷設の工事施行認可申請

に伴う意見について」を御説明申し上げます。

沖縄都市モノレール株式会社から軌道敷設の工事施

行認可申請があったので、軌道法施行令の規定により

議会の意見を求めるものであります。
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以上、今回提出いたしました議案について、その概

要及び提案の理由を御説明申し上げました。

慎重なる御審議の上、議決を賜りますようお願い申

し上げます。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 知事の提案理由の説明は終わ

りました。

――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君） 日程第４　陳情第133号から

第136号まで、第138号、第139号、第140号の５、第141

号、第142号、第145号、第149号、第150号、第152号及

び第153号の付託の件を議題といたします。

お諮りいたします。

ただいまの陳情14件のうち、陳情第133号から第136

号まで、第138号、第139号、第145号、第152号及び第

153号の９件については米軍基地関係特別委員会に、

陳情第140号の５、第141号、第142号、第149号及び第

150号の５件については公共交通ネットワーク特別委

員会にそれぞれ付託の上、審査することにいたしたい

と思います。

これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君） 日程第５　議員派遣の件を議

題といたします。

――――――――――――――――――

〔議員派遣の件　巻末に掲載〕

――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君） お諮りいたします。

本件は、お手元に配付の「議員派遣の件」のとおり

議員を第12回都道府県議会議員研究交流大会へ派遣す

ることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君） 次に、お諮りいたします。

ただいま可決されました議員派遣の内容に今後変更

を要するときは、その取り扱いを議長に一任すること

に御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君） この際、お諮りいたします。

議案研究のため、明９月20日から25日までの６日間

休会といたしたいと思います。

これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。

よって、明９月20日から25日までの６日間休会とす

ることに決定いたしました。

――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君） 以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

次会は、９月26日定刻より会議を開きます。

議事日程は、追って通知いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

午前10時25分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

議 長

会議録署名議員

会議録署名議員

喜 納 昌 春

具 志 堅　　　　　透

玉　　城　　　　　満



平成24年９月26日

沖縄県議会（定例会）会議録
平成24年

第 ５ 回

（第 ２ 号）



議　　事　　日　　程　第２号

平成24年９月26日（水曜日）

午前10時開議

第１　代表質問

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

日程第１　代表質問

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

出　席　議　員（47名）

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

欠　席　議　員（１名）

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

説明のため出席した者の職、氏名
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沖縄県議会（定例会）会議録（第２号）
平成24年
第 ５ 回

平 成 24年 ９月 26日 （ 水 曜 日 ） 午 前 10時 ２分 開 議

23 番　　大　城　一　馬　君

24 番　　嶺　井　　　光　君

25 番　　前　島　明　男　君

26 番　　照　屋　守　之　君

27 番　　新　垣　良　俊　君

28 番　　仲　田　弘　毅　君

29 番　　新　垣　安　弘　君

30 番　　當　間　盛　夫　君

31 番　　照　屋　大　河　君

32 番　　狩　俣　信　子　さん

33 番　　赤　嶺　　　昇　君

34 番　　新　垣　清　涼　君

35 番　　前　田　政　明　君

37 番　　金　城　　　勉　君

38 番　　糸　洲　朝　則　君

39 番　　翁　長　政　俊　君

41 番　　新　垣　哲　司　君

42 番　　具　志　孝　助　君

43 番　　新　里　米　吉　君

44 番 嶺　善　伸　君

45 番　　奥　平　一　夫　君

46 番　　玉　城　義　和　君

47 番　　玉　城　ノブ子　さん

議　長　　喜　納　昌　春　君

副議長　　浦　崎　唯　昭　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　砂　川　利　勝　君

３　番　　具志堅　　　透　君

４　番　　又　吉　清　義　君

５　番　　末　松　文　信　君

６　番　　儀　間　光　秀　君　

７　番　　新　田　宜　明　君

８　番　　仲　村　未　央　さん

９　番　　玉　城　　　満　君

10 番　　西　銘　純　恵　さん

11 番　　比　嘉　京　子　さん

12 番　 田　勝　廣　君

13 番　　島　袋　　　大　君

14 番　　中　川　京　貴　君

15 番　　桑　江　朝千夫　君

16 番　　座喜味　一　幸　君

17 番　　呉　屋　　　宏　君

18 番　　仲宗根　　　悟　君

19 番　　崎　山　嗣　幸　君

20 番　　山　内　末　子　さん

21 番　　瑞慶覧　　　功　君

22 番　　渡久地　　　修　君

48 番　　嘉　陽　宗　儀　君

知 　 　 　 事 仲井眞　弘　多　君 副 　 知 　 事 上　原　良　幸　君
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―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

副 　 知 　 事

知 事 公 室 長

総 務 部 長

企 画 部 長

環境生活部長

福祉保健部長

農林水産部長

商工労働部長

文 化 観 光
スポーツ部長

土木建築部長

企 業 局 長

病院事業局長

会 計 管 理 者

与世田　兼　稔　君

又　吉　　　進　君

川　上　好　久　君

謝　花　喜一郎　君

下　地　　　寛　君

崎　山　八　郎　君

知　念　　　武　君

平　良　敏　昭　君

平　田　大　一　君

當　銘　健一郎　君

兼　島　　　規　君

伊　江　朝　次　君

真栄城　香代子　さん

知 事 公 室
秘書広報統括監

総 務 部
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
委 員 長

教 　 育 　 長

公 安 委 員 会
委 員 長

警 察 本 部 長

労 働 委 員 会
事 務 局 長

人 事 委 員 会
事 務 局 長

代表監査委員

新　城　　　清　君

仲　本　朝　久　君

安次嶺　　　馨　君

大　城　　　浩　君

翁　長　良　盛　君

村　田　　　隆　君

平　良　宗　秀　君

岩　井　健　一　君

知　念　建　次　君

事 務 局 長

次 　 　 長

議 事 課 長

嘉　陽　安　昭　君

鉢　嶺　　　元　君

平　田　善　則　君

課 長 補 佐

主 　 　 幹

主 　 　 査

上　原　貴　志　君

佐久田　　　隆　君

嘉　陽　　　孝　君

○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。

日程に入ります前に報告いたします。

説明員として出席を求めた人事委員会委員長玉城健

君及び労働委員会会長藤田広美君は、所用のため本日

から28日まで及び10月１日から３日までの会議に出席

できない旨の届け出がありましたので、その代理とし

て人事委員会事務局長岩井健一君及び労働委員会事務

局長平良宗秀君の出席を求めました。

――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君） この際、念のため申し上げま

す。

本日から28日まで及び10月１日から３日までの６日

間にわたって行われます代表質問並びに一般質問及び

議案に対する質疑につきましては、議会運営委員会に

おいて決定されました質問要綱に従って行うことにい

たします。

――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君） 日程第１　代表質問を行いま

す。

質問の通告がありますので、順次発言を許します。

仲田弘毅君。

〔仲田弘毅君登壇〕

○仲田　弘毅君 おはようございます。

台風17号がまた沖縄に接近しているようであります

が、去る16号により被災をされた皆さんに心からお見

舞いを申し上げながら代表質問を行います。

１、普天間飛行場移設問題について。

これまで政府は、去る４月のモロッコ、６月のフロ

リダ州で起きた垂直離着陸輸送機ＭＶ・ＳＶ22オスプ

レイの墜落事故について、条件の違いはあるがいずれ

もパイロットの人為的ミスとの米政府報告を事実上追

認する検証結果を発表いたしました。森本防衛大臣は、

日本側の事故検証結果を仲井眞知事、そして宜野湾市

の佐喜真市長へ説明を行い、機体に問題はなく、米軍

マニュアルに背いた人為的ミスと明言しているなど、

米軍の最終報告をそのまま認めたにすぎません。世界

一危険な空港と米政府国防長官でさえ認めた普天間飛

行場の移設問題やオスプレイ配備に対し、日本政府が

沖縄県民の総意に正面から向かい合っているとは考え

られません。いよいよ、日米両政府はＭＶ22オスプレ

イの日本国内での運用に関し、外務省、防衛省で構成

する日米合同委員会において合意事項を正式に確認

し、これを受けて去る19日、玄葉大臣、森本大臣は日

本国内における飛行運用を認めるとの安全宣言を行い

ました。そして21日から岩国基地での試験飛行が開始

され、今月中には普天間飛行場への配備が県民の反対

を押し切って強行されようとしております。米議会は、

普天間の辺野古移設は不可能として現計画案の予算を

削除し、普天間にかわる代替案の検討を米政府に求め

ております。私たちは、今後移設問題がどのような方

向に進み、どのように変わっていくか注意深く見守り

ながら、沖縄の声を強く主張していくことが最も重要

であると考えております。



そこで伺います。

⑴、オスプレイ配備について。

ア、日米両政府は、ＭＶ22オスプレイの日本国内で

の運用に関し、一定の安全性確保を行うことで合意し、

飛行運用を認める「安全宣言」を行いました。これに

より岩国基地での試験飛行に続き今月中に普天間配備

が強行されようとしておりますが、この事態について

知事の見解を伺います。

イ、知事は、モロッコ、フロリダで起きたオスプレ

イの墜落事故の原因について森本防衛大臣から説明を

受けておりますが、米軍の調査結果をそのまま追認し、

「人為的ミス」で機体には問題が認められないとの事

故検証結果はどう判断しますか。知事の感想を伺いま

す。

ウ、オスプレイの配備について、米本国内では実際

の運用について地域住民の意見が反映される仕組みが

できており、日本国内における米軍にはその義務づけ

はないと言われております。日本の国内法が適用され

ない実態について、県の基本認識と改善に向けた取り

組みを伺います。

エ、森本防衛大臣はパネッタ米国防長官との会談

で、ＭＶ22オスプレイの普天間配備、10月からの本格

運用、普天間飛行場の辺野古移設等について変更のな

いことが改めて確認されております。沖縄無視の日米

両政府の姿勢に対し、県のとり得る対策について伺い

ます。

オ、政府が沖縄の反対を無視してオスプレイの普天

間配備を強行する背景には、日米両政府が普天間の固

定化を念頭に置いているのではないかと危惧しており

ますが、県の考え方を伺いたい。

カ、県は、オスプレイの県内配備に関し、配備に伴

う安全性等の根拠や防衛大臣の検証結果等について３

件の質問書を同大臣に提出しておりますが、その狙い

と政府からの回答について伺います。

キ、仲井眞知事は、オスプレイ配備に反対する県民

大会ヘのメッセージを送り参加を見送りましたが、そ

の理由と、知事が参加しなかったことによる大会後の

影響をどのように判断しておられるかお聞かせくださ

い。

⑵、県内移設問題について。

ア、報道によりますと、米自治領北マリアナ諸島の

テニアン市のラモン・デラクルス市長は、普天間飛行

場のテニアン移設受け入れの意向を明言しております

が、県はどのように受けとめておりますか。また、日

本政府に対しテニアン移設を求めることもあり得るか

伺います。

イ、米国では、辺野古移設案にかえて那覇空港や伊

江島などへの移設、嘉手納統合を主張する声が多々あ

るようでありますが、県の情報収集はどうなっており

ますか。また、今後どのような動きになると考えてい

らっしゃるか伺いたい。

ウ、宜野湾市が求める国・県・市の３者による協議

会が開催されたようでありますが、宜野湾市に対する

支援制度の創設についてどのような協議が行われまし

たか。また、今後どのような協議になるか伺います。

２、那覇空港滑走路の拡張整備について。

国土交通省は、那覇空港の滑走路拡張整備について、

建設に向けた事業期間を７年、概算事業費を1900億円

と見込んだ計画を示し、現在環境影響評価法に基づく

手続や調査を進めております。自民党は、５月17日と

８月９日に党本部の沖縄振興に関する特別委員会に内

閣府及び国交省の担当者を招き、那覇空港第２滑走路

に関する2013年度の予算、財源確保について説明を受

けております。国の財政が厳しい中、空港整備の特別

会計予算が大きく落ち込み、一般会計からの空港整備

勘定への繰り入れも縮減傾向にあり、増設に向けた財

源確保のめどは立っていないのが実情であります。

そこで伺います。

⑴、那覇空港滑走路増設について、政府の財政難か

ら予算確保のめどは立っていないようでありますが、

2013年度予算の沖縄振興予算とは別枠で建設費をどの

ように確保するか見通しをお聞かせください。

⑵、県は、那覇空港滑走路増設について、国土交通

省の事業期間７年の計画を早期整備の必要性から５年

に短縮するよう求めております。財政難の政府の理解

を得るのは厳しいと考えておりますが、県の戦略を伺

います。

⑶、ＡＮＡの国際空港貨物コンテナを借り上げた県

産品をアジアヘ輸出する事業が好調のようであります

が、現在の状況と今後の目標について伺います。

３、観光振興について。

減少傾向にあった本県観光は、大震災の影響から

徐々に脱した昨年の末あたりから回復に向かいつつあ

り、ことしに入り好調に推移しているとのことであり

ます。それを受けた県は、2012年度「ビジットおきな

わ計画」で沖縄観光入域者数を620万人、観光収入

4700億円と設定、昨年に比べて大幅に高目の目標値を

掲げております。観光は本県のリーディング産業であ

り、観光の振興は県経済そのものに直接影響を及ぼす

ことから、観光客の誘致目標を高目に設定することは

当然であります。しかし、これまで世界同時金融危機

やさきの東日本大震災などによる大幅な落ち込みに見
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られるように、外的要因を考慮しておくことが必要で

あります。海外からの観光客が中国・台湾・韓国等か

ら大幅に増加している中、リゾート観光地としての沖

縄県は、離島県であるがために航空機や船舶等の利用

が不可欠であります。高い目標を達成するためには、

航空運賃の割高感をいかに解消するかが大きな課題で

あります。県においては思い切った発想の転換が求め

られております。

そこでお聞きします。

⑴、2011年の本県への修学旅行は過去最高を記録し

たとのことでありますが、東日本大震災の復興が進ん

でいること、また、東京スカイツリーなど大型観光施

設が開業した関東への観光が急速に伸びていることな

どから、今後厳しい状況も予想されますが、県の取り

組みをお聞かせください。

⑵、中国人の個人観光客を対象とする数次ビザの運

用が被災地３県にも開始されました。本県への影響は

ないか。また、尖閣諸島の国有化に絡み中国からの観

光客の減少について県の考え方を伺います。

⑶、海外からの観光客誘致を進める上で語学に堪能

な人材の育成確保が重要であります。現在の状況と今

後の取り組みについて県の基本的な考え方を伺いた

い。

⑷、本県における観光産業従業員の就業状況につい

て、満足度が低く離職につながりやすいと言われてお

りますが、現在の状況と従業員待遇改善等に向けた企

業への指導はどのように行われているか伺います。

４番目に、農林水産業の振興についてであります。

沖縄総合事務局は、2010年から2011年の本県の農林

水産業を調査した第40次沖縄農林水産統計年報をまと

めております。年報によりますと、農家の総数は２万

1545戸で2005年の調査に比べ10.3％減となっており、

農業産出額は復帰以降増加し、1985年に最高額1160億

円をピークにその後減少傾向になり、今回の調査では

924億円まで落ち込んでおります。要因としては、こ

れまで40年間基幹産業として本県農業を支えてきたサ

トウキビ生産・出荷の減少にあると言われておりま

す。この減少は恒常的なものであり、毎年の台風被害

による収穫量の落ち込みや後継者不足による従事者の

高齢化と離農、そして都市化による農地から住宅地へ

の転用が急増していることなど、その要因も大きいも

のがあります。サトウキビに次ぐ生産額を占める県産

肉用牛についても、今後のＴＰＰ交渉の行方によって

は、サトウキビ同様深刻な影響は免れないことから、

飼育農家への支援も急がれております。一方、本県の

ゴーヤーやマンゴーはすばらしいおきなわブランドで

あり、全国的な人気商品として消費者に浸透している

反面、大消費地である東京市場での産地間の競争が激

化しているのもまた現状であります。このように本県

農業を取り巻く環境はますます厳しさを増しており、

生産農家の期待に応じた農業基盤の整備を図るほか、

県外市場への安定供給に向け、輸送コスト低減等を含

む綿密な分析と大胆な対策が必要不可欠であります。

そこで伺います。

⑴、本県の現状について。

ア、相次ぐ台風の襲来や大雨で農産物への大きな被

害が起きておりますが、台風16号による船舶や農水産

物への被害はこれまでになく深刻であります。県内の

被害状況と支援策を伺います。

イ、県が本年度から実施している農林水産物の県外

出荷に関する輸送費の一部補助について、現在の対象

品目や補助額、対象団体への今後の支援拡大をどのよ

うに図っていくかお聞かせください。

⑵、農政の課題と対策について。

ア、生産農家の高齢化、担い手の不足等に加え、耕

作放棄地の増加など本県農業の課題が大きく指摘され

る中、県は去る９月13日、「人・農地プラン」を発表

しておりますが、内容について伺いたい。

イ、「人・農地プラン」作成のメリットは何か伺い

ます。

ウ、県は、「人・農地プラン」作成にどのように支

援を行っていくか伺います。

５、教育環境の整備について。

2012年度全国学力テストが去る４月に小学６年生と

中学３年生を対象に行われ、本県は国語・算数・理科

全てで最下位との報道であります。教育は国家百年の

大計、確かに教育は学力だけではないとの指摘につい

ては、人間形成という教育の本筋からはそのとおりで

あり、賛同するものであります。しかし、学ぶ上で基

本となる国語・算数という教科で毎年のごとく全国最

下位という結果には、大いに反省し分析することが必

要だと考えております。多くの離島を抱え、学力の底

上げの難しさや共働きの多さから家庭での学習時間の

少なさなど課題は山積しておりますが、先生方が子供

一人一人と向き合い、個に応じたきめ細かい指導や授

業に打ち込める環境づくりをいかに進めていくか、本

県教育委員会にその対応・対策が求められておりま

す。また、本土から遠く離れ、多くの離島を抱える本

県にとって、学力向上を図る上で学校教育にかかる負

担も大きな課題の一つであります。特に、高等学校の

ない離島において、本島や高校のある島に進学する生

徒、その親の負担は極めて大きいことは言うまでもあ
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りません。県は、離島振興、住民生活支援に向け沖縄

振興一括交付金を活用し、あらゆる施策を展開すると

しております。今年度から計画が進められる離島・僻

地の高校生の寄宿舎、交流拠点となる離島児童・生徒

支援センター（仮称）の建設は離島住民にとって大き

な負担軽減になるものと確信をしております。

そこで伺います。

⑴、全国学力テストで本県は残念ながら不本意な成

績に終わりましたが、結果についてどのように分析し

ているのか。また、今後の対策について伺います。

⑵、本県の子供たちは、学ぶということに対する粘

りや意欲に欠けるという指摘を耳にすることがありま

す。家庭環境や学校における日常的な子供たちとのか

かわり方、子供たちが楽しくわかる授業の環境づくり

等について教育長の考え方をお聞かせください。

⑶、学校校舎や体育館などの耐震性が全国的に問題

になっております。本県における耐震診断の実施状況

と、耐震化の割合等に対する今後の対策を伺います。

⑷、離島・僻地の小中学校に対する日本スポーツ振

興センターの給食支援事業が2012年度をもって終了す

るとのことでありますが、関係市町村は給食水準の低

下を懸念しております。県の対応を伺います。

⑸、2011年度の県内小中学校で就学援助を受けた児

童生徒が過去最多とのことでありますが、その要因と

これらの児童生徒が安心して学校に通える環境づくり

について伺いたい。

⑹、県は、県立郷土劇場にかわる新たな文化拠点の

整備について、当面、新しい施設は建設しないとの結

論を出したようでありますが、その理由と今後本県芸

能・文化の発展・継承に影響はないか伺います。

６、いじめ問題について。

全国的にいじめが多発する中で、大津市の公立中学

校で２年生の男子が自宅マンションから飛びおり自殺

したことがいじめによるものであったことが判明し、

大きな社会問題になりました。マスコミによりますと、

市教委や学校でいじめ隠しの姿勢があったことが大き

な批判の的になりました。学校はいじめが起きた場合、

学校の名誉や教職員の保身に走るのではなく、しっか

りと事実を解明し、いじめられている生徒をどう守る

か真っ先に考えるべきであります。

そこで伺います。

⑴、全国的にいじめ問題がクローズアップされてお

り、中には自殺者も出ております。特に教育委員会や

学校現場でのいじめ隠しが批判の的になっております

が、教育長の見解を伺います。

⑵、本県におけるいじめの実態について、県教育委

員会はどのように把握しておりますか。また、全県

小・中・高校を対象に調査を実施したことはあります

か。また、実施しておればその結果を伺いたい。

⑶、いじめとふざけ合いの明確な線引きが難しいな

ど、いじめをなくすのは容易ではないと考えておりま

すが、本県における学校現場ではどのような対策がと

られているか伺います。

⑷、政府は、いじめへの対応で教育委員会や学校に

おける調査に限界がある場合、第三者による調査が必

要としておりますが、教育長あるいは委員長の見解を

伺いたいと思います。

７、待機児童対策について。

保育所に入れない待機児童が全国で４万6000人を超

え、子育て支援体制の弱さが大きな問題となっており

ます。本県も全国で２番目に待機児童が多く、2600人

余りの児童が入所待ちの状況であります。本県の潜在

的な待機児童の解消を図り、よりよい保育事業を担っ

ていくには、保育士の確保は重要であります。県内の

公立や私立の保育所に勤務する保育士は、その半数が

非正規の雇用形態のようであり、待遇面において極め

て低い状況にあると言われております。保育ニーズの

高まりで保育の質の向上を図る必要性から、保育士の

業務量は格段にふえてきておりますが、それに見合う

待遇は置き去りにされているようであります。今後、

政府や県が進める待機児童解消に向け取り組みを効果

あるものとするには、保育士の待遇改善対策を強化し、

有資格者が保育現場に魅力を感じる環境整備が求めら

れております。

そこで伺います。

⑴、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」の中、10年間

で沖縄振興一括交付金を活用し、待機児童の解消を図

るための具体策と目標値の設定について伺います。

⑵、政府は、認定こども園の拡充を図るとしており

ますが、本県において保育所からの移行はどの程度と

想定しておりますか。また、待機児童の解消を図る観

点から認定こども園の認定に対する基本的な考え方を

伺います。

⑶、保育士の不足が深刻な状況の中、県内の保育所

で勤務する保育士の多くが非正規職員で占められ処遇

改善が求められております。現状と改善策について伺

います。

⑷、県内では保育士の有資格者の約半数が保育現場

で働いていない現状にあると言われておりますが、待

機児童の解消を進める上で保育士確保は不可欠であり

ます。県の対策はどうなっておりますか。

⑸、政府は2013年度予算で保育所定員を７万人ふや
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し、休日や夜間の一時預かりの実施、そして保育所の

整備、地域子育て支援拠点の充実を図るとしておりま

すが、県の受け入れ対策を伺います。

以上であります。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。

仲田弘毅議員の御質問に答弁をいたします。

まず第１に、普天間飛行場移設問題に係る御質問の

中で、オスプレイの配備強行についてという御趣旨の

御質問にお答えをいたします。

９月19日に政府からオスプレイの沖縄配備について

発表がありました。しかしながら、これまで県が発し

ました質問に対し十分な回答がなく、また、日米地位

協定に基づき航空機の運用に関する裁量は米側にある

中で、県民の不安が払拭されたとは考えておりません。

このため、我が国におけるＭＶ22オスプレイの飛行運

用を開始させることは極めて遺憾であります。

次に、普天間飛行場移設問題に係る御質問の中で、

県民大会への参加を見送った理由と影響についてとい

う御趣旨の御質問にお答えをいたします。

オスプレイ配備に反対する沖縄県民大会に多くの県

民が集まり配備反対の意思を示したことは、大きな意

義があると考えております。

私は、県民の負託を受けた行政の長として、各界各

層が参加される運動と、そして行政がその立場で協力

をし、事態の解決を図ることが適切であると考えてい

るところでございます。これまでもオスプレイの配備

中止を総理を初め関係閣僚に求めているところであり

ます。９月24日と25日に上京し、防衛大臣と官房長官

に対し配備の中止を強く要請をしたところでありま

す。なお、海外出張のため対応できない総理大臣及び

外務大臣には、御両者宛ての要請文書を預けてきたと

ころでございます。

県民大会へのメッセージ参加による影響は特にマイ

ナス面があったとは考えておりません。

次に、農林水産業の振興についての御質問の中で、

台風16号の農林水産業被害と支援策についての御質問

にお答えいたします。

台風16号による農林水産業関係の被害につきまして

は、９月21日現在で被害総額が約12億8000万円となっ

ております。台風被害につきましては、第１に、農

業・漁業共済、そして漁船保険での対応、第２に、セ

ーフティネット資金など低利の制度資金の活用、そし

て第３に、制度資金の借り入れされている方々に対す

る償還猶予などの支援を図ることといたしておりま

す。また、農業基盤施設、治山施設、漁港施設等につ

きましては、災害復旧事業により早期の復旧を図るこ

とといたしております。

次に、待機児童対策に係る御質問の中で、待機児童

の解消についてという御趣旨の御質問にお答えをいた

します。

第１に、沖縄県におきましては、「沖縄21世紀ビジ

ョン基本計画」におきまして、今後10年間で潜在的待

機児童も含めました9000人の待機児童の解消を図るこ

とを目標として掲げているところでございます。目標

の実現に向けまして、沖縄振興特別推進交付金や安心

こども基金を活用し、対象年齢や地域を重点化した保

育所の整備等を戦略的に取り組んでまいる所存でござ

います。

その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 普天間飛行場移設問題

について、オスプレイの事故検証結果についてお答え

いたします。

政府は、モロッコ及びフロリダにおける墜落事故に

関する分析評価報告書で、機体自体に問題がなく人的

要因によるところが大きいとしております。しかしな

がら、航空機事故は操縦士の技量や運用システムなど

さまざまな要因で起こるものであり、安全性の証明に

なっておらず、政府の説明は不十分であると考えてお

ります。

次に、オスプレイ運用の国内法適用についてお答え

いたします。

政府は、一般国際法上、駐留を認められた外国軍隊

には特別の取り決めがない限り、接受国の法令は適用

されないとの見解を示しております。また、日米地位

協定では、日本国法令の尊重義務は明記されているも

のの、基地の運用等に関して最も大きな影響を受ける

周辺地域の住民や地元地方公共団体の意向が反映でき

る仕組みが規定されておりません。県としましては、

米軍基地をめぐる諸問題の解決を図るためには、米側

に裁量を委ねる形となる日米地位協定の運用改善では

不十分であり、日米地位協定を抜本的に見直す必要が

あると考えており、引き続き同協定の見直しを強く求

めているところであります。

次に、普天間飛行場移設問題について、県のとり得

る対策についてお答えいたします。

去る９月19日に政府からＭＶ22オスプレイの沖縄配

備について飛行運用を開始させる旨発表があったこと
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は、極めて遺憾であります。県としましては、安全性

の確認がなされ、県民の不安が払拭されない限り配備

の中止を政府に強く求めてまいります。９月24日及び

25日に上京し、防衛大臣と官房長官に対し配備の中止

を強く要請したところであります。

次に、普天間飛行場の固定化についてお答えいたし

ます。

普天間飛行場移設問題の原点は、一日も早い同飛行

場の危険性の除去であり、早期に解決を図る必要があ

ることから、固定化は決してあってはならず、政府に

対し県外移設及び早期返還の実現を強く求めておりま

す。今回のオスプレイの配備によって同飛行場の危険

性は増大するものと考えております。

次に、質問書の狙いと政府回答についてお答えいた

します。

昨年６月にオスプレイの配備計画が政府から示され

ました。オスプレイは開発段階から死亡事故を起こし、

その後も事故が相次ぎ、県民が不安を抱いていること

から、県としては、これまで６回にわたり105項目の

質問文書を防衛省へ提出しております。そのうち６回、

96項目の質問文書への回答があり、現在、その内容を

精査確認しているところであります。

次に、テニアン市長の発言及びテニアンへの移設に

ついてお答えいたします。

テニアン市長の発言については、報道により承知し

ておりますが、詳細については把握しておりません。

去る４月の日米共同発表では、今後、グアム及び北マ

リアナ諸島連邦において、日米が共同使用する訓練場

の整備を検討することとされておりますが、その他の

施設については触れられておりません。県としまして

は、国内の他の都道府県への移設が最も合理的かつ早

期に課題を解決できる方策であると考えており、日米

両政府に対し、普天間飛行場の一日も早い移設・返還

を強く求めているところであります。

次に、米国における辺野古移設代替案についてお答

えいたします。

去る７月に米国防総省が議会に提出した報告書で

は、辺野古移設案と那覇空港第２滑走路案や嘉手納統

合案等が比較検討されております。しかしながら、日

米両政府は辺野古移設案を推進する姿勢をとり続けて

おり、報告書がどのような影響を与えるか現時点では

明らかではありません。

県としましては、引き続き情報収集を行いつつ、今

後の米議会等の動向を注視してまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 企画部長。

〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君） 普天間飛行場移設問題

についての御質問の中の、宜野湾市に対する特別な支

援制度についてお答えいたします。

国は、宜野湾市長から要請を受け、内閣府大臣官房

審議官、防衛省地方協力局次長、沖縄県企画部長、宜

野湾市副市長で構成する「宜野湾市の振興に関する協

議会」を設置し、去る８月10日に第１回会合を開催し

たところであります。この中において、宜野湾市から、

「市道宜野湾11号建設事業」や「普天間飛行場周辺ま

ちづくり事業」の事業展開の状況や宜野湾市西海岸地

域の開発計画策定の必要性のほか、これらの事業が実

現可能となる予算措置等も含めた仕組みが築けないか

との発言がありました。今後、宜野湾市の意向を踏ま

えた協議が行われるものと考えており、県としても宜

野湾市の振興を図るための課題解決に向けた協議が行

われるよう、宜野湾市と連携して取り組んでいきたい

と考えております。

次に、那覇空港滑走路増設事業の予算確保の見通し

についてお答えいたします。

那覇空港の滑走路増設について、県は必要な財源を

確保し、平成25年度新規事業化を図るよう国に要請し

ております。国においては、平成25年度概算要求にお

いて厳しい財政状況の中、那覇空港滑走路増設事業の

重要性に鑑み、財源の確保を前提として新規事業化の

要求がなされたところであります。また、財源の確保

については、「空港整備勘定等の公共事業予算、その

他の沖縄振興予算を活用することにより事業全体の財

源を捻出することとし、事業着手に向けて、その詳細

については、予算編成過程において引き続き関係省庁

とともに検討を行う。」という方針が示されました。

県としましては、沖縄振興予算が県や市町村にとっ

て沖縄振興施策を着実に推進するために必要な予算で

あること、また、那覇空港の滑走路増設が日本再生の

原動力になるものと考えていることから、必要な予算

が確保されるよう引き続き国に対し要望していきたい

と考えております。

次に、那覇空港滑走路増設事業の工期短縮に向けた

取り組みについてお答えいたします。

県は、５月14日に開催された那覇空港滑走路増設早

期着工県民総決起大会の大会決議も踏まえ、一日でも

早い完成を目指しており、これまで機会あるごとに国

へ要請してきたところであります。

県としましては、第２滑走路の早期供用が国際航空

貨物ハブを活用した国際物流拠点の形成、観光振興や
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離島の住民生活の向上など今後の沖縄振興に大きく寄

与することにとどまらず、アジア・太平洋地域の玄関

口として日本再生の原動力になるものと考えておりま

す。

このようなことから、一日も早く事業に着手され工

期短縮が図られるよう、引き続き国に要請していきた

いと考えております。

次に、コンテナ借り上げによる県産品の輸出事業の

状況と今後の目標についてお答えいたします。

現在、県では、全日空の高速物流ネットワークを活

用してアジアに向けた県産品の販路拡大を図っており

ます。那覇空港の貨物ハブを利用したコンテナ借り上

げ事業の推進により、沖縄県産品の輸出量は事業開始

前の月平均が0.4トンであったのに対し、平成24年度

は７月までの月平均が24.6トンで約61倍に増加してお

り順調に伸びております。

今後は、内閣府や関係部局との連携を密にしながら、

海外におけるアンテナショップの運営支援を初め高級

量販店での定番化に向けたプロモーション事業、県産

品の知名度向上とブランド化を図るイベントを開催す

るとともに、生産者派遣、海外バイヤー招聘による商

談会の開催等海外展開の促進に取り組み、さらなる県

産品の海外販路拡大に努めていきたいと考えておりま

す。

以上であります。

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。

〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 観光振興に

ついての質問の中の、今後の修学旅行誘致の取り組み

についての質問にお答えいたします。

平成23年の沖縄への修学旅行は、東日本大震災の影

響で沖縄への方面変更が多く発生したこと等から、校

数、人数ともに過去最高となりましたが、平成24年は

一昨年と同水準の43万人程度となると予想しておりま

す。また、今後は、国内市場の縮小傾向に加え、東京

の新たな観光施設の開業、九州新幹線の全線開業等に

よる競合が想定され、沖縄への修学旅行を取り巻く環

境は必ずしも楽観できない状況であると認識しており

ます。このため、沖縄県では、沖縄観光コンベンショ

ンビューローや関係機関と連携し、平和学習の充実や

新たな体験メニューの開発支援、県外修学旅行説明会

の開催、事前学習用ツールの提供等の取り組みを強化

するとともに、エデュケーショナル・ツーリズム推進

事業として、新たに県内と外国の学校関係者の交流を

促進する取り組み等も実施してまいります。このよう

な取り組みを実施することにより、沖縄への修学旅行

の拡大は国内はもとより海外からの誘致も視野に入れ

た積極的な取り組みを展開してまいりたいと考えてお

ります。

同じく観光振興についての中の、東北３県への数次

ビザ拡大後の影響と尖閣諸島の国有化後の観光客の減

少についてとの質問にお答えいたします。

東北３県への数次ビザの拡大は、訪日旅行全体への

関心が高まり同制度の認知度の向上につながるものと

捉えておりますので、特に本県への影響はないと考え

ております。また、日本政府が尖閣諸島を国有化した

ことを受け、９月19日時点で個人・団体合わせて約

3700件のキャンセルが発生しており、今後も予約の伸

び悩みなどの影響が出てくることが懸念されます。

県としましては、北京、上海、香港にある海外事務

所等からの情報収集に努め、今後の対策を検討してま

いりたいと考えております。

次に、同じく観光振興についての中の、語学に堪能

な人材の育成確保の現状と今後の取り組みについてと

の質問にお答えいたします。

沖縄県では、外国人観光客に対応できる人材を育成

確保するため、全国で行う通訳案内士試験のほか、本

県のみで活動する地域限定通訳案内士試験を実施して

おり、現在、外国人観光客を案内できる通訳案内士

147人が登録されております。また、ことし４月に研

修等を修了することにより通訳案内を行うことが可能

となる沖縄特例通訳案内士制度が創設されたことか

ら、今年度中に育成事業計画を策定し、次年度以降、

当該制度による通訳案内士を育成していきたいと考え

ております。そのほか、外国人観光客に対する接客方

法及び基礎的な会話に関する研修や海外のホテルスク

ールへの留学に対する支援を実施しております。さら

には、今年度から新たに企業等が実施する語学研修に

対する助成を行うこととしております。

今後も人材育成を初めとした外国人観光客の受け入

れ体制の強化を図り、さらなる誘客に取り組んでまい

ります。

同じく観光振興についての中の、観光産業従業員の

現在の状況と待遇改善に向けた取り組みについてとの

御質問にお答えいたします。

平成23年度に沖縄総合事務局が実施した県内の観光

産業従事者に対する意識調査では、観光業界で働くこ

とに満足している従業員は74.4％と高いものの、一方

で給与に対する満足度が21.7％、職業能力・技術開発

に関する満足度が17.1％など、待遇や人材開発に関す

る満足度が低くなっております。

県としましては、観光産業従事者の待遇改善を図る
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ためには、まず経営者層の意識改革や従業員のスキル

アップを図ることが重要と考えております。そのため、

経営者層に対する組織マネジメントや人材育成に関す

るセミナーを開催する高度観光人材育成モデル事業を

実施しております。また、従業者に対する語学や接

遇・マナー研修等を支援する外国人観光客受入人材育

成事業や観光人材基礎育成事業を実施しております。

さらに、観光産業の安定化を図るため、ボトム期にお

けるイベント開催の支援やきめ細かな季節ごとのプロ

モーションを展開し、観光客の年間平準化に取り組ん

でおります。

今後とも、これらの施策を官民連携して取り組むこ

とにより、魅力ある観光産業の育成を図ってまいりた

いと考えております。

次に、教育・文化の振興についての中の、県立郷土

劇場にかわる新たな文化拠点の整備についての質問に

お答えいたします。

沖縄県では、県立郷土劇場にかわる新たな文化発信

交流の拠点となる施設の整備に向け、文化発信交流拠

点整備検討委員会において検討を進めてまいりまし

た。去る９月19日に開催いたしました同委員会におい

ては、「文化発信交流拠点整備の方針に関する提言」

の方向性が確認されました。その中で、将来的には新

たに施設を整備することを展望しつつ、当面は国立劇

場おきなわを中心的な拠点として位置づけるととも

に、既存の文化施設を戦略的に活用しながらソフト面

の充実を図り、その状況に応じて施設整備を進めてい

くことが望ましいとされました。

なお、沖縄県では、芸能・文化の発展・継承に資す

るため、検討会でもたびたび話題に上がりましたソフ

ト面の充実を図るさまざまな施策を今年度より早速着

手・展開しております。具体的には、今年度から若手

演出家を活用して沖縄芸能を世界に発信する沖縄芸能

活用プロモーション事業、沖縄の文化・芸能等を観光

資源として活用する文化観光戦略推進事業、伝統芸能、

芸術文化等の文化資源を活用した事業取り組みに支援

を行う沖縄文化活性化・創造発信支援事業を行ってお

ります。これら事業を立体的にかつ重層的に構築し展

開することで本県の芸能・文化のさらなる振興が図ら

れるものと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。

〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君） 農林水産業の振興に

ついての中の、農林水産物流通条件不利性解消事業の

御質問にお答えします。

農林水産物の県外出荷に際して輸送コストの一部を

助成する農林水産物流通条件不利性解消事業は、８月

から開始し、現在、補助金交付申請を受け付けている

ところでございます。補助の対象品目としては、市場

競争力の強化により生産拡大が期待されるゴーヤー、

菊などの園芸作物やモズクなどの水産物等の戦略品目

を中心に50品目を対象としております。

補助単価につきましては、一例として、沖縄本島か

ら花卉や水産物を航空機で本土へ出荷する場合、１キ

ログラム当たり80円以内などと出荷品目別、航空機や

船舶などの輸送手段別に定めております。また、対象

団体としては、農業・漁業協同組合や生産者の組織す

る任意団体、中央や地方の卸売市場の卸・仲卸などの

業者の団体も対象としております。

今後の支援につきましては、今年度の事業の実施状

況を踏まえつつ、さらなる周知を図ることや対象品目

の追加などを検討してまいりたいと考えております。

同じく農林水産業の振興についての中の、「人・農

地プラン」の内容についての御質問にお答えします。

「人・農地プラン」とは、農業従事者の減少、高齢

化、後継者不足、耕作放棄地の増加など人と農地の問

題が深刻化する中、地域が抱える人と農地の問題解決

のため、地域の話し合いにより、今後の地域の中心と

なる経営体は誰か、中心となる経営体へどうやって農

地を集積するか、生産品目、経営の複合化や６次産業

化等、今後の地域農業のあり方をどうするかなどの内

容を盛り込んだ地域農業の将来設計図をつくるもので

あります。

次に、同じく農林水産業の振興についての中の、

「人・農地プラン」作成のメリットについての御質問

にお答えします。

「人・農地プラン」に新規就農者等の中心経営体と

して位置づけられますと、新規就農者に対し年間150

万円、最長５年間の青年就農給付金の支給、中心とな

る経営体への農地提供者に対し農地集積協力金の支

給、スーパーＬ資金の当初５年間の無利子措置などの

支援を受けることができます。

次に、同じく農林水産業の振興についての中の、

「人・農地プラン」作成の支援についての御質問にお

答えします。

県におきましては、市町村に対し「人・農地プラン」

作成経費の補助を行うとともに、農地データバンク活

用事業、耕作放棄地再生利用緊急対策交付金等を活用

した農地確保の支援に取り組んでいるところでありま

す。また、県・市町村農業委員会、ＪＡ等の関係機関

で構成する推進会議及び地区支援チームを設置し、市
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町村の「人・農地プラン」作成に対する指導・支援を

強化しているところであります。この結果、既に国頭

村、沖縄市が「人・農地プラン」を作成し、その他29

市町村が平成24年度中にプランを作成する予定であり

ます。

県としましては、今後とも関係機関の連携強化、情

報の共有化を図り、市町村の「人・農地プラン」作成

が加速されるよう支援に努めていくこととしておりま

す。

以上であります。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 教育・文化の振興について

の御質問で、全国学力状況調査の分析と対策について

お答えいたします。

調査の結果、児童生徒の「関心意欲を高める授業」

や家庭での学習時間等の確保に課題があることが明ら

かになっております。

県教育委員会としましては、授業改善研修事業等に

より教員の指導力向上に向けた取り組みの充実に努め

てまいります。また、市町村教育委員会やＰＴＡ等の

教育関係団体とのさらなる連携を推進してまいりま

す。

次に、学習環境づくりについてお答えいたします。

県教育委員会としましては、「わかる授業」を構築

する取り組みを通して教師の授業力の向上を図るとと

もに、児童生徒一人一人に職業観・勤労観を育むキャ

リア教育の視点を踏まえた授業により、主体的に学習

に取り組む態度の育成を図っております。また、「早

寝早起き朝ごはん」などの基本的な生活習慣を確立す

るため、学校と家庭が連携してさらなる充実が図れる

よう取り組んでおります。

次に、学校施設の耐震化についてお答えいたします。

平成24年４月現在、本県学校施設における耐震診断

の実施率は、市町村立学校では幼稚園が94.7％、小中

学校が97.4％、県立学校は100％となっております。

また、耐震化の割合を示す耐震化率は、幼稚園が

68.2％、小中学校が78.0％、県立学校が89.8％となって

おります。

県教育委員会としましては、特に耐震化率の低い市

町村に対しまして積極的に取り組むよう働きかけるな

ど、安全で快適な学習環境を整備するため、引き続き

早期の耐震化に取り組んでまいります。

次に、離島・僻地の給食費支援についてお答えいた

します。

僻地における食に関する支援事業は、独立行政法人

日本スポーツ振興センターが実施してきた事業であ

り、当初、平成19年度終了予定でありましたが、平成

24年度まで延長されたものであります。県教育委員会

では、これまでに同センターと都道府県学校給食会の

連合体組織である全国学校給食会連合会へ本事業の継

続等について国へ要望するよう依頼したところであり

ます。

県教育委員会としましては、今後、高度僻地の学校

給食の充実と円滑な実施が図られるよう、市町村と連

携し研究を進めていきたいと考えております。

次に、就学援助の増加要因等についてお答えいたし

ます。

平成23年度において学用品費等の就学援助を受けて

いる児童生徒の数は２万6894人となっており、近年増

加傾向にあります。受給者数の増加要因としましては、

ひとり親世帯の増加、企業の倒産やリストラ等経済の

変化、市町村による就学援助制度の周知が主な要因と

考えられます。就学援助事業は市町村においてそれぞ

れの実情に応じて実施されているものと認識をしてお

ります。

県教育委員会としましては、教育の機会均等の確保

のため、市町村教育委員会へ就学援助事業の適正な実

施、対象項目・金額等の拡充を促しており、また、国

に対しては十分な財源措置について要請をしていると

ころであります。

次に、いじめ問題についての御質問で、いじめ隠し

への批判についてお答えいたします。

他県において、生徒がいじめによりみずからとうと

い命を絶つという事案が発生いたしまして大きな衝撃

を受けております。いじめは決して許されるものでは

なく、早期に発見・対応し解決を図る必要があります。

県教育委員会としましては、いじめ問題を隠すこと

なく、「いじめをしない、させない、見逃さない」こ

とをしっかり確認し、迅速かつ組織的な対応を図って

まいります。

次に、いじめの実態調査についてお答えいたします。

本県では、毎月いじめの実態調査を行っております。

調査結果としましては、平成23年度の認知件数で小学

校72件、中学校179件、高等学校44件、特別支援学校

１件、合計296件であります。いじめの態様としまし

ては、冷やかし、からかい、悪口等が最も多く、次い

で仲間外れや集団による無視、軽くぶつかる、たたか

れる等となっております。

次に、いじめ対策についてお答えいたします。

いじめは人権侵害であり、絶対に許されない行為で

あると捉え、各学校において未然防止と早期発見・早
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期対応に努めております。具体的には、毎月の「人権

を考える日」の設定や「人権ガイドブック」の活用、

道徳教育の実践等に努めております。また、いじめア

ンケート調査や個別教育相談の定期的な実施、スクー

ルカウンセラー等との連携による教育相談体制の充実

に取り組んでおります。さらに、「沖縄県いじめ対応

マニュアル」を活用した教職員の指導力の向上及び支

援体制の充実を図っております。

次に、第三者による調査についてお答えいたします。

県教育委員会としましては、いじめの解決に向け、

必要に応じて外部専門家と連携をとり対応してまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君） 待機児童対策につい

ての御質問の中で、認定こども園についてお答えいた

します。

認定こども園については、幼保連携型認定こども園

を単一施設として認可・指導監督を一本化するなどの

制度の改正が行われております。新たな制度の基本指

針や基準等については、平成27年度からの本格施行に

向けて、現在、国において検討が行われていることか

ら、現時点で移行の程度を想定することは困難である

と考えております。

県としましては、市町村に対して適宜情報を提供す

るとともに、保育関係者等と意見交換を行いながら必

要な対応をしてまいりたいと考えております。

次に、保育士の処遇改善についてお答えいたします。

県内保育所における保育士数については、平成24年

４月１日現在7156人で、正規雇用率が40.2％となって

おります。

県としましては、新規開設予定の保育所に対し保育

の質の向上を図る観点から、正規雇用率を６割以上に

することを指導しているところであります。また、既

存保育所についても、段階的に正規職員率の引き上げ

を求めるなど、引き続き指導助言を行ってまいります。

次に、保育士確保の対策についてお答えいたします。

沖縄県における保育士登録者数は、平成24年４月１

日現在で１万7071人となっており、そのうち県内の保

育所に就労している保育士数は7156人となっておりま

す。認可外保育施設の認可化等に伴い保育関係者から

は、保育士が不足しつつあるとの問題が提起されてい

る一方で、県が実施した実態調査からは、保育士の賃

金や雇用形態の課題によって定着や就労につながって

いない状況が確認されております。

沖縄県としましては、潜在保育士に対する研修会や

合同説明会を開催するなどして保育士の確保を支援す

るとともに、保育士の処遇改善に向けた制度の見直し

について九州各県保健医療福祉主管部長会議を通じて

国に要望したところであります。

次に、子育て支援に係る県の取り組みについてお答

えいたします。

これまで沖縄県では、子育て支援の充実を図るため

必要な予算の確保に努め事業の強化を図ってまいりま

した。待機児童対策として、安心こども基金や沖縄振

興特別推進交付金を活用し保育所定員の拡充に取り組

んでまいりました。また、多様な保育ニーズに対応す

るため、延長保育や夜間保育など特別保育を実施する

市町村に対し支援してまいりました。

県としましては、今後とも引き続き必要な予算を適

切に確保し、待機児童の解消や特別保育の充実など子

育て環境の整備に努めてまいります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 仲田弘毅君。

〔仲田弘毅君登壇〕

○仲田　弘毅君 残り時間３分46秒ありますので、答

弁について気づいたことを再質問させていただきま

す。

教育長、学力向上対策あるいはいじめ問題等で本県

の子供たちの健全育成等に大きな貢献をしている沖縄

県ＰＴＡ連合会、あるいは沖縄県高等学校ＰＴＡ連合

会と、学校のバックアップ体制に常に頑張っているＰ

ＴＡがありますが、そのＰＴＡの皆さんに対して具体

的にどういったことをお願いしているのか。これは絶

対に知らしめていく必要があるかと思います。これは

もちろん学力向上対策にしてもしかりでありますし、

学校の子供たちの校外指導体制においてもＰＴＡの力

は絶対に必要であるというふうに考えておりますの

で、具体的にその組織に対してどういったことをお願

いしていくのか、ちょっとだけ踏み込んでお願いした

いと思います。

それから農林水産部長、台風16号、これは大きな被

害が出ておりますし、私たち自由民主党もついせんだ

って北部地域視察をしております。その前に、やはり

仲井眞弘多沖縄県知事は現場主義をしっかりと訴えて

おりますし、朝の５時半に出発してもう午前６時に本

部地域の現場を視察したという報道もあり、大変感銘

を受けておりますが、我々自由民主党もそれに負けな

いように一生懸命視察をし、農漁業に携わっている皆

さんのために一生懸命フォローアップしていくという

ことで頑張っております。この支援で、これは絶対各
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市町村でやるべき災害と県で対応すべき災害があると

思うんですが、そのことを含めて県ではこういったこ

とをやりますということがありましたら、ぜひお願い

をしたいと思います。

あと１点は、「人・農地プラン」に関して、土地を

確保するということが一番難しいというふうに言われ

ているんですが、これは具体的に県はどういうふうな

フォローアップをしていくのか。

それと知事、このたびオスプレイ問題で防衛大臣あ

るいは官房長官にお会いをしてじかに沖縄県の総意を

伝えたということ、これはもうすばらしいことであり

ますが、やはり国対国の防衛・外交というものはそこ

のトップである総理に伝えるべきだというふうに考え

ておりますが、いかがでしょうか。

それともう一点は、せんだって又吉公室長は米本国

に行かれて沖縄県の意見をしっかりと述べてまいりま

した。それと、報道等によりますと、知事はこれから

――来月以降になるかもしれませんが――訪米を予定

している。その訪米に関して、その目的と日程につい

て、もし大まかな点でも県民に広く知らせる意味でも

沖縄県の総意を米本国に伝えていくためにもそのこと

は必要だというふうに考えておりますが、いかがでし

ょうか。

以上です。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午前11時18分休憩

午前11時19分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 仲田弘毅議員の再質問にお

答えいたしますが、オスプレイなどについて、国家間

の案件でもありますが、防衛・外交については総理に

直接話をすべきではないかと。

まさにおっしゃるとおりで、実は24日に国連総会で

アメリカへ行かれるということでしたが、何とか24日

にお会いして沖縄へのオスプレイの配備についてはと

ても受け入れられませんよというのをきちっと申し上

げようということで実はいろんな手を尽くしたんです

が、どうにも……。そもそも総理自身が民主党さんの

代表の選挙があったり、それから党の役員人事などな

ど報道されたとおりで、大変お忙しい中で時間をいた

だけませんでした。そういうことで官房長官の時間を

いただいて総理に強く伝えてもらいたいということで

昨日お会いをしてまいりました。無論これはこれでお

願いしてきましたが、帰ってみえてからでも早々にお

会いして沖縄県民、そして沖縄の主張をしっかりとや

ってもらえるよう申し入れたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 仲田議員の再質問について

お答えいたします。

質問の趣旨は、学力向上あるいはいじめの解決に向

けてＰＴＡの役割は大変大きなものがあるんじゃない

かということでの具体的な対応といいますか、それに

ついての御質問だったと認識をいたしておりますけれ

ども、特に学力向上あるいはいじめ等につきましては、

それ以外もそうなんですけれども、私たちはＰＴＡの

持つ役割は大変大きなものがあると捉えております。

したがいまして、ＰＴＡ総会等々を通しながら本県の

主要施策の説明をしたり、あるいはさまざまな機会を

捉えながら連携を強めていきたいということでのお願

いをしている状況でございます。そういったことを通

しながら連携を深めているということでございます。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。

〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君） お答えします。

まず台風被害の件でございますが、先ほどの知事の

答弁のとおり、共済関係は個人あるいは組合から市町

村等を通して県のほうに来ますので、県のほうで組合

等といろんな審査等をやりまして支払いに持っていく

ということです。あと、大きいのが農業基盤施設、治

山施設、漁港施設等でございますが、現在、県が管理

をしている、あるいは市町村が管理をしている、ある

いは組合が管理をしているということで、それぞれの

事業主体があります。特に県が管理している今回の件

で言えば、大宜味村根路銘の山林・山腹の崩壊であり

ますとか、国頭村の字の漁港、これは県管理でござい

ますので、県が事業主体となって国に対して災害申請

をして認可を受けて復旧工事につなげていくと。あと、

市町村等のことについては災害の事業計画等作成は市

町村と一緒に県がやりながら、市町村から県に上げて

きて、県から国に申請を上げて交付決定をもらってい

くという格好で、その後、現地で復旧作業に着手する

という手はずになっております。

次に、「人・農地プラン」の農地の取得の件でござ

いますが、議員おっしゃるとおり農地の取得は農業を

やる上で大変重要なことでありまして、そういうこと

から県では、沖縄県の農地データバンク活用事業等を

立ち上げて、市町村の農業委員会を初めとする関係機
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関と農地情報の一元化を図り、収集した農地情報を活

用して「人・農地プラン」に位置づけられた中心経営

体でありますとか、新規就農者に農地を貸しつける、

あるいは取得をさせるというマッチングを図って、で

きるだけ多くの方が農地の取得ができるようなことを

やっていきたいと考えております。

以上です。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 知事の訪米計画、日程

等についてお聞きしたいというような御質問にお答え

いたします。

これまでの知事訪米の一貫してきた考え方ですけれ

ども、米政府や連邦議会、また政策形成に影響力を持

つ米側の有識者等に対し、沖縄県の米軍基地問題を直

接説明し実情を理解してもらうとともに、米軍再編等

に関する考え方などについて情報収集や意見交換を行

うと、このようなことは大変重要なことであり、これ

が基本的な目的であります。

今般、予定しております訪米につきましては、来月

初旬――10月の20日以降になりますけれども――ワシ

ントンＤＣにおいて普天間飛行場移設問題を初め沖縄

の基地問題や日米安全保障体制等について、日米の専

門家が議論する会議を開催するため訪米することとし

ております。また、同時に沖縄の米軍基地をめぐる諸

問題の解決促進やオスプレイの沖縄配備計画の中止を

求めるため米政府に直接要請することを検討しており

ます。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。

〔砂川利勝君登壇〕

○砂川　利勝君 こんにちは。

質問要旨の地域福祉対策についての⑶の後ろのほう

の、介護従事者の育成確保対策というところを削除し

ますので、よろしくお願いいたします。

質問の前に所見を述べさせていただきます。

去る台風16号で被災された方々に心からお見舞いを

申し上げます。そしてまた、県の執行部におきまして

はスピード感を持った災害対策復旧を心からお願いを

申し上げたいというふうに思います。

さて、歴史と伝統のある自由民主党の代表質問に立

たせていただき、身の引き締まる思いであります。き

ょう総裁選挙が行われておりますが、日本再生に向け

て自民党は頑張ってまいります。

さて、八重山郡民の悲願でありました新石垣空港が

来年の３月７日に開港予定であります。これまでの仲

井眞県政の御尽力に対し心から感謝申し上げ、沖縄県

の発展につながることを御期待申し上げます。

それでは代表質問を行います。

まず１、新たな沖縄振興の推進についてであります。

「沖縄21世紀ビジョン基本計画」が10年間の振興策

として2012年度からスタートし、具体的な施策を展開

するため2026年度までの５年間の実施計画も決定され

ました。これらの沖縄振興は、20年後の沖縄県の将来

像を描いた21世紀ビジョンが基本となり、自立経済の

構築を実現するために10年を期間とする基本計画と具

体的施策展開を図るための５年ごとの実施計画に基づ

き振興策実施・展開されることとなります。その上で、

特に計画の目標に掲げた４つの固有課題をいかに解決

するかが本県の目指す自立経済の構築を図る上で重要

となると考えます。

基地問題の解決と跡地利用や離島県としての条件不

利性の克服、国益貢献、海洋性島嶼県、交通ネットワ

ークの構築、地方自治拡大への対応の４つの課題は、

日米関係や安全保障上の問題、本県の持つ自然環境、

島嶼県としての立地条件、自治拡大に向けた道州制へ

の移行などさまざまな問題等が絡み、県独自の努力で

は解決が難しく、一国二制度的法制度改革や財政支援

など国による支援が前提条件となっていると考えま

す。

一方で、一括交付金の活用で市町村においては戸惑

いも起きているようであります。沖縄振興に資する事

業や沖縄の特殊性に基因する事業に限定されているこ

とから、事業計画づくりに苦慮しているようであり、

内閣府との調整で何度も練り直しを求められているか

らであります。確かに内閣府による厳格過ぎる査定も

ありますが、自由度、自主性が認められた以上、みず

からの責任で考え出し、沖縄特有と言われるアイデア

を出し切る努力が必要であります。

2012年度予算は市町村などから要望のあった事業の

うち、約９割が内諾を得たようでありますが、次年度

に向けさらなる理論づけ、戦略的事業の創設が求めら

れております。国の財政が 迫している中、県は2013

年度沖縄振興予算について、今年度以上の予算確保に

向け関係省庁に対し要請を開始しております。しかし、

県の要求どおりに確保するにはかなりハードルが高い

というのが内閣府など関係省庁の一致した見方とのよ

うであり、県においては相当の覚悟と理論づけが求め

られると考えます。さらに、民主党の前原政調会長は、

沖縄の基地問題と経済振興とのリンク論に言及したと

報道されるなど、昨今の本県における移設問題の先行

き不透明さもあり、沖縄振興予算に対する国の対応が
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厳しくなることは間違いないと思われます。

そこで伺います。

⑴、2012年度から創設された沖縄振興交付金によ

り、これまで国庫補助制度の枠組みでは対応が難しか

った施策を含め、主な県・市町村の活用事例について

伺いたい。

⑵、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」に基づく施策

を確実に実施し、将来の沖縄のあるべき姿を実現する

ためには沖縄振興予算3000億円の一括交付金化が必要

と考えるが、実現可能性について伺いたい。

⑶、2012年度から16年度までの５年間の実施計画を

決定したが、期間５年間で目指す計画の基本理念と成

果指標、行動指標を掲げた狙いを伺いたい。

⑷、2013年度の沖縄振興予算確保について、県は今

年度を超える予算額の確保を目指しているが、県の予

算要求に向けた基本的方針について伺いたい。

⑸、2012年度予算は政治的配慮で大幅増が認められ

たが、2013年度は政局が不安定な状況にあることや各

省庁の対応の壁など目標達成には昨年を超えるハード

ルの高さが指摘され、県の強固な理論づけが求められ

ている。国との折衝状況と今後の見通しについて伺い

たい。

⑹、報道によれば、民主党前原政調会長は、沖縄の

基地問題と経済振興とのリンク論に言及したとされる

が、県は把握しているか。また、政府にその認識があ

れば2013年度予算に大きく影響すると考えるが、県の

考えを伺いたい。

⑺、基地交付金と基地調整交付金の2013年度交付額

が減額されると言われているがどうか。また、減額さ

れた場合の関係市町村への影響について伺いたい。

２、離島・過疎地域の振興について。

離島・過疎地域における生活環境を整備し、地域の

活性化を図ることは県政に課せられた重要課題であり

ます。県は「沖縄21世紀ビジョン基本計画」において、

本県の離島地域の活性化を図るため離島における観

光・リゾート産業や農林水産業、食品加工業、伝統工

芸など地域に根差した産業の総合的・一体的な振興を

図り、それぞれの離島の持つ活力の維持向上を図り、

地域経済の活性化、雇用の場の創出を図っていくとし

ております。県においては、これまで国の全国一律と

いう基準の壁に阻まれ、それぞれの離島・過疎地域の

実情に沿った負担軽減策が打ち出せなかった反省を踏

まえ、県の自由度が生かせる沖縄振興一括交付金を大

いに活用すべきであると考えます。現に沖縄振興一括

交付金を活用して県が実施している離島住民等交通コ

スト負担軽減事業は、離島住民の生活を圧迫している

航空運賃や船賃等の一部を県が負担することにより、

住民の負担軽減を図るもので大きな効果を上げており

ます。さらに、離島物資等の輸送コスト高の問題もあ

ります。物資の輸送コストが低減されれば生活が安定

し、住みなれた地域へ住み続ける定住条件の緩和につ

ながると考えます。そして離島交通のかなめとなる空

港・港湾の整備を図り、特に小規模離島における交通

の利便性を図るとともに、航空・航路の確保、運賃の

低減等により住民の負担の軽減と観光客誘致に資する

ことが重要であります。

そこで伺います。

⑴、平成25年度の着工を目指している離島児童・生

徒支援センター（仮称）について、立地条件、施設規

模・運営方針等建設計画の概要を伺いたい。

⑵、高校がない離島出身の高校生の居住費や通学費

を補助する離島高校生修学支援事業について、県の支

援の内容と次年度以降の継続について伺いたい。

⑶、離島地域の交通の利便性を図るため、離島バス

路線の維持・整備や運行に要する経費等の支援につい

て、県はどのように考えているか伺いたい。

⑷、伊平屋空港の整備、粟国空港の滑走路延長につ

いて、取り組みの状況と早期実現を図る上で解決すべ

き課題等について伺いたい。

⑸、下地島空港の利活用について、宮古島市は那覇

空港の代替機能や国際空港としての位置づけを求めて

いるが、空港運営管理状況及び残地利用について、ま

た宮古島市の要望に対する県の基本方針を伺いたい。

３、土木建築関係について。

本県は、４次にわたる沖縄振興計画に基づき社会資

本の整備に８兆円余りの予算がつぎ込まれたことによ

り、公共事業を目当てに建設業はふえ続け、2000年度

には5700社近くにまで膨れ上がり、県経済を支えてま

いりました。しかし、その後は経営環境の悪化から減

少傾向にあり、現在はピーク時の15％も減少しており

ます。その上で失われた20年と言われる我が国経済の

停滞に歯どめがかからない中、公共事業費の削減が続

き、本県への公共事業費は2001年度の2939億円から10

年間で1446億円にまで減少しております。県内建設業

は、これまで米軍発注工事に対し、工事の分割発注や

ボンド率の引き下げを行うよう再三求めてきており、

県内に基地がありながら工事は本土業者に持っていか

れることに強い不満を表明しております。このため、

県が県内建設業の育成・振興を図るため沖縄総合事務

局や沖縄防衛局に対し、県内企業のさらなる受注機会

の増大を要請しているほか、沖縄振興特別推進交付金

を活用して米軍発注工事へ県内建設業者が参入できる

― 30 ―



よう支援策を具体化するとしておりますことについて

期待するものであります。県内建設業の衰退は、県経

済の低迷に直結するだけに適切な対応が求められま

す。これまでの沖縄振興のあり方が大きく変わり、沖

縄みずから考える振興策のスタートに合わせ、県独自

の振興策、育成策を具体的に示すことが必要でありま

す。

そこで伺います。

⑴、復帰後に建設・整備された道路・港湾などイン

フラについて、老朽化の状況と補修・改築等の再整備

計画について県の取り組み状況を伺いたい。

⑵、県内の公共事業について、県内建設業を優先的

に下請として活用するよう要望しているが、現状と県

の対策を伺いたい。

⑶、米軍発注工事への県内企業の参加について、分

離発注やボンド率の縮減等県内企業が参加しやすい条

件整備が必要であるが、県の取り組みを伺いたい。

⑷、県や町村が管理する道路橋の老朽化について、

全国的に修理・補修が進んでいない状況にあるようだ

が、本県の状況はどうか伺いたい。

⑸、米軍基地騒音対策としての住宅防音事業につい

て、工事手続業務を行う業者の選定で入札ダンピング

が問題となっているが、県は現状を把握しているか伺

いたい。

４、地域福祉対策について。

少子・高齢化が急速に進展している我が国におい

て、安心して子供を産み育て、社会全体で子育てを支

援し高齢者が住みなれた地域で快適に過ごすことがで

きるような環境整備が大きな課題となっております。

さらに、障害のある人が社会の一員として受け入れら

れ、その持てる能力を発揮できる社会条件の整備が必

要であります。65歳以上の高齢者の割合が23.3％を占

め世界最高水準に達しており、しかも年々増加してい

る状況から、高齢者やその家族が安心して暮らせるよ

うな社会保障制度の充実が必要であります。いつでも

どこでも誰でも適切なサービスが受けられる制度の充

実が必要であることは異論のないところであります

が、そのためには膨大な財政負担が伴います。

一方、民主党が廃止を約束した後期高齢者医療制度

について、民主党政権は取り扱いに苦慮しております。

４年たった現在、当時の批判がおさまったこともあり、

自治体からは後期高齢者医療制度に対し修正を求める

声はほとんど聞こえず、制度としてかなり定着してい

ることがうかがえるのであります。政府は、後期高齢

者医療制度見直し法案として今国会に提出すると言っ

ておりましたが、自公の反対や見直しにより地方自治

体が財政責任を負うことから、全国知事会の理解が得

られていないとして先送りを決めたようであり、事実

上廃止は不可能な状況にあります。地方からは、新制

度は高齢者医療の収支は現行制度と同様に別勘定と

し、地方自治体にとっては財政責任がはっきりせず市

町村も事務量がふえ、新たな混乱を招くとの指摘もあ

ります。政府においては慎重な対応が求められます。

そこで伺います。

⑴、生活保護受給者が大幅に増加しているようだ

が、その要因として、働ける現役世代の受給増が指摘

されている。本県の状況と歯どめをかける効果的な対

策について伺いたい。

⑵、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」で障害者の社

会参加や安心して暮らせる社会の構築を掲げている

が、期間10年間で具体的に何をどのように変え、どの

ような施策を展開していくか県の基本的考えを伺いた

い。

⑶、改正育児・介護休業法が７月１日全面施行され

たが、県内対象事業所の対応が心配されている。事業

所の取り組み状況について伺いたい。

⑷、政府は、2013年度から子宮頸がんなど３種類の

ワクチンを無料化にする方針のようだが、費用が全額

市町村負担になれば財政が圧迫されることから国に負

担を求めている。今後の見通しを伺いたい。

５、地域医療環境の整備について。

全国的に産婦人科、小児科医師の不足が大きな社会

問題となっております。特に、本県においては多くの

離島を抱えていることから、地域の人たちが住みなれ

た地域で安心して出産、子育てができる地域医療の整

備が必要であります。本県の県立病院においても産婦

人科、小児科医師の不足が慢性化しており、毎年医師

確保に奔走しているのが現実であります。特に、本県

の場合、離島医療の充実という大きな課題を抱えてお

り、県立病院への依存度は高まる一方であります。八

重山病院や宮古病院、北部病院においては、毎年のご

とく産婦人科医師不足問題に悩まされており、勤務医

が一人でも欠けると本島からの応援態勢が厳しいため

新規患者の診療制度など住民にとって深刻な問題であ

ります。このように県立病院の医師確保体制は、まさ

に綱渡りの状態で何とか乗り切っているというのが現

実であります。

一方で、産婦人科、小児科医師の大半を占める女性

医師の割合は年々高くなっておりますが、女性医師が

子育てなどで退職や出産診療から離れた後に、勤務環

境が苛酷なため戻ってこない傾向にあることでありま

す。一旦出産診療を離れた女性医師を呼び戻すことで
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現状打開に大きく前進すると考えますが、そのために

は苛酷と言われる産科医の勤務環境を改善しなければ

なりません。県の思い切った対策が必要であると考え

ます。

そこで伺います。

⑴、県立病院における産婦人科、小児科医師の確保

に毎年奔走している状況を解消するため、給与面の優

遇措置や女性医師が就労しやすい勤務体制の確立、医

療現場の環境整備など思い切った対策を考えるべきで

はないか伺いたい。

⑵、本県における地域医療は県立病院に依存してい

る現状にあり、本来地域医療を担う上で当該市町村の

果たす役割は大きいことから、今後の地域医療を維持

するには県と市町村との役割分担が必要ではないか、

県の考えを伺いたい。

⑶、県立八重山病院は老朽化が進み、建物の損傷や

設備のトラブルが相次いでおり、住民から安心で安全

な医療環境の整備が求められている。県の対応を伺い

たい。

⑷、後期高齢者医療制度見直し法案について、政府

は国会における審議を先送りした。同見直し法案に対

し全国知事会の理解は得られているか。また、本県は

どのように考えているか伺いたい。

６、尖閣諸島について。

報道によれば、国と東京都の間で尖閣諸島３島をめ

ぐる購入問題について、国が直接購入することで決着

したようであります。国の購入により国有化が確定し

たことで尖閣諸島をめぐる動きは新たな段階に入った

ことは間違いありません。尖閣諸島をめぐり、去る８

月15日、香港の反日団体の活動家14人が乗った船が我

が国領海に侵入し、尖閣諸島、魚釣島に７人が不法に

上陸するという中国の反日団体による不法行為がまた

しても起きました。警戒に当たっていた海上保安庁の

巡視船の警告を無視し、魚釣島に突き進み、簡単に上

陸しているのであります。中国活動家や漁船による尖

閣諸島近海への不法侵入、不法上陸はたびたび行われ

ており、2004年３月に中国人活動家７人が上陸した際

には、県警が入国管理局に身柄を引き渡し、強制送還

しております。今回の香港反日団体は、活動家のほか

に香港のテレビ局の記者を同行させ、上陸した際の様

子を撮影しネット中継するなど中国人の反日感情を高

めるなど、ナショナリズムをあおっており、明らかに

背後に中国政府の黙認の了解があったと考えられるの

であります。今までとめていた中国政府が今回はとめ

なかったことで、今後さらなる不法上陸が繰り返され

るおそれがあるということであります。海上保安庁の

整備拡充を図る必要性はますます高まっております。

尖閣諸島は本県の行政区域に入っており、地理的・歴

史的に関係が深い本県にとって外交は国の専権事項と

いうことで避けて通ることはできないのであります。

中国は、国有化が確実となったことを受けて断固とし

た対抗措置をとるとしており、大挙して漁船団を送り

込み、数百の漁船が尖閣諸島に押し寄せております。

今回の東京都の調査実施により、尖閣諸島の重要性が

明らかとなっており、国は具体的より確実な実効支配

を強固にするため、早急な対応が必要であると考えま

す。

そこで伺います。

⑴、尖閣諸島３島を国が購入したことで国有化が確

定したが、実効支配をより確実なものにするため何を

必要とするか伺いたい。

⑵、東京都の調査団が船上から魚釣島、北小島、南

小島の地形や動植物等環境面の調査を行い、尖閣諸島

が学術上や観光資源としても重要であることが確かめ

られた。今後、県としてどのようなかかわりが考えら

れるか伺いたい。

⑶、政府は、15日に不法上陸した７人を含め14人全

員を出入国管理・難民認定法違反容疑で逮捕し、17日

には全員を強制送還した。このような決着の仕方につ

いて知事はどのように考えるか伺いたい。

⑷、今回の不法上陸は、香港のテレビ局の記者を同

行させ、上陸の様子を撮影しネット中継するなど背後

に中国政府の黙認があったと考えられるが、今後我が

国の対応はどうあるべきと考えるか伺いたい。

７、海岸漂着ごみ問題について。

近年、世界的に海岸に漂着したり、海岸周辺に捨て

られるごみが大量に増加し、地球環境に与える影響が

心配されております。報道によりますと、2006年に日

本や米国等世界68カ国の海岸などで実施した清掃キャ

ンペーンで回収したごみは約800万個以上に上ったと

いうことであります。我が国においても約200カ所の

海岸で約21万個のごみが回収されております。本県に

おいても本島北部海岸や八重山・宮古など離島に漂着

するごみが年々ふえており、自然景観や環境保全に与

える影響が懸念されております。防衛大学の山口晴幸

教授は、1998年から毎年宮古・八重山の先島地域の海

岸に流れ着いた海岸１キロメートル当たりの漂着ごみ

の量を調査しておりますが、2009年３月の調査により

ますと1998年に比べ5.8倍に増加しているということ

であります。漂着したごみの量は15万7000個に達し、

そのうち日本製は1.7％であったのに対し、外国製は

22.9％、国籍を判別できない不明ごみが75.4％を占め
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ております。本県は観光立県であり、海が観光の生命

線であります。漂着ごみ対策を県政の重要課題として

位置づけ、国の協力を得て実効性のある対策を講じる

必要があると考えます。

そこで伺います。

⑴、県が行った漂着ごみの状況調査について、その

結果と今後調査結果をどのように活用していくか伺い

たい。

⑵、漂着ごみ対策として、排出される国の特定と我

が国として排出された国に対する対策について、国と

協議・調整を行っているか伺いたい。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） ただいまの砂川利勝君の質問

に対する答弁は、時間の都合もありますので午後に回

したいと思います。

休憩いたします。

午前11時55分休憩

午後１時22分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

午前の砂川利勝君の質問に対する答弁を願います。

仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 砂川利勝議員の御質問にお

答えいたします。

まず第１に、新たな沖縄振興の推進についての中で、

ビジョン実施計画に成果指標などを掲げた狙いは何か

という御趣旨の御質問にお答えをいたします。

沖縄県は、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」を着実

に推進するとともに、社会経済情勢の変化に適切に対

応するため、前期５年間の具体的な取り組みを明らか

にしました実施計画を策定したところでございます。

この実施計画では成果指標や活動指標などを設定し、

施策効果の検証などを効果的に行い、ＰＤＣＡサイク

ルを確立することといたしております。

沖縄県といたしましては、これらの指標を県民の皆

様に明示することで目標をしっかり見据え、そして課

題解決に向けまして取り組んでまいる所存でございま

す。

次に、同じく新たな沖縄振興の推進についての御質

問の中で、予算要求に向けた基本方針いかんという御

趣旨の御質問にお答えをいたします。

沖縄振興予算の要求に当たりましては、21世紀ビジ

ョン基本計画に基づく５つの目指すべき将来像の実現

に向けました諸施策を展開するため十分な予算を確保

する必要があると考えております。このため、平成25

年度の沖縄振興予算の確保に向けまして、3000億円規

模の予算の確保、そして沖縄振興交付金の増額及び拡

充、そして那覇空港滑走路増設の新規事業化などを柱

とします要請を行ったところでございます。

沖縄県としましては、今後とも関係機関と連携を密

にし、必要な額の確保に向け全力を挙げて取り組んで

いく所存でございます。

次に、地域福祉対策についての御質問の中で、基本

計画における障害者施策についての御質問にお答えい

たします。

沖縄県としましては、障害者が社会活動に参加しや

すい環境づくりのために、障害者が利用する施設のバ

リアフリー化や就労支援策の推進、さらにはスポーツ

や文化活動等の社会参加の促進などなどさまざまな施

策を実施することといたしております。このような施

策を進めることにより、心豊かで安全・安心に暮らせ

る社会の実現に取り組んでまいる所存でございます。

次に、尖閣諸島についての御質問の中で、尖閣諸島

の国有化についての御質問にお答えをいたします。

尖閣諸島の国有化につきましては、海上保安庁によ

る監視活動が常時行われております。そして、国有化

後も引き続き政府による適切な管理がなされるものと

考えているところでございます。

その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君） 総務部長。

〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君） 新たな沖縄振興の推進に

ついての御質問の中で、沖縄振興交付金を活用した主

な県の活用事業例についてお答えいたします。

沖縄振興特別推進交付金は、沖縄振興に資する事業

等を県が自主的な選択に基づき実施できる制度として

創設をされ、本県の実情に即してより的確かつ効果的

に施策を展開することが可能なものとなっておりま

す。

同交付金を活用した主な県事業として、離島振興の

分野では、離島住民等の交通コストへの支援、子育て

の分野では、放課後児童クラブの公的施設への移行に

係る施設整備費等への支援、文化の分野では、空手道

会館（仮称）建設に向けた基本計画等の策定、公共交

通の分野では、ノンステップバスの購入費やバスロケ

ーションシステムの開発費への支援、情報通信関連産

業の分野では、スマートフォン用のＯＳの認証システ

ム構築等を行う事業者への支援、新リーディング産業

の分野では、国際物流拠点施設の整備、農林水産業の

分野では、戦略品目である農林水産物の本土への輸送

費への支援、人材育成の分野では、高校生等の海外へ
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の派遣や国内外の観光客が満足する質の高いサービス

を提供できる人材の育成などを実施しているところで

あります。

同じく新たな沖縄振興の推進の御質問の中で、国と

の折衝状況と今後の見通し及び民主党の前原政調会長

の発言に係る2013年度予算への影響について、これは

１の⑸と１の⑹は関連いたしますので一括してお答え

をさせていただきます。

平成25年度の沖縄振興予算の確保に向けては、去る

８月２日に沖縄担当大臣を初めとした関係要路に対し

知事から要請を行いました。これを受け、去る９月７

日に内閣府は総額で3000億円規模、沖縄振興交付金の

増額、那覇空港滑走路事業の新規事業化など沖縄県の

要望に配慮した内容で財務省に対して概算要求を行っ

ております。

沖縄県としては、今後とも市町村や内閣府沖縄担当

部局等との連携を密にし、沖縄振興に必要な予算の確

保に向け全力を挙げて取り組んでまいります。

また、民主党の前原政調会長の発言については、新

聞報道があったことは承知しておりますが、沖縄県の

振興策と基地問題は別であると考えているところか

ら、平成25年度の沖縄振興予算の確保に影響があると

は考えておりません。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 企画部長。

〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君） 新たな沖縄振興の推進

についての御質問の中の、沖縄振興特別推進交付金を

活用した市町村の主な事例についてお答えいたしま

す。

沖縄振興特別推進交付金の市町村分は、９月中旬ま

でに配分額303億円の全額が要望されており、その約

９割に当たる約271億円が内諾され事業の着手が可能

となっております。内諾された事業数は1214事業で、

事業内容も離島振興や子育て・福祉、教育、防災、観

光や農業・地場産業の振興など多岐にわたっておりま

す。具体的には、離島振興の分野では、妊婦健診の交

通費助成、人工透析施設の整備、航路を補完する空路

移動手段の確保、定住促進住宅の整備など、子育て・

福祉の分野では、認可外保育施設への保育士等の配置

や施設改修、幼稚園の預かり保育のための人員配置、

放課後児童クラブの家賃助成や小規模離島での公立保

育所の整備など、教育の分野では、学習支援員の配置

や学校施設の長寿命化対策、冷房設備の設置などによ

る学習環境の改善、教育用パソコンの導入など、防災

の分野では、防災無線施設の整備、津波避難ビルの整

備、海抜表示板の設置、非常食料等の備蓄など、観光

振興の分野では、観光プロモーションの実施、観光地

の美化、観光地周辺施設の整備など、農林水産業振興

の分野では、花卉出荷用の選別機の導入、野菜用パイ

プハウスの導入支援、新たな水産技術の習得等を行う

ための水産振興センターの整備など、地場産業振興の

分野では、特産品の開発・販売の支援、商談会出店へ

の助成、超高速通信基盤の整備等の事業が内諾されて

おり、それぞれの分野でこれまでの制度の枠組みでは

十分に対応ができなかった事業がきめ細かく実施でき

るようになったものと考えております。

続きまして、沖縄振興予算の一括交付金化について

の御質問にお答えいたします。

沖縄振興一括交付金のうち、沖縄振興特別推進交付

金いわゆるソフト分につきましては、これまでの国庫

補助制度では十分な対応ができなかった県民ニーズの

高い施策への活用が可能とされ、県及び市町村におい

て産業振興や雇用、離島振興、福祉・教育などの幅広

い分野の事業に着手しているところであります。

一方、沖縄振興公共投資交付金いわゆるハード分に

つきましては、対象範囲の拡大が図られたものの事業

が限定されていることから、さらなる対象範囲の拡大

を国へ求めていく必要があると考えております。また、

国直轄事業に係る財源につきましては、国の出先機関

改革の進展に合わせ必要な財源を沖縄県へ移譲し、沖

縄振興一括交付金の財源とするよう引き続き国に求め

てまいりたいと考えております。

沖縄県としましては、沖縄振興一括交付金の積極的

な活用と拡大により「沖縄21世紀ビジョン基本計画」

に基づく施策を主体的かつ効果的に推進し、「沖縄ら

しい優しい社会」と「強くしなやかな自立型経済」の

構築を図ってまいりたいと考えております。

次に、基地交付金と調整交付金の2013年度交付額が

減額された場合の影響についての御質問にお答えいた

します。

基地交付金及び調整交付金の国の平成25年度概算要

求額は、基地交付金が対前年度比８億円増の275億

4000万円、調整交付金が２億円増の70億円となってお

り、いずれも今年度と比較して増額の要求がなされて

おります。これらの交付金は基地所在市町村の貴重な

財源であり、所要の予算額が確保される必要があるこ

とから、今後とも減額されることのないよう渉外知事

会を通じて関係省庁に要請してまいります。

次に、離島・過疎地域の振興についての御質問の中

の、離島バスに対する支援についての御質問にお答え

いたします。
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離島バス路線については、離島住民、特に高齢者、

障害者、学生などいわゆる交通弱者の日常生活の足と

して、その確保・維持が重要であると認識しておりま

す。バス路線の確保・維持については、県では、利用

者が少なく運賃収入だけでは維持が困難な赤字路線に

対し市町村との協調による運行費補助を行い、また、

当該路線を運行する車両の購入費についても補助を実

施し、利用者の利便性の確保を図っております。中で

も離島・過疎地域については、路線バス事業の経営環

境が本島に比べ厳しいことに鑑み、運行回数や経常収

支比率など補助要件を緩和しており、路線の確保・維

持について特に配慮しているところであります。

次に、下地島空港の残地利用についてお答えいたし

ます。

県は、下地島空港周辺公有地の有効活用を図るため

下地島土地利用基本計画を策定しております。同計画

では、農業的利用ゾーン、観光・リゾートゾーン、空

港及び空港関連ゾーンなど７つのゾーンに区分し、土

地利用に当たっての指針を示しております。現在、宮

古島市の要望を踏まえ、農業的利活用を促進するため

農業的利用ゾーンを30ヘクタールから85ヘクタールへ

拡大し、県有地の市への売却を進めているところであ

ります。

県といたしましては、引き続き市と連携を図りつつ、

下地島空港残地の有効利用に向けて取り組んでまいり

ます。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 離島・過疎地域の振興につ

いての御質問で、離島児童・生徒支援センター（仮称）

の建設計画の概要についてお答えいたします。

同施設につきましては、立地場所や施設規模・運営

方針等を定めるために、施設設置候補地における利便

性や周辺環境、施設の機能や管理運営方法等について

調査を実施しているところであります。調査内容をま

とめ、年内に基本計画を策定することとしており、平

成25年度の着工を目指して取り組んでまいります。

次に、離島高校生修学支援事業についてお答えいた

します。

文部科学省の補助事業であります離島高校生修学支

援費につきましては、高校未設置の離島を抱える16市

町村のうち12市町村が予算化しており、３市町村が９

月補正で対応予定であります。

県教育委員会としましては、これらの市町村に対し

まして高校生１人当たり15万円の４分の１の支援を考

えており、県議会９月定例会に補正予算案として上程

しているところであります。また、次年度以降も同事

業を継続してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君） 土木建築部長の當

銘でございます。よろしくお願いいたします。

それでは離島・過疎地域の振興についての御質問の

中で、伊平屋空港、粟国空港の取り組み状況と課題に

ついての御質問にお答えいたします。

まず伊平屋空港の整備については、環境影響評価書

に対する知事意見の中で「埋め立てを回避すべき」と

の意見が出されたことから、現在、陸域内で空港を設

置するため滑走路の長さの縮小など基本計画の見直し

を行っているところであります。そのことに伴い、需

要予測、事業費、費用対効果等についても見直す必要

が生じております。県としては、基本計画の見直しを

早期に行い、伊平屋村と伊是名村の了解を得た上で環

境影響評価書の補正を行う考えであります。

次に、粟国空港については、平成21年６月に定期便

が運休し、現在、チャーター便による運航が行われて

おります。安定的な定期路線の再開には機材の大型化

に対応した滑走路の拡張整備が必要なことから、現在、

環境への負荷を低減することや、あるいはコスト縮減

を考慮して基本設計を実施しているところでありま

す。

なお、新規事業化に当たっては、両空港とも航空会

社の就航の意向取りつけや需要喚起策が重要なことか

ら、地元協議会や関係機関と協議し、早期に事業着手

できるよう取り組んでいきたいと考えております。

次に、離島・過疎地域の振興についての御質問の中

で、下地島空港の運営管理及び宮古島市の要望に対す

る県の基本方針についてお答えいたします。

下地島空港の運営管理に要する経費については、沖

縄県と航空会社が昭和54年に締結した覚書に基づき、

これまで日本航空及び全日本空輸が折半してきたとこ

ろであります。今般、日本航空の訓練撤退を受け、県

では、本覚書の継続と経費負担を求める民事調停によ

り適正な空港運営管理費を確保したいと考えておりま

す。

なお、全日本空輸による訓練は引き続き行われてお

り、同社は従来どおり空港運営管理費の２分の１を負

担しております。

また、同空港の新たな利活用については、国内外の

空港の先進的な事例を調査研究し、実現可能性のある

― 35 ―



利活用案を総合的に検討するため、学識経験者、県の

関係機関、宮古島市及び地元経済団体で構成する「下

地島空港利活用検討協議会」を設置して具体的な検討

を進めております。検討に当たっては、伊良部大橋供

用後の宮古空港との役割分担を踏まえながら関係機関

と連携して取り組んでいきたいと考えております。

次に、土木建築関係についての御質問の中で、道路

や港湾等の老朽化の現状と補修・改築等についてお答

えいたします。

沖縄県の道路は、復帰後に急速に整備され、現在

1232キロメートルを管理しております。これらの道路

施設は、近い将来急速に老朽化することが予想されて

おります。このため、橋梁については、平成22年度に

橋梁長寿命化修繕計画を策定し、これに基づき老朽化

した橋梁の点検及び補修工事を推進しております。ま

た、トンネル等の大規模構造物については、点検・補

修を行っているほか、高さ15メートル以上の道路のり

面については、道路防災カルテを作成し補修工事を行

っております。港湾についてもほとんどが本土復帰を

契機に整備が行われてきておりますが、多くの施設が

供用開始後30年以上経過し、経年劣化等による老朽化

が進み、更新を必要とする施設が増加しております。

このため、老朽化が進む港湾施設の必要な機能を維持

しつつ、将来の改良、更新コストの抑制を図ることを

目的とした港湾施設の維持管理計画を平成20年度から

順次策定しているところであり、平成23年度までに20

港湾の策定を行っております。平成26年度までに県管

理港湾38港全ての維持管理計画の策定を完了する予定

であり、今後は船舶大型化に伴う岸壁の拡張や耐震化

等の改築とあわせて港湾施設の計画的な補修・改築等

に取り組んでまいります。

土木建築関係についての御質問の中で、県内建設業

の下請優先活用の現状と対策についてお答えいたしま

す。

平成23年度における下請工事件数は582件であり、

そのうち県内業者の下請件数は512件で、率にして約

88％となっております。

県内建設業の優先活用策としましては、昨年度の５

月から工事発注の際の特記事項として「請負業者は下

請け契約の相手方を県内企業から選定するように務め

なければならない」と記載し、県内企業の活用に取り

組んでおります。また、建設関係団体に対しましても、

下請発注する場合は、可能な限り県内企業を優先的に

活用することを要請しております。

今後とも、関係団体と連携して県内企業への優先下

請に取り組んでいきたいと考えております。

土木建築関係についての御質問の中で、米軍発注工

事に対する県の対応についてお答えいたします。

県では、これまで在沖米軍に対しボンド率の縮減や

分離・分割発注等について要請を行うとともに、日米

両政府の関係機関に対しても要請の実現に向けた支援

を求めてきたところであります。また、沖縄振興特別

推進交付金を活用し米軍発注工事参入支援可能性調査

を実施しており、その調査の中で、実現可能性のある

新たな方策や実施方法等を検討していく考えでありま

す。

次に、土木建築関係についての御質問の中で、県や

市町村が管理する道路橋の補修状況についてお答えい

たします。

沖縄県及び市町村が管理する長さ15メートル以上の

橋梁は、沖縄県が345橋、市町村は387橋、合計732橋

ございます。このうち、補修が必要な橋梁は、沖縄県

で287橋、市町村で200橋、合計487橋となっておりま

す。橋梁の補修は平成17年度から重点的に行っており、

現在、沖縄県で57橋、市町村で24橋、合計81橋が補修

中または補修済みとなっております。平成24年３月末

の整備率は16.7％となっており、全国平均の10.7％を

やや上回っております。

今後とも、県民の安全で安心な生活を確保するため、

効果的で効率的な維持管理を行っていきたいと考えて

おります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 土木建築関係の御質問

の中で、住宅防音事業に関する入札ダンピングについ

てお答えいたします。

政府が行う米軍基地周辺の防音工事事業について、

落札率が低いことは承知しております。本件について

沖縄防衛局に問い合わせたところ、入札は法令に基づ

いて適正に行われ、また、落札業者には業務履行の意

思を確認した上で契約しているとのことであります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君） 地域福祉対策につい

ての御質問の中で、本県の生活保護の動向と対策につ

いてお答えいたします。

沖縄県の生活保護世帯は、リーマンショック以降、

全国と同様に増加傾向で推移しており、平成23年度は

２万1550世帯で、平成20年度と比較すると4906世帯、

29.5％の増加となっております。そのうち、稼働能力
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を有する者を含む「その他世帯」の伸びが顕著であり

1437世帯、90.3％の増加となっております。県におき

ましては、福祉事務所の就労支援員の増員を図り、公

共職業安定所等と連携して就労支援を強化してきたと

ころであります。その結果、平成21年度は352人、平

成22年度は467人の就職等に結びついております。

県といたしましては、今後も引き続き支援体制を強

化し、雇用施策と連携した就労支援に取り組んでまい

ります。

次に、子宮頸がん等ワクチン接種費用の財政措置の

今後の見通しについてお答えいたします。

厚生労働省においては、平成24年５月に厚生科学審

議会予防接種部会の提言を受け、子宮頸がん等ワクチ

ンの定期接種化に向け検討を行っております。定期接

種化に必要な財源については、８月17日に閣議決定さ

れた平成25年度概算要求組替え基準を受けて予算編成

過程で検討を行うとしております。

次に、地域医療環境の整備についての御質問の中で、

地域医療における県と市町村の役割分担についてお答

えいたします。

医療法第１条の３の規定においては、県及び市町村

は等しく地域医療の確保を図る責務があるとされてお

ります。県においては、地方自治法の趣旨を勘案し、

広域的な地域を対象として救急医療や小児・周産期医

療等の高度医療、専門医療などを担う役割があり、市

町村においては、それぞれの地域の実情に応じて日常

的な疾病等を中心に頻度の高い医療を提供していくこ

とが重要であると考えております。現在、これらの地

域で必要とされる公的な医療については県に集中して

いる状況にあり、適切な地域医療を確保するためには、

県及び市町村がそれぞれの役割を適切に分担していく

必要があると考えております。

次に、後期高齢者医療制度の見直しについてお答え

いたします。

国による後期高齢者医療制度の見直しについて全国

知事会は、同制度は施行から４年を経過し定着してい

ることから、必要な改善を加えながら安定的な運営に

努める必要があるとしております。

県といたしましては全国知事会と同様に考えてお

り、今後とも連携を図りながら対応してまいります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。

〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君） 地域福祉対策につい

ての御質問の中の、改正育児・介護休業法への事業所

の取り組み状況についてお答えいたします。

平成21年に改正された育児・介護休業法で、常時

100人以下の労働者を雇用する事業所に適用が猶予さ

れていた育児のための「短時間勤務制度」や育児のた

めの「時間外労働の免除」及び「介護休暇制度」が、

ことしの７月１日から義務化されております。

平成23年度に県が実施した沖縄県労働条件等実態調

査によると、100人未満の事業所において、育児のた

めの「短時間勤務制度」を定めているところは53.6％、

育児のための「時間外労働の免除」は32.6％、「介護

休暇制度」は51.5％となっております。

県では、引き続きこれらの制度について沖縄労働局

と連携し啓発普及に取り組んでまいります。

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。

〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君） 地域医療環境の整備

についての御質問の中で、県立病院における産婦人科、

小児科医の確保に向けた対策についてお答えいたしま

す。

産婦人科医及び小児科医に関しては、特に勤務時間

の不規則性及び訴訟リスクの増加により、その確保は

非常に困難なものとなっております。医師確保につい

ては、大学や民間病院との協力・連携による派遣、臨

床研修病院においての養成、人的ネットワークや地

域・離島医療確保モデル事業による招聘などを行うほ

か、あらゆる手段を講じて努めているところでありま

す。特に、増加傾向にある女性医師の就労支援につい

ては、育児休業制度及び短時間勤務制度が活用できる

よう人員体制の確保に努めてまいります。また、職場

環境の整備の一つとして院内保育所の設置についても

進めてまいります。

なお、医師にかかる給与面の措置につきましては、

地方公営企業法の給与決定原則に照らし、病院現場の

状況等を踏まえる必要があると考えております。

次に、県立八重山病院の医療環境の整備についてお

答えいたします。

病院事業局では、八重山病院において施設の老朽化

の進行及び狭隘等により、これまでに耐震補強工事、

外壁改修工事、救急室及び新生児室の内部改修工事を

行い、今年度は空調機器の取りかえ工事を行うなど医

療環境の整備に取り組んでいるところであります。

しかしながら、八重山病院は築32年が経過しており、

施設の老朽化もあって照明器具及び給湯設備の腐食に

よる破損等のトラブルが生じております。このため、

現病院機能の維持確保を図ること及び医療提供施設と

しての安全性が確保できるかどうかを検討するため、

今年度早急に施設の老朽度調査を行っていきたいと考
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えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。

〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 尖閣諸島に

ついての御質問の中の、尖閣諸島の学術、観光資源に

おける県のかかわりについての御質問にお答えいたし

ます。

現在、尖閣諸島は日本政府の同意なく上陸を認めな

い方針となっておりますので、現時点で沖縄県が具体

的な活用を検討する状況ではないというふうに考えて

おります。

同じく尖閣諸島についての中の、不法上陸者の強制

送還についてとの御質問につきましては、政府の責任

において強制送還をしたわけでありますので、県とし

ては国の判断を尊重するのがよいのではないかという

ふうに考えております。

同じく尖閣諸島についての中の、尖閣諸島の不法上

陸における我が国の対応についてとの御質問ですが、

日本政府の同意なく尖閣諸島へ上陸することは現在認

められておりません。よって、今後も同様の方針がと

られるものと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君） 海岸漂着ごみ問題に

ついての御質問の中で、漂着ごみの調査結果と活用方

法についてお答えいたします。

県が平成21年度から23年度にかけて行った海岸漂着

ごみ実態調査の結果によりますと、県内全域で約8900

立方メートルの漂着ごみが確認されております。地域

別では八重山諸島が最も多く約3800立方メートル、次

いで沖縄本島周辺離島と宮古諸島がそれぞれ約1900立

方メートル、沖縄本島が約1200立方メートルとなって

おります。

県におきましては、この調査結果をもとに沖縄県海

岸漂着物対策地域計画を策定し、海岸管理者と市町村

が連携して漂着ごみの回収事業を実施しております。

平成23年度には重点対策区域91区域のうち66区域にお

いて約8300立方メートルの漂着ごみを回収処理したと

ころであり、今年度も各地域において回収事業を実施

しております。

同じく海岸漂着ごみ問題について、排出国の特定と

国との調整状況についてお答えいたします。

県が実施した海岸漂着ごみ実態調査によりますと、

中国製のごみが最も多く、韓国や台湾などを含めた海

外由来のごみが８割から９割を占めている状況にあり

ます。海外由来の漂着ごみについては、平成21年７月

に施行された海岸漂着物処理推進法において国が外交

上適切に対応することとされております。国において

は、日中韓三カ国環境大臣会合や北西太平洋地域海行

動計画等を通した発生源対策の強化等に取り組んでお

ります。

県としましては、実態調査の結果を国へ情報提供す

るとともに、全国知事会などを通して国際的な対応に

ついても求めているところであります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。

〔仲村未央さん登壇〕

○仲村　未央さん こんにちは。

社民・護憲ネットを代表しまして代表質問を行いま

す。

けさ、県民大会実行委員会の阻止行動、スタートし

ました。県議会の議長を初め翁長市長会会長、それか

ら全共同代表、そして佐喜真市長、多くの県議、市町

村議が参加をする中で、市民の皆さんの多くが参加を

する中で、配備阻止の意思表示をしてこの議場にたど

り着いているところです。こういった中で、本当に圧

倒的な数や権力を持って一地域・沖縄へひたすらこの

負担を押しつけ、みずから約束をした普天間返還への

道筋、これを何ら示せない中でさらなる負担を強要す

る、こういった配備ありきの日米両政府に、ただ陳情

や要請を繰り返すというこの従来の形を超えて、米軍

のゲートの前に立つというある意味では実力行使、こ

れによって配備を阻止しようというこの県民の抵抗

は、新たな展開に入ったとも言えると思います。こう

いった超党派の力、全会一致の県議会、市町村議会、

そして市町村長らのこの動き、必ずこういった不条理

をはね返していく原動力になると信じます。ＡＫＢも

48ですが、私たち県議会も48名です。こういった中で、

本当に圧倒的な存在感を持って、分断されない団結、

このオスプレイ配備を絶対に許さないという県民の総

意・民意のとりでとして私たち一緒に頑張っていきた

いというそういう決意を込めて所見を述べまして質問

に入ります。

知事の政治姿勢について⑴に関連して、きょう、朝、

嶺井光議員が挨拶の中でおっしゃっていたことに私も

非常に共感をしました。なぜオスプレイが沖縄に来る

のかということについて嶺井議員が言ったのは、普天

間があるからだと。まさに普天間が撤去をされないと

いうこの状況の中においてオスプレイがやってくると

いう、このことに非常に憤りがあります。知事も普天
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間基地の３年閉鎖、これを公約をしていた。そういっ

た中において今のオスプレイの問題がさらなる負担と

して浮上をする。そういう中においては、もちろん危

険である。安全性が立証されないオスプレイの配備と

いうのは到底許されることではありませんが、オスプ

レイの配備にかかわらず、この普天間の固定化を招く

ような、やはり滑走路改修いろんなことを含めて強化

につながるもの、機能の維持につながるもの、これに

ついては一切を拒否する立場であろうというふうに思

います。その認識を改めて伺います。

２点目、マグルビー在沖米総領事は就任会見で、

「普天間飛行場周辺が特に危険だという認識はない」、

「世界一がどこから出たのかわからない」、「どうして

周りに住宅が密集したのか不思議だ」などと発言をし

ました。普天間基地の全面返還を日米で合意した当時、

モンデール駐日大使の特別補佐官として大使館勤務を

したこの氏の発言は、無知からのものであるはずがな

く、米国の対沖縄政策が反映されていると思われます

が、知事の見解を伺います。あわせて、県として総領

事にどのように対応したか伺います。

⑶、辺野古への基地建設に係る環境アセスの補正に

ついて、防衛省は、年内に作業を完了する方向で今作

業を進めているというようなことが伝わってきます。

そうなると、この手続上、公有水面の埋め立ての許可

の申請もまた近づくということになります。このよう

な中で県外移設を公約した知事がましてやこの申請を

承認することはないと思いますが、見解を伺います。

⑷点目、オスプレイ配備に反対する９月９日の県民

大会、それをどう評価しているのか知事の考えをお聞

かせください。

⑸点目、県民大会不参加を判断した知事に県民から

強い批判が向けられています。「どうして絶対いなく

てはいけないのか、理解できない」というコメントが

発せられましたが、知事はこの県民の批判を理解をし

ていますか。どう受けとめているのか伺います。

⑹点目、日米両政府によるオスプレイ安全宣言、合

意の内容に対する見解を伺います。

⑺点目、高江に今建設中のヘリパッド、これは住民

懸念のとおりオスプレイが利用するパッドであるとい

うことも明らかになっております。住民生活、自然環

境の破壊が避けられない重大な事態であって、日米両

政府にオスプレイの配備運用を断念させるためにも県

はこの建設中止を求めるべきであると思います。知事

の見解を伺います。

⑻点目、嘉手納基地における外来機の訓練が暫定と

言われながら常態化し、騒音被害がますますひどくな

っています。米軍の運用に物言わぬ日本政府の対応、

これこそが被害拡大を招いています。Ｆ22の実弾搭載

も報じられる中です。嘉手納町など自治体と連携し米

軍への踏み込んだ交渉が必要ではないでしょうか。基

地条項を規定した県生活環境保全条例、こういったも

のを生かす具体的な対応を求めます。

⑼点目、去る８月16日、米兵による凶悪卑劣な女性

暴行事件が発生をしました。米兵犯罪の最近の状況、

そして米軍への抗議、対応について伺います。

⑽点目、知事の訪米計画、目的について伺います。

２番、与那国への自衛隊配備問題について。

本日も大きく報道されております。住民投票条例が

否決をされる中であって、その中においてやはりこの

状況は住民を二分し、本当になし崩しに配備計画が進

行しています。国境地域における交流の歴史、地域振

興のビジョン、これを含め町民意見が割れる中での強

行です。加えて、島の固有種や絶滅危惧種にも影響が

あるということも言われております。慎重な対応を政

府に求めるべきではないか、伺います。

⑵点目、北澤元防衛大臣が訪米先で下地島空港に関

連し、「自衛隊が災害対応で活用できる」と発言した

ことが報じられています。無人機の訓練拠点構想など

を挙げたようですが、この下地島空港利活用について

県の見解や対応を伺います。

⑶点目、知事公室長による先進地視察の目的や成果

などを伺います。

３つ目、沖縄への枯れ葉剤の持ち込み問題について

伺います。

⑴、米陸軍作成の報告書で、沖縄での枯れ葉剤の使

用・貯蔵が明らかになりました。復帰前までにドラム

缶２万5000本が県内に貯蔵されていたことを裏づける

ものです。事実確認について伺います。県の主体的な

調査が必要です。対応を伺います。

⑵点目、2002年北谷町で発見された約200本のドラ

ム缶の原因者、地中への持ち込みの経路は明らかにな

りましたか。タール状の物質が何か特定をされたのか。

当時県が行った有害物質の調査、この項目にダイオキ

シン類は含まれていなかったと思いますが、その内容

について伺います。

それから⑶点目、上記タール状物質の処理手続につ

いて明らかにしてください。どこで処理をされたのか、

焼却処理されたのか。防衛局にただしても明らかにし

ようとしません。求めます。

それから⑷点目、返還作業等に伴って発見される不

明物質の環境調査において、枯れ葉剤を疑った調査が

行われたことがあるのか。調査項目に現状においては
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ダイオキシン類がそもそも入っているのか伺います。

４つ目、沖縄振興一括交付金制度の課題について伺

います。

事業申請における課題、市町村の現状を伺います。

自由度、その象徴として期待された福祉や教育分野な

どへの活用は期待どおりか伺います。

⑵点目、この制度の「事後評価」、非常にこれは財

政自治を確立していく意味で、そしてこの仕組みを長

く続け、そして発展させるという意味では「事後評価」

非常に大きな仕組みの一つだと思います。この手法、

仕組みはどうなっていますか。ＰＤＣＡサイクルの確

立について伺います。

５点目、那覇空港の滑走路増設事業について。

財源確保について伺います。空港整備勘定、その他

沖縄振興予算の活用で財源を捻出するとされています

が、着陸料その軽減によってインセンティブとして今

多くの路線の拡大、観光振興を図っている中ではあり

ますが、反面、財源不足は明らかです。その他、沖縄

振興予算への影響、見通しを伺います。

⑵、環境影響評価の進 、環境面の課題を伺います。

６、離島振興について。

⑴、久米島、与那国など離島航空をめぐる減便や路

線譲渡などが相次いでいます。島々の産業等への影響

が懸念されますが、県はどうそれを把握し、認識をし

ているのか伺います。

⑵点目、県の離島交通政策について、その考えや離

島振興の視点からこの支援のあり方を伺います。

⑶点目、離島からの進学、義務教育上の負担、これ

に対する県の支援を伺います。

７点目、子ども・若者育成支援について。

子ども・若者支援法に基づく支援のあり方、これは

従来から取り上げていますが、いま一度総合的な児童

福祉ビジョン、人材育成ビジョンを示されたい。また、

この法に基づく協議会、計画の方向性についても

進 を伺います。

ア、学力テストの結果と児童生徒の学力をめぐる環

境について分析、どうなっていますでしょうか。

イ、大学進学率の推移。

ウ、ニートの実態把握、そしてその支援のあり方に

ついてもあわせて伺います。

エ、非行、青少年犯罪の推移、それから国の機関で

ある保護観察所、この関係機関との連携が問われてい

ますがどうでしょうか。

オ、夜間保育所、夜間学童保育所、この設置の必要

性や県としての支援策についても伺います。

カ、児童虐待防止への対応、情緒障害児の短期治療

施設は未設置のまま続いておりますが、この対応につ

いても明らかにしてください。

⑵点目、小中学校のスクールソーシャルワーカー増

員の検討について方針を伺います。

⑶点目、子供の医療費助成の現物給付について県の

対応を伺います。

８番目の公共関与産業廃棄物処分場建設、これの

進 を伺います。

９点目、沖縄警察署、宜野湾警察署の管轄区域の見

直しがあるようです。沖縄署移転に伴う跡地への大型

交番設置、また渉外機動警ら隊、この配置についても

方針・方向性を伺います。

10点目、識名トンネル問題について。

⑴、変更契約の場合に当初の請負率を乗じていくと

の考え方は、発注者の県及び建設業者共通の認識とし

て共有されていたと考えてよいか伺います。

⑵点目、請負業者の経営側の上部の人間、支店長な

どや弁護士も出てきているということが経過の中で出

ております。こうした一連の協議の状況において、処

理方針等について県は一体誰が責任者として対応した

のか明らかにしてください。

よろしくお願いします。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 仲村未央議員の御質問に答

弁します。

まず第１に、知事の政治姿勢の中で、知事公約及び

普天間基地の固定化についての御質問にお答えをいた

します。

普天間飛行場の危険性の除去は、喫緊の課題であり

ます。一日も早い移設・返還の実現が必要で、固定化

は決してあってはならないものと考えております。ま

た、普天間飛行場の補修も固定化につながるようなも

のであってはならないと考えます。日米両政府は、辺

野古かまたは固定化かではなく、柔軟性を持って県外

移設を追求すべきと考えます。引き続き、日米両政府

に普天間飛行場の県外移設・早期返還を強く求めてま

いります。

次に、同じく知事の政治姿勢の中で、県民大会不参

加に関する批判についてという御趣旨の御質問にお答

えをいたします。

オスプレイ配備に反対する沖縄県民大会に多くの県

民が集まり配備反対の意思を示したことは、大きな意

義があったと考えております。

私は県民の負託を受けた行政の長として、各界各層

が参加される運動と我々行政がそれぞれの立場で協力
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をして事態の解決を図ることが適切であると考えてい

るところでございます。これまでもオスプレイの配備

中止を、総理を初め関係閣僚に求めているところであ

ります。９月24日と25日には上京し、防衛大臣と官房

長官に対し配備の中止を強く要請したところでござい

ます。なお、海外出張のため対応できない総理大臣及

び外務大臣には、御両者宛ての要請文書を預けてまい

ったところでございます。

その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 知事の政治姿勢に関す

る御質問の中で、在沖米国総領事の発言及び県の対応

についてお答えいたします。

マグルビー在沖米国総領事の発言については報道等

により承知しております。普天間飛行場は市街地の中

心部に位置し、周辺には学校、住宅、病院等が集中す

る極めて危険な状況にあり、一日も早い移設・返還が

必要であるとの共通認識に基づき、日米両政府が取り

組みを進めてきたものであります。同総領事に対しま

しては、私から直接、これらについて十分認識するよ

う強く求めたところであります。

次に、公有水面埋立承認願書への見解についてお答

えいたします。

現在政府は、環境影響評価書の補正作業を進めてい

るものと認識しておりますが、現時点で公有水面埋立

承認願書が提出される時期等については示されており

ません。仮に提出された場合には、関係法令にのっと

り検討せざるを得ませんが、県としましては、地元の

理解が得られない移設案の実現は事実上不可能であ

り、普天間飛行場の県外移設を求める考えに変わりは

なく、これを踏まえつつ適切に対処してまいります。

次に、県民大会の評価についてお答えいたします。

去る９月９日に開催された県民大会については、与

野党を超え、各界各層を網羅し、大変多くの方々が参

加されオスプレイの配備計画に意見を述べたことは大

きな意義があったものと考えております。

次に、オスプレイの安全性の確認についてお答えい

たします。

去る９月19日、政府からＭＶ22オスプレイの沖縄配

備について発表がありました。この中で、モロッコ及

びフロリダにおける墜落事故に関する再発防止策や日

本における運用に係る安全性等について述べるととも

に、オスプレイの安全性が確認され、飛行運用を開始

させることとしたと結論づけております。しかしなが

ら、現状ではこれまで県が発した質問に対する回答が

十分ではなく、また、日米地位協定に基づき航空機の

運用に関する裁量が米側にある中、県民の不安が払拭

されたとは考えておりません。このような中、我が国

におけるオスプレイの飛行運用を開始させようとして

いることは極めて遺憾であります。

次に、高江ヘリパッドの建設中止についてお答えい

たします。

北部訓練場の過半の返還について、県はＳＡＣＯ合

意事案を着実に実施することが本県の基地の整理縮小

及び地元の振興につながることから、その実現を求め

ているものであります。その条件とされている６カ所

のヘリ着陸帯の移設について、これまでも地元と連携

し住民生活及び自然環境への配慮を求めてきたところ

であります。ＭＶ22オスプレイについて、県は、同機

種の安全性に対する政府の説明は不十分であり、県民

の不安が払拭されておらず、配備の中止を求めている

ところであります。

次に、米兵犯罪の状況と対応についてお答えいたし

ます。

沖縄県警察によると、本年１月から８月末現在の米

軍構成員の犯罪検挙件数及び検挙人数は43件、44人で、

前年の同時期と比べ19件、12人の増加となっておりま

す。去る８月16日に発生した海兵隊による強制わいせ

つ致傷事件に対しては、８月20日に県庁を訪問した在

沖米国総領事に対し、知事が遺憾の意を伝え、綱紀粛

正及び再発防止について万全を期すよう直接申し入れ

を行いました。また、同日午後、私が、在日米軍沖縄

地域調整官事務所長及び海兵隊政務外交部長を直接訪

問し、より一層の綱紀粛正及び人権教育の徹底や捜査

機関への協力などを強く要請したところであります。

県としましては、米軍基地に起因するさまざまな事

件・事故等は１件たりともあってはならないものと考

えており、今後も引き続き対策強化、教育の徹底、再

発防止を求めてまいります。

次に、知事の訪米計画、目的についてお答えいたし

ます。

米政府や連邦議会、また政策形成に影響力を持つ米

側の有識者等に対し、沖縄県の米軍基地問題を直接説

明し実情を理解してもらうとともに、米軍再編等に関

する考え方などについて、情報収集や意見交換を行う

ことは大変重要なことと考えております。知事は来月

下旬、ワシントンＤＣにおいて、普天間飛行場移設問

題を初め沖縄の基地問題や日米安全保障体制などにつ

いて、日米の専門家が議論する会議を開催するため訪

米する予定であります。また同時に、オスプレイの沖
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縄配備を含む沖縄の米軍基地をめぐる諸問題の解決促

進を求めるため、米政府に直接要請することを検討し

ております。

次に、与那国への自衛隊配備問題についての中で、

政府への対応についてお答えいたします。

自衛隊の配備については、我が国の防衛やさまざま

な緊急事態対応などの観点から、政府において適切に

検討されるべきものと認識しております。県としまし

ては、配備に当たり、政府において地元に対し十分に

説明をし、理解と協力を得るため最大限の努力をする

べきであると考えております。私からもこの考えを自

衛隊の幹部にお伝えしております。

次に、自衛隊施設の視察の目的・成果等についてお

答えいたします。

私は、国境離島における自衛隊の任務や考え方、住

民生活への影響を把握するため、昨年12月に長崎県の

対馬市、また、本年８月21日から23日まで北海道の稚

内市と礼文町を視察いたしました。その成果として、

沿岸監視隊を受け入れている地元自治体や住民の実情

を把握することができたものと考えております。

次に、沖縄への枯れ葉剤持ち込み問題についての中

で、事実確認と県の主体的な調査についてお答えいた

します。

沖縄で枯れ葉剤が貯蔵されていたとの報道を受け、

県では外務省に対し、事実関係について照会をしたと

ころであります。これに対し、外務省から米側に事実

関係を確認したところ、沖縄に枯れ葉剤が保管されて

いたという記述の部分は不正確であり、米陸軍及び米

国政府が承知している事実とは異なっている旨の説明

があったと回答しております。しかしながら、枯れ葉

剤問題については県民が不安を感じていることは承知

しており、県としては、市町村との連携を図りながら

新たな事実関係も含め情報収集を行っております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、基地条項を規定した県生活環境

保全条例を生かす具体的対応についてお答えいたしま

す。

沖縄県生活環境保全条例では、米軍基地環境問題へ

の取り組みとして、１つに、航空機騒音等環境問題の

軽減のための協定の締結を申し入れること、２つ目に、

当該協定には米軍基地に係る土地の利用履歴と土壌の

汚染状況等に関する情報について公表する条項を盛り

込むこと、第３番目に、日米合同委員会での合意事項

に基づき、環境の汚染の実態把握及び原因究明のため、

米軍基地の管理者に対し立入調査を求めることが規定

されております。県では、これらの規定に基づき、こ

れまで航空機騒音の低減に係る要請や油流出等事故発

生時の基地内への立入調査等を求めておりますが、騒

音の軽減等十分な環境対策が講じられているとは言え

ない状況にあります。一方、日米地位協定では環境に

関する条項がなく、特別な定めがない限り、米軍に対

し一定の義務を課したりすることはできないこととな

っております。県としましては、渉外知事会を通じて、

日本側環境関係法令を遵守することなどを盛り込んだ

「在日米軍基地に関する環境特別協定」の締結を国に

対し強く求めているところであります。

次に、沖縄への枯れ葉剤持ち込みについての御質問

の中で、北谷町で発見されたドラム缶についてお答え

いたします。

2002年に北谷町で発見されたドラム缶は、その原因

者が米軍である蓋然性が非常に高いとして、最終的に

は国が責任を持って処理しております。タール状物質

については、コールタールの可能性が高く、県で実施

した有害物質28項目の調査・分析の結果、測定できた

８項目の物質については、不検出または自然界の含有

量程度で周辺環境への影響はほとんどありませんでし

た。また、ダイオキシン類は、主にごみ焼却等の燃焼

による副生成物として発生するものであることから、

その当時、県が実施した調査項目には含まれておりま

せん。

次に、タール状物質の処理手続についてお答えいた

します。

北谷町で発見されたドラム缶のタール状物質につい

ては、当時の那覇防衛施設局が委託した沖縄市内の産

業廃棄物処理施設において、平成14年６月から10月ま

での間に焼却処理されております。

次に、不明物質の環境調査についてお答えいたしま

す。

返還作業等に伴って発見される不明物質の調査につ

いては、さまざまな環境汚染の可能性を想定して、環

境法令等に規定している有害物質調査を実施してきた

ところであります。これまでのところ枯れ葉剤を疑う

ような事例は出ておりません。なお、返還跡地におけ

るダイオキシン類の調査については、2002年度施行の

軍転特措法に基づく返還実施計画に定める事項となっ

ております。

次に、公共関与産業廃棄物処分場建設の進 状況に

ついてお答えいたします。

公共関与による産業廃棄物最終処分場の整備につき
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ましては、地元の理解と協力を得ながら進めることが

重要であると考えており、県では継続的に県外視察や

説明会などを実施しております。先進事例の視察につ

いては、昨年11月からことし３月にかけて名護市内の

候補地の関係者の参加を得て、広島県、島根県及び高

知県において計４回行ったところであります。また、

これらの県外視察も踏まえ、本年の２月には地元自治

会に対して事業説明会を開催するとともに、７月には

専門家を交えて産業廃棄物処理に関する住民勉強会を

２回開催したほか、８月には地元自治会との意見交換

会を行うなど合意形成に向けた話し合いを実施してい

るところであります。

県としましては、今後とも地域の合意形成に努め、

管理型最終処分場の早期整備を図っていく考えであり

ます。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君） 与那国への自衛隊

配備問題についての御質問の中で、下地島空港の利活

用に対する県の見解についてという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

北澤元防衛大臣の発言について、新聞報道があった

ことは承知しておりますが、その具体的な内容につき

ましては把握しておりません。下地島空港の使用方法

につきましては、県と国との間で交わされた「屋良覚

書」及び「西銘確認書」において、「人命救助、緊急

避難等特にやむを得ない事情のある場合を除いて、民

間航空機に使用させる方針で管理運営する」ことが確

認されております。この確認文書は、今後とも尊重さ

れるべきものと考えております。

次に、識名トンネル問題についての御質問の中で、

変更契約の場合に請負率を乗ずることについてという

御趣旨の御質問にお答えいたします。

県の土木建築部制定の「土木工事標準積算基準書」

及び一般財団法人建設物価調査会発行の「土木工事積

算基準マニュアル」において、変更契約の際は請負比

率を乗ずることとされており、県及び建設業者の認識

は共通のものであったと考えております。

同じく識名トンネル問題についての御質問の中で、

請負業者との協議の際の県側の責任者についてという

趣旨の御質問でございます。

建設工事請負契約約款第９条の規定によりまして、

「契約の履行についての乙又は現場代理人に対する指

示、承諾又は協議」は、甲が定めた監督員の権限とさ

れており、現場協議においては、監督員が対応してい

るところでございます。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 総務部長。

〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君） 沖縄振興一括交付金制度

の課題についての御質問の中で、一括交付金制度の自

由度及び県事業に係る福祉や教育分野などへの活用に

ついてお答えいたします。

沖縄振興特別推進交付金は、沖縄振興に資する事業

等を県が自主的な選択に基づき実施できる制度として

創設され、本県の実情に即してより的確かつ効果的に

施策を展開することが可能となっております。沖縄県

では、同交付金を活用し、子育て・福祉の分野では、

放課後児童クラブの公的施設への移行に係る施設整備

費等への支援、障害者の就労・自立支援や、離島地域

における介護サービスの提供確保のための市町村支

援、教育・人材育成の分野では、高校生等の海外への

派遣や、複式学級を有する小学校への学習支援員の配

置など、本県独自の施策の展開を図っているところで

あります。

同じく沖縄振興一括交付金制度に関連する御質問の

中で、「事後評価」の手法とＰＤＣＡサイクルの確立

についてお答えいたします。

沖縄振興特別推進交付金の交付要綱において、「沖

縄県は、事業計画に掲げる交付対象事業等の成果目標

を設定し、成果目標の達成状況について評価を行い、

これを公表するとともに、内閣総理大臣に報告するも

のとする」とあり、「報告を受けた総理大臣は、沖縄

県に対し必要な助言をし、改善を求めることができる」

とされています。どのような形で達成状況を評価する

かについては、今後内閣府とも調整の上、検討をして

いきたいと考えております。また、適切に「事後評価」

を行い、その結果を後年度の事業に確実に反映させる

ことにより、ＰＤＣＡサイクルの確立を図ってまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 企画部長。

〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君） 沖縄振興一括交付金制

度の御質問の中の、市町村分の現状についてお答えい

たします。

沖縄振興特別推進交付金の市町村分は、事業数が膨

大で事業内容も多岐にわたっていること、初年度とい

うこともあって慎重に内容を確認する必要があったこ

とから、調整に時間を要したところであります。しか

しながら、９月中旬までに配分額303億円の全額が要
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望されており、その約９割に当たる約271億円が内諾

され、事業の着手が可能となっております。内諾され

た事業数は1214事業で、事業内容も離島振興、子育

て・福祉、教育、防災、観光や農業、地場産業の振興

など多岐にわたっております。

御質問の子育て・福祉・教育分野への活用につきま

しては、まず子育て・福祉の分野では認可外保育施設

への保育士等の配置や施設改修、幼稚園の預かり保育

のための人員配置、放課後児童クラブの家賃助成や小

規模離島での公立保育所の整備など、教育の分野では、

学習支援員の配置や学校施設の長寿命化対策、冷房設

備の設置等による学習環境の改善、教育用パソコンの

導入などの事業が内諾されており、それぞれの分野で

これまでの制度の枠組みでは十分に対応することがで

きなかった事業がきめ細かく実施できるようになった

ものと考えております。

続きまして、那覇空港滑走路増設事業についての御

質問の中の、那覇空港滑走路増設事業の財源確保にお

ける沖縄振興予算への影響と見通しについてお答えい

たします。

那覇空港の滑走路増設について、県は、必要な財源

を確保し、平成25年度新規事業化を図るよう国に要請

しております。国においては、平成25年度概算要求に

おいて厳しい財政状況の中、那覇空港滑走路増設事業

の重要性に鑑み、財源の確保を前提として新規事業化

の要求がなされたところであります。また、財源の確

保については、「空港整備勘定等の公共事業予算、そ

の他の沖縄振興予算を活用することにより事業全体の

財源を捻出することとし、事業着手に向けて、その詳

細については、予算編成過程において引き続き関係省

庁とともに検討を行う」という方針が示されておりま

す。

県といたしましては、沖縄振興予算が県や市町村に

とって沖縄振興施策を着実に推進するために必要不可

欠な予算であること、また、那覇空港の第２滑走路の

早期供用が今後の沖縄振興に大きく寄与することにと

どまらず、アジア・太平洋地域の玄関口として日本再

生の原動力になるものと考えていることから、必要な

予算が確保されるよう、引き続き国に対し要望してい

きたいと考えております。

次に、那覇空港滑走路増設事業における環境影響評

価の進 と環境面の課題についてお答えいたします。

那覇空港滑走路増設事業について、国は、平成22年

度から環境影響評価法に基づく手続に着手し、平成23

年度には方法書等に基づく現況調査を終え、現在、環

境影響評価準備書の手続を着実に進めており、平成25

年度には環境影響評価書の公告をもって手続の終了を

見込んでおります。国においては、今年度、環境影響

評価準備書の公告及び縦覧等を行うこととしており、

環境への影響や環境保全措置等については、その準備

書において示されるものと考えております。

離島振興についての御質問の中の、離島航空路線の

見直しに対する県の認識についてお答えいたします。

県としては、離島地域における航空路線の確保・維

持は、住民生活の安定向上のみならず、離島における

産業振興を図る上でも重要であると認識しておりま

す。離島航空路線については、就航している航空事業

者において、一部路線で機材振りかえ等による再編が

進められております。このことについては、関係市町

村からは住民生活や地元の経済振興を図る観点から懸

念が示され、県に対しても要請がなされております。

県といたしましては、地元の意向を踏まえ、利便性

の高い旅客や貨物の輸送力を含め、離島航空路線の確

保・維持が図られるよう、航空事業者に対し引き続き

働きかけていきたいと考えております。

次に、離島交通政策についてお答えいたします。

離島振興に当たっては、離島の果たしている役割に

鑑み、負担をともに分かち合い県全体で支え合うとい

う理念のもとに取り組むことが求められていると考え

ております。そのため、県では、離島空路確保対策事

業、離島航路補助事業、バス路線補助事業を実施し、

離島における公共交通の確保・維持に努めておりま

す。また、今年度からは、沖縄振興特別推進交付金を

活用し、離島の割高な交通コストを低減する沖縄離島

住民等交通コスト負担軽減事業のほか、離島航路の船

舶更新を支援する離島航路運航安定化支援事業に取り

組んでおります。

県といたしましては、国・市町村及び交通関係事業

者と連携し、これらの事業の着実な実施により離島の

定住条件を整備し、離島地域の振興を図っていきたい

と考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 離島振興についての御質問

で、離島からの進学等に対する支援についてお答えい

たします。

文部科学省の補助事業である離島高校生修学支援費

につきましては、高校未設置の離島を抱える16市町村

のうち12市町村が予算化しており、３市町村が９月補

正で対応予定であります。

県教育委員会としましては、これらの市町村に対し
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まして、高校生１人当たり15万円の４分の１の支援を

考えており、県議会９月定例会に補正予算案として上

程しているところであります。また、県大会への参加

等につきましては、文化・スポーツ活動の推進・発展

を図るため、県中学校及び高等学校文化連盟、県中学

校及び高等学校体育連盟等を通して派遣支援等の補助

をしております。

県教育委員会としましては、保護者の経済的な負担

軽減が図られるよう関係部局とも連携し、今後とも支

援してまいりたいと考えております。

次に、子ども・若者育成支援についての御質問で、

学力調査結果と環境についてお答えいたします。

平成21年度文部科学白書において、経済的な状況と

学力において相関があると指摘されております。本県

では、経済的な状況と学力の関係については現段階で

は把握しておりません。

次に、大学進学率の推移等についてお答えいたしま

す。

沖縄県の大学進学率は、平成元年に20.7％でありま

したが、平成13年には30％を超え、平成20年以降は

36％から37％台と増加傾向にあります。しかし、全国

と比較しますと依然として開きのある状況でありま

す。その主な原因としましては、進路決定が遅いこと、

経済的な理由等で県内志向が強いことや専門学校希望

者の割合が高いことなどが考えられます。

県教育委員会としましては、今後とも生徒一人一人

の社会的・職業的自立に向け、キャリア教育の視点を

踏まえた進路指導を推進し、生徒の進路実現を支援し

てまいりたいと考えております。

次に、スクールソーシャルワーカーの増員について

お答えいたします。

学校内あるいは学校の枠を超えて、課題解決のため

のコーディネーター的存在が教育現場に必要であると

考えております。そのため、本年度は１名増員で12名

配置し、問題を抱える児童生徒の置かれた環境へ働き

かけ、いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待等の課題

解決を行っております。増員につきましては、国の動

向を見ながら検討してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君） 子ども・若者育成支

援について伺うという御質問の中の、子ども・若者へ

の育成支援・協議会等についてお答えいたします。

子ども・若者を取り巻く課題としましては、若年無

業者、不登校、児童虐待、少年非行等、多岐にわたる

課題があると認識しております。県としましては、

「沖縄21世紀ビジョン基本計画」において、「母子保健、

小児医療対策の充実」、「地域における子育て支援の充

実」、「子ども・若者の育成支援」、「要保護児童やひと

り親家庭等への支援」を総合的に推進し、「子育てセ

ーフティネットの充実」を図ることとしております。

また、同計画において「公平な教育機会の享受に向け

た環境整備」、「自ら学ぶ意欲を育む教育の充実」、「地

域社会を支える人材の育成」等に取り組み、「沖縄21

世紀ビジョン」の実現の原動力となる人材の育成確保

を図ることとしております。子ども・若者への支援に

ついては関係機関との連携が重要であることから、圏

域ごとに関係機関との意見交換や専門家からの意見聴

取を実施しており、これら意見を踏まえ、子ども・若

者協議会の年度内設置に向けて取り組んでいるところ

であります。

次に、国の関係機関との連携についてお答えいたし

ます。

県と保護観察所等との連携した取り組みとしまして

は、知事を本部長とする犯罪や非行を防止するための

「社会を明るくする運動」や矯正施設退所者が自立す

るための地域生活定着支援事業を実施しているところ

であります。青少年の非行防止については、国・県・

市町村、ＮＰＯ等関係機関が連携し対応することが重

要であると考えており、県としましては、これら関係

機関と連携を強化し、今後とも非行防止等の問題に取

り組んでまいります。

次に、夜間保育、夜間学童保育についてお答えいた

します。

沖縄県では、平成22年度に策定した「おきなわ子ど

も・子育て応援プラン」において市町村のニーズ調査

の結果を踏まえて、夜間保育所は現在の３カ所から平

成26年度までに５カ所とする目標を掲げて取り組みを

進めているところであります。

沖縄県としましては、今後も市町村の要望を踏まえ

適切に対応してまいります。また、夜間学童の実施に

ついては、今後、設置の必要性を含め、市町村及び関

係団体と調整してまいりたいと考えております。

次に、児童虐待防止への対応及び情緒障害児短期治

療施設についてお答えいたします。

児童虐待への対応については、早期発見・早期対応

が重要であると考えております。このため、県におい

ては、早期発見で重要な役割を担っている医療機関に

対し「子ども虐待対応マニュアル」に基づく通告等の

連携体制を構築するとともに、県民に対しては、ポス

ターの掲示やチラシ等の配布、各種講演会等の開催な
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どにより児童虐待の通告義務の周知を図っているとこ

ろであります。また、身近な地域での児童虐待対応体

制を強化するため、児童相談所による市町村要保護児

童対策地域協議会の設置促進、運営支援を行うなどの

対策に取り組んでいるところであります。情緒障害児

短期治療施設については、「おきなわ子ども・子育て

応援プラン」後期計画において整備目標を掲げている

ところであり、現在、関係団体等と意見交換を行うな

ど条件整備における課題の整理に取り組んでいるとこ

ろであります。

次に、こども医療費助成事業についてお答えいたし

ます。

こども医療費助成事業においては、実施主体である

市町村の意向を踏まえ対応することが重要であると考

えております。現物給付について県が市町村に調査し

た結果では、過剰受診の増加や国保財政へ与える影響

が大きいことを理由に39の市町村が反対をしておりま

す。さらに、沖縄振興拡大会議の場において、市長

会・町村会・市議会議長会・町村議長会からの共通要

望として、現物給付は困難であり自動償還を求める要

望があります。

県としては、市町村からの要望の強い自動償還の導

入に向けて検討を進めております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。

〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君） 子ども・若者育成支

援についての御質問の中の、若年無業者の実態把握と

背景の分析についてお答えいたします。

厚生労働省では、労働力調査において15から34歳の

非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者を若

年無業者、いわゆるニートとして定義しております。

平成23年の労働力調査において若年無業者数は、全国

が約60万人、沖縄県では約１万人となっております。

15から34歳人口に占める若年無業者の割合は、全国平

均が2.2％、沖縄県は2.9％となっており、全国平均と

比較して高い割合となっております。また、平成22年

に行われた国勢調査によると、全国平均が1.1％、沖

縄県は1.38％となっており、都道府県別では５番目に

高い数値となっております。

一方、若年無業者の背景について、その就労支援を

行っている地域若者サポートステーションから聞き取

りしたところ、不登校・高校中退から長期無業状態に

移行する事例や発達障害により人とうまくコミュニケ

ーションがとれないこと、また、社会や就職活動での

挫折等が若年無業者になった主な原因となっておりま

す。

県においては、若年無業者の職業的自立支援を図る

ため、平成24年度から新規事業として一括交付金を活

用した若年無業者職業基礎訓練事業を実施してまいり

ます。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。

〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君） 子ども・若者育成支援

についての御質問の中で、県内の刑法犯少年、不良行

為少年の推移についてお答えいたします。

窃盗や傷害などで検挙・補導された刑法犯少年の過

去５年間の推移は、平成19年が1882名、平成20年が

1735名、平成21年が1610名、平成22年が1510名、平成

23年が1420名となっており、平成17年をピークに６年

連続で減少し、平成23年は前年対比で90名の減少とな

っております。また、深夜徘回や飲酒などの不良行為

で補導された少年の過去５年間の推移は、平成19年が

３万6801名、平成20年が４万773名、平成21年が３万

4000名、平成22年が４万1277名、平成23年が４万4559

名と増加傾向にあり、平成23年は前年対比で3282名の

増加となっており、本土復帰した昭和47年以降最多と

なっております。

次に、沖縄警察署及び宜野湾警察署の管轄区域の変

更についてお答えいたします。

沖縄警察署は、沖縄市胡屋交差点の県道拡幅工事に

伴い沖縄市山里の県企業局跡地へ移転し、来月中には

業務を開始する予定でありますが、今回の移転を機に

北中城村全域を同署の管轄区域へと見直しを行うこと

といたしました。北中城村につきましては、これまで

沖縄警察署が字島袋、字比嘉の２地区を、その他11地

区を宜野湾警察署が管轄しておりましたが、村の行政

運営、住民の地域安全運動が二分され多大な御不便を

おかけしており、一つの警察署が村全域を管轄するよ

う望む声もあったことから今回の見直しとなったもの

であります。

管轄区域の変更に当たりましては、北中城村長を初

め村内の自治会長など地域住民に対する説明を行い御

了承を得ているところであり、北中城村民にとりまし

てはこれまで以上に各種事案処理、各種届け出等の警

察業務に対する利便性が向上するものと考えておりま

す。

次に、沖縄警察署跡地の交番設置についてお答えい

たします。

現在の沖縄警察署は、商店街や飲食店街、学校、住

宅が密集した沖縄市の中心市街地にあり、さらには米
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軍施設にも近接しているなど、地域住民の安全と安心

を確保する上で極めて重要な役割を担っていると認識

しております。

県警察といたしましては、庁舎移転後も周辺地域の

治安が悪化することがないよう、周辺地域の治安維持

にふさわしい一定規模の警察施設を整備する必要があ

ると考えており、現在、県財政当局と調整を行ってい

るところであります。具体的には、交番の機能に加え、

沖縄市中心部において発生する各種事案に迅速に対応

するため、警察本部自動車警ら隊や渉外機動警ら隊な

どの拠点として活動できるような施設にする必要があ

ると考えております。

次に、渉外機動警ら隊の配置についてお答えいたし

ます。

渉外機動警ら隊は、米軍構成員等が関与する事案を

専門的に扱う係として、これまで沖縄警察署に配置し

ておりましたが、最近の事案が沖縄警察署管内にとど

まらず那覇市を含む県内全域で発生する傾向があるこ

とから、本年４月からは警察本部に集中配置し、南

部・中部・北部を拠点とした警戒活動を行っていると

ころであります。特に中部における米軍構成員等が関

与する事案への対応を強化するため、渉外機動警ら隊

の活動拠点として、現沖縄警察署跡地へ設置予定の交

番の活用を考えており、現在、県警察において検討を

進めているところであります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。

〔仲村未央さん登壇〕

○仲村　未央さん それでは２つお願いします。

１つは、枯れ葉剤持ち込みの問題について、先ほど

外務省に問い合わせたところ、不正確だったというよ

うな知事公室長の答弁でしたが、何が不正確だったの

か。陸軍の書類自体、公文書自体の内容が違っていた

のか。そこら辺、どのような報告を受けたのか。

それから、公文書においてそれが表記をされていな

いということをもって沖縄になかったということがさ

んざん繰り返されております。ただ、一方では元軍人、

米兵、そして従業員、こういった方々からの証言は相

次いでおります。あったという前提、あったという可

能性を大きく見て県が主体的に調査をすることが、今、

非常にこの問題の解決に寄与するし、早期の対応が本

当に求められていると思いますが、いま一度お尋ねを

いたします。

それから知事にお尋ねをいたしますが、去る９月９

日の県民大会、その力が非常に象徴的にあらわれたの

が、１つは、アメリカの世論、ニューヨーク・タイム

ズの社説、これへの反映だったと思っております。単

なるオスプレイに向けられた批判ではなくて、海兵隊

を撤退させる、こういうことが県民の願いであると、

悲願であると。そして辺野古基地、これも滞り、そし

て海兵隊の移転も進んでいない。海兵隊を撤退させる

というこれも現実になっていないと。こういうことも

含めて県民の率直な声というのがアメリカの社説の中

でも報じられるということは県民大会がもたらした非

常に大きな影響であったと思います。そういう意味で、

この最後のぎりぎりの局面においてＸデーも28日かと

ささやかれる中での知事の発信力、まさに行政の長と

しての発信力が大きく問われるそういう局面でもあり

ます。そういう中においていま一度この県民大会実行

委員会、ここと一緒になって今行われている阻止行動、

これと行動をともにするということも一つの大きな行

政の長としての役割ではないかと思いますが、ぜひと

も対応をお尋ねいたします。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後３時８分休憩

午後３時９分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 仲村未央議員の再質問にお

答えいたしますが、県民大会がニューヨーク・タイム

ズの社説の記事になるぐらい大変効果があったという

ことは、どうであれ県民大会が非常に立派な大会であ

ったことは私も先ほどの答弁で申し上げたとおりで

す。立派な大会であって県民各界各層が大勢お集まり

になったと、私も高く評価させていただいております。

ただ、先ほどの御提案だと思うんですが、実行委員

会と一緒になって行動してはどうかという点につきま

しては、仲村議員の御提案として受けとめさせていた

だきます。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 枯れ葉剤に関する再質

問にお答えいたします。

県が防衛省より受けた説明の内容ですけれども、琉

球新報、沖縄タイムス、ジャパンタイムズ等で報道さ

れた内容につきましては、2003年の報告書・ジョンス

トン島における生態評価書は、米陸軍より委託された

第三者が、ジョンストン島の生態及び軍事活動が島の

生態に及ぼす影響を評価したものであり、枯れ葉剤に

関する経緯を記録することを目的としたものではない

こと、沖縄に枯れ葉剤が保管されていたという記述の
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部分は不正確であり、米陸軍及び米国政府が承知して

いる事実と異なっている旨の説明でございます。

以上なんですけれども、県としましては、依然とし

て枯れ葉剤の不安といったものが存在していると承知

しておりまして、定期的に北谷町等とも話し合いをし

ておりまして、できる限りの情報収集を今後もやって

まいる所存でございます。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 20分間休憩いたします。

午後３時12分休憩

午後３時35分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

休憩前に引き続き代表質問を行います。

新田宜明君。

〔新田宜明君登壇〕

○新田　宜明君 質問に入る前に、７の教科書採択問

題についての⑶を削除させていただきたいと思いま

す。それと９ページなんですけれども、⑶の「障害」

の「害」という漢字を平仮名に訂正をしたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。

それでは、皆さんこんにちは。

私、最後でございますので、ぜひまた御静聴をよろ

しくお願いいたします。

社民・護憲ネットを代表いたしまして質問をいたし

たいと思います。

まず最初に、所信を述べさせていただきたいと存じ

ます。

今私がこの議場で、県民の豊かな未来のために知事

や部局長の考え方を聞きながら議論しようとしている

今このとき、日米両政府はオスプレイを強行配備する

ために沖縄県民を屈服させる策略を練っているのでは

ないかと思います。恐らくねじ伏せてみせるとたかを

くくっているのではないでしょうか。しかし今、県民

は、仲井眞知事を先頭にオスプレイを絶対に普天間飛

行場に配備させない、ノーを断固として貫いていくも

のと心から期待をし、またその信念はどのような事態

になっても曲げないものと確信をいたしております。

140万県民の幸せな未来をつくるために県民とともに

歩もうではありませんか。

今ここに一枚の色紙に書いた琉歌があります。（資

料を掲示） 私が高校のときの恩師である元県議の瑞

慶覧長方先生に琉歌を詠んでいただきました。御紹介

をいたしたいと思います。「口ヤ民主主義　チムヤ殺

人機　ユルチユルサラン　日米ヌ政府」。知事、いか

がでしょうか。「口ヤ民主主義　チムヤ殺人機　ユル

チユルサラン　日米ヌ政府」。

さて質問に入ります。

まず１、知事の政治姿勢についてでございます。

「沖縄21世紀ビジョン」の基本理念で次のように述

べております。「21世紀に求められる人権尊重と共生

の精神を基に、“時代を切り拓き、世界と交流し、と

もに支え合う平和で豊かな「美ら島」おきなわ”を創

造する。」と。去る沖縄戦の教訓を生かして、沖縄が

世界平和のかけ橋にならなければならないと思いま

す。しかし、今日の沖縄に対する日米両政府の基地政

策は、抑止力という方便を使ってまでも基地を押しつ

けております。「沖縄21世紀ビジョン」で描く美ら島

沖縄の未来づくりを妨害をしていると言わざるを得ま

せん。

日米両政府は戦後67年間、沖縄県民の尊厳とさまざ

まな犠牲、人権じゅうりんを重ね、押しつけてきまし

た。県議会を初め41市町村の議会がオスプレイの配備

反対、普天間飛行場の即時閉鎖・返還、県外・国外移

設の決議をしたにもかかわらず、県民の民意は全く受

け入れられておりません。民主主義のあらゆる手だて

を踏んでも民意は押しつぶされております。さきの琉

歌で紹介したとおり、「口ヤ民主主義　チムヤ殺人機」

と言われるゆえんであります。今日の沖縄の状況は法

のもとの平等ではなく、国際的な信義にも反する反民

主主義の状況下にあります。

そこで、1948年12月10日の第３回国連総会で採択さ

れた世界人権宣言について触れてみたいと思います。

世界人権宣言の誕生のきっかけをつくったのは、ア

メリカ大統領ルーズベルトであります。ルーズベルト

大統領は議会に対する教書の中で、言論の自由、信仰

の自由、欠乏と恐怖からの自由という４つの自由を述

べました。これが国連憲章の人権条項となり、世界人

権宣言として採択されたのであります。同宣言は30カ

条から成り、「すべての人間は、生まれながらにして

自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。」

と述べた上、各種の自由権、社会権についても規定を

いたしております。

我々沖縄県民は、日米両政府による沖縄に対する戦

後67年間にわたる差別と抑圧、不条理をもうこれ以上

許してはなりません。もはや日米両政府だけに直訴を

するのは限界があるのではないでしょうか。よって、

仲井眞知事は国連憲章と世界人権宣言にのっとり、世

界のウチナーンチュを初め国連加盟国並びに国際機

関、被抑圧民族、被抑圧地域、あるいは自治体に沖縄

の現状を訴えてはどうかと提言いたしたいと思いま

す。知事の所感を伺いたいと思います。

次に、２番目でございます。総合交通体系の整備に
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向けての進 状況並びに鉄軌道を含む新たな公共交通

システムの導入促進について伺います。

「沖縄21世紀ビジョン」を実現するためには、公共

交通、道路、空港、港湾等の各分野別の施策が有機的

に推進されることが重要であります。海洋島嶼県であ

る沖縄にとって、本島と離島との格差是正、あるいは

また日本本土やアジア・太平洋地域との交通拠点とし

ての重要性がますます高まっております。沖縄が自立

するキーワードだと考えております。知事は大体５年

ぐらいをめどに鉄軌道の実現に意欲を示している発言

を伺いました。

そこで⑴、現時点における鉄軌道導入に向けての県

独自の取り組みはどうなっているのか。国の基礎調査

に対する側面的な支援が中心なのか伺いたいと思いま

す。

次に⑵でございますが、モノレールの延長の進 は

どうなっているのか。

また、国際空港ターミナルの整備の進 状況並びに

ＬＣＣ航空機への対応はどうなっているのか伺いたい

と思います。

さらに、交通需要マネジメントの取り組みと進

状況、あるいはまた公共交通利用環境改善事業の

進 状況等についてもお伺いしたいと思います。

次に３番目でございます。台風16号の被害状況につ

いて伺いたいと思います。

知事は、19日早朝に大宜味村や東村の台風被害の状

況について現場視察をしたと報じられています。本会

議開会前に遠いヤンバルまで現地視察をしたことに対

して、知事として当たり前のことかもしれませんけれ

ども、敬意を表したいと思います。私ども社民党も９

月20日に大宜味村長から被害状況の説明を受け、そし

てその場から国頭村まで行って現地を見てまいりまし

た。早急に被害状況を把握をし対策が求められます。

県の状況把握と対策についてお伺いしたいと思いま

す。

次に、４番目、農業振興についてお伺いします。

沖縄農業の今後の展望を見たとき、県の推計ではほ

とんど相対的成長が見えません。しかしながら、食の

安全、県民の健康や命にかかわる重要な分野の政策を

軽視するわけにはいきません。食料安保の観点からも

重要であります。

次の４点について伺います。

⑴、第１次産業の６次産業化の取り組み状況はどう

なっているか、その課題や方策について伺います。

⑵、台風常襲地の我が沖縄県の単独並びに国庫事業

による農作物栽培施設の整備の取り組みはどうなって

いるか伺いたいと思います。

⑶、沖縄の土地に対する観念からなかなか農地の流

動化による集約化が進んでおりません。耕作放棄地の

解消策と課題は何か伺いたいと思います。

⑷、新規就農、Ｉターン、Ｕターンなど農業分野は

新しい雇用創出の場として有望だと考えます。高齢化

に伴う担い手育成策はどうなっているのか伺いたいと

思います。

次に５番目でございます。尖閣諸島問題への対応に

ついて伺います。

領土問題で、日・中・台間で相当厳しい状況が出て

おります。連日、尖閣海域をめぐる動きが報じられ大

変不安と危機感を抱きながら平和裏に解決することを

願っております。元外交官であった孫崎享氏の著書の

中に次のような一文がありますので、御紹介をいたし

ます。「領土は魔物である。それが目を覚ますと、ナ

ショナリズムが燃え上がる。経済的不利益に、自国の

歴史を冒 されたという思いも重なり、一触即発の事

態に発展しやすい。突き詰めれば、戦争はほぼすべて

領土問題に端を発する。」と書いてあります。沖縄を

二度と捨て石にさせないため、偏向的な国防・国益論

に翻弄されないようにしなければなりません。今こそ

憲法９条を基本とする日本の平和主義を実践するとき

ではないでしょうか。

本題の質問をいたします。

⑴、尖閣問題が本県観光産業や企業活動、文化交流

等にどのような影響を与えているか。その現状と対策

について伺います。

⑵、尖閣諸島周辺の海域では操業ができない状況だ

と思いますが、どのような影響が出ているか伺いたい

と思います。

６番、高校再編問題について伺います。

⑴、沖縄水産高校と南部工業高校を統合する根拠は

何か伺いたいと思います。

⑵、南部の都市計画による都市エネルギーの進展な

どを勘案をした人口の社会増などを推計した上での両

校の統廃合なのか伺います。

⑶、南部工業高校の生徒減少の理由は何か伺いま

す。

⑷、南部工業高校の校長ないし保護者会などから学

校存続の陳情、要請等があったかどうか、その内容に

ついて伺います。

７、教科書採択問題について伺います。

⑴、県内６地区の採択協議会の区分方法について、

問題点や課題があれば出していただきたいと思いま

す。
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⑵、竹富町の公民教科書の有償問題について、県教

育委員会はどのような解決策を講じようと考えている

か伺いたいと思います。

８番目、全国並びに県内の雇用情勢と県内完全失業

率の全国並み改善への取り組みについて伺いたいと思

います。

９番目、しまくとぅばの普及について伺います。

⑴、「沖縄21世紀ビジョン実施計画」の成果指標で

「しまくとぅば体験イベント等参加者数」――現状は

1982人から５年後の目標を１万6500人――としてあり

ますけれども、そのイベントの具体例は何でしょうか

伺いたいと思います。そしてそれがしまくとぅばの普

及推進につながるか伺いたいと思います。

⑵、英語教育や国語教育のように、専門家による教

育プログラムの開発を行政が考えているか伺いたいと

思います。

⑶、小中学校のカリキュラムに取り入れる考えがあ

るか、教育委員会に伺いたいと思います。

10番目、公契約条例制定の必要性について伺います。

⑴、公共サービスの質を高めるために公契約条例は

必要であると認識しているか伺います。

⑵、公共サービスを請け負う事業者が適正な賃金と

労働条件を保障する必要があると認識しているか伺い

ます。

⑶、事業者が環境への配慮、障がい者雇用、男女の

雇用機会均等について、一定の制約、基準を設ける必

要性はあると認識しているか伺います。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

〔知事 仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 新田宜明議員の御質問にお

答えいたします。

まず第１に、農業振興についての御質問の中で、農

業担い手育成についての御質問にお答えいたします。

沖縄県といたしましては、農業の担い手を育成する

ために、第１に、農業大学校による実践的な研修教育、

そして第２に、就農サポート講座や夜間講座による基

礎技術の習得、第３に、農業後継者育成施設や先進農

家等での実践研修などに取り組んでおります。さらに、

平成24年度は沖縄県新規就農一貫支援事業及び青年就

農給付金事業を実施し、農業担い手の育成に努めてい

るところでございます。

次に、県内完全失業率の全国並み改善への取り組み

についての御質問の中で、雇用情勢と完全失業率の全

国並み改善についてという御質問にお答えをいたしま

す。

７月の完全失業率は、全国が4.3％、沖縄県が5.5％

となっております。雇用情勢は着実に改善傾向にある

と考えております。沖縄県といたしましては、みんな

でグッジョブ運動を引き続きしっかりと展開するとと

もに、沖縄振興特別推進交付金等を活用しました産業

振興や企業誘致の推進並びにキャリア教育の充実、そ

して若年者の県外・海外就職へのチャレンジ、企業等

の雇用環境の改善、総合的な就業支援拠点の形成など、

沖縄県の雇用情勢の改善に向けて全力で取り組んでい

るところでございます。

その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、世界人権宣言にのっとり沖縄の現

状を訴えることについてお答えいたします。

戦後67年を経た今日においても全国の米軍専用施設

面積の約74％が本県に集中し、県土面積の約10％を米

軍基地が占めております。基地の多くは県民の住宅地

域に接していることから、計画的な都市づくりなど沖

縄県の振興開発を推進する上で大きな制約となってお

ります。

県としましては、国際社会における安全保障、地主

や駐留軍従業員の生活、跡地利用計画などを総合的に

勘案して米軍基地のさらなる整理縮小を求め、県民の

過重な基地負担の軽減に取り組んでまいります。

沖縄の基地問題の現状については、これまで英文の

パンフレットの作成やホームページにより発信してお

りますが、世界のウチナーンチュや国際機関等に訴え

ることについては、貴重な御提言として承りたいと思

います。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 企画部長。

〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君） 総合交通体系並びに鉄

軌道を含む新たな公共交通システムについてお答えい

たします。

沖縄県では、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」を着

実に実施していくための総合的な交通体系ビジョンを

示すものとして、ことし６月に沖縄県総合交通体系基

本計画の見直しを行ったところであります。同計画は、

沖縄県における交通政策の基本方向、基本施策を示し

たものであり、今後は同計画を指針として那覇空港の

滑走路増設、モノレールの延長、道路網の整備等のハ

ード施策や、航空・海上ネットワークの拡充及び基幹
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バスの導入などのソフト施策など、陸海空の各方面の

交通施策が推進されるものと考えております。鉄軌道

を含む新たな公共交通システムの導入につきましても

同計画に位置づけられております。国の調査結果にお

きましては、厳しい事業採算性などの予測結果が示さ

れておりますが、その一方で移動時間の短縮などの整

備効果も示されております。

県といたしましては、早期導入の実現可能性を高め

る観点から検討を進めてまいりたいと考えており、

「沖縄21世紀ビジョン基本計画」の中ほどあたりまで

には、敷設のための計画を示せるよう、国・関係機関

と連携を図りながら取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。

〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君） 台風16号の農林水産

業被害についての御質問にお答えします。

台風16号による農林水産業関係の被害については、

９月21日現在で、被害総額が約12億8000万円となって

います。台風被害につきましては、農業・漁業共済、

漁船保険での対応、セーフティネット資金など低利の

制度資金の活用、制度資金の借入者に対する償還猶予

などの支援を図ることとしております。また、農業基

盤施設、治山施設、漁港施設等については、災害復旧

事業により早期の復旧を図ることとしております。

次に、農業振興についての、農林水産業の６次産業

化の取り組みについての御質問にお答えします。

県では、農林水産業の振興を図るため、生産者が食

品メーカー等と連携する商品開発の取り組みや、生産

者がみずから農林水産物の加工・販売に取り組むなど

の農林水産業の６次産業化を推進しているところであ

ります。具体的には、アグリチャレンジ６次産業化支

援事業により、農村女性起業グループなどを対象に、

地域資源を生かした加工試作品の開発支援、食品加工

基礎講座や企業派遣研修など加工技術習得支援、商品

化に必要な加工機材等の整備支援などに取り組んでお

ります。また、県産農産物付加価値向上推進事業では、

地域資源に着目し、生産者が地域内加工グループ等と

連携した加工品開発、県内食品メーカー等と連携した

加工品開発、県外大手食品メーカー等と連携した加工

品開発による全国展開の３つの加工品開発モデルの構

築を実施しているところであります。これまでの成果

としましては、学校給食向け豊見城市のトマトピュー

レや、宜野湾市の田芋ペーストなどの試作品の開発、

石垣市の紅芋スイートポテトや宮古島市のトウガンパ

イなどの商品化、新規起業者６名の育成などがありま

す。今後とも６次産業化のための各種事業の実施によ

り、消費者ニーズに応じた高付加価値商品の開発や販

路開拓等の支援を講じるなど、本県農林水産業の振興

を図ってまいります。

次に、同じく農業振興についての、台風常襲地の農

作物栽培施設の整備についての御質問にお答えしま

す。

本県の農業振興を図るためには、台風等の自然災害

に左右されず、計画的・安定的に農作物を供給する産

地を形成することが重要であります。このため、県と

しましてはこれまでも防風、防潮林の防災施設を計画

的に整備してきたところであります。あわせて、平成

24年度より沖縄振興交付金を活用した災害に強い栽培

施設の整備事業を創設し、災害に強い農作物栽培施設

の整備を図ることとしております。具体的には、強化

型パイプハウス等の整備、マンゴー・果菜類等の果実

落下防止のためのハウス内の二重カーテンの整備、防

風林が整備できない圃場における防風ネット等の整

備、台風通過後の塩害防止のための散水施設の整備、

排水不良圃場における暗渠排水施設の整備などを行う

こととしております。

次に、同じく農業振興についての耕作放棄地の解消

策とその課題についての御質問にお答えします。

平成23年度における耕作放棄地面積は2697ヘクター

ルで、全耕地面積３万9100ヘクタールの約７％となっ

ております。耕作放棄地の解消策としましては、平成

20年度から交付金事業により、再生作業、土づくり、

ハウスや農業用機械の施設整備等を支援し、平成23年

度までに180ヘクタールが再生されております。

耕作放棄地対策の課題としましては、農家の高齢化

や後継者不足、不在地主の増加に加え、農地に対する

資産意識が強く、貸借や売買に消極的なことなどが考

えられます。県としましては、平成24年度からの

「人・農地プラン」や地域協議会等と連携し耕作放棄

地の出し手・受け手間の調整を図り、約120ヘクター

ルの再生作業のほか、土づくり、ハウスや農業用機械

の施設整備等を支援することとしております。

次に、尖閣諸島問題への対応についての中の、尖閣

諸島問題における漁業への影響についての御質問にお

答えします。

県内漁協等からの聞き取りによりますと、漁業者は、

尖閣諸島周辺における中国や台湾の漁船及び監視船等

による活動が活発化してきたことから、海上でのトラ

ブルに巻き込まれることを恐れ、尖閣諸島周辺への出

漁を控えていると聞いております。
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県としましては、今後とも安全操業の確保に関し、

海上保安庁や水産庁へ要請するとともに、当該周辺水

域の状況に関する的確な情報収集に努めてまいりま

す。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君） 台風16号の被害状

況についてという御質問の中で、県の土木施設の被害

状況についてお答え申し上げます。

土木建築部が管理する施設においては、国頭東線ほ

か４路線における路肩崩落及びのり面崩壊、本部町に

おける高潮等による浸水、東村平良海岸ほか５海岸に

おける被覆石崩壊等、また中城湾港馬天地区での防波

護岸被覆ブロック等の破損の被害が発生いたしまし

た。これらの被害箇所については、速やかに撤去及び

応急措置等を行い、現在、本格復旧に向け取り組んで

いるところでございます。

以上です。

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。

〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 尖閣諸島問

題への対応についての中の、尖閣諸島問題の影響と対

応についての質問にお答えいたします。

沖縄県への影響については、観光客のキャンセル、

航空路線の運航休止、あるいは福建省との交流式典の

開催延期などが出ております。県としましては、中国

との友好関係の継続は重要であると考えており、今後

は状況の推移を冷静に見守ってまいりたいと考えてお

ります。

次に、しまくとぅばの普及についてとの質問の中の、

しまくとぅば体験イベントの具体例についてとの問い

にお答えいたします。

「沖縄21世紀ビジョン実施計画」の指標となってい

るしまくとぅば体験イベントの基準年の内容は、地域

での体験型講座や「しまくとぅば語やびら大会」のこ

とであり、５年後の目標値はこれら従来のイベント参

加者数をふやしていくことを想定し、その累計参加者

数を掲載しているところであります。その一方で、し

まくとぅば消滅の危機が叫ばれる昨今、県ではしまく

とぅばについての取り組みを加速させる必要があるこ

とから、昨年度より有識者で構成される諮問会議を設

置し、これまでしまくとぅばの普及・継承に関する議

論を深めてまいりました。同会議での意見を踏まえ、

復帰40周年である今年度を「しまくとぅばぐすーじ元

年」と位置づけ、行政、文化団体、民間企業、教育関

係者及び若者団体などとも連携しながら、全県的かつ

横断的な県民運動を展開するために、今年度下半期に

は中長期にわたる推進計画を策定し、次年度以降、し

まくとぅばの普及と継承に係る具体的な取り組みを図

ってまいりたいと考えておりますので、ユタサルグト

ゥ　ウニゲーサビラ。ニフェーデービル。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 高校再編問題についての御

質問で、沖縄水産高校と南部工業高校統合についてお

答えいたします。

両校の統合により学校規模の適正化を実現すること

で、生徒が相互に切磋琢磨して学習意欲を高めること

ができること、適切な教員配置ができること、教育活

動の中で生徒の選択肢が広がること、生徒会活動や部

活動、学校行事等が活性化し、他者とのコミュニケー

ション能力を高めることができることなどが考えられ

ます。

次に、南部地区人口の社会増などについてお答えい

たします。

地域開発等による人口増減につきましては、宅地開

発地域等への転入世帯の動態や家族構成等の不確定要

素があり、中学校卒業者数の推計が困難なため、県立

高等学校編成整備計画の中においては、学校基本調査

による地域の中学校卒業者数を基準に策定しておりま

す。今後とも、社会情勢の変化を見据えながら計画を

進めてまいりたいと考えております。

次に、南部工業高校の生徒減少の理由についてお答

えいたします。

同校は平成15年度までは１学年３学科５クラスであ

りました。当時から島尻地区の中学卒業者数が減少傾

向にあり、そのため平成16年度に１学年３学科３クラ

スとなりました。

県教育委員会としましては、平成17年度に既存の学

科をＩＴ環境科へ学科改編するとともに、コンピュー

タデザイン科を新設するなど、魅力ある学校づくりに

取り組んでまいりましたが、一般入学志願者が定員に

満たない状況が続いております。

次に、学校存続の陳情等についてお答えいたします。

当該校長から、平成22年６月にコンピュータデザイ

ン科復活の要望書、さらに平成23年４月にはコンピュ

ータデザイン科に係る実績等の関連資料が提出されて

おります。また、八重瀬町議会から平成24年３月に、

再編統合に反対し単独「工業高校」としての継承・発

展・充実を求める意見書が提出されております。
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次に、教科書採択問題についての御質問で、採択協

議会の区分方法の課題等についてお答えいたします。

県内６地区の採択地区区分は、伊平屋村、伊是名村、

久米島町などがそれぞれの教育行政区と異なる採択地

区となっております。このことから、当該教育行政区

で使用する教科書と異なる場合があるなどの課題が指

摘されております。

次に、竹富町の公民教科書についてお答えいたしま

す。

県教育委員会では、これまで文部科学省に対しまし

て、竹富町についても無償給付されるよう要請してま

いりました。引き続き、無償給付の実現に努めてまい

りたいと考えております。

次に、しまくとぅばの普及についての御質問で、体

系立った教育プログラム等についてお答えいたしま

す。９の⑵と９の⑶は関連しますので一括してお答え

いたします。

しまくとぅばは、生まれ育った地域の風土や文化と

ともに、歴史的・社会的な伝統に裏づけられた言葉で

あり、しまくとぅばが担っている役割を十分に理解さ

せ、尊重する態度を育むことは大切であります。しか

しながら、学校教育への体系立った導入につきまして

は、教育課程上にどのように位置づけることができる

か検討するとともに、発達段階に応じ計画的に進める

必要があります。

県教育委員会としましては、今後とも教育課程の範

囲内で適切に実施するよう指導してまいりたいと考え

ております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。

〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君） 公契約条例制定の必

要性についての中の、１つが公共サービスの質を高め

るために必要であるかどうかの認識、それから賃金と

労働条件を保証する必要性、それから環境への配慮、

障害者雇用、男女雇用機会均等等についての御質問で

ございますが、これは⑴、⑵、⑶は関連いたしますの

で一括してお答えをさせていただきます。

県が発注する公共工事や官公需契約については、担

当部局において適正な積算が行われ、公共サービスの

質及び公正な労働条件が確保され、労働関係法令やそ

の他の法律等についても下請業者まで含めて遵守され

るよう指導がなされているものと理解しております。

また、環境への配慮や障害者雇用などについては、土

木建築部においては、建設工事の入札参加資格審査及

び等級格付の際、県独自の評価項目として取り入れて

おります。

公契約条例の制定につきましては、国における「公

契約に関する基本法」の法制化の動き――現在のとこ

ろ特に動きはございませんが――と、他県の動向も見

守りつつ適切に対応してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 以上で本日の代表質問は終わ

りました。

本日の日程はこれで終了いたしました。

次会は、明27日定刻より会議を開きます。

議事日程は、追って通知いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

午後４時18分散会

― 53 ―



― 54 ―

地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

議 長

会議録署名議員

会議録署名議員

喜 納 昌 春

具 志 堅　　　　　透

玉　　城　　　　　満



平成24年９月27日

沖縄県議会（定例会）会議録
平成24年

第 ５ 回

（第 ３ 号）



議　　事　　日　　程　第３号

平成24年９月27日（木曜日）

午前10時開議

第１　代表質問

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

日程第１　代表質問

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

出　席　議　員（47名）

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

欠　席　議　員（１名）

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

説明のため出席した者の職、氏名

― 55 ―

沖縄県議会（定例会）会議録（第３号）
平成24年
第 ５ 回

平 成 24年 ９月 27日 （ 木 曜 日 ） 午 前 10時 １分 開 議

23 番　　大　城　一　馬　君

24 番　　嶺　井　　　光　君

25 番　　前　島　明　男　君

26 番　　照　屋　守　之　君

27 番　　新　垣　良　俊　君

28 番　　仲　田　弘　毅　君

29 番　　新　垣　安　弘　君

30 番　　當　間　盛　夫　君

31 番　　照　屋　大　河　君

32 番　　狩　俣　信　子　さん

33 番　　赤　嶺　　　昇　君

34 番　　新　垣　清　涼　君

35 番　　前　田　政　明　君
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９　番　　玉　城　　　満　君

10 番　　西　銘　純　恵　さん

11 番　　比　嘉　京　子　さん

12 番　 田　勝　廣　君

13 番　　島　袋　　　大　君
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○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。

日程に入ります前に報告いたします。

説明員として出席を求めた教育委員会委員長安次嶺

馨君は、別用務のため本日、28日、10月２日及び３日

の会議に出席できない旨の届け出がありましたので、

その代理として本日及び28日の会議に教育委員会委員

長職務代理者中野吉三郎君、10月２日の会議に同委員

会委員新垣和歌子さん、３日の会議に同委員会委員宮

城奈々さんの出席を求めました。

――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君） 日程第１　代表質問を行いま

す。

質問の通告がありますので、順次発言を許します。

奥平一夫君。

〔奥平一夫君登壇〕

○奥平　一夫君 おはようございます。

ことしは大きな台風の当たり年のようで、目前にま

た大型の台風が迫ってきております。県民の皆様には

万全の備えをお願いしたいと思います。そして、台風

16号の被害に遭われた皆様にはお見舞いを申し上げた

いと思います。

そして、知事や県民のオスプレイ配備を絶対に許さ

ないという明確な意思表示がある中、昨日午後４時過

ぎにオスプレイ配備について沖縄防衛局から県に対し

てたった一本の電話で通告をしてきたという非常に県

民の思いを愚弄する、気持ちを引き裂くようなそうい

う防衛省の連絡があったということに対して満身の怒

りを込めて抗議をしたいと思います。

それでは通告に従いまして、県民ネットを代表して

質問をしていきたいと思います。

１番目に、知事の政治姿勢について。

⑴、尖閣諸島をめぐる問題の影響について知事の見

解を伺う。

ア、石原都知事の尖閣諸島購入問題をきっかけに過

熱する日中の対立。中国における反日デモやその反日

行動の様相は深刻で着地点が見出せないままでありま

す。全国でさまざまな中国との経済的、文化、スポー

ツ交流の中止・延期が相次いでおります。

沖縄は、アジアとりわけ中国の成長を取り込み、日

本と世界を結び、アジア・太平洋地域の平和と発展に

貢献をし、自立経済に結びつけようとする21世紀ビジ

ョンを策定した。出だしから大変前途多難の様相であ

ります。観光を初めとしたビジネス市場や中国との交

流にどう影響しているのか、あるいはどう影響してく

るのか、当該県の知事としてどう対応していくのか見

解を伺います。

イ、沖縄の歴史的経緯を踏まえたならば、尖閣は俺

たちのものという日中間のやりとりから、どうすれば

アジア全体で平和的、持続的、安定的なものとして検
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討できるかを提案していくことについて知事の見解を

伺います。

⑵、普天間基地の県外移設問題について。

民主党の北澤元防衛大臣は、米軍普天間移設問題を

めぐって、ワシントンにおいて、今が現行計画実現の

最後のチャンスであることを強調したといいます。知

事は、影響評価書の補正を終えて政府から埋立申請が

出されることになったとしても県外移設を堅持してい

くことに変わりはないのか見解を伺います。

⑶、知事訪米について、基地問題解決を米国政府に

訴えるためとしているが、日程等どのような内容にな

るのかお伺いをしたいと思います。

⑷、オスプレイ配備計画に対する知事の姿勢を聞き

ます。

ア、８月29日の防衛大臣来沖の際、オスプレイの安

全確認作業について、知事は、政府に県民の不安を払

拭するところまで徹底して見直ししてほしいという発

言をしています。徹底した見直しとはどこまでで、誰

がそれを判断するのか伺いたい。

イ、県民大会参加者や政府要請参加者は、事故が起

きたら基地の全面閉鎖や日米安保にまで言及せざるを

得ないという強い決意で臨んでおりました。このよう

な県民意識の変化について知事の見解はどうでしょう

か。

ウ、日米両政府は、知事要請や民意を無視して強行

配備の姿勢であります。この際、知事は重大な決意を

すべきであります。

エ、高江で進んでいる建設中のヘリパッドはオスプ

レイ使用が明白になっております。県はこれまで建設

容認の姿勢だが、オスプレイ配備に反対している知事

としてはヘリパッド建設に反対を明言しなければ全く

つじつまが合いません。

⑸、北澤元防衛大臣発言について伺います。

ア、下地島空港を災害救援拠点とし、自衛隊の無人

機の訓練場とする構想を明らかにした。このことは、

災害対策や民間航空会社の撤退を理由に軍事利用へ道

を開くものであり、決して容認できません。知事の見

解を伺います。

大きい２番目、沖縄振興一括交付金について、以下

伺います。

⑴、沖縄振興特別推進分の事業計画と交付決定額に

ついて。

⑵、未交付分の事業執行についてどう対応するか。

大きい３番目、平成25年度沖縄振興予算概算要求に

ついて。

⑴、予算要求するに当たっての県の考え方及び内閣

府とのやりとりについて見解を伺います。

⑵、那覇空港滑走路増設事業74億円が新規として要

求されています。内閣府としては、「適切な財源の確

保を前提とした第二滑走路の整備を図る」とされてい

ることを踏まえ、沖縄振興予算を活用することも念頭

に置いているようだが、県の見解を伺います。

⑶、新たな公共交通システムのあり方の検討のた

め、「鉄軌道等導入課題検討課題基礎調査費」３億円

が要求に上がっております。事業の内容、ルーﾄの内

容等について御説明をいただきたい。

大きい４番目、下地島空港の利活用問題について伺

います。

⑴、日本航空撤退の影響と課題について。

ア、日本航空との民事調停経過について伺います。

調停が不調となれば次の段階、つまり訴訟へ進むこと

も検討しているのか伺いたい。

イ、日本航空撤退の影響は、他航空会社や関連事業

所、空港施設本体運営などにも波及することが予想さ

れます。どのような対応が検討されているか。

⑵、「下地島空港利活用検討協議会」について。

ア、協議会の成果目標とそのための協議日程につい

て伺う。

イ、その協議会で得られた成果は、事業計画や事業

実施にどのようにつなげていくのか伺います。

ウ、得られた成果を新たな沖縄振興計画に盛り込む

ことが必要と考えるが、知事の見解はどうか。

⑶、下地島空港周辺残地における農業的ゾーンにお

いて、どのような経過を経て、実際のプランニングに

入るのはいつごろになるのか。現在、日程的にどのよ

うな地点にあるのか伺いたい。

５番目、沖縄市における中心市街地活性化事業への

県のかかわりと支援について伺いたい。新たな地域再

生、市街地活性化事業の先進のモデル事業となります。

ほかの自治体の後押しにもなるもので、ぜひとも県の

支援が必要であります。見解を伺いたい。

６番目、こどもの国への県の支援について見解を伺

います。

７番目、農業振興について。

⑴、植物工場について、県の取り組みと今後の可能

性について伺います。

⑵、耕作放棄地で国費の入っている畑、そうでない

畑の面積はそれぞれ幾らか。耕作放棄地解消へ向けた

取り組みが行われているが、どのように取り組まれて

いるのか。現状と課題、県の支援を伺います。

８番目、観光振興について。

⑴、ＯＣＶＢ（沖縄観光コンベンションビューロー）
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の運営と人事について。

⑵、中国数次ビザ制度の活用について伺います。

ア、沖縄に１泊することで中国人観光客が数次ビザ

を取得できる制度ができ、沖縄では中国人観光客でに

ぎわっております。残念ながら、今は日中の関係で専

ら観光客が減っているようであります。数次ビザ取得

者と沖縄への入域観光客はどれぐらいか。

イ、この制度を活用した県の観光戦略と政策につい

て見解を伺う。

ウ、この制度は東北までも拡大されたが、沖縄観光

にどのような影響があると認識しているのか。

⑶、ＬＣＣ航空について伺いたい。

ア、ＬＣＣ航空の沖縄への乗り入れ状況と沖縄観光

への影響及び関連事業者や県の取り組みについて見解

を伺う。

イ、ＬＣＣ航空時代の県の戦略・政策について見解

を伺う。

ウ、ソーシャルメディアやネットサイトを活用した

利用者がふえつつあります。対策を急ぐべきではない

のか。

９番目、フライ＆クルーズ事業について県の見解を

伺います。

10番目、鉄軌道導入について。

⑴、改正沖縄振興特別措置法に初めて盛り込まれた

鉄軌道の整備について、５年以内に事業化したいと知

事は述べておられます。それまでのタイムスケジュー

ルをどのように検討しているのか見解を伺います。

⑵、知事は、建設主体を政府とするとの考えのよう

だが、渋滞緩和、環境保全、高齢社会への対応、観光

振興、まちづくりという視点で鉄軌道事業を検討され

るべきと考えるが、知事の発言の真意を伺いたいと思

います。

11番目、県のエネルギービジョンと地球温暖化防止

政策について。

⑴、エネルギーの基本目標と目標値が国に右倣えと

なっている。美ら島沖縄の実現を目指すのであるなら

ば、エネルギー先進地を標榜する島嶼県沖縄独自のエ

ネルギービジョンや独特の政策があってしかるべき。

目標値や達成年度の前倒しがあってしかるべきと考え

るが見解を伺う。

⑵、エネルギービジョンの実現に向けた戦略的エネ

ルギー事業が取り組まれているが、その経緯と県の支

援、今後の展開についてもお伺いをしたいと思います。

⑶、民間企業による太陽光発電設備の普及やファン

ド等による風力発電設備の普及について県の見解を伺

う。

⑷、県有施設や教育施設への太陽光発電施設設置に

よる再生可能エネルギー普及の拡大について見解を伺

います。

12番、県立病院事業経営と離島医療について伺いた

い。

平成21年に事業局が策定をした病院経営再建計画に

よると、平成21年から23年の３年間で不良債務の解消、

100億円の資金不足の解消、経常収支の黒字化の３つ

の目標を達成することでありました。平成21年策定の

「県立病院のあり方基本構想」によれば、経営再建計

画に沿った改革による取り組みで経営改善が実現を

し、持続的な経営の健全化が達成される見込みがある

場合には、現行の経営形態での存続について検討する

ことを記しております。「持続的経営の健全化」につ

いては、経営再建検証委員会により平成21年から23年

度の決算を22年から24年度にかけて検証することとな

っております。

そこでお聞きしたい。

⑴番目に、第２回検証委員会では病院事業（損益勘

定）収支推計はどのような数値を示しているか、具体

的に御説明をいただきたい。

⑵、完結できる医療を目指す離島医療の大きなネッ

クは人材確保であります。離島では医師や看護師、コ

メディカルの人材確保が大変厳しく、人材の不足が常

態化をしております。ことし初めは八重山病院での産

婦人科医、この８月は宮古病院の内科医不足。コメデ

ィカルに至っては毎年のように人材確保に院長が奔走

しております。

そこで伺います。

ア、現在不足している医師や看護師等の医療スタッ

フ、今後来年から不足が予想される診療科医師につい

て伺います。

イ、質の高い医療を提供するためにも定数枠を確保

し、コメディカルの本務採用をすべきではないのか。

ウ、中部や南部医療センターでの離島枠としての医

師を確保できないか。

エ、離島では専門医や指導医師の不足で研修医の継

続勤務ができない現状がありますが、県としてはどの

ように対処するのか。

オ、離島医療における人材確保や人材育成で県、病

院、地域社会それぞれが果たすべき責務について事業

局長の見解を伺います。

13番目、離島振興について、以下伺う。

⑴、離島間の航空路線の拡充・整備について現状と

課題は何か。どう解決していくのか見解を伺う。

⑵、多良間―宮古島間のフェリー運航経費の全額補
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助について伺います。

⑶、農林水産物流通条件不利性事業について、制度

のスキームと事業普及の徹底及び事業申請者等につい

て現状と課題について伺う。

14、福祉行政について。

⑴、知事のハンセン病療養施設訪問について伺いた

い。

ア、施設訪問の際、入所者や退所者の方々からどの

ような訴えがあったのか、知事としてこのことをどの

ように受けとめたのかお聞かせください。

イ、両園の将来構想に対する知事の見解を伺いま

す。

ウ、将来構想実現に向けて検討会議を設置し意見交

換を進めているとしているが、その経緯及び今後県が

どのような支援ができるか見解を伺います。

⑵、沖縄における子供の虐待と県の対策と課題につ

いて伺います。

⑶、宮古島の張水・あけぼの学園内に児童家庭支援

センター「はりみず」が設置をされました。地域が早

くから要望していた県中央児童相談所の分室設置に応

じて設置されたものであると理解しております。増加

し深刻化する児童虐待や相談、さまざまな事態にどの

ように対処していくおつもりなのか。体制、専門性、

そして宮古島市との連携という視点で見解を伺いま

す。

15、教育行政について。

⑴、少人数学級の実現と教育条件整備について伺い

ます。

⑵、幼稚園の準義務化・無償化と幼小連携について

伺います。

⑶、離島・僻地教育の振興について。

ア、知事は、県立の学生寮の建設は県有地を使い、

なるべく安く早期につくりたいと述べておられます。

政府との交渉の経緯と建設への可能性について見解を

聞きます。

イ、離島・僻地からの高校生に対する国の修学支援

を県及び市町村で活用することや生活相談や相談員の

配置等検討することについて見解を伺います。

⑷、教職員の超過勤務の実態と実効ある対策、そし

て市町村との連携の成果を示してください。

⑸、児童生徒のいじめの実態と対策について。文科

省のいじめ緊急調査報告についても伺います。

⑹、県立高等学校編成整備計画について、これまで

の経緯及び現状と課題について御説明ください。

以上質問して、答弁を聞いて再質問したいと思いま

す。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。

奥平一夫議員の御質問に答弁をいたします。

まず第１に、知事の政治姿勢についての中で、アジ

アにおける平和等の持続についてという御趣旨の御質

問にお答えをいたします。

沖縄県は、琉球王国時代から友好的な交流を通して

中国などアジア各国との信頼関係を築いてまいりまし

た。県としましては、今後も学術文化、そして観光、

経済等のさまざまな分野での人的交流を通してアジア

における平和発信や国際交流の拠点を目指してまいり

たいと考えております。

次に、福祉行政についての御質問の中で、ハンセン

病療養所の入所者等の要望についてという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

去る８月15日に宮古南静園、そして９月11日に沖縄

愛楽園を訪問し、入所者や退所者の方々から直接お話

をお聞きいたしました。無念のうちにお亡くなりにな

った皆様に哀悼の念をささげてまいりました。また、

訪問した際には、終生在園保障や相談支援体制の整備、

そして将来構想の実現に向けた県の支援などにつきま

して要望をお受けしたところでございます。

沖縄県といたしましては、当事者の意向を十分に踏

まえ、その実現に向けて取り組んでまいりたいと考え

ております。

その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。

〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 知事の政治

姿勢についての中の、尖閣諸島問題に係る影響と対応

についてとの御質問にお答えいたします。

沖縄県への影響については、観光客のキャンセル、

航空路線の運航休止、あるいは福建省との記念式典延

期などについて把握しております。県としては、状況

の推移を冷静に見守ってまいりたいと考えておりま

す。

次に、観光振興についての中の、沖縄観光コンベン

ションビューローの運営と人事についてとの御質問に

お答えいたします。

沖縄県では、観光振興施策の中長期的なビジョンを

実現するため、観光業界の意向を集約しリードする沖

縄観光コンベンションビューローと連携し、観光客の

誘致及び受け入れの強化に努めているところでありま

す。その上で、個別の法人格を有する沖縄観光コンベ
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ンションビューローの運営及び人事については、基本

的に当財団の理事会において適切に対処されるべきも

のであると理解しておりますが、必要に応じた指導助

言等につきましては適宜行っていきたいと考えており

ます。

同じく観光振興についての中の、数次ビザ取得者な

どの入域客数について。

平成23年７月にマルチビザ制度が創設されました

が、本年８月までの累計で数次ビザ取得者数は２万

5224人、中国本土から沖縄への入域観光客数は８万

400人となっております。

同じく観光振興についての中の、数次ビザを活用し

た県の観光戦略等についてとの御質問につきましてお

答えしたいと思います。

県としましては、これまで数次ビザ制度の認知度向

上を図るため、航空会社等へのトップセールスや旅行

会社と連携したプロモーション等を実施してきまし

た。その結果、新規路線開設や定期路線の増便、観光

客数増加など大きな成果を上げております。当面は現

地情勢の推移を見守る必要がありますが、今後とも認

知度向上の取り組みを強化し、富裕層の獲得、新規市

場の開拓、内陸部の拠点都市から沖縄への誘客促進に

努めるとともに、関西など他地域とも連携して国内経

由の誘客増加にも努めてまいりたいと考えておりま

す。

同じく観光振興についての中の、東北地域への数次

ビザ拡大に係る影響についてとの御質問にお答えいた

します。

県としましては、東北３県への数次ビザの拡大は、

訪日旅行全体への関心が高まり、沖縄への入域観光客

の増加にもつながるものであると考えております。

同じく観光振興についての中の、ＬＣＣ航空の沖縄

観光への影響及び県の取り組みなどについてとの質問

にお答えいたします。

県としましては、ＬＣＣの就航は観光客の新たな需

要の掘り起こしにつながるものと認識しております。

このため、ＬＣＣと連携した観光プロモーション等に

積極的に取り組むこととしており、それにより入域観

光客の拡大を図ってまいりたいと考えております。

次に、観光振興についての中の、ソーシャルメディ

ア等の対策についてとの御質問にお答えいたします。

県におきましては、近年、スマートフォンの普及に

より観光分野においてもソーシャルメディアやネット

サイトの活用がますます増加していると認識しており

ます。このため、沖縄観光コンベンションビューロー

において、フェイスブックやツイッターなどによる情

報発信、観光情報ウエブサイト「おきなわ物語」にお

けるフェイスブックとの連携に向けたサイト更新など

の取り組みを実施しております。加えて、世界最大の

オンライン旅行予約サイトでありますエクスペディア

などと連携したネットプロモーションも行うこととし

ており、積極的に活用しているところであります。ま

た、県内公共施設や民間施設のＷｉ－Ｆｉ設置につい

ても支援し、観光客の沖縄滞在時の情報収集・発信を

促進することとしており、これらの取り組みを通じて

増加しつつあるソーシャルメディアやネットサイトの

利用者に対応した誘客プロモーション活動及び観光客

受け入れ体制の整備に努めてまいりたいと考えており

ます。

フライ＆クルーズ事業についての中の、フライ＆ク

ルーズの推進についてとの御質問にお答えいたしま

す。

県としましては、那覇空港まで飛行機を利用し、那

覇港を拠点にクルーズ船により沖縄本島や周辺離島、

宮古・八重山地域を周遊するフライ＆クルーズ型の旅

行商品は、さまざまな島の魅力を発揮できるため新し

い需要開拓につながるものと考えております。

那覇港発着のフライ＆クルーズについては、2011年

より国内クルーズ会社による運航が始まり、2012年は

合計８本が実施され、具体的には座間味、宮古、石垣、

与那国などに寄港し、離島地域への誘客につながって

おります。

県におきましては、今後ともクルーズ会社等と連携

し、集客に向けた広告支援等を行うこととしており、

フライ＆クルーズの推進に向けて今後とも積極的に取

り組んでまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、北澤元防衛大臣の発言についてお

答えいたします。

北澤元防衛大臣の発言については、報道等により承

知しております。現在、政府は環境影響評価書の補正

作業を進めているものと認識しておりますが、現時点

で公有水面埋立承認願書が提出される時期等について

は示されておりません。仮に提出された場合には、関

係法令にのっとり検討せざるを得ませんが、県としま

しては、地元の理解が得られない移設案の実現は事実

上不可能であり、普天間飛行場の県外移設を求める考

えに変わりはなく、これを踏まえつつ適切に対処して

まいります。
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次に、知事訪米についてお答えいたします。

米政府や連邦議会、また政策形成に影響力を持つ米

側の有識者等に対し沖縄県の米軍基地問題を直接説明

し実情を理解してもらうとともに、米軍再編等に関す

る考え方などについて情報収集や意見交換を行うこと

は大変重要なことと考えております。知事は、来月下

旬、ワシントンＤＣにおいて、普天間飛行場移設問題

を初め沖縄の基地問題や日米安全保障体制などについ

て日米の専門家が議論する会議を開催するため訪米す

る予定であり、日程調整を行っております。また同時

に、オスプレイの配備を含む沖縄の基地問題の解決促

進を図るよう米政府に要請することも検討しておりま

す。

次に、オスプレイの安全確認作業についてお答えい

たします。

去る８月29日に防衛大臣が来沖した際は、オスプレ

イの安全性について、日本政府が独自に確認し保証す

ることを徹底してやっていただき、県民の不安が払拭

されない限り受け入れは難しい旨申し上げたところで

あります。去る９月19日、政府からＭＶ22オスプレイ

の沖縄配備について発表がありました。この中で、モ

ロッコ及びフロリダにおける墜落事故に関する再発防

止策や日本における運用に係る安全性等について述べ

るとともに、オスプレイの安全性が確認され飛行運用

を開始させることとしたと結論づけております。

しかしながら、これまで県が発した質問に対し回答

は十分ではなく、政府においては、これらの質問に対

し徹底して誠意のある回答を示すことが必要であると

考えております。

次に、県民意識の変化についてお答えいたします。

オスプレイについて、政府は、９月19日の文書にお

いて安全性を確認したとしておりますが、県民の不安

が払拭されたとは言えない状況にあります。オスプレ

イについては、その危険性に対する責任は全て日本政

府にあり、万が一事故が発生した場合は、県民の日米

安全保障体制への信頼が損なわれかねないと考えてお

ります。

次に、オスプレイの配備強行についてお答えいたし

ます。

県としましては、安全性の確認がなされ、県民の不

安が払拭されない限り配備の中止を政府に強く求めて

まいります。９月24日及び25日に上京し、知事が防衛

大臣と官房長官に対し配備の中止を要請したところで

す。なお、海外出張のため対応できない総理大臣と外

務大臣には、御両者宛ての要請文書をお預けしたとこ

ろであります。

次に、高江ヘリパッドの建設反対についてお答えい

たします。

北部訓練場の過半の返還について、県は、ＳＡＣＯ

合意事案を着実に実施することが本県の基地の整理縮

小及び地元の振興につながることから、その実現を求

めているものであります。その条件とされている６カ

所のヘリ着陸帯の移設について、これまでも地元と連

携し住民生活及び自然環境への配慮を求めてきたとこ

ろであります。

ＭＶ22オスプレイについて、県は、同機種の安全性

に対する政府の説明は不十分であり県民の不安が払拭

されておらず、配備の中止を求めているところであり

ます。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君） 知事の政治姿勢に

ついての御質問の中で、下地島空港に関する北澤元防

衛大臣発言に対する見解についてお答えいたします。

北澤元防衛大臣の発言について新聞報道があったこ

とは承知しておりますが、その具体的な内容につきま

しては把握しておりません。

下地島空港の使用方法につきましては、県と国との

間で交わされた「屋良覚書」及び「西銘確認書」にお

きまして、「人命救助、緊急避難等特にやむを得ない

事情のある場合を除いて、民間航空機に使用させる方

針で管理運営する」ことが確認されております。この

確認文書は、今後とも尊重されるべきものと考えてお

ります。

次に、下地島空港の利活用問題についての御質問の

中で、日本航空との民事調停の経過についての御質問

にお答えいたします。

県では、ことし３月に下地島空港の操縦練習使用料

に係る覚書の継続等を求める民事調停を申し立てたと

ころであり、現在、東京地方裁判所において協議が進

められております。県としましては、民事調停による

解決に全力で取り組んでまいりますが、万が一調停が

不調に終わった場合には、訴えの提起も視野に入れた

対応が必要であると考えております。

続いて、下地島空港の利活用問題についての御質問

の中で、日本航空撤退の影響に対する対応についてお

答えいたします。

日本航空の撤退により委託業務を縮小せざるを得な

くなったことから、関連事業所においてことし３月に

約20名の職員が希望退職に応じたと聞いております。

今年度については、全日本空輸による訓練は引き続き
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行われていることから、空港の運営及び関連事業者へ

の大きな影響は特に出ておりません。

県としましては、他の航空会社も含めて、次年度以

降も引き続き訓練を実施するよう働きかけておりま

す。

続いて、下地島空港の利活用問題についての御質問

の中で、利活用協議会の成果目標と協議日程、事業実

施及び沖縄振興計画への位置づけについての御質問に

お答えいたします。４の⑵ア、４の⑵イ、４の⑵ウに

つきましては関連いたしますので一括してお答えいた

します。

「下地島空港利活用検討協議会」は、伊良部大橋完

成後の宮古空港との役割分担を踏まえ、下地島空港の

今後の新たな利活用を検討するものであり、実現可能

性が高くかつ持続的な利活用策を選定することを目標

としております。

協議日程としては、ことし12月までに３回程度協議

会を開催し、協議会の審議を踏まえ今年度内には県と

して利活用策を取りまとめたいと考えております。

また、選定された利活用策については、次年度以降、

所管する関係機関において具体的な検討をさらに進め

る予定であります。「沖縄21世紀ビジョン実施計画」

の中で位置づけられるよう取り組んでまいります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 総務部長。

〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君） 沖縄振興一括交付金につ

いての御質問の中で、県実施分の事業計画と交付決定

額及び未交付分の事業執行への対応について、これは

２の⑴アと２の⑵アは関連いたしますので一括してお

答えをさせていただきます。

沖縄振興特別推進交付金に係る県実施分の事業計画

については、追加等による変更を含め、８月３日まで

に196事業、442億円を提出しており、８月８日までに

全ての事業について交付決定を受けております。

県実施予定分500億円のうち、まだ交付決定を受け

ていない59億円については、11月以降の補正予算にお

いて駐留軍用地先行取得基金の創設等の財源として活

用する予定であり、関係部局と連携しこれらの予算執

行に向けて取り組んでまいります。

次に、平成25年度沖縄振興予算概算要求についての

御質問の中で、予算要求に対する県の考え方と内閣府

との調整状況についてお答えいたします。

平成25年度の沖縄振興予算の要求に当たっては、

「沖縄21世紀ビジョン基本計画」に基づく５つの目指

すべき将来像の実現に向けた諸施策を展開するため十

分な予算を確保する必要があると考えております。こ

のため、去る８月２日に川端沖縄担当大臣に対し、

3000億円規模の沖縄振興予算の確保、沖縄振興交付金

の増額及び拡充、那覇空港滑走路増設の新規事業化を

柱とする要請を行いました。これに対し、川端沖縄担

当大臣からは、適宜県と意見交換をしながら概算要求

を行っていきたい旨の発言がありました。その後の９

月７日に、内閣府は、総額で3000億円規模、沖縄振興

交付金の増額、那覇空港滑走路事業の新規事業化を盛

り込むなど沖縄県の要望に配慮した内容で財務省に対

して概算要求を行っております。

沖縄県としては、今後とも市町村や内閣府沖縄担当

部局等との連携を密にし、沖縄振興に必要な予算の確

保に向け全力を挙げて取り組んでまいりたいと考えて

おります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 企画部長。

〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君） 沖縄振興一括交付金に

ついての御質問の中の、市町村分の内諾額及び未内諾

への対応についてお答えいたします。恐縮ですが、２

の⑴イと２の⑵イは関連いたしますので一括してお答

えいたします。

沖縄振興特別推進交付金の市町村分については、９

月中旬までに配分額の303億円の全額が要望されてお

り、その約９割に当たる約271億円が内諾され事業の

着手が可能となっております。

未内諾の約32億円につきましては、それぞれの市町

村において鋭意事業の修正や差しかえも含めた調整を

行っているところであり、市町村と連携して早期の全

額内諾に向けて取り組んでまいります。

次に、平成25年度沖縄振興予算概算要求についての

御質問の中の、那覇空港滑走路増設事業の予算確保に

ついてお答えいたします。

那覇空港の滑走路増設について、県は、必要な財源

を確保し、平成25年度新規事業化を図るよう国に要請

しております。国においては、平成25年度概算要求に

おいて、厳しい財政状況の中、那覇空港滑走路増設事

業の重要性に鑑み、財源の確保を前提として新規事業

化の要求がなされたところであります。また、財源の

確保については、「空港整備勘定等の公共事業予算、

その他の沖縄振興予算を活用することにより事業全体

の財源を捻出することとし、事業着手に向けて、その

詳細については、予算編成過程において引き続き関係

省庁とともに検討を行う。」という方針が示されてお

ります。
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県といたしましては、沖縄振興予算が県や市町村に

とって沖縄振興施策を着実に推進するために必要不可

欠な予算であること、また、那覇空港の第２滑走路の

早期供用が今後の沖縄振興に大きく寄与することにと

どまらず、アジア・太平洋地域の玄関口として日本再

生の原動力になるものと考えていることから、必要な

予算が確保されるよう引き続き国に対して要望してい

きたいと考えております。

鉄軌道に係る平成25年度国調査の内容についてお答

えいたします。

国は、平成22年度から23年度にかけて複数のモデル

ケースについて、沖縄における新たな公共交通システ

ム導入についての課題整理などを行い、今年度はモデ

ルルートをもとにした導入課題検討に向けた調査や県

民が求める公共交通システムに関する意識調査などを

実施するとしております。平成25年度の調査につきま

しては、鉄軌道導入事業の整備効果についての定量的

な測定や需要喚起方策等についてより詳細な検討を実

施すると聞いており、スケジュール等につきましては、

今年度の調査状況を踏まえ今後整理するものと聞いて

おります。

下地島空港の利活用問題についての御質問の中の、

農業的ゾーンの進 についてお答えいたします。

宮古島市では農業的利用ゾーンの利用に向けて、平

成24年２月に「宮古島市下地島農業基本計画書」を取

りまとめております。この計画書によりますと、平成

24年度中に県有地の取得を行うとともに、平成25年度

までに宮古島農業振興地域整備計画の変更など農業的

利用を行うために必要となる諸手続を進めることとな

っています。また、平成27年度には基盤整備に向けた

事業申請を行い、その後、測量・工事等を経て平成31

年度から段階的に農業的利用が始まる予定となってお

ります。

県では、今定例会に宮古島市への県有地売却のため

の土地の処分議案を提案しているところであります。

観光振興についての御質問の中の、ＬＣＣの沖縄へ

の乗り入れ状況についてお答えいたします。

ＬＣＣの沖縄路線については、７月９日に成田から

那覇路線に就航したジェットスター・ジャパンを皮切

りに、８月３日にはエアアジア・ジャパンが成田から

那覇路線に、10月18日にはピーチアビエーションが関

西空港から那覇路線に就航することとなっており、日

系ＬＣＣ３社の全てが沖縄に乗り入れることとなりま

す。さらに、韓国ＬＣＣのジンエアーが沖縄路線就航

の検討を表明しているところであります。

ＬＣＣ時代における県の戦略・政策についてお答え

いたします。

ＬＣＣの就航は、新たな顧客層の掘り起こし等を通

じて需要を拡大し、航空路利用者全体の数も伸びてい

くことが期待されております。このようなことから、

「沖縄21世紀ビジョン基本計画」において新規航空会

社の参入促進に取り組むこととしております。

県としましては、今後とも着陸料の軽減などＬＣＣ

の参入促進に努めてまいります。

鉄軌道導入についての御質問の中の、鉄軌道事業化

のスケジュールについてお答えいたします。

県は、鉄軌道を含む新たな公共交通システムの早期

導入の可能性を高める観点から、今年度はこれまでの

調査結果を踏まえ、県民のコンセンサスを得るための

広報活動、先進事例調査等によるコスト縮減策の検討、

持続的な運営を可能にする特例的な制度の検討など導

入のための条件整備に資する調査を実施しておりま

す。

次年度以降につきましては、引き続き広報活動を実

施しながら、営業主体設立に関する検討、フィーダー

交通との連携施策の検討、パブリック・インボルブメ

ントなどを実施し、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」

の中ほどあたりまでには敷設のための計画を示せるよ

う、国・関係機関と連携を図りながら取り組んでまい

りたいと考えております。

建設主体を含めた鉄軌道事業の検討についてお答え

いたします。

県は、県民及び観光客の移動利便性の向上、中南部

都市圏の交通渋滞緩和、低炭素社会の実現、県土の均

衡ある発展を支える観点から、鉄軌道を含む新たな公

共交通システムの導入が必要であると考えておりま

す。

しかしながら、沖縄戦で壊滅した沖縄県営鉄道が復

旧されないまま、米軍基地周辺の無秩序な市街地の形

成により、その整備には膨大な事業費が必要とされて

おります。そのため、導入実現には事業費の縮減に向

けた検討とあわせて膨大な事業費に対する地域及び運

行会社の負担を軽減し、持続的な運営を可能にする特

例的な制度の創設が必要であると考えております。

特例的な制度につきましては、これまでの歴史的な

経緯等を考慮し、整備新幹線の建設の考え方を参考に

したインフラ整備と運営を分離する上下分離方式によ

る整備などについて検討してまいりたいと考えており

ます。

離島振興についての御質問の中の、離島の航空路線

の現状及び課題についてお答えいたします。

県としては、離島地域における航空路線の確保・維
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持は、離島住民の生活の安定向上や離島振興を図る上

で重要であると考えております。現在、離島の航空路

線については、定期が10路線、不定期が１路線となっ

ております。離島の航空路線については、需要が限ら

れることなどから採算性が低く、路線の確保・維持を

図ることが課題となっております。このため、県は、

不採算路線について運航費補助や航空機購入の補助な

どの支援を行い、路線の確保・維持に取り組んでおり

ます。さらに、今年度は現在運休中の路線を対象に、

その採算性や路線開設に係る課題を把握し、就航の可

能性について検討するための調査を行うこととしてお

ります。

県としましては、本調査結果や関係市町村及び航空

路事業者の意向を踏まえ、離島航空路再開の可能性の

有無について検討していきたいと考えております。

多良間―宮古間のフェリー運航経費についてお答え

いたします。

離島航路の確保・維持のため、県は、国・市町村及

び航路事業者との協議で決定した沖縄県離島航路確保

維持計画に基づき、国及び市町村と協調して運航に伴

い生じた欠損額を補助しております。

県としましては、離島住民の生活に不可欠な離島航

路の確保・維持のためには、今後とも国・県及び市町

村が適切な役割分担のもとで連携して支援していくこ

とが重要であると考えております。

なお、市町村補助の８割について特別地方交付税に

よる補 がなされております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。

〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君） 沖縄市における中心

市街地活性化事業について、県のかかわりと支援につ

いてお答えいたします。

中心市街地活性化法では、中心市街地活性化を効果

的に推進するため、地方公共団体は施策の策定や実施

の責務を有するものとし、財政状況を踏まえつつ、認

定中心市街地活性化基本計画に必要な資金の確保に努

めなければならないとしております。県では、平成23

年度に中心市街地活性化基本計画に基づき、胡屋地区

の商店街振興組合が実施したアーケード改修事業につ

いて、その事業費の一部を支援したところであります。

次に、県のエネルギービジョンと地球温暖化防止政

策についての御質問の中の、沖縄県エネルギービジョ

ンの政策や目標値についてお答えいたします。

沖縄県では、平成22年度にエネルギービジョンを策

定し、離島型自然エネルギーの導入促進など、島嶼地

域の特性を生かした再生可能エネルギーの普及拡大を

推進しております。同ビジョンでは、2030年までに新

エネルギー導入率を現在の0.2％から10％まで引き上

げるなどの目標値を設定し、エネルギー源の多様化や

エネルギー自給率の向上を図るための実証事業を展開

してきました。しかしながら、さきの東日本大震災以

降の我が国におけるエネルギー政策の大幅な転換を踏

まえ、本県においても今年度中に目標値の抜本的な見

直しを行い、再生可能エネルギーのさらなる普及拡大

を図りたいと考えております。

同じくエネルギービジョン関連の御質問の中の、戦

略的エネルギー事業の取り組みについてお答えいたし

ます。

沖縄県では、エネルギービジョンで設定した目標値

の達成に向け、スマートエネルギーアイランド基盤構

築事業など、戦略的なエネルギー事業に取り組んでお

ります。同事業では、沖縄電力株式会社や関係市町村

等との連携のもと、太陽光発電や風力発電などの再生

可能エネルギーの普及拡大に向け必要となる系統安定

化対策の実証事業等に対し支援を行っております。ま

た、今年度から久米島町で海洋深層水を活用した海洋

温度差発電の実証事業に着手するなど、未利用エネル

ギーの研究開発にも取り組んでおります。今後とも、

本県のエネルギー自給率向上を目的に、小規模離島へ

の地産地消による100％再生可能エネルギー導入に向

けた実証事業などを推進するとともに、民間の活力を

生かした新たな施策展開を検討するなど普及拡大を図

ってまいりたいと考えております。

続きまして、太陽光、風力発電設備の普及について

お答えいたします。

沖縄県では、地域の特性に合った再生可能エネルギ

ーの普及を推進するため、民間企業等による太陽光発

電・風力発電の普及についても促進していく考えであ

ります。今年７月から再生可能エネルギーの固定価格

買い取り制度が開始したことを受け、沖縄電力によれ

ば民間事業者からの問い合わせが大幅にふえていると

のことであります。しかしながら、沖縄県は島嶼地域

で本土に比べ電力系統が小さく、太陽光発電等の導入

による影響が大きいことから、系統安定化対策を同時

に行わなければならないなどの課題もあります。県と

しては、これらの課題に対処しつつ同制度の実施によ

り太陽光発電等の普及拡大を推進していく考えであり

ます。

次に、県有施設や教育施設への再生可能エネルギー

普及拡大についてお答えいたします。

沖縄県では、県有施設や教育施設への太陽光発電設
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備の設置により、再生可能エネルギーの普及を拡大す

ることは、エネルギー自給率の向上、エネルギー源の

多様化などの観点から重要であると考えております。

教育施設では平成24年７月現在、太陽光発電が54校に

設置されております。

県有施設や教育施設等における太陽光発電設備の設

置に当たっては、県が直接設置する方法と、固定買い

取り制度を活用して民間事業者に場所を賃貸して設置

させる方法があると思いますが、今後どのような方法

が普及拡大をより進めることができるのか、各部局で

連携を図り検討してまいります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君） こどもの国への県の

支援についての御質問の中の、こどもの国への支援に

ついてお答えいたします。

「沖縄こども未来ゾーン」いわゆる沖縄こどもの国

は、沖縄市が設置する県内唯一の本格的な動物園と科

学や芸術を学ぶ参加・体験型施設をあわせ持つ広域的

な施設であります。同施設は県全域の児童の健全育成

に大きく寄与していることから、県においては、沖縄

市に管理運営費の一部を補助してきたところでありま

す。

県としましては、本県児童の健全育成を推進する観

点から、今後とも沖縄市に対して必要な支援を行って

まいりたいと考えております。

次に、福祉行政についての御質問の中で、ハンセン

病療養所の将来構想の実現についてお答えいたしま

す。14の⑴のイと14の⑴のウは関連しますので一括し

てお答えいたします。

両園の将来構想は、施設や土地などの利活用を図り、

地域住民等との交流を促進し、入所者の良好な生活環

境の維持向上を図ることなどを基本目標としているも

のと認識しております。県においては、将来構想の実

現に向けて課題等を共有し、その解決策を協議するこ

とを目的に、関係機関が意見交換を行う検討会議を設

置しております。昨年開催した検討会議では、園や自

治会などから現状や課題について報告をいただき、そ

の解決に向けて意見交換を行いました。今後とも、入

所者の意向を十分に踏まえ、課題の解決に向けて、関

係機関と協力して取り組んでいくこととしておりま

す。

次に、児童虐待防止の取り組みについてお答えいた

します。

児童虐待への対応については、早期発見・早期対応

が重要であると考えております。このため、県におい

ては、早期発見で重要な役割を担っている医療機関に

対し「子ども虐待対応マニュアル」に基づく通告等の

連携体制を構築するとともに、県民に対しては、ポス

ターの掲示やチラシ等の配布、各種講演会等の開催な

どにより、児童虐待の通告義務の周知を図っていると

ころであります。また、身近な地域での児童虐待対応

体制を強化するため、児童相談所による市町村要保護

児童対策地域協議会の設置促進、運営支援を行うなど

の対策に取り組んでいるところであります。

次に、児童家庭支援センター「はりみず」について

お答えいたします。

宮古地域における児童虐待相談件数の増加等を踏ま

え、平成24年８月１日に漲水学園内に児童家庭支援セ

ンター「はりみず」が開設されたところであります。

児童家庭支援センターは、地域の児童の福祉に関す

る専門的な知識及び技術を必要とするさまざまな問題

に関する相談に応じ助言を行う施設であることから、

実務経験を有する相談員が２名、心理療法等を担当す

る職員が１名、合計３名が配置され、専門的な支援に

当たっております。今後は、宮古島市、多良間村を初

め、関係機関との連携が重要であることから、中央児

童相談所を含めた関係機関による定例会議を開催する

など、児童虐待等へ適切に対応してまいります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。

〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君） 農林水産業について

の中の、植物工場についての御質問にお答えします。

本県の夏場の野菜生産は、高温及び台風の襲来等に

より不安定であり、特に、葉野菜類は、安定的な供給

が厳しい状況にあります。そのため、葉野菜類を計画

的・安定的に供給できる植物工場の導入が期待されて

おります。しかしながら、植物工場は、光、温度等の

植物の成長に必要な要素を人工的に制御するシステム

となっているため、施設の整備コストやランニングコ

ストが割高であるなどの課題があります。このため、

県としましては、今年度から沖縄振興交付金を活用し

た実証事業において、光ダクト、太陽光パネル等を活

用した電力の低減、バガス炭を活用した空調システム

の構築、生産性の向上を目指した作物ごとの光合成に

適した光波長の特定などについて取り組み、低コスト

沖縄型植物工場の実証及び導入品目や栽培技術の確立

などを検証していくこととしています。

植物工場の導入の可能性については、本事業の実証

結果を踏まえつつ、生産農家段階における生産や流
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通・販売及び経営収支等を総合的に検証した上で検討

してまいります。

次に、同じく農業振興についての中の、耕作放棄地

についての御質問にお答えします。

平成23年度における耕作放棄地面積は2697ヘクター

ルで、全耕地面積の３万9100ヘクタールの約７％とな

っております。そのうち、国庫補助事業で整備した面

積は322ヘクタールとなっており、その他は2375ヘク

タールとなっております。耕作放棄地解消へ向けた取

り組みとしては、平成20年度から交付金事業により、

再生作業、土づくり、ハウスや農業用機械の施設整備

等を支援し、平成23年度までに180ヘクタールが再生

されております。

耕作放棄地対策の課題としましては、農家の高齢化

や後継者不足、不在地主の増加に加え、農地に対する

資産意識が強く、貸借や売買に消極的なことなどが考

えられます。県としましては、平成24年度は「人・農

地プラン」や地域協議会等と連携して耕作放棄地の出

し手・受け手間の調整を図り、約120ヘクタールの再

生作業のほか、土づくり、ハウスや農業用機械の施設

整備等を支援していくこととしております。

次に、離島振興についての中の、農林水産物流通条

件不利性解消事業の質問にお答えします。

本事業は８月から事業を開始し、現在補助金交付申

請を受け付けているところであります。事業における

対象品目としましては、市場競争力の強化により生産

拡大が期待されるゴーヤー、菊などの戦略品目を中心

に50品目を対象としております。補助単価は、出荷品

目別、航空機や船舶などの輸送手段別に１キログラム

当たりの単価を定めております。また、対象団体とし

ましては、農業・漁業協同組合や生産者の組織する任

意団体などとなっております。事業の開始に当たって

は、本島北・中・南部の各地域、宮古・八重山の県内

５地区で説明会を開催するとともに、県のホームペー

ジに事業概要や申請書など関係書類を掲示し、周知を

図っているところであります。補助金交付申請につき

ましては、現在のところ31団体からの申請を受け、随

時、相談・調整を行っているところであります。

課題といたしましては、対象品目の追加や事業の開

始時期などが挙げられ、これらの解消に向けては、今

年度の事業の実施状況を踏まえつつ検討してまいりた

いと考えております。

以上であります。

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。

〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君） 県立病院事業経営と

離島医療についての御質問の中で、病院事業の収支推

計についてお答えいたします。

病院事業局では、ことし９月に開催された「県立病

院の経営再建検証委員会」に、平成24年度から平成33

年度までの収支推計（試算）を提出しております。当

該推計では、収益と費用については、おおむね平成23

年度決算並みで推移するものとしたほか、新たに北部

病院に７対１看護体制を導入することや、医療機器等

の整備・更新を適切に行うこと、今後10年間で約60億

円の長期債務を償還することなどを前提条件としまし

た。また、一般会計繰入金については、平成24年度の

繰入額である約59億円で推移するものとして試算して

おります。その結果、平成24年度以降、毎年度の経常

収支は平均で約11億円程度の黒字となり、医療提供に

必要な現金資金についても増加する見込みとなってお

ります。

次に、現在医師不足となっている診療科及び来年度

に医師不足が予想される診療科についてお答えしま

す。

現在、医師不足により診療制限をしている診療科は、

北部病院の産婦人科、中部病院の眼科、南部医療セン

ター・こども医療センターの小児精神科及び泌尿器

科、八重山病院の眼科、宮古病院の内科の計６人とな

っております。看護師については、19人の欠員があり

ますが、臨任・嘱託で補充対応しております。医師の

確保については、毎年度、医師不足の診療科が出ない

よう、大学や民間病院との協力・連携による派遣、臨

床研修病院においての養成、人的ネットワークや地

域・離島医療確保モデル事業による招聘などを行うほ

か、あらゆる手段を講じて人材確保に努めてまいりま

す。

次に、質の高い医療を提供するための定数枠の確保

についてお答えいたします。

離島の県立病院が地域の中核的な医療機関としての

役割を果たすためには、コメディカル等の人材確保は

重要な課題であると考えております。このことから、

病院事業局では、これまで医療提供体制の確保や経営

改善を図る観点から、リハビリ部門の人員体制の強化

など、職員定数の増員を行ってきたところであります。

今後とも、職員定数につきましては、県立病院が地

域の中核的な医療機関としての役割を果たすため、医

療提供体制の確保や経営への影響等を総合的に勘案

し、国の医療制度改革の動向を注視しながら所要の検

討を行ってまいりたいと考えております。

次に、医師の離島枠の確保についてお答えいたしま

す。
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地方自治法第172条第３項は、「職員の定数は、条例

でこれを定める。」と規定し、具体的な運用において

は、業務量を精査し、事務執行のために必要な職員の

数を定数条例で定めることとしております。これまで

病院事業局においては、同法に基づき必要な職員数に

ついて経営への影響等を含め総合的に検討した上で関

係部局と協議を行ってきたところであります。このこ

とから、欠員等による人材不足を想定し、あらかじめ

離島枠として業務量を超える人員を定数配置すること

は困難であると考えております。

次に、研修医の継続勤務への対応についてお答えい

たします。

県立病院は、若い医師たちが専門資格を取得するた

めの臨床研修指定病院になっており、離島でも専門医

研修を受けることができます。離島の病院に赴任した

研修医は、その後、さらなるキャリアアップを目指し

て一段上の研修をするために、症例の豊富な病院へ移

る傾向があります。研修医が継続して離島で勤務する

ためには、一定の経験を積んだ指導医を同時に配置す

ることが重要であります。そのためには、県立病院内

での配置転換、短期派遣による研修指導、指導医の招

聘等により県内外からの人材確保に努めてまいりま

す。

次に、離島医療において県等が果たすべき責務につ

いてお答えいたします。

県及び病院においては、地域住民が安心して暮らせ

る医療を安定的に提供することが重要であると考えま

す。医師の確保に資するものとして、臨床研修、海外

留学、国内研修等の人材育成の充実を図るとともに、

医師が働きやすい勤務環境を整備することが必要と考

えます。地域においては、医師の定着率を高めるため、

医師と地域住民が良好な関係を築けるような活動及び

医師の勤務負担軽減につながる住民の適正受診への取

り組みなどが重要と考えます。県、病院、地域の３者

がお互いの責務を果たして、協力・連携体制を構築し

ていくことが人材の安定確保につながり、地域医療の

発展に寄与していくものと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 教育行政についての御質問

で、少人数学級の実現等についてお答えいたします。

少人数学級につきましては、現在、小学校１・２年

生の30人学級に加え、今年度から小学校３年生の35人

学級を実施しております。

県教育委員会としましては、少人数学級の推進と教

育条件の整備に向けて、市町村教育委員会の意向、国

の動向等を踏まえ、引き続き研究してまいりたいと考

えております。

次に、幼小連携等についてお答えいたします。

就学前の子供に関する教育等につきましては、平成

24年、衆参両院における社会保障と税の一体改革に関

する特別委員会で、「幼児教育・保育の無償化につい

て検討を加え、その結果に基づいて所要の施策を講ず

るものとする。」としております。幼小連携につきま

しては、公立幼稚園の多くが小学校に併設・隣接され

ている利点を生かし、日常的に交流や連携が実施され

ております。

県教育委員会としましては、今後、国の動向を注視

しながら、幼児教育推進委員会において沖縄型幼児教

育の方向性及び幼小の連携のあり方等について総合的

に検討を行っているところであります。

次に、離島児童・生徒支援センター（仮称）の建設

についてお答えいたします。

同施設につきましては、寄宿舎や交流機能等をあわ

せ持つ複合施設として国に要望しており、沖縄振興特

別推進交付金を活用した事業として、平成25年度の着

工を目指して取り組んでいるところでございます。現

在、立地場所や施設規模・運営方針等を定めるために、

施設設置候補地における利便性や周辺環境、施設の機

能や管理運営方法等について調査を実施しているとこ

ろでございます。

次に、離島高校生修学支援と相談員等の配置につい

てお答えいたします。

文部科学省の補助事業である離島高校生修学支援費

につきましては、高校未設置の離島を抱える16市町村

のうち12市町村が予算化しており、３市町村が９月補

正で対応予定であります。県教育委員会としましては、

これらの市町村に対しまして、高校生１人当たり15万

円の４分の１の支援を考えており、県議会９月定例会

に補正予算案として上程しているところであります。

また、県立高等学校では、僻地・離島出身の生徒も含

めて、親元を離れて生活している生徒に対してスクー

ルカウンセラー、教育相談担当教員等が生活安全指導、

防犯指導などの教育相談等を定期的・継続的に取り組

んでおります。

次に、教職員の超過勤務の実態等についてお答えい

たします。

平成20年12月末に行いました「教職員の勤務の実態

や意識に関する調査」の結果から、勤務日にはほとん

どの教員が、また休日には７割近くの教員が勤務時間

外の業務を行っている状況にあります。各学校におい
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ては、負担軽減検討委員会等を設置し、定時退校日、

ノー部活動日等の設定、会議の精選、校内組織のスリ

ム化等を推進し、各学校の実情に応じた取り組みを行

っております。

県教育委員会としましては、市町村教育委員会に対

しまして、調査依頼や通知文書の見直し、電子メール

による発送、指定研修の期間縮減等を行うとともに、

教職員の安全と健康を確保する観点から労働安全衛生

管理体制の整備について、引き続き指導してまいりた

いと考えております。

次に、いじめの実態と対応についてお答えいたしま

す。

平成23年度のいじめ認知件数は、小学校72件、中学

校179件、高等学校44件、特別支援学校１件で、合計

296件であります。いじめの態様としましては、冷や

かし、からかい、悪口等が最も多く、次いで仲間外れ

や集団による無視、軽くぶつかる、たたかれる等とな

っております。

対策としましては、毎月の「人権を考える日」の設

定や「人権ガイドブック」の活用、道徳教育の実践等

に努めております。また、いじめアンケート調査や個

別教育相談の定期的な実施、スクールカウンセラー等

との連携による教育相談体制の充実に取り組んでおり

ます。さらに、｢沖縄県いじめ対応マニュアル」を活

用した教職員の指導力の向上及び支援体制の充実を図

っております。

なお、文部科学省より依頼のありました緊急調査に

つきましては、同省から10月中旬に公表すると伺って

おります。

次に、県立高等学校編成整備計画の経緯等について

お答えいたします。

県立高等学校編成整備計画は、パブリックコメント

の実施、保護者や地域住民、関係機関・団体等に対す

る説明や意見交換を行い、一部修正を加え、平成24年

３月28日に決定いたしました。平成24年５月21日には、

再編の対象となっております各学校の整備に向けて検

討するため、学校整備準備委員会幹事会を立ち上げ、

先進県視察を実施する等計画の推進を図っておりま

す。今後とも地域や関係機関・団体と意見交換を重ね、

生徒・保護者のニーズや社会情勢の変化を見据えて実

施してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午前11時22分休憩

午前11時25分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

奥平一夫君。

〔奥平一夫君登壇〕

○奥平　一夫君 丁寧な御答弁ありがとうございまし

た。

そこで再質問させていただきます。

オスプレイについて知事の姿勢をちょっとお伺いし

たいと思うんですが、配備の中止を求めていくという

答弁でありました。先ほど質問の冒頭でも述べました

ように、いよいよあす28日にオスプレイ配備をすると

いう通告が出ている中で、そういう答弁はないのでは

ないかと思います。配備されるという現実が目前に迫

っているわけでありますから、知事としてどうするの

か、そういう知事の決意をお伺いをしたいと思います。

それともう一つは、このオスプレイの配備は、今に

わかに日米両政府は尖閣問題の抑止力になるという、

そういう風潮を随分流しておりますけれども、知事は

どう考えているのか。これについてもお伺いいたした

いと思います。

それから北澤元防衛大臣の発言について、そもそも

は北澤発言の災害救援拠点と、県が提案するアジア・

太平洋地域の災害援助拠点は同じことなのか伺いま

す。

それから、「屋良覚書」では軍事利用はだめだと言

っているが、米軍が使うことを想定したものではない

と北澤氏は解釈をしているのですが、知事の見解を伺

います。

それから先ほどの下地島空港の利活用についてであ

りますけれども、日本航空が撤退をし、ほかの空港へ

の影響もかなり予想されております。ひょっとすると、

今度の10月ごろからの撤退をにおわせているというお

話も水面下で聞かれておりますので、この施設本体の

運営についてもかなり厳しいものがある。４億から５

億という運営費を全日空と日本航空の両方が拠出して

いるという現状では、かなり空港施設の本体運営自体

が非常に厳しくなるのではないかというふうに思いま

すが、いかように対応を検討されているのか伺いたい

と思います。

それから同じく下地島空港の問題でありますけれど

も、先日私たちは19、20、21日、宮古島の視察を行っ

てまいりました。下地島空港を視察する中で、全員の

議員の皆さんが、非常にポテンシャルの高い施設であ

るということを確認をし、早目にその利活用の議論を

進めて事業実施に取り組むべきであるということを痛

感したと口々に述べておられました。そういう意味で

は、私としても地元宮古でも今回の利活用協議会のこ

の取り組み、そして地元の取り組みは改めて下地島空
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港の利活用、下地島空港の起死回生の取り組みとなる

べきだというふうに私は思っておりますが、知事、知

事が就任当時にあの下地島空港と周辺残地は沖縄経済

のエンジンになるという発言をされた。その発言をも

ってすれば本当に本気で県が取り組んでいこうという

姿勢を示すべきだと考えますが、いかがでしょうか。

それから８番目、観光振興について。コンベンショ

ンビューローの人事についてですけれども、実はビュ

ーロー会長の母体企業へ衆議院沖縄選挙区内の予定候

補者が取締役で就任をしたという情報がありますが、

県としてはその情報を確認しているかどうかお伺いし

たいと思います。

それから中国の数次ビザについて、受け入れるため

の人材育成と確保、インフラ整備はどこまで進んで、

そしてどこが未整備なのかをお伺いしたいと思いま

す。

それからＬＣＣ航空については、ソーシャルメディ

アに詳しい事業所はもう早急にその対応をしておりま

す。ところが、それに対応できない中小あるいは零細

の事業所はなかなかその対応ができない。そういう意

味では県の支援が必要ではないのかなというふうに思

いますけれども、県の対応をお伺いしたいと思います。

それから鉄軌道導入について、私はこの事業は、県

益を最優先をして均衡ある地域の発展と成長に資する

取り組みでなければならないと思っております。広域

市町村圏や経済界を巻き込んだ取り組みが必要である

と思いますが、知事の見解をお伺いしたいと思います。

県のエネルギービジョンについてお伺いいたしま

す。

これは⑵についての再質問でありますけれども、モ

デル事業や実証実験の成果をどう生かしていくかとい

うことが今後非常に大事なことになると思いますが、

県の見解を伺いたいと思います。

それから⑷について、これは教育委員会にちょっと

お願いをして答弁してもらうことになっておりますの

でお願いしたいと思います。特に学校施設への一括交

付金を活用して、太陽光発電事業によって冷房施設の

導入を検討すべきであると考えるが、教育長の見解を

お伺いしたいと思います。

それから県立病院の問題。今、事業局長の答弁によ

りますと、かなりこの条件がクリアされているという

ふうに考えます。経営改善は達成したという認識なの

か、現在の経営形態の条件は全てクリアしたという認

識であるというふうに考えてよろしいのでしょうか。

それから、今年度離島の病院には離島増嵩費が計上

されております。これは次年度以降も継続するという

ふうに考えていいのかどうか。

それから離島において必要とするチーム医療という

のは現実的に充実しているのかしていないのか、お伺

いしたいと思います。

それから３番目、県立宮古病院における４名の内科

医不足の影響があります。これは非常に厳しい影響が

あります。医師の過重労働の問題、外来を受け付けな

い、そして救急にも影響が出てきます。それから離島

診療所、１人体制で土・日も休めないというそういう

非常に厳しい中で、今本体の県立宮古病院から医師を

交代で派遣しているけれども、これが非常に厳しくな

ってきている。この問題について対策をお聞かせくだ

さい。

それから教育行政について、⑷、教員の超過勤務の

実態。平成20年度、教職員の勤務の実態や意識に関す

る調査――これは教育長も触れておられましたけれど

も――その報告書からいよいよ今日まで教員の負担感

を軽減したという認識をお持ちなのか。そしてもう一

つは、教師が子供と向き合う十分な時間は確保できた

という認識なのか、この２つをお伺いしたいと思いま

す。

それから、市町村との連携の成果。実はこれは平成

20年から50人未満の事業所においても、面談指導など

が義務づけられることになっております。これまで規

定対象外とされていた学校においても面接指導ができ

る体制整備をすべきではないのか。これを直接市町村

に指導というんですか、提言をしていく必要はないか

お伺いをしたいと思います。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午前11時34分休憩

午前11時45分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 奥平一夫議員の再質問にお

答えいたします。

オスプレイがもう近々来るかもしれない中で知事は

どうするつもりか、その決意いかんという御趣旨の御

質問だったと思うんですが、先日、文字どおり２日ほ

ど前にも官房長官にお会いをし、いずれにしても今の

防衛省・政府のおやりになっている安全宣言の内容で

は沖縄県民は理解し、納得し、不安が払拭されるとい

うことはとてもとても考えられない。そういうことで

配備の中止を強く防衛大臣を含めて申し入れを行った

ところであり、ぜひこの趣旨、内容を総理にも伝えて

いただきたいということでやってまいりました。きょ
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うからあしたにかけて総理は戻られるやに伺っており

ますが、なるべく早く直接総理にその内容をもう一度

話をし、中止に向けての強い県民の気持ちを要請をし

てまいりたいと考えております。

台風も来ようかという中で、我々、きのう受けた電

話というのは、きょう以降でしたか、あした以降でし

たか配備をしたいという趣旨のことを防衛局から職員

に電話があったと聞いております。まだ日付、その他

がしっかりとは伝わっておりませんけれども、どうも

近々のことを考えているらしいということでぎりぎり

まで配備の中止を強く要求していきたいと考えており

ます。

以上です。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） オスプレイと抑止力の

関係をどう考えるかという御質問にお答えいたしま

す。

オスプレイの配備につきましては、政府は沖縄に駐

留する米軍の抑止力の向上に寄与する旨の説明をして

おります。しかしながら、ＭＶ22オスプレイは海兵隊

の一機材として配備されるものと承知しており、その

安全が確認されない以上、抑止力の議論にかかわらず

配備に反対をしているところでございます。

次に、北澤発言にあった下地島の援助拠点と県が考

える国際援助拠点の関係についてという趣旨の御質問

ですけれども、県におきましては、救急援助、物資支

援及び医療救護などの支援活動を行うための国際的な

災害援助拠点の形成について、「沖縄21世紀ビジョン

基本計画」に盛り込んだところであります。下地島空

港の利活用も含めて現在、当該拠点の果たす機能の内

容や本県に設置する上での課題等について調査研究を

行っているところであります。

北澤元防衛大臣の発言については、この県の考えと

関連するものかどうかについては承知しておりませ

ん。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 企画部長。

〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君） 奥平議員の再質問にお

答えいたします。２つあったと思います。

まず、下地島空港及び残地について、知事のほうか

ら沖縄経済のエンジンになるというようなことについ

て、どういうふうに取り組むかという御趣旨の御質問

だと思いますけれども、知事の当時の御発言といいま

すのは、下地島のすぐれた自然景観ですとか3000メー

トル級の空港であるとか、それから広大な公有地があ

るとか、また、伊良部大橋が近々供用開始されると、

そういったことを含めて大変ポテンシャルが高いんだ

というような気持ちを込めての発言だったというふう

に我々は認識しております。そういった中でやはり下

地島空港及びその残地についての利活用問題というの

は、我々も大きなポテンシャルを持っていると認識し

ておりますので、そういうような方向で取り組んでま

いりたいというふうに考えております。

それからもう一点、鉄軌道の導入に向けまして経済

界ですとか広域市町村も巻き込んだ協議会、期成会的

なものをつくるべきじゃないかという御趣旨の御発言

だったと思いますけれども、鉄軌道につきましては本

会議でも答弁等々させていただいておりますけれど

も、まずコストの縮減の問題ですとか需要喚起の問題、

そういったもろもろの課題がまだあるのかなと思って

おります。

御提言のものにつきましては、経済団体ですとか各

市町村とも意見交換などを行いながら、県民の望む新

たな公共交通システムのイメージ、そういったものを

しっかり明確にした上で、今後、検討したいというふ

うに考えております。

以上であります。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君） 再質問でございま

すけれども、北澤元防衛大臣の発言の中で「屋良覚書」

については米軍は除かれるのではないかというような

御趣旨の御質問でございました。

これは1971年、行政主席から運輸大臣に宛てた文書

でございまして、これは運輸大臣の見解を承りたいと

いうような文書でございます。その中身としましては、

「運輸省としては、同訓練飛行場を民間航空訓練及び

民間航空以外の目的に使用させる意思はなく、また民

間航空訓練及び民間航空以外の目的に使用させること

を管理者である琉球政府（復帰後は沖縄県）に命令す

る法令上の根拠を有しない。」。そのことに対して、運

輸大臣及び総理府総務長官からは、「異存のないこと

を確認致します。」という文書をいただいております。

またさらに、昭和54年、開港する直前でございます

けれども、沖縄県知事西銘順治から同じく運輸大臣宛

てに、この場合は照会という形をとっております。

「下地島空港は、人命救助、緊急避難等特にやむを得

ない事情のある場合を除いて、民間航空機に使用させ

る方針で管理運営するものとする。」。この照会に対し

て運輸大臣は、「下地島空港の運営方針は、第一義的
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には設置管理者たる沖縄県が決める問題であると考え

ている。」ということで、米軍機についても当然及ぶ

ものと考えております。

次に、下地島空港の運営管理についての御質問でご

ざいました。

平成23年度の決算によりますと、下地島空港４億

9000万余りの費用がかかってございます。これについ

ては23年度までは日本航空、それから全日空というと

ころで折半してございました。今年度でございますけ

れども、先ほどお答えいたしましたとおり、民事調停

を現在行っているところでございます。この民事調停

につきましては、少し御説明いたしますと、日本航空

からは、訓練回数に応じた負担をしたいという申し出

がございました。すなわち、日本航空は今年度から使

用しておりませんので、負担はゼロだということでご

ざいます。今年度の予算も前年度とほぼ同じような４

億9000万ぐらいのお金がかかる予定ではございますけ

れども、現在、南の部分、宮古島市に土地の売却を予

定してございまして、今議会に提案させていただいて

おります。そして繰越金等もございますので、今年度

の収支については何とかいけるということでございま

す。次年度以降はこの民事調停をしっかり成立させる

ように努力してまいりたいと思います。特に日本航空

につきましては、最近再上場したということで単年度

では大幅な黒字というふうに聞いております。そうい

う状況の変化もございますので、民事調停のほうで努

力してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。

〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 再質問にお

答えをしたいと思います。

３点ほどありましたが、まず１点目、ＯＣＶＢの会

長関連会社の取締役に次期衆議院選出馬予定の候補者

がついているのではないかと、それは問題ではないか

という御質問だったと思いますが、会長就任以前から

の非常勤の外部取締役であったというような情報は得

ておりますが、企業の運営につきましてはこれはコメ

ントできる立場にはありませんので控えたいと思いま

す。

それから２つ目に、数次ビザにおける人材育成の状

況、インフラ整備の今の状況という御質問がありまし

た。

この件に関しましては、まず人材育成に関しまして

は、外国人観光客に対応できる人材を育成確保するた

めに、全国で行う通訳案内士試験のほか、本県のみで

活用できる地域限定通訳案内士の試験も実施しており

ます。それから、観光人材基礎育成事業、それから外

国人観光客受入人材育成事業、さらに中国人観光客を

対象にしました中国人観光客受入支援事業とさまざま

数次ビザ関連に関する人材育成にしっかりと取り組ん

でいるところでございます。あわせて、インフラの整

備に関しましても、外国人観光客に対する接客方法及

び基礎的な会話に関する研修や海外のホテルスクール

への留学等を支援をしたり、海外カードに対応できる

ＡＴＭの導入を支援するというような形でインフラの

整備のほうも随時行っているところでございます。

そして３つ目の質問に、消費者ネットワークシステ

ム、ＬＣＣの時代に合ったスピード感のある対応、中

小企業の対応はどうなっているかというような御質問

だったと思います。

沖縄観光国際化ビッグバン事業というのがありまし

て、その中で外国人観光客受入体制構築サポート事業

というのがあります。その中に特に今、議員御指摘の

ところは、主要の民間施設とＷｉ－Ｆｉ化支援という

ので今、ちょうど民間の約200件を公募をかけている

ところでございます。まだまだもちろんこれで十分と

は言えないと思いますが、これからもぜひしっかり対

応していきたいというふうに考えておりますので、御

理解いただきたいと思います。よろしくお願いします。

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。

〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君） エネルギービジョン

に関連して、モデル事業や実証実験事業の成果をどう

生かしていくかという趣旨の再質問にお答えいたしま

す。

沖縄県ではスマートエネルギーアイランド基盤構築

事業で、例えば離島100％再生可能エネルギーとか、

あるいはメガソーラー、メガパワーに伴って系統安全

化対策、あるいはＥＶ、そして今年度からはまたこの

事業とは別に海洋温度差発電の実証実験に取り組んで

いるわけですが、例えば、離島100％再生可能エネル

ギー、これは今度のビジョンの抜本的な改定の中でも

ぜひこれを取り入れていきたい、この成果を踏まえて。

沖縄県には小規模離島が相当数あります。ほとんどが

沖縄電力の海底ケーブルで結ばれておりまして、こう

いうバックアップ電源として踏まえて、可能な限り太

陽光あるいは風力発電等を取り入れて、小規模離島に

ついてはできるだけ再生可能エネルギーを100％に持

っていけるような取り組みをしたいと。この財源とし

て現在、私どもは国に対して電源開発促進税、これが

沖縄県28億ぐらい国に電気料金に伴って納付している
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わけですが、これはほとんど原子力発電に活用されて

いますので、沖縄の場合はこういう再生可能エネルギ

ーの導入に使いたいということで国に今要請をしてい

るところです。

それからメガソーラー、メガパワーにつきましては、

今度の固定買い取り制度のスタートになりますと民間

サイドでもかなりマンションの屋上とか、あるいは一

部の事業者は豚舎の屋根の上とか、あるいは我々に対

しては県の賃貸工場の屋根とか、そういうような屋根

を活用してメガ単位の風力、太陽光ができないかとか、

いろんな相談があるわけですが、沖縄県の場合は電力

系統が本土に比べて弱いという問題がありますので、

この辺の系統安定化対策、これらを今回のスマートエ

ネルギーアイランド基盤構築事業で培ったデータを提

供したり、こういう形でぜひ生かしていきたいと。

それからＥＶ、これも電気自動車ですね。バスのＥ

Ｖ化をやって、１号車は完成しておりますが、これに

伴って民間では県の金型センターを中心に小型ＥＶ、

小型車を中古車を改造して電気自動車にしていくと、

共同でそういう取り組みが行われておりまして、沖縄

県の場合、小規模離島が多いし、ちょうどこういう電

気自動車に向くのではないかということで、こういう

取り組みを具体的に進めていきたいと、このように考

えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 奥平議員の再質問にお答え

いたします。３点ばかりあったかと思います。

まず１点目は、一括交付金を活用して太陽光発電等

空調を設置できないかという御質問だったと思いま

す。

実は沖縄振興の特別推進交付金につきましては、公

共事業関係費に補助制度が存在する場合には充てるこ

とができないとされております。しかし、事業規模等

の関係で現行制度の枠組みでは対応できなかった事業

が認められた事例があると聞いております。したがい

まして、この沖縄振興特別推進交付金の有効活用につ

きましても、市町村に働きかけながら整備促進に努め

てまいりたいと考えております。

２つ目は、教職員のいわゆる超過勤務の実態等を通

していく中で負担についての私なりの見解といいます

か、そういった視点での御質問だったと思います。

実は、業務量が多いと感じている教職員が平成22年

から23年までに7.8％減少しております。また、多忙

を感じている教職員を22年・23年比較いたしますと

10.3％減少しております。と同時に、市町村教育委員

会と具体的に連携しながらさまざまな取り組みをして

おります。具体的には、例えば行政と学校間の文書の

簡素化とか、あるいは行政連絡会議の見直しとか等々、

そういったことをしていく中で多忙化解消に向けたさ

らなる取り組みを推進していきたいと考えておりま

す。

３点目には、市町村教育委員会と連携していく中で

のいわゆる面接指導の意識についての御質問だったと

思います。

これにつきましては、労働安全、衛生管理、体制の

整備の視点から文書とかあるいは研修会等の指導をし

てまいりましたが、面接指導等につきましては引き続

き市町村教育委員会と連携をしながら取り組んでいき

たいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。

〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君） 奥平議員の再質問に

ついてお答えいたします。

経営再建となったかというふうな御質問でございま

すが、まず経営再建期間の目標に掲げました３つの目

標のうち、不良債務の解消、経常収支の黒字化、それ

から資金不足の解消については予想を上回るスピード

で改善したというふうに思っております。それから、

その後の経営再建の実現の確認でございますが、現在、

検証委員会において検証中でございますので、その結

果報告を待ちたいというふうに思っております。

２番目の離島医療増嵩費についてでございますが、

医療増嵩費については、離島病院の健全経営について

はぜひ必要なものだというふうに考えております。今

後とも、財政当局と調整しながら次年度以降も確保し

ていきたいというふうに思っております。

それから、３番目のチーム医療についてでございま

すが、現在、県立病院においては栄養サポートチーム

や病棟薬剤師、リハビリ職員の拡充などそれらの職員

を合同で、医師も含めた患者の管理・指導に当たって

おります。十分なチーム医療というのをやっているか

どうかという件に関しましては、今のところ限られた

人数ではありますが、しっかり患者さんの対応をやっ

ているというふうに考えております。

今後とも、県立病院が地域の中核的な医療機関とし

ての役割を果たすためにも、やはり医療提供体制の確

保が非常に大事でございまして、この点については今

後も経営への影響等も考えながら人材の確保に努めて

いきたいというふうに思っております。
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それから、最後に宮古病院の医師不足についてでご

ざいますが、今年度おりました内科の医師の10人から、

今のところ４人が病気や退職、あるいは民間医療機関

からの派遣が困難となって欠員というふうな形になっ

ております。現在のところ、外来診療を紹介患者ある

いは救急患者について対応するということで、その応

援体制でございますが、県立病院から２人の医師を派

遣し、さらに退職した医師も動員してその対応に当た

っております。あと民間医療機関にお願いいたしてお

りまして、10月ないしは11月ぐらいから来年の３月ま

での期限で１人派遣していただくというふうな形にな

っておりまして、今後とも宮古地区の医療について診

療制限等ができるだけこれ以上起きないような対応を

していきたいというふうに考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。

〔奥平一夫君登壇〕

○奥平　一夫君 それでは最後の質問になります。オ

スプレイの件なんですけれども、知事は今晩にでもす

ぐ首相へ会いにいくというそういう準備をされたらい

かがかと思いますが、いかがでしょうか。

それから、もう一つ知事にお願いしたいのは下地島

空港の利活用についてでありますけれども、私たちは

19日・20日・21日に宮古島の視察に行きました。下地

島空港ももちろん視察をしまして地域の若い青年たち

といろんな意見交換をし、そして翌日にはタウンミー

ティングも行ってまいりまして、地域の課題について

もいろんな御意見を伺ってまいりました。特にやっぱ

り下地島空港の残地の利活用について皆さん大変高い

関心をお持ちで、特に若い青年たちが青年会議を立ち

上げてその構想をつくってあり、その説明もたくさん

いただきました。近々その青年の皆さんが知事に要請

に来るかとは思いますけれども、そういう宮古の圏域

の皆さんの思いをしっかり受けとめて、知事、やはり

これは知事の答弁を大変必要としていると思いますの

で、ぜひ利活用についての知事の前向きな姿勢をお聞

かせいただきたいと思っています。

それから、県立病院の問題について、特に今、宮古

の内科医不足の問題でたくさんの影響が出ています。

時間がありませんので病院事業局に逐一答弁がされて

ないものもありますけれども、今の内科医不足が大き

な影響を及ぼしているということについては本当に

重々考えていただいて、この解消に向けてぜひ頑張っ

ていただきたい。

そこで、３つだけ聞かせてください。

こういう離島の医師不足について、定数枠をふやし

て総合医を確保してそれを育成すること。それから福

祉保健部のドクタープールという枠があるはずですか

ら、そこから活用してはどうかというふうに思います

がどうでしょうか。そしてその人材確保についての事

業費については一括交付金を利用するということで、

早急にぜひ確保していただきたいと思いますがいかが

でしょうか。

以上で私の質問を終わります。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後０時13分休憩

午後０時14分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 奥平一夫議員の再々質問に

お答えいたします。

まず、オスプレイについてはきょうにでも行って総

理と話してこいという御下命です。総理がいつごろお

戻りになるかわかりませんが、ただ、そういう感じで

今政府と――まだ返事はもらっておりませんが――や

っていることは確かでございます。結果がいい結果が

出るかちょっとまだあれなんですが、今やっておりま

す。

それから、下地島につきましては、確かに私、６年

前に知事に就任して以来、この立派な空港を持った大

きな用地があるこのエリアについては沖縄経済のエン

ジンたり得るという、沖縄経済発展のエンジンたり得

るということを申し上げて、よく議員覚えておいてい

ただいてありがたいんですが、先ほど企画部長からも

申し上げましたように、きちっと我々も前向きにあの

空港の利活用につきしっかりと取り組んでまいること

は基本計画にもその旨触れてあると思いますし、そし

て宮古島ないし下地島地域の青年の皆さんが元気に取

り組んでいきたいという趣旨の動きがあることは非常

にありがたいことで、皆さんからのお話もよく承って

これから先の展開について、私も一生懸命取り組んで

まいりたいと思います。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。

〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君） 奥平議員の再々質問

にお答えいたします。

ただいま御提案のありました総合診療医というふう

な形でございますが、基本的には県立病院はいわゆる

一般内科医あるいは一般外科医という形で外科・内科

全体を網羅したような医師の養成を今やっているとい
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う状況が歴史的にもございます。そういう意味では離

島の医療をやっていくだけでなく、そういった総合内

科医あるいは一般外科医というのをしっかり養成する

ことが一番大事だと思っておりますので、今後ともそ

の養成については全力を尽くしていきたいというふう

に思っております。

それから、ドクタープールの件でございますが、議

員御提案のとおり、これは私たち県立病院の人材確保

の一つの方法として考えられる案だというふうに思っ

ておりますので、関係部局とも協議してぜひ実現に持

っていきたいというふうに思っております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後０時17分休憩

午後１時41分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

午前に引き続き代表質問を行います。

前島明男君。

〔前島明男君登壇〕

○前島　明男君 皆さん、こんにちは。

公明党・県民会議無所属の前島でございます。

代表質問に入ります前に、若干所見を述べさせてい

ただきます。

去る９月９日に開催されたオスプレイ配備に反対す

る県民大会は、10万人余の県民が結集して大成功裏に

終了いたしました。しかし、これは反対運動の出発点

であり、配備が撤回されるまで波状的に展開されなけ

ればなりません。私ども公明党・県民会議無所属会派

もヌチカジリ闘うことをお誓い申し上げます。

さて米国内の軍事基地では、滑走路の延長線上に住

宅や学校、病院などがあってはならないというクリア

ゾーン――いわゆる土地利用禁止区域であります――

が設定されておりますが、何ゆえ沖縄ではそれが適用

されないのか全く理解できません。米軍はいまだに占

領地域扱いではないか。日本政府の無力さにもあきれ

て物が言えません。解決方法はただ一つ、日本政府が

米軍と対等の立場で一日も早く日米地位協定の抜本的

な改定を行うことであり、それを強く望むものであり

ます。

それでは質問に入ります。

１、知事の基本姿勢について伺います。

⑴、去る９月９日、県民10万人余がオスプレイ配備

反対の県民大会に結集し、県民の意思を明確にしまし

たが、日米両政府は県民の意思を無視するかのように

強行配備の方針を変えていません。配備阻止に向けて

知事の見解を求めます。

⑵、県民大会決議を踏まえて、知事はできるだけ早

い時期に訪米され、米国政府に直訴する必要があると

考えますが、見解を伺います。

⑶、尖閣諸島問題についてであります。

ア、国有化について知事の見解はどうでしょうか。

イ、冷静に平和的解決が求められます。また、中国

と沖縄は観光を初めとする人的交流をとめてはならな

いと思いますが、どのように対応されますか。

大きな２番、基地問題について伺います。

沖縄が本土に復帰して去る５月15日で40周年という

節目を迎えました。この40年の間でどれほどの基地が

縮小されたのでしょうか。基地から派生する事件・事

故等は一向に減りません。それどころか航空機騒音は

ひどくなるばかりであります。その上に事故も多発し

ている危険きわまりないオスプレイを普天間基地に配

備しようとしていることは言語道断と言わざるを得ま

せん。

そこで次のことを伺います。

⑴、オスプレイ配備により、普天間の危険性除去、

負担軽減は遠のくことになります。いかに対応されま

すか。

⑵、日米両政府は、辺野古移設も強行する可能性が

あります。そのときに知事はどのように対抗されます

か。

⑶、民主党政権は、日米地位協定について改定を提

起するとしていましたが、具体的行動は全く見えませ

ん。県としてどう対応されますか。

⑷、日米両政府は、嘉手納以南の米軍基地返還を普

天間基地とリンクさせないで返還することに合意して

おります。進 状況を伺います。

大きな３番、新たな沖縄振興計画についてでありま

す。

「沖縄21世紀ビジョン」に基づいて立派な実施計画

ができ上がったと高く評価しております。しかし、そ

れらを着実に推進するためには何と言っても裏づけと

なる財源の確保が重要であります。

そこで次のことを伺います。

⑴、本年度の一括交付金の成果と課題について、ど

のように分析しておりますか。

⑵、市町村における一括交付金の執行状況と課題は

どうでしょうか。

⑶、本年度は、仲井眞知事の政府との懸命な交渉の

結果、沖縄振興予算として2975億円を確保できました。

平成25年度も引き続き3000億円規模の予算獲得が目標

ですが、取り組み状況はどうでしょうか。

⑷、那覇空港の滑走路増設の予算は一括交付金とは
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別枠で確保すべきだと思いますが、どう実現しますか。

大きな４番、航空貨物拠点事業について伺います。

ハブ空港整備事業にＡＮＡ貨物が参入した効果は大

きいものがあります。沖縄の生鮮食料品、その他の製

品が翌日の朝には海外の店頭に並んでいるという状況

はいまだかつてなかったことであり、沖縄産品の認知

度を高める上でも大きく貢献していると評価するもの

であります。

そこで伺います。

⑴、ＡＮＡ航空貨物事業の取扱貨物量の推移はどう

でしょうか。

⑵、今後の見通しはどうでしょうか。

⑶、雇用効果はどうでしょうか。

大きな５番、福祉行政について伺います。

私が一貫して訴えておりますことは、福祉の根幹は

弱者対策にどう取り組むかだと考えております。いわ

ゆる小さいお子さんやお年寄り、障害を抱える方々が

安心して暮らせる社会は、その他の人々にとってはも

っと暮らしやすい環境だと思います。

そこで次のことを伺います。

⑴、子ども・若者支援策についてであります。

ア、ニート・ひきこもりの背景と対策を伺います。

イ、児童虐待の現状と対策を伺います。

ウ、児童相談所の相談件数と専門職員の数はどうな

っておりますか。十分な対応ができておりますか。

エ、里親の数、受け入れ児童数など現状と対策はど

うなっておりますか。

オ、不登校児童生徒の実態と対策はどうですか。

カ、「情緒障害児短期治療施設」設置の取り組みは

どうですか。

⑵番、母子寡婦福祉の課題について伺います。

ア、本県のＤＶ防止法に基づく保護命令は全国平均

の2.5倍で全国一であるが、その防止策はどのように

なっておりますか。

イ、本県における11市のＤＶ発生状況はどうなって

おりますか。

ウ、母子生活支援施設（母子寮）の整備状況はどう

なっておりますか。また、他県と比べてどうでしょう

か。本県には那覇市、沖縄市、浦添市のたった３カ所

にしかないが、増設配置すべきではないでしょうか。

⑶、救急医療について伺います。

せんだって会派で北海道の救急医療現場を視察し、

関係者と懇談してまいりました。北海道は広い土地柄

もあってドクターヘリが現在３機でさらにもう１機計

画中の上、固定翼機も試験運航させ、導入を検討して

いるとのことであります。一方、我が沖縄県において

も北海道以上に広い行政区域を有しているわけですか

ら、自衛隊や海上保安庁に頼る面はあるにしても県民

の生命や迅速性を考えると小型の固定翼機はぜひ必要

だと考えます。

そこで次のことを伺います。

ア、多くの有人離島があり、広い海域を有する沖縄

県では、航空医療対応のために固定翼機の導入を検討

すべきではないでしょうか。

イ、固定翼機導入に向け、関係機関を網羅した連絡

協議会の設置が必要だと考えますが、いかがでしょう

か。

大きな６番、教育行政について伺います。

今、国会でいじめ問題がクローズアップされており

ます。いじめによって死に追いやられることの重大さ、

学校だけに任せるのではなく、行政も地域も一体とな

って真剣に取り組まなければ一人の命さえも救えない

わけであります。

そこで次のことを伺います。

⑴、児童生徒のいじめ問題について。

ア、県内においていじめ問題が原因で自殺に追い込

まれたケースはありますか。

イ、いじめ防止対策としてどのように取り組んでお

りますか。

ウ、最近、ネットいじめも懸念されております。顔

が見えない、匿名によるネットいじめは、時には深刻

な事態に発展するケースも報告されております。実態

把握が難しいとされるネットいじめへの対応は早目の

対策が重要です。教育長の見解を求めます。

エ、児童生徒の登下校時の安全対策はどうなってい

ますか。

⑵、学力向上対策について伺います。

ア、沖縄県の低学力について、どのように原因を分

析しておりますか。

イ、沖縄の場合、貧富の格差による成績への影響は

どうですか。

ウ、秋田県との教諭交流事業の成果はどうですか。

エ、秋田県と沖縄県の学力差の原因をどのように分

析していますか。

オ、教諭の指導力向上のためにどのようなことを実

施しておりますか。

ちょっと休憩願います。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後１時51分休憩

午後１時52分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

○前島　明男君 大きな７番、環境行政について伺い

― 75 ―



ます。

⑴、石垣市川平湾の汚染問題について、土地改良事

業による赤土汚染・土砂の堆積、グラスボートなどの

観光事業による砂の移動などが原因として指摘されて

おります。対応策について伺います。

⑵、産業廃棄物の最終処分場の進 状況はどうなっ

ておりますか。

大きな８番、農林水産行政について伺います。

せんだって糸満市にあります農業研究センターを会

派で視察してきました。センター所有の土地の広大さ

と研究内容に圧倒されました。坂本所長を初め幹部職

員と意見交換をしている中で、施設は立派だけれども

中身が十分整っていないことがわかりました。それは

行革による人員削減によるものだということもわかり

ました。何でもかんでも削ればよいというものではな

いはずです。もっと人材を投入して研究開発に力を入

れるべきだとの考えから、次のことを伺います。

⑴、21世紀ビジョンにおける試験研究機関の機能、

体制強化についてであります。

ア、サトウキビや園芸作物の生産振興に対する技術

開発はどうなっておりますか。

イ、試験研究課題及び運営上の予算措置は十分か伺

います。

ウ、試験研究と関係機関との連携及び適正な研究員

や農業技術補佐員の配置などによる組織体制の強化に

ついて伺います。

⑵、サトウキビの生産振興についてであります。

ア、生産量が年々落ち込んできている原因と対策に

ついて伺います。

イ、後継者育成対策はどうなっておりますか。

ウは割愛いたします。

エ、各地域に合ったサトウキビの品種改良が必要で

はないか、取り組みを伺います。

⑶、水産業の振興についてであります。

最近、尖閣諸島周辺では中国や台湾の漁船その他が

入り乱れて不穏な状況になっております。気がかりで

なりません。一日も早い終息を望むものであります。

それでは次のことを伺います。

ア、尖閣諸島周辺での漁業者の安全確保対策はどう

なっておりますか。

イ、尖閣諸島周辺での県内漁民の操業が少ないとの

ことですが、原因と対策について伺います。

大きな９番、公安行改について伺います。

沖縄県警挙げて必死の指導、取り締まりを行ってい

るにもかかわらず、飲酒運転による事件・事故は一向

になくなりません。民警一致の強力な取り組みが必要

だと考えます。また、脱法ハーブや脱法薬物に至って

は法の抜け道を探してまで取引をするというあくどい

やり方に言葉さえ失います。

そこで次のことを伺います。

⑴、県内の違法薬物の取り締まりについてでありま

す。

ア、県内における脱法ハーブなど脱法薬物による事

件・事故の状況はどうなっておりますか。

イ、脱法薬物販売業者の実態はどうですか。

ウ、覚醒剤など違法薬物の検挙件数の実態と対策は

どうでしょうか。

⑵番、飲酒運転根絶についてであります。

ア、飲酒運転の検挙件数、飲酒運転による死亡事故

の人口割合が全国ワーストを更新中であります。過去

５年間の飲酒運転による死亡事故件数と人数はどうな

っておりますか。また、原因と対策を伺います。

イ、飲酒運転根絶条例が平成21年に施行されて３年

経過しましたが、効果は出ておりますか。

ウ、飲酒運転根絶の効果を上げるため最も重要なこ

とは何だと考えますか。

大きな10番、災害対策について伺います。

県総合防災訓練が八重山地域や北部地域で実施さ

れ、防災意識の高揚にそれなりの効果はあったものと

評価いたしますが、一方でいろいろな課題も出てきた

ことと思います。その中で災害時要援護者をどう避難

させるかということも重要であります。また、全体的

な避難時ガイドラインはどうなっているかを含めて次

のことを伺います。

⑴、防災訓練についてであります。

ア、９月９日に沖縄県総合防災訓練が北部地域で実

施されました。これまでの訓練と違う特徴と成果につ

いて御説明ください。

イ、11月に予定している全県的津波避難訓練の具体

的取り組み内容と進 状況を御説明ください。

ウ、６月議会に公明の代表質問で提案した清原桂子

氏を招聘しての講演会の開催についてどのように検討

されているでしょうか。18年前の阪神・淡路大震災や

去年の東日本大震災の経験を踏まえ、女性の視点から

の提言や対策が重要であります。現在、兵庫県理事と

して活躍されている清原桂子氏を招いての講演会開催

は非常に意義あることだと考えます。御答弁をお願い

します。

⑵、台風対策についてであります。

去る９月19日に会派で台風16号の被害調査を、特に

被害の大きかった北部３村（東村、国頭村、大宜味村）

の状況を視察してまいりました。被害状況は惨たんた
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るもので、特に漁港の被害は目を覆う状況でした。今

のところ復旧のめどが立たない状況にありますので、

県におかれては被害者の方々が一日も早く希望を持っ

て生活の再建に立ち上がれるように適切な対策を早急

に講じられるよう要望するものであります。そして災

害に遭われた方々に心からお見舞いを申し上げるもの

であります。

ア、台風16号は農作物被害や土砂崩れなど大きな傷

跡を残しました。早急な農家支援や復旧対策などが求

められます。県の対応を伺います。

イ、被害額についてはどうでしょうか。また、対応

予算をどう工面しますか。

ウ、台風15号、16号が沖縄本島に接近した折、観光

客にどのような対応をしたか伺います。

⑶、防災無線Ｊアラートについてであります。

先日、あるテレビ局の防災についての番組を見てお

りました。昨年３月11日の大津波発生時に岩手県の一

部地域でＪアラートの無線放送が全く機能しなかった

ために700人余の方々が命をなくされたとのことであ

ります。原因は、放送機器の整備不良によることがわ

かったわけですが、それにしても助かる命が助けられ

なかった無念さが残ります。亡くなられた方々の御冥

福をお祈りしつつ次のことを伺います。

ア、県が災害発生時の通報をほとんどＪアラートに

頼っているのはなぜですか。

イ、二重、三重の通報システムを構築する必要があ

ると考えるがどうでしょうか。

ウ、今回のＪアラートの試験放送で、浦添市、南城

市、渡名喜村で作動しなかった原因は何ですか。また、

対策はどうするか伺います。

11番、ハブ港湾の整備について伺います。

生活物資を含む貨物の輸送量は、船舶によるものが

九十七、八％だと言われておりながら、ハブ港湾とし

ての整備が遅々として進んでいない。なぜなのか。私

は、沖縄の地理的条件を生かして諸外国との貿易にも

っともっと力を入れるべきだと考えます。

そこで次のことを伺います。

⑴、ハブ空港の整備は進んでいるが、ハブ港湾の整

備がおくれているのはなぜか。

⑵、那覇港湾において県営の大型荷さばき場の整備

を早急に進めるべきではないか。

⑶、現在の取扱貨物量に対し、ガントリークレーン

の対応力は十分でしょうか。増設の必要性はないでし

ょうか。

12番、文化・観光・スポーツ行政について伺います。

去る９月19日の新聞記事に、映画製作などのシュガ

ートレイン社が空手や琉舞、エイサーなどの沖縄文化

で構成した舞台演劇の常設劇場を2013年10月に開設す

ると載っておりました。沖縄観光の新たな選択肢とし

て伝統文化を生かした夜の観光商品を創設すること、

受け合いだと思われます。県民の一人として大変あり

がたく、うれしく思う次第であります。

そこで次のことを伺います。

⑴、県立劇場の用地選定はどうなっておりますか。

⑵、Ｊリーグ規格のサッカー場建設の進 状況を伺

います。

⑶、空手道会館建設の進 状況を伺います。

以上であります。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

〔知事 仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 前島明男議員の御質問にお

答えいたします。

まず第１に、知事の基本姿勢の中で、尖閣諸島の国

有化、平和的解決、中国との人的交流についてという

御趣旨の御質問にお答えをいたします。まず１の⑶の

アと１の⑶のイは関連いたしておりますので、恐縮で

すが一括してお答えさせていただきます。

尖閣諸島につきましては、野田首相の国連演説にも

ありましたとおり、国際法に従い平和的な解決を図っ

てもらいたいと考えているところでございます。また、

沖縄県と中国との観光を初めとする人的交流につきま

しては、県としても今後も友好関係を継続していける

よう、取り組みたいと考えております。

次に、基地問題についての御質問の中で、辺野古移

設強行への対応についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

地元の理解が得られない移設案の実現は事実上不可

能であります。他の都道府県への移設が合理的かつ早

期に課題を解決できる方策であると考えております。

引き続き、日米両政府に県外移設を追求するよう強く

求めてまいる所存でございます。

次に、文化・観光・スポーツ行政に係る御質問の中

で、空手道会館建設の進 状況いかんという御質問に

お答えいたします。

空手道会館の建設につきましては、これまでに基本

計画策定委員会やワーキング会議等を開催し、施設規

模や内容等の検討を行ってまいりました。今後は、市

町村等の要請も踏まえまして建設用地を早急に決定

し、今年度中に基本設計にも取りかかってまいる考え

でございます。

その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。
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○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 知事の基本姿勢につい

ての御質問の中で、オスプレイ配備阻止に向けた知事

の見解についてお答えいたします。

去る９月19日に、政府からＭＶ22オスプレイの沖縄

配備について発表がありました。この中で、モロッコ

及びフロリダにおける墜落事故に関する再発防止策や

日本における運用に係る安全性等について述べるとと

もに、オスプレイの安全性が確認され、飛行運用を開

始させることとしたと結論づけております。しかしな

がら、現状では、これまで県が発した質問に対し十分

な回答がなく、また、日米地位協定に基づき航空機の

運用に関する裁量が米側にある中、県民の不安が払拭

されたとは考えておりません。

次に、知事訪米についてお答えいたします。

知事は来月下旬、訪米することを予定しております。

その中で、オスプレイの沖縄配備を含む沖縄の米軍基

地をめぐる諸問題の解決促進を求めるため、米政府に

直接要請することを検討しております。

次に、基地問題の御質問の中で、普天間飛行場の危

険性除去についてお答えいたします。

普天間飛行場の危険性除去は喫緊の課題であり、一

日も早い移設・返還の実現が必要であります。オスプ

レイの配備は同飛行場の危険性を増大させるものであ

り、配備計画が進められていることは極めて遺憾で、

絶対に受け入れられるものではありません。また、移

設するまでの間であれ、その危険性を放置することは

できないことから、県としましては、引き続き軍転協

等とも連携し、訓練の分散移転など、さらなる抜本的

な改善措置を政府に求めてまいります。

次に、日米地位協定の改定についてお答えいたしま

す。

日米地位協定について、県は、平成12年から11項目

にわたる抜本的な見直し要請を行っているところであ

ります。

民主党政権では、「日米地位協定の改定を提起する」

としておりますが、政府からはいまだに改定の方針等

が示されていないことから、軍転協を通じて要請する

とともに、昨年10月には外務大臣、本年７月には防衛

大臣に対して知事が直接、早急に見直し作業に着手す

るよう求めたところであります。さらに、本年７月に

は渉外知事会による要請を行ったところであります。

県としましては、日米地位協定の抜本的な見直しに

ついて、引き続き軍転協や渉外知事会とも連携しなが

ら、あらゆる機会を通じ、日米両政府に対して強く求

めてまいりたいと考えております。

次に、嘉手納より南の基地返還についてお答えいた

します。

去る４月27日の日米共同報道発表では、在沖海兵隊

のグアムへの移転及び嘉手納以南の土地の返還を、普

天間飛行場の代替施設に関する進展から切り離すこと

が決定され、沖縄に残る施設・区域の統合計画を年末

までにまとめることとされております。

県としましては、同計画の策定に当たっては、地元

の意向を最大限踏まえていただきたいと考えており、

軍転協と連携し政府に求めてまいります。

次に、災害対策についての御質問の中で、今回の防

災訓練の特徴と成果についてお答えいたします。

９月９日に実施しました沖縄県総合防災訓練におき

ましては、主会場となった名護市のほか、北部圏域11

町村で、大規模地震・津波の発生を想定した訓練を実

施しました。今回実施した訓練の特徴としましては、

沿岸部に立地する名護市役所、名護市消防本部、名護

警察署の高台への災害対策本部機能移転訓練、実際の

防災拠点施設を活用した避難所等の設置運営訓練を実

施し、訓練の方法として現場の状況や訓練内容を事前

に知らせることなく、個々の判断により行うブライン

ド方式と呼ばれる訓練方法を初めて取り入れる等、実

際の災害を想定したより実践的な訓練に取り組みまし

た。また、今回の訓練は、住民の積極的な参加を促進

するため休日の開催とし、各市町村においては18の自

治会で地域が主体となって避難訓練等が行われまし

た。

県としましては、今後、訓練参加団体からの意見を

聞きながら、訓練の成果・課題等を検証し、次年度以

降の訓練計画へ反映させることとしております。

次に、全県的津波避難訓練の取り組み内容と進 状

況についてお答えいたします。

県では、大規模地震・津波の発生を想定し、県民等

の避難行動に特化した県下全域を対象とした広域地

震・津波避難訓練を11月５日に実施する予定でありま

す。県教育庁や市町村等を対象とした訓練説明会を開

催し、県の関係課や市町村を通して訓練参加団体に呼

びかけたところ、現在、小中学校、高等学校を中心に

10万人以上の参加者数を見込んでいるところでありま

す。訓練の内容としましては、避難広報、避難行動、

避難誘導、避難完了報告及び参加者へのアンケートや

現地調査の実施を予定しております。

県では、この訓練を通して、万が一地震・津波が発

生したときの防災意識の啓発や避難体制のさらなる向

上を図りたいと考えております。
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次に、清原桂子氏を招聘しての講演会の開催につい

てお答えいたします。

清原氏を招いての講演会開催については、女性防火

クラブ研修の一環として招聘する方向で調整しており

ます。県としましては、引き続き講演会の開催に向け

取り組んでいるところであります。

次に、災害発生時の情報伝達の手段の多重化につい

てお答えいたします。10の⑶のアと10の⑶のイは関連

いたしますので一括してお答えいたします。

Ｊアラートとは、津波警報や緊急地震速報などの緊

急情報を人工衛星を用いて送信し、市町村の防災行政

無線等を自動起動することにより、瞬時に伝達するシ

ステムです。Ｊアラートについては、県内全市町村で

受信機を整備しておりますが、Ｊアラートから受信し

た情報を自動的に防災行政無線等から伝達できるのは

27市町村で、14の市町村では職員が手動で、または広

報車等を用いての伝達となっております。現在のとこ

ろ、自動的に情報伝達を実施できない14市町村におい

ては、情報の伝達におくれが生じるおそれがあり、そ

の他の市町村においても、機器のふぐあいがあった場

合の伝達などの課題があります。この課題に対応する

ため、県では、本年度９月補正予算において、エリア

メール及び緊急速報メールにより、直接住民の携帯電

話へＪアラートから情報配信を行うシステムを構築す

るため事業費を計上しているところであります。また、

県では、本年度から平成26年度の３カ年を事業期間と

する沖縄県防災情報システム機能強化事業を進めてお

り、二重、三重の通報システム構築に努めているとこ

ろであります。

次に、Ｊアラートの試験放送で、浦添市、南城市、

渡名喜村で作動しなかった原因と対策についてお答え

いたします。

Ｊアラートの全国一斉自動放送等訓練が９月12日

に、午前10時ごろと10時半ごろの２回実施されており

ます。この訓練において、自動起動にて防災行政無線

を用いた放送試験まで実施した市町村のうち、第１回

目の訓練では浦添市、第２回目の訓練では渡名喜村で

防災行政無線の音声が流れませんでした。作動しなか

った原因としては、浦添市は防災行政無線の機器のふ

ぐあい、渡名喜村では自動起動装置の設定の誤りによ

り放送できなかったとされております。浦添市、渡名

喜村においては、同ふぐあいについて既に改善し対応

済みとなっております。南城市については、当初、音

声が流れなかった箇所があったとの報告を受けており

ましたが、後日、修理中のスピーカーから音声が流れ

なかったものであり、Ｊアラート等のふぐあいではな

かったとの報告を受けております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 総務部長。

〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君） 新たな沖縄振興計画につ

いての御質問の中で、一括交付金の成果と課題につい

てお答えいたします。

沖縄振興特別推進交付金は、沖縄振興に資する事業

等を県が自主的な選択に基づき実施できる制度として

創設され、本県の実情に即してより的確かつ効果的に

施策を展開することが可能なものとなっております。

沖縄県では、同交付金を活用し、離島振興や子育て・

福祉、人材育成など、これまでの補助金等の枠組みで

は十分に対応できなかった住民ニーズに対応するため

の施策について、これまで以上の取り組みを図ってい

るところであります。今後は、これらの事業の執行に

当たり、効果の早期発現を期すことが重要であること

から、全庁的な執行管理の場を設けるなど、執行状況

の把握、課題等の調整、情報共有等を適切に行うこと

としております。また、10月から全庁横断的なサポー

トチームを設置し、体制の強化を図ることとしており

ます。

同じく新たな沖縄振興計画に関連をして、平成25年

度の沖縄振興予算の獲得に向けた取り組み状況につい

てお答えいたします。

平成25年度の沖縄振興予算の確保に向けては、去る

８月２日に、沖縄担当大臣を初めとした関係要路に対

し、知事から要請を行いました。これを受け、去る９

月７日に、内閣府は総額で3000億円規模、沖縄振興交

付金の増額、那覇空港滑走路事業の新規事業化を盛り

込むなど、沖縄県の要望に配慮した内容で、財務省に

対して概算要求を行っております。

沖縄県としては、今後とも市町村や内閣府沖縄担当

部局等との連携を密にし、沖縄振興に必要な予算の確

保に向け、全力を挙げて取り組んでまいります。

以上であります。

○議長（喜納昌春君） 企画部長。

〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君） 新たな沖縄振興計画に

ついての御質問の中の、市町村分の一括交付金の執行

状況と課題についてお答えいたします。

沖縄振興特別推進交付金の市町村分については、９

月中旬までに配分額303億円の全額が要望されており、

その約９割に当たる約271億円が内諾され、事業の着

手が可能となっております。内諾された事業数は1214

事業で、事業内容も離島振興、子育て・福祉、教育、
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防災、観光や農業、地場産業の振興など多岐にわたっ

ております。

市町村事業の課題といたしましては、事業数が膨大

で事業内容も多岐にわたっていること、初年度という

こともあって慎重に内容を確認する必要があったこと

から調整に時間を要したことであります。未内諾の約

32億円につきましては、それぞれの市町村において、

鋭意事業の修正や差しかえも含めた調整を行ってお

り、市町村と連携して早期の全額内諾に向けて取り組

んでまいります。

また、今後は事業の執行管理が重要になってくるこ

とから、中間検査を実施するなど執行状況の把握、課

題等の整理と情報共有等を適切に行うとともに、次年

度事業の調整を前倒しで実施できる体制を構築するた

め10月から市町村事業の支援体制の強化を図ることと

しております。

那覇空港滑走路増設事業の予算確保についてお答え

いたします。

那覇空港の滑走路増設について、県は、必要な財源

を確保し、平成25年度新規事業化を図るよう、国に要

請しております。国においては、平成25年度概算要求

において、厳しい財政状況の中、那覇空港滑走路増設

事業の重要性に鑑み、財源の確保を前提として新規事

業化の要求がなされたところであります。また、財源

の確保については、「空港整備勘定等の公共事業予算、

その他の沖縄振興予算を活用することにより事業全体

の財源を捻出することとし、事業着手に向けて、その

詳細については、予算編成過程において引き続き関係

省庁とともに検討を行う。」という方針が示されてお

ります。

県といたしましては、沖縄振興予算が県や市町村に

とって沖縄振興施策を着実に推進するために必要不可

欠な予算であると考えております。さらに、那覇空港

第２滑走路の早期供用がアジア・太平洋地域の玄関口

として大きな潜在力のある沖縄を日本のフロンティア

として、また日本再生の原動力として発揮していく重

要な施策と考えております。

このようなことから、那覇空港滑走路増設事業につ

いては、必要な予算が確保されるよう、引き続き国に

対し要望していきたいと考えております。

航空貨物拠点事業についての御質問の中の、那覇空

港の国際貨物取扱量の推移及び今後の見通し、雇用効

果について、これにつきましては４の⑴から４の⑵、

４の⑶までは関連いたしますので一括してお答えいた

します。

平成20年度の那覇空港の国際貨物取扱量は1809トン

でしたが、平成21年10月の全日空沖縄貨物ハブ開始以

来、飛躍的に増加し、平成23年度は14万3121トン（約

80倍）となっております。これは国内では成田空港及

び関西空港に次ぐ国内第３位の貨物取扱量となってお

ります。今後は、ハノイなどアジア各都市への貨物路

線の拡大及び那覇空港を拠点とするリペアパーツセン

ターや通販在庫基地など臨空型産業の集積が見込まれ

ております。

雇用効果につきましては、全日空の航空貨物事業に

関係し、平成24年４月現在、242名が地上ハンドリン

グ要員として雇用されているほか、ヤマト運輸の進出

など、臨空型産業の立地促進により、さらに新たな雇

用が見込まれております。

県としましては、国際物流拠点産業集積地域におけ

る雇用者数として、平成28年度までに3000名、平成33

年度までに5400名の雇用を見込んでおります。

以上であります。

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。

〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君） 福祉行政についての

御質問の中の、若年無業者の背景と対策についてお答

えいたします。

若年無業者の就労支援を行っている地域若者サポー

トステーションから聞き取りしたところ、不登校・高

校中退から長期無業状態に移行する事例や発達障害に

より人とうまくコミュニケーションがとれないこと、

また、社会や就職活動での挫折等が若年無業者になっ

た主な原因となっております。

商工労働部においては、平成23年度まで厚生労働省

が設置している地域若者サポートステーションを活用

し、若年無業者の職業的自立支援を行ってきました。

また、平成24年度からは新規事業として一括交付金を

活用し若年無業者職業基礎訓練事業を実施いたしま

す。事業内容は、就職に必要な知識・技能の習得や企

業実習を中心とした３カ月の基礎的な職業訓練を実施

するものであります。

県としては、今後とも若年無業者の職業的自立支援

を行ってまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君） 福祉行政についての

御質問の中で、ひきこもりの背景と対策についてお答

えいたします。

ひきこもりについては、いじめ、家族関係の問題、

病気などさまざまな要因が絡み合って生じると考えら
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れております。県では、ひきこもり者の社会参加の促

進を図る観点から、総合精神保健福祉センターにおい

て相談支援機関の従事者を対象とした研修会の開催の

ほか、当事者による交流学習会や集いの実施など必要

な支援を行っているところであります。

次に、児童虐待の現状と対策についてお答えいたし

ます。

全国的に児童虐待件数が増加する中、本県において

も虐待等の児童相談件数が高どまりの状況にあると考

えております。

児童虐待への対応については、早期発見・早期対応

が重要であると考えております。このため、県におい

ては、早期発見で重要な役割を担っている医療機関に

対し「子ども虐待対応マニュアル」に基づく通告等の

連携体制を構築するとともに、県民に対しては、ポス

ターの掲示やチラシ等の配布、各種講演会等の開催な

どにより児童虐待の通告義務の周知を図っているとこ

ろであります。また、身近な地域での児童虐待対応体

制を強化するため、児童相談所による市町村要保護児

童対策地域協議会の設置促進、運営支援を行うなどの

対策に取り組んでいるところであります。

次に、児童相談所の相談件数等についてお答えいた

します。

児童相談所の相談受け付け件数は、平成22年度が

4235件、平成23年度が3935件となっております。また、

児童相談所においては、平成17年度から24年度までの

８年間で児童福祉司15名、児童心理士８名、計23名を

増員し、現在、中央及びコザ児童相談所合わせて児童

福祉司45名、児童心理士13名が配置されております。

また、児童虐待対応協力員やコザ児童相談所一時保護

所開設に伴う専門職等の配置など、この８年間で嘱託

職員を28名増員したほか、今年度スーパーバイザー４

名を増員するなど、児童虐待等に適切に対応するため

体制強化を進めてきているところであります。

次に、里親の現状と対策についてお答えいたします。

平成24年８月31日現在、沖縄県のファミリーホーム

を含む登録里親は144名となっております。また、要

保護児童のうち、里親及びファミリーホームに委託し

ている児童は177名となっております。

本県としましては、沖縄県里親会との連携による養

育里親研修等の実施、両児童相談所への里親対応専門

員の配置、養護施設への里親支援専門相談員の配置な

ど里親支援の体制整備に努めております。

次に、情緒障害児短期治療施設の取り組みについて

お答えいたします。

情緒障害児短期治療施設については、「おきなわ子

ども・子育て応援プラン」後期計画において整備目標

を掲げているところであり、現在、関係団体等と意見

交換を行うなど条件整備における課題の整理に取り組

んでいるところであります。

次に、11市のＤＶ相談の状況についてお答えいたし

ます。

ＤＶの発生状況につきましては、相談状況として把

握しております。平成23年度に県の配偶者暴力相談支

援センターにおいて受けた相談のうち、11市のＤＶ相

談件数は1618件で、平成22年度と比較して518件増加

しており、年々増加傾向にあります。

次に、母子生活支援施設の設置状況についてお答え

いたします。

平成24年４月１日時点で、母子生活支援施設は全国

に266カ所あり、沖縄県内には３カ所設置されており

ます。設置状況について他県と比較できる指標はあり

ませんが、県においては、母子家庭への支援の充実を

図ることは重要であると考えていることから、今年度

から沖縄振興特別推進交付金を活用して母子家庭生活

支援モデル事業を実施しております。

母子生活支援施設の増設については、現在、新たに

整備を計画している市町村や法人等はありませんが、

同モデル事業の成果も参考にし、必要に応じて未設置

の市や関係団体に対して働きかけてまいりたいと考え

ております。

次に、航空医療対応の固定翼機導入についてお答え

いたします。５の⑶アと５の⑶イは関連しますので一

括してお答えします。

南北大東や先島地域から本島への急患搬送において

は、陸上自衛隊の固定翼機等により対応が行われてお

ります。

平成23年度に開催した医師会や関係機関で構成する

「沖縄県救急医療協議会」においては、搬送時間をよ

り短縮するためドクタージェット等固定翼機の導入に

ついて検討する必要があるとしております。固定翼機

の導入については、保管場所の確保や安定的な運営方

法などの課題があり、県としては、関係機関・関係部

署と必要な協議を重ねていきたいと考えております。

公安行政についての御質問の中で、違法ドラッグ販

売業者の実態についてお答えいたします。

県、県警及び九州厚生局沖縄麻薬取締支所の調査に

よる県内の違法ドラッグを販売していると疑われる店

舗の数は、平成24年１月末で24店舗でありましたが、

８月末現在で13店舗と11店舗減少しています。販売店

舗数の減少は、全店舗へ県警と合同で立入検査を行い、

違法ドラッグを販売しないよう強く指導してきたこと
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によるものと考えており、今後も引き続き店舗への監

視・指導を強化していくこととしております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 福祉行政についての御質問

で、不登校の実態と対策についてお答えいたします。

本県における30日以上欠席の不登校児童生徒数は、

平成23年度、小学校412人、中学校1379人、高等学校

1382人で合計3173人であります。主な要因としては、

小学校では「不安」、中学校では「あそび・非行」、高

等学校では「無気力」となっております。

県教育委員会としましては、キャリア教育を推進し、

児童生徒の夢や希望を育むとともに進路指導の充実に

取り組んでおります。また、スクールカウンセラーや

「中学生いきいきサポート相談員」等による教育相談

体制の充実に努めております。さらに県警察・地域と

連携し、居場所づくり、活躍の場づくりの取り組みを

推進しております。

次に、教育行政についての御質問で、いじめ問題と

防止策についてお答えいたします。６の⑴アと６の⑴

イは関連しますので一括してお答えいたします。

過去10年間において、いじめに起因する自殺の報告

はありません。

防止策としましては、いじめは人権侵害であり、絶

対に許されない行為であると捉え、各学校において未

然防止と早期発見・早期対応に努めております。具体

的には、毎月の「人権を考える日」の設定や「人権ガ

イドブック」の活用、道徳教育の実践等に努めており

ます。また、いじめアンケート調査や個別教育相談の

定期的な実施、スクールカウンセラー等との連携によ

る教育相談体制の充実に取り組んでおります。さらに、

「沖縄県いじめ対応マニュアル」を活用した教職員の

指導力の向上及び支援体制の充実を図っております。

次に、ネットいじめへの対応についてお答えいたし

ます。

パソコンや携帯電話等による誹謗中傷等は、平成23

年度、小学校４件、中学校15件、高等学校15件の報告

があります。

県教育委員会としましては、各学校において情報モ

ラル指導の徹底を図るとともに、県警察と連携したサ

イバー犯罪防止教室や連絡協議会等を開催し、いじめ

や事件・事故の防止に努めております。

次に、児童生徒の登下校時の安全対策についてお答

えいたします。

県教育委員会では、通学路の安全確保を図るため、

県警察や道路管理者と連携し、通学路の合同点検を実

施したところであります。また、登下校時の安全確保

につきましては、交通安全教室や防犯教室等を通して

児童生徒の危険回避能力の育成を図るとともに、関係

機関や地域と連携し、学校安全ボランティア等の協力

を得ながら児童生徒の安全確保に努めております。

県教育委員会としましては、新たに今年度「児童生

徒等の安全確保対策危機管理マニュアル」を策定し交

通安全対策や防犯対策に努め、児童生徒の安全確保の

徹底を図っていきたいと考えております。

次に、全国学力・学習状況調査の分析についてお答

えいたします。

平成24年度全国学力・学習状況調査の結果から、児

童生徒の「関心意欲を高める授業」や家庭での学習時

間等の確保に問題があることが明らかになっておりま

す。

県教育委員会としましては、授業改善研修事業等に

より教員の指導力向上に向けた取り組みの充実に努め

てまいります。また、市町村教育委員会やＰＴＡ等の

教育関係団体とのさらなる連携を推進してまいりま

す。

次に、所得と学力との関係についてお答えいたしま

す。

平成21年度文部科学白書において、経済的な状況と

学力において相関があると指摘されております。本県

では、経済的な状況と学力の関係について現段階では

把握しておりません。

次に、秋田県との教諭交流事業の成果についてお答

えいたします。

秋田県との人事交流事業の成果としては、児童生徒

の思考力、判断力、表現力を高める発問の工夫や自発

的な学習を支援するきめ細かな指導、授業改善に係る

教師の意識の向上等が挙げられます。また、「早寝早

起き朝ごはん」などの基本的な生活習慣の確立等が挙

げられます。

次に、秋田県と沖縄県の学力差の原因についてお答

えいたします。

調査の結果から、特に「興味関心を高める授業のあ

り方」や「学習規律の徹底」、児童生徒の「学習態度」、

「生活習慣」について秋田県と本県との違いが明確に

なりました。

県教育委員会としましては、学校においては「わか

る授業の構築」、家庭においては「基本的な生活習慣

の確立」に重点的に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

次に、教員の指導力向上の取り組みについてお答え
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いたします。

県教育委員会としましては、教員が主体的に研修に

取り組むブロック型研修会、大学や文部科学省と連携

した授業改善研修会、計画的な学校訪問を通した指導

助言等を推進しております。また、各学校においては、

日々の授業を通した職場内研修の充実や研究団体等と

連携した研修に努めております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君） 福祉行政についての

御質問の中で、ＤＶの防止対策についてお答えいたし

ます。

配偶者などからの暴力を防止し、その根絶のために

はＤＶ防止広報啓発を推進するとともに加害者の更生

を図ることが重要であります。県では、平成18年度か

ら加害者更生相談窓口を設置し、再び暴力を振るわな

いようにすることを目的としたＤＶ加害者対策事業を

実施しております。また、予防教育として、高校生を

対象にしたデートＤＶ予防啓発講座等を実施してお

り、今年度は県内の中学校・高等学校へデートＤＶ予

防啓発冊子の配布を行ったところであります。

県としましては、今後とも関係機関と連携し、ＤＶ

防止対策に取り組んでいきたいと考えております。

次に、環境行政についての御質問の中で、川平湾に

おける堆積土砂の対応策についてお答えいたします。

川平湾は、閉鎖的な海域となっており、台風等によ

る堆積赤土等の自然浄化が期待できない状況にありま

す。このようなことから、県では平成22年度から川平

湾をモデル海域とした閉鎖性海域における堆積赤土等

の対策事業を実施しているところであります。同事業

においては、赤土等の堆積状況や堆積量の把握、流域

からの赤土等の流出状況、自然環境への影響などにつ

いて調査を行うとともに、専門家で構成する検討委員

会において除去対策等も含めその手法を検討すること

としております。

県としましては、検討委員会等の意見も踏まえ、今

後、陸域対策もあわせて湾内における堆積赤土等の効

果的な対策に取り組んでいきたいと考えております。

次に、産業廃棄物の最終処分場の進 状況について

お答えいたします。

公共関与による産業廃棄物最終処分場の整備につき

ましては、地元の理解と協力を得ながら進めることが

重要であると考えており、県では継続的に県外視察や

説明会などを実施しているところであります。

先進事例の視察については、昨年11月からことし３

月にかけて、名護市内の候補地の関係者の参加を得て、

広島県、島根県及び高知県において計４回実施したと

ころであります。また、これらの県外視察も踏まえ、

本年の２月には地元自治会に対して事業説明会を開催

するとともに、７月には専門家を交えて産業廃棄物処

理に関する住民勉強会を２回開催したほか、８月には

地元自治会との意見交換会を行うなど合意形成に向け

た話し合いを実施しているところであります。

県としましては、今後とも地域の合意形成に努め、

管理型最終処分場の早期整備を図っていく考えであり

ます。

次に、公安行政についての御質問の中で、飲酒運転

根絶条例の効果及び効果を上げるために重要なことに

ついてお答えいたします。９の⑵イと９の⑵ウは関連

していますので一括してお答えいたします。

本県における飲酒絡みの交通人身事故は、平成21年

の飲酒運転根絶条例制定以降、同年の発生件数が125

件、平成22年は154件、平成23年は126件であり、ほぼ

横ばいの状況となっております。

平成19年に道路交通法が改正され、飲酒運転に対す

る罰則が強化された時期においては、その前年の平成

18年に226件だった飲酒絡みの人身事故件数が翌年に

は118件と約半数に減少していることから、飲酒運転

根絶には厳罰化による効果が大きいと考えられます。

県では、飲酒運転根絶条例の制定を踏まえて、県民大

会の開催や飲食店における掲示用広報啓発グッズ等の

配布、事業所等における講演会の開催など各種施策を

推進しております。

飲酒運転根絶には、県民総ぐるみで根絶に向けて取

り組むことが重要であり、条例の制定を契機にその機

運は高まりつつあることから、県としましても、今後

とも引き続き飲酒運転根絶に向け取り組みを強化して

いきたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。

〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君） 農林水産行政の中の、

試験研究機関におけるサトウキビや園芸作物の技術開

発についての御質問にお答えします。

「沖縄21世紀ビジョン基本計画」の目標実現を図る

ため、本県農業の基幹作物であるサトウキビ、園芸品

目の技術開発は重要と考えております。県としまして

は、サトウキビについては、従来の品種に比べて早期

に高い糖度に達して収穫が可能になる品種や黒糖に適

した品種の育成、園芸品目については、菊やパイナッ

プル等の新品種の開発、マンゴー、ゴーヤー等の高品
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質安定生産技術などに取り組んでいるところでありま

す。また、今年度から沖縄振興特別推進交付金を活用

し、サトウキビの原料生産から加工・販売までの技術

開発を行う新たな時代を見据えた糖業の高度化事業、

菊、ゴーヤー、マンゴー等のおきなわブランド作物の

品種開発を加速化させる次世代沖縄ブランド作物特産

化推進事業を行ってまいります。

次に、同じく農林水産行政についての中の、試験研

究課題及び研究予算についての御質問にお答えしま

す。

本県の農林水産業を取り巻くさまざまな課題を解決

するため、研究予算の確保は重要と認識しております。

今年度は、沖縄振興特別推進交付金を活用し、前年度

の約27億円から約18％増の約32億円の予算計上となっ

ており、研究開発機能が強化されているところであり

ます。また、試験研究機関の運営に係る予算につきま

しては、前年度とほぼ同額の予算計上を行っていると

ころであります。

なお、県の財政環境が厳しい中、業務の効率化等に

より試験研究機関の適正な運営に努めてまいります。

次に、同じく農林水産行政についての中の、試験研

究と関係機関との連携及び組織体制の強化についての

御質問にお答えします。

試験研究機関においては、農林漁業者や県民のニー

ズを的確に把握するため要望課題を徴収し、普及可能

性を重視した技術開発等を行っております。これらの

技術開発の実証を効率的に推進するため、普及機関な

ど生産現場と連携した現地適応試験や実証圃場の設置

等により迅速な普及を図ることとしております。

また、試験研究機関の人員体制につきましては、試

験研究課題の選択と集中を基本として、定員管理計画

等に基づき適切に配置しているところであります。現

在、試験研究機関における農業技術補佐員は53名配置

されており、研究を支える重要な役割を担っているこ

とから、今後、再任用の活用なども視野に入れ組織体

制の強化を図っていきたいと考えております。

今後とも、試験研究機関においては、農林水産技術

の向上並びに農林水産物の生産拡大に寄与することを

目的として試験研究を推進してまいります。

次に、同じく農林水産行政についての、サトウキビ

の生産量落ち込みの原因と対策についての御質問にお

答えします。

サトウキビの生産量は、農業従事者の高齢化や後継

者不足による農家数の減少、都市化や耕作放棄地の発

生などによる収穫面積の減少から、平成17年産までは

減少傾向にありました。このことを受けて、県では平

成18年度から「さとうきび増産プロジェクト計画」に

基づき各種施策に取り組んだ結果、生産量は徐々に回

復し、平成19年産から22年産までは85万トン前後で推

移しております。

しかしながら、平成23年産サトウキビは生育初期の

低温や日照不足、相次ぐ台風被害、さらには病害虫の

イネヨトウの発生もあり大幅な減産となっておりま

す。このため、県ではこれまでの施策に加え、新たな

沖縄振興交付金を活用したさとうきび生産回復緊急対

策事業を実施し、早期の生産回復に努めているところ

であります。具体的には、種苗不足に対応するための

種苗圃の設置、病害虫防除及び株出し管理作業推進の

ための作業委託料の助成、防除機や株出し管理機など

の比較的簡易な農業機械導入支援を行っているところ

です。また、イネヨトウ対策としては、フェロモンを

利用した交信攪乱法による防除に取り組んでいるとこ

ろであります。

県としては、引き続き原料の確保と農家経営安定の

ため生産回復の取り組みを推進してまいります。

次に、同じく農林水産行政についての中の、サトウ

キビの後継者対策についての御質問にお答えします。

県では、サトウキビの後継者育成対策として、今後、

サトウキビ作を継続していくことが困難となっていく

農家の農地を確実に担い手に集積することで借地型大

規模経営の展開を図ることが重要と考えております。

このため、認定農業者や生産法人等への誘導による経

営合理化支援、経営規模の拡大のための農地利用集積、

ハーベスターや大型トラクター等高性能農業機械の導

入などの諸施策を総合的に推進し、担い手の育成に取

り組んでいるところであります。

次に、同じく農林水産行政についての中の、地域に

適応した品種改良についての御質問にお答えします。

沖縄県は島嶼県であり、地域ごとに土壌、気象、病

害虫の発生程度等の栽培環境条件が異なるとともに、

栽培型や農業機械の整備状況等栽培体系も多様であり

ます。そのため、県では、農業研究センターにおいて

地域に応じた品種の育種試験を実施してきており、現

在、23品種が県の奨励品種として決定され普及を進め

ているところでございます。引き続き、それぞれの地

域特性に対応した品種の育成に取り組んでまいりま

す。

次に、同じく農林水産行政についての中の、尖閣諸

島周辺での漁業者の安全確保対策についての御質問に

お答えします。

沖縄県では、尖閣諸島周辺水域における漁船の安全

操業の確保について、これまで機会あるごとに国に対
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し適切な対策を講ずることを要請してきたところであ

ります。本県漁業者は、近年の中国や台湾による尖閣

諸島の領有権を主張するさまざまな活動の活性化か

ら、安全操業に関する不安を抱いております。

県としましては、今後とも安全操業の確保に関し海

上保安庁や水産庁へ要請するとともに、当該周辺水域

の状況に関する的確な情報収集に努めてまいります。

次に、同じく農林水産行政についての中の、尖閣諸

島周辺での操業が少ない原因と対策についての御質問

にお答えします。

尖閣諸島周辺における操業実態については十分なデ

ータがありませんが、漁協等からの聞き取りによりま

すと、昭和52年には一本釣り漁など年間約170隻が操

業していたとのことであります。しかし、資源の減少

やオイルショックによる燃油の高騰に伴いマグロはえ

縄等への転換が進み、当該水域で操業する漁船が減っ

てきております。

なお、平成21年の聞き取り調査によりますと、約20

隻が操業しているということでございます。また、最

近は中国や台湾の漁船及び監視船等の活動が活発化し

ていることから、海上でのトラブルに巻き込まれるこ

とを恐れ、操業を控えているとも聞いております。操

業をふやすためには平穏な漁場が安定的に確保される

こと、また、操業コストに見合う漁獲量を維持するた

めには１週間程度の出漁が必要であり、悪天候時に緊

急避難が可能な施設の整備等が望まれているところで

ございます。

次に、災害対策についての御質問の中で、台風16号

の被害と対応予算についての質問にお答えします。10

の⑵のアと10の⑵のイは関連しますので一括してお答

えします。

台風16号による農林水産業関係の被害については、

９月21日現在で被害総額が約12億8000万円となってお

ります。台風被害に対しましては、農業・漁業共済、

漁船保険での対応、セーフティネット資金など低利の

制度資金の活用、借入者に対する償還猶予などの支援

を図ることとしております。また、農業基盤施設、治

山施設、漁港施設等については、災害復旧事業を適用

するなど早期の復旧を図ることとしております。

なお、予算については、既決予算で対応する予定で

すが、不足する場合は今後補正予算等により適切に対

応してまいります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。

〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君） 公安行政についての御

質問の中で、県内における脱法薬物による事件・事故

の状況と覚醒剤など違法薬物の検挙件数の実態と対策

について一括してお答えいたします。

県警察がことし処理した脱法薬物による事件は２件

であります。１件目は、本年３月、那覇市おもろまち

の市道において脱法ハーブを吸引した20代の男性が運

転する普通乗用車が多重衝突事故を起こし、10台の車

両が事故に巻き込まれ４名が負傷しております。同男

性を自動車運転過失致傷罪で緊急逮捕し、懲役１年６

カ月、執行猶予４年の刑が確定をしております。２件

目は、本年４月、脱法ハーブを厚生労働大臣の承認を

受けずに販売したとして県内に居住する30代の男性２

名を薬事法違反で検挙したもので、それぞれ起訴され

罰金刑が科されております。

次に、覚醒剤等の薬物事犯取り締まり状況でありま

すが、平成24年８月末現在の検挙人員は73名で、前年

の94名に比べ21名の減となっております。同検挙の内

訳につきましては、覚醒剤事犯52名、大麻事犯20名、

麻薬等事犯１名となっております。

県警察といたしましては、昨年から増加傾向にある

覚醒剤事犯等を根絶するため、関係機関と緊密に連携

し、徹底した末端乱用者の検挙及び突き上げ捜査によ

る密売組織の壊滅を図るとともに、薬物の乱用を防止

するため各種研修会等における講話や青少年を対象と

した薬物乱用防止教室を開催し、薬物乱用を拒絶する

社会機運の醸成を図っているところであります。

次に、飲酒運転根絶についての御質問の中で、過去

５年間の飲酒運転による死亡事故件数と死者数及び飲

酒運転の原因と対策についてお答えいたします。

過去５年間の飲酒運転による交通死亡事故の発生件

数と死者数は、平成19年が７件９名、平成20年が10件

11名、平成21年が13件13名と増加しておりましたが、

平成22年から８件８名、平成23年が５件５名と減少し

ております。ちなみに、本年８月末現在は４件４名と

なっております。

飲酒運転の原因につきましては、夜型社会で鉄軌道

がなく、酒類提供飲食店の比率が高いなどの指摘があ

りますが、つまるところは、少しぐらいなら大丈夫、

あるいは捕まらなければいいという飲酒運転に対する

甘い考えや規範意識の低さが大きな要因であると考え

られます。

飲酒運転の検挙件数については、平成19年は5295件

でありましたが、罰則の強化や徹底した取り締まり等

により減少傾向にあります。しかしながら、昨年中の

検挙件数はいまだ2019件もあり、これは全国で２番目

に多い件数となっております。
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また、飲酒運転取り締まりとあわせて飲酒運転根絶

対策として、県や市町村、関係機関・団体等のボラン

ティアの方々と連携し、飲酒運転根絶県民大会の開催、

事業者や飲食店等と連携した「ハンドルキーパー運動」

や「飲んだらむカエル運動」の推進、公務員対策とし

て学校長会や県立病院職員に対する交通安全講習会、

高校生に対する飲酒運転根絶に特化した交通安全教

育、交通安全アドバイザーとして委嘱したＦＭラジオ

のパーソナリティーによる広報啓発活動、運転免許の

停止処分者講習等における飲酒運転根絶教育などの施

策を推進するとともに、各種広報媒体を活用した広報

啓発活動を推進しているところであります。

今後とも徹底した取り締まりはもちろんのこと、関

係機関・団体との連携を一層緊密にして対策を強化し

ていく所存であります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君） 災害対策について

の御質問の中で、台風16号の県の対応及び被害額と対

応予算についての御質問にお答えいたします。10の⑵

アの(イ)と10の⑵イの(イ)は関連いたしますので一括して

お答えいたします。

土木建築部が管理する施設においては、国頭東線ほ

か４路線における路肩崩落及びのり面崩壊、本部町に

おける高潮等による浸水、東村平良海岸ほか５海岸に

おける被覆石崩壊等、また中城湾港馬天地区での防波

護岸被覆ブロック等の破損の被害が発生いたしまし

た。これらの被害箇所については速やかに撤去及び応

急措置等を行い、現在、本格復旧に向け取り組んでい

るところであります。

平成24年９月21日現在における被害総額は約１億

650万円であり、既決予算で対応する予定でございま

す。

次に、ハブ港湾の整備についての御質問の中で、ハ

ブ港湾の整備がおくれている理由についてという御趣

旨の御質問にお答えいたします。

那覇港においては、アジア・太平洋地域における急

速な経済発展に対応し、同地域内における地理的優位

性を生かした国際海上コンテナ輸送の中継地点とし

て、高規格・高能率コンテナ埠頭を初めとする国際物

流関連産業の集積する国際流通港湾機能の拡充を図る

ことを目指して整備を進めてまいりました。

しかしながら、過去10年間で上海以南の中国沿岸部

では広州、アモイ等の港湾が急速な発展を遂げ、大型

コンテナ船が直接乗り入れることが可能となってきた

一方で、那覇港は施設整備が立ちおくれており港湾サ

ービスの競争力が十分でないこと、また、総合物流セ

ンター等が未整備であることなど国際物流機能の面で

も立ちおくれている状況でございます。

今後、那覇港は臨空・臨港型産業の集積による国際

物流拠点の形成を促進するため、一括交付金を活用し

た関連施設の整備や物流機能の強化を検討していきた

いと考えております。

ハブ港湾の整備についての御質問の中で、県営の大

型荷さばき場の整備についての御質問にお答えいたし

ます。

那覇港は、国際物流拠点の形成に向けて貨物の搬

入・荷さばき・流通加工等の一貫的な物流運営が可能

となる総合物流センターの整備を図る必要があると考

えております。また、県内の各種民間団体からも県や

那覇港管理組合に対して早期整備に対する要望がなさ

れております。そのため、県としても一括交付金を活

用した整備を進めることとしており、平成24年度は那

覇港総合物流センター可能性調査を行い、平成25年度

から那覇港総合物流センター整備の実施に向けて検討

していきたいと考えております。

ハブ港湾の整備についての御質問の中で、ガントリ

ークレーンの増設についての御質問にお答えいたしま

す。

那覇港において、現在、ガントリークレーンは２基

設置されておりますが、基幹航路の外国貿易大型コン

テナ船に対しては、コンテナ船が集中する日には積み

残し等が発生し、船会社からガントリークレーンの増

設要望が出されているところでございます。今回、一

括交付金の活用により平成25年度に３基目のガントリ

ークレーンが設置される予定となっております。

今後、サービス水準確保の観点から、１バース当た

り最低限２基のガントリークレーンが必要と考えてお

り、今後４基目のガントリークレーン増設に向けて検

討を行ってまいります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。

〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 災害対策に

ついての中の、台風15号、16号接近時の観光客への対

応についての質問にお答えいたします。

このたびの台風15号、16号につきましては、事前の

台風情報により航空券の振りかえが多かったことと、

台風の足が速かったために暴風域を抜けるのも早かっ

たこと、また各航空会社においても臨時便の運航及び

機材の大型化等により滞留観光客は10名程度にとどま
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ったため、大きな混乱は生じませんでした。

観光客への対応として、那覇空港内観光案内所にお

いては、航空各社の発着情報や宿泊施設の空き室情報

の提供等を行うとともに、24時間体制の緊急配備体制

をとり非常時に備えました。今後とも、台風接近時に

は関係機関が連携し迅速に対応するとともに、沖縄観

光のイメージアップや観光客の満足度の向上に努めて

いきたいと考えております。

次に、文化・観光・スポーツ行政についての中の、

県立劇場の用地選定についてとの御質問にお答えいた

します。

沖縄県では、県立郷土劇場にかわる新たな文化発信

交流の拠点となる施設の整備に向け、文化発信交流拠

点整備検討委員会において検討を進め、施設整備に関

しては、１、既存施設の活用、２、既存施設を補完す

る施設整備、３、新たな大規模施設の整備の３つのパ

ターンについて比較検討を行いました。その結果、去

る９月19日に開催した検討委員会において、将来的に

は新たに施設を整備することを展望しつつ、当面は国

立劇場おきなわを中心的な拠点として位置づけるとと

もに、既存の文化施設を戦略的に活用しながら運営体

制の充実や魅力あるコンテンツの創出など課題とされ

ているソフト面の充実を図ると同時に、あわせて観客

や実演家などから強い要望がある飲食や物販機能及び

稽古場などを補完的に整備していくことが望ましいと

の方針が確認されたところであります。

同じく文化・観光・スポーツ行政についての中の、

Ｊリーグ規格サッカー場建設の進 状況についてとの

質問にお答えいたします。

Ｊリーグ規格スタジアムの整備については、沖縄県

総合運動公園陸上競技場をＪ２規格に対応したスタジ

アムに改修するためＪリーグとの調整を行い、去る８

月に基本設計を発注したところであり、平成27年３月

の供用開始を目指しております。

Ｊ１規格スタジアムの整備につきましては、昨年度

実施したＪリーグ規格スタジアム整備基礎調査事業で

提案された複合型スタジアムの整備に向けて県庁内に

横断的な議論を交わすプロジェクトチーム「複合型ス

タジアム整備連絡調整会議」を設置し意見交換等行っ

ているところであります。今後、関係団体の動向や当

連絡調整会議における議論を踏まえ複合型スタジアム

のあり方等を盛り込んだ基本構想を策定し、Ｊ１規格

に対応したスタジアムの整備に向けて取り組みを進め

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 前島明男君。

〔前島明男君登壇〕

○前島　明男君 貴重な13秒でございます。

11市のうち３市にしか母子寮はありません。残りの

８市についても早急に整備されるよう要望して終わり

ます。

○議長（喜納昌春君） 渡久地　修君。

〔渡久地　修君登壇〕

○渡久地　修君 日本共産党県議団を代表して質問を

行います。

昨日、政府は、オスプレイをあす28日から普天間飛

行場に配備すると通告してまいりました。県民の命に

かかわる重大事態なので、議事課等には連絡してあり

ますので、追加質問いたします。

この配備通告は、県知事や全ての国会議員、市町村

長、県議会、市町村議会及び県民が反対しているにも

かかわらず、アメリカの言いなりになって配備を強行

するものです。県民を押し潰す強権政治、アメリカの

かいらい政治そのものではないか。戦後の銃剣とブル

ドーザーで土地を奪った行為と全く一緒であります。

沖縄県民は断じて屈服しません。知事の見解と配備阻

止への強い決意を伺います。

次に、沖縄の基地の形成過程と現状について。

沖縄戦では本土決戦の捨て石にされ、二十数万人の

とうとい命が失われ、戦後67年、復帰後40年たつとい

うのにいまだに米軍基地が押しつけられ、基地あるが

ゆえの事件・事故、米兵犯罪に苦しめられ続けている

ことは世界でも異常な状態であります。改めて沖縄戦

とはどんな戦争だったのか。県民はどのような犠牲を

強いられたのか。沖縄の米軍基地はどのように形成さ

れてきたのか。現在、どれだけの米軍基地が存在して

県民を苦しめ続けているのか。戦後の米軍による事

件・事故、犯罪の件数は幾らか。戦後の米軍機の墜落

事件は何件発生し、どれだけの県民が命を奪われ負傷

したのか。宮森小学校米軍ジェット機墜落事件、読谷

村のトレーラー落下による少女圧死事件について伺い

ます。

沖縄県民はだましの名人、ゴーヤーもつくり切れな

い怠け者と県民をばかにした元アメリカ総領事に続

き、新しく着任した総領事が「普天間基地は特に危険

であるという認識はしていない」、「どうして周りに住

宅が密集されたか不思議」と発言していますが、沖縄

の歴史をねじ曲げた、県民を愚弄するものではないで

しょうか。

⑶は取り下げます。

次に、県民大会と今後の県の対応について。

９月９日に行われた「オスプレイ配備に反対する沖
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縄県民大会」は、宮古・八重山を含め10万3000人が参

加しました。今度の県民大会は、思想信条、政党支持

の立場の違いを超えた、沖縄の歴史にも特筆すべき大

会となりました。大会決議では、オスプレイ配備計画

の撤回と普天間基地の閉鎖・撤去を求めました。そし

て日米両政府が配備を強行するならば、基地反対の県

民の総意をまとめ上げていくことを宣言いたしまし

た。県知事の見解を伺います。

ニューヨーク・タイムズ紙は、社説で「日本での米

軍駐留の重い負担を引き受けてきた多くの住民にとっ

て、オスプレイの沖縄配備は、古傷に塩をすり込むに

等しい」、「あまりにも長い間、沖縄県民は実行を伴わ

ない約束だけを聞かされてきた。米国には、沖縄への

基地負担を軽減し、住民の懸念に耳を傾ける義務があ

る。手始めに、オスプレイを別の場所に配備してもよ

い」、こう書くなど米国の世論にも確実に影響を与え

ていると思いますが、見解を伺います。

県は、米国や本土での世論の動向をきちんと把握し

て県民にも明らかにするとともに、沖縄の実態を全世

界に発信する必要があるのではないでしょうか。

歴史的な今度の県民大会には、残念ながら知事が欠

席しました。多くの県民の失望と怒りを買いました。

この事実を厳粛に受けとめる必要があります。知事は、

市民運動と行政の長の役割は違うと述べましたが、オ

スプレイ配備をやめさせるための、行政の長としての

具体的な方策について県民の前に明らかにしてもらい

たい。同時に、「オスプレイの配備を強行して万が一

事故でも起きたら、全基地の全面撤去へ向かう」と述

べましたが、知事がその先頭に立つ決意を改めて伺い

ます。

県民大会実行委員会では、今後、県内の自治体ごと

の抗議行動を展開するとともに、オスプレイの低空飛

行訓練ルート下の全国の自治体への大会決議を送付し

て議会決議などを要請していくことや、訪米代表団の

派遣、普天間基地第３ゲート前での座り込み抗議行動

などを決めました。県も共同歩調をとるべきではない

でしょうか。

同時に県として、全国民へ訴える沖縄からのアピー

ルを全国紙と米国の新聞に掲載すること、低空飛行訓

練が行われる全国の自治体とのシンポジウムや共同の

アピールを出すこと、国連に対して沖縄の現状を県と

して訴えることなどを検討すべきであります。行政の

長として、最低限これらのことは実行してもらいたい

と思います。

次に、オスプレイ配備の狙いと欠陥について。

オスプレイは海外への侵攻目的のために開発され、

沖縄に配備されるものであります。オスプレイが普天

間基地に配備された場合、行動半径はどの国まで及ぶ

のか。１回空中給油すればどの国まで広がるのか。抑

止力どころか軍事的緊張を高めるものであります。

オスプレイに反対して騒いでいるのは沖縄や日本だ

けだと米軍関係者が攻撃していますが、海兵隊のＭＶ

22オスプレイが配備される国は日本だけではないでし

ょうか。また、ハワイや米本国では住民の反対で計画

が変更になっているではありませんか。

オスプレイは欠陥機です。アメリカの航空専門家は

次の欠陥を指摘していますが、県民の命と安全にかか

わることなので、県としてきちんと対応すべきです。

以下の見解を問うものです。

１、オートローテーション機能の欠如について、２、

ボルテックス・リング・ステート（ＶＲＳ）に陥った

際、制御不能になりやすいことについて、３つ目、パ

イロットの操縦に起因する振動（ＰＩＯ）が発生しや

すいことについて、４つ目、左右に回転翼があるとい

う構造上、油圧・電気・機械系統が長く複雑になり、

ふぐあいが生じやすいということについて、５つ目、

ほかの航空機との近接飛行、編隊飛行の際に発生する

気流により、制御不能になることがあることについて、

６つ目、着陸時に激しい吹きおろし（ダウンウォッシ

ュ）が起こり、周囲のものを吹き飛ばすことについて

見解を伺います。

オスプレイが配備されると、米軍の環境レビューに

よると普天間基地周辺、伊江島、高江の訓練場では、

これまでの飛行回数からどれだけの飛行回数に増加す

るのか。

高度60メートルの訓練を行うとありますが、どこで

行うのか。北部訓練場では高度15メートルでの飛行訓

練を行うとしていますが、住民の生活と世界遺産候補

の自然環境が破壊されるのではないか。

これまでの墜落は人為的ミスと片づけられてきまし

たが、沖縄に配備される海兵隊員は、ほとんどが新兵

や訓練度の未熟な兵隊が訓練するために配置された兵

隊であります。沖縄で訓練する海兵隊員の飛行時間ご

との実態について伺います。

高江のヘリパッドはオスプレイの訓練のためとはっ

きりした以上、建設中止を求めるべきであります。ま

た、高江であろうとどこであろうと、オスプレイの飛

行訓練は認めるべきではありません。

次に、世界一危険な普天間基地の早期閉鎖・撤去せ

よというのは県民の総意です。国は、辺野古新基地建

設の環境影響補正評価書を年内に県に送付し、その後、

埋立認可申請を提出すると思いますが、県の対応を伺
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います。知事は、埋め立ては認可しないときっぱりと

明言すべきであります。

次に、日米安保条約をやめて日米平和友好条約に切

りかえることを求めることについて。

米軍はオスプレイの配備について、「安保条約上の

権利」と述べ、野田首相は「アメリカにどうのこうの

と言えない」と述べました。安保条約上の権利とは何

か、日本政府がどうのこうのと言えない理由は何か、

見解を伺います。

日米安保条約は1951年９月８日、サンフランシスコ

条約の調印後、米軍基地に移されて調印式が行われて

いますが、日本の全権代表団６人のうち２人はこの経

過に疑問を抱き出席を断りました。残りの３名も署名

を拒否しました。結局アメリカ側はアチソン国務長官

ら４人の代表が調印しましたが、日本側で調印したの

は吉田首相ただ１人だけでした。日本側で日米安保条

約に調印したのはなぜ吉田首相だけだったのか。この

いきさつについて、解禁されたアメリカ国務省の極秘

内部報告書は、安保条約の条文は1951年９月８日のサ

ンフランシスコの調印まではごくわずかな日本政府関

係者以外誰も知らされていなかった。もちろん、一般

の国民はその内容を知る由もなかった。吉田首相だけ

が日本代表として調印したのも、残りの日本側全権使

節は条約の内容を知っていなかったからだと書いてい

ます。

さらに同報告書は、日本政府関係者も国民も、日米

安保条約はある意味で強制が生み出した産物だと考え

る傾向がある。そう考えるのは、日米安保条約交渉を

特徴づけてきた秘密のせいであり、安保条約が占領時

代に締結されたという事実のせいでもあるとアメリカ

の報告書は書いています。日米安保条約体制は、表に

出ている条約とともに、日米の秘密協定という多くの

裏の条約によって米軍が日本全土に基地を置き、そし

てその基地を自由に米軍が使用し、そして米兵が犯罪

を犯しても日本の法律では罰せられない、日本は何も

言うことができない、まさに従属的なものになってい

るのです。オスプレイの強行配備も安保条約があるか

らであります。安保条約をなくして平和友好条約に切

りかえるべきだというのが今県民の大きな願いになっ

ています。知事は、この沖縄の現状に疑問を持たない

のか。日米平和友好条約へ切りかえを求める時期に来

ているのではないでしょうか。見解を問うものです。

次に、尖閣列島問題について。

尖閣諸島をめぐって、日本と中国の両国間の対立と

緊張が深刻な事態になっています。この対立が紛争へ

とつながり、戦争に発展することは絶対に避けなけれ

ばなりません。日本への批判を暴力であらわす行動は、

いかなる理由であれ絶対に許されるものではありませ

ん。日本と中国の双方が物理的対応の強化や軍事的対

応論を厳しく自制することが必要です。

日本共産党は尖閣諸島について、日本の領有は歴史

的にも国際法上も正当であるという見解を一貫して表

明しています。

第１は、1895年の日本による領有の宣言は、無主の

地の先占という国際法上全く正当な行為であったとい

うことです。第２は、中国側の主張の最大の問題点は、

1970年までの75年間にわたって日本の領有に対して一

度も異議も抗議も行っていないことです。第３に、中

国側は日清戦争に乗じて奪ったものだと主張していま

すが、日清戦争の講和条約である下関条約とそれに関

する交渉記録を見てもこの主張は成り立たないという

ことです。日本による尖閣諸島の領有は、日清戦争に

よる台湾・澎湖諸島の割譲という侵略主義、領土拡張

主義とは異なる正当な行為だったということです。

同時に、尖閣問題を解決するためには、日本政府が

領土問題は存在しないという立場を改め、領土にかか

わる紛争が存在することを正面から認め、冷静で理性

的な外交交渉によって日本の領有の正当性を堂々と主

張し解決を図るという立場が大切です。

県議会はさきの臨時議会で、日本政府に冷静で平和

的な外交交渉での解決を求める意見書を採択しました

が、その後の事態はその重要性をますます明らかにし

ています。県知事の見解を伺います。

物理的な対応の強化、軍事的対応論は日中の緊張の

激化を呼び起こし、冷静な外交的解決に逆行するもの

です。このような中での与那国島への自衛隊配備は、

日中間での緊張をますます高める事態になることは明

らかです。米ワシントン・ポストは、日本が中国との

尖閣諸島の領有権などをめぐり、徐々にだが右傾化へ

の重大な変化の真っただ中にあり、第二次世界大戦後

のどの時期よりもこの地域で対決色を強めていると憂

慮する記事を掲載しています。県として配備の中止を

求めるべきであります。

民主党政権の異常なアメリカ言いなり、財界・大企

業言いなりの政治について。

沖縄と日本の農業を初め経済をアメリカに売り渡す

ＴＰＰへの参加、福島原発事故で国民の圧倒的多数が

原発ゼロを求めているのに、原発を再稼働し、原発建

設計画を推進する。国民の多くが反対しているのに、

財界・大企業の求めに応じて消費税増税を強行する。

そして圧倒的な沖縄県民が反対しているのにオスプレ

イの配備を強行する。まさにこれらは全てアメリカ、
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財界・大企業言いなりではないでしょうか。

一括交付金は、ひもつきではなく自由に使えるとい

ううたい文句でしたが、現実的には県民の願いである、

例えば国保税を引き下げてほしいなどの切実な願いに

応えるものにはまだまだなっていません。もっと県民

の生活と福祉の実態に即し、その苦難を軽減すること

に使えるようにすべきであります。

子供の医療費の中学校までの入院無料化が10月１日

から始まりますが、通院費も中学校まで広げること、

窓口無料化も早期に実施することを求めます。

国保税が高くて払えない県民がふえています。運営

する市町村も財政的に厳しい状況にあります。この高

過ぎる国保税を引き下げるために、県として市町村を

他県と同様に財政的に支援すべきであります。

これまでの振興計画の中で、県民の住宅環境整備は

おくれた分野になっています。特に、低所得者向けの

公営住宅の建設は全国平均に２万戸も不足していま

す。公営住宅の建設計画について伺います。

先日も津波警報が発令され、最大級の台風が連続し

て沖縄を通過しました。防災の先頭に立つべき消防士

が全国の53％という状況を解消する県の計画について

伺います。

学校でのいじめによる自殺問題が繰り返されていま

す。学校や校長の評価制度がいじめを隠蔽する体質を

つくっているのではないか。人間としての全人格的な

成長を図るという教育本来の目標から、テストの成績

だけが重視される競争教育になっているのではない

か。県としての対応を問うものです。

県立病院は、この間の努力で経営が大幅に改善して

います。医師、看護師の確保をさらに強化して、県民

の命、健康、医療を守るために県立病院として存続さ

せるべきです。独立行政法人化は断念すべきです。

台風15号、16号の被害の状況と県の対応を伺います。

特に、去年までの台風災害の教訓を生かしてどのよう

な対策をとったか。その結果、被害を減少させること

ができたかどうか伺います。

識名トンネル問題など不正、不適正事業執行をなく

すことについて。

県議会は、さきの議会で、識名トンネル問題の解明

及び再発防止策がまだ不十分だとして百条調査委員会

を設置するとともに、知事の減給処分の議案も継続審

議にしました。県警察も捜査に着手しました。知事の

認識と対応を伺います。

過度の人減らし、県の経理実務、検査業務などの部

署、人材が削られた結果も一因ではないか。県は、組

織体制の見直しで内部牽制体制の強化を行うとのこと

ですが、見解を伺います。

○議長（喜納昌春君） ただいまの渡久地修君の質問

に対する答弁は、時間の都合もありますので休憩後に

回したいと思います。

20分間休憩いたします。

午後３時30分休憩

午後３時55分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

休憩前の渡久地修君の質問に対する答弁を願いま

す。

仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 渡久地修議員の御質問に答

弁をいたします。

まず第１に、尖閣列島問題についての御質問の中で、

尖閣問題における県議会の意見書についての御質問に

お答えいたします。

尖閣につきましては、意見書でも触れられておりま

すように、冷静かつ平和的な外交交渉による解決を県

といたしましても望んでいるところでございます。

次に、民主党政権の異常なアメリカ言いなり、財

界・大企業言いなりの政治についての御質問の中で、

同じようにアメリカ、財界・大企業の言いなりではな

いかという御趣旨の御質問にお答えをいたします。

民主党政権は、平成21年９月の発足以来、東日本大

震災の復興対策や原子力発電所問題への対応、そして

水俣病被害者の救済への対応などなどの政策課題に取

り組んでいると承知いたしております。また、沖縄に

つきましては、この４月１日からスタートしました新

しい沖縄振興法、そして基地の跡利用促進法とでもい

うべき２つの法律の制定、一括交付金の仕組み、そし

て新しい10年の初年度の予算の確保などなどしっかり

と政策を展開していただいたと考えております。評価

につきましては、差し控えたいと考えます。

その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君） 沖縄の基地の形成過

程と現状についての御質問の中で、沖縄戦の認識及び

県民の犠牲についてお答えいたします。

沖縄戦は、住民を巻き込んだ地上戦が行われた過酷

で悲惨な戦争であったと認識しております。その結果、

多くのとうとい命が犠牲となり、かけがえのない文化

遺産や美しい自然が失われたと考えております。

以上でございます。
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○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 沖縄の基地の形成過程

と現状について、米軍基地の形成過程についてお答え

いたします。

去る沖縄戦において激しい戦闘の末、沖縄を占領し

た米軍は、住民を一定の地区に設置した収容所に強制

隔離し、軍用地として必要な土地を確保した上、基地

の建設を進めてまいりました。その後、朝鮮戦争の勃

発等、極東における国際情勢の変化により、米国は沖

縄に大規模な軍事基地の建設を開始いたしました。昭

和27年４月の対日平和条約の発効により沖縄は米国の

施政下に置かれ、その後も米国は既接収地の使用権原

と新規接収を根拠づける布令を次々発布し新たな土地

接収を強行していきました。戦後27年間に及ぶ米軍統

治下において「銃剣とブルドーザーによる接収」と呼

ばれた民有地の強制接収などによって沖縄県の広大な

米軍基地が形成されたものと承知しております。

次に、在沖米軍基地について、どれだけ存在してい

るのかという御質問にお答えいたします。

平成23年３月末現在、本県には34の米軍施設が存在

し、面積は２万3247ヘクタールで、県土面積の10.2％

を占めております。

次に、米軍機の墜落件数と死傷者数についてお答え

いたします。

県が把握している米軍航空機墜落事故は、復帰後43

件となっております。また、航空機関連事故での死傷

者等については復帰後24件、84人となっており、その

中での民間人の負傷者は１人となっております。

次に、宮森小学校ジェット機墜落事故及び読谷トレ

ーラー少女圧死事件についてお答えいたします。

宮森小学校への米軍機墜落事故は、昭和34年６月、

嘉手納基地所属の戦闘機が当時の石川市宮森小学校に

墜落し、児童11人を含む17人が死亡、多数の負傷者が

出た事故であります。また、読谷村で発生した米軍ト

レーラー落下による少女圧死事件は、昭和40年６月、

落下傘を取りつけた米軍のトレーラーが投下目標を外

れ民家近くに落ち、庭先で遊んでいた当時小学校５年

生の少女が死亡した事件であります。

次に、マグルビー在沖米国総領事の発言についてお

答えいたします。

在沖米国総領事の発言については報道等により承知

しております。普天間飛行場は市街地の中心部に位置

し、周辺には学校や住宅、病院等が集中する極めて危

険な状況にあり、一日も早い移設・返還が必要である

との共通認識に基づき日米両政府が取り組みを進めて

きたものであります。同総領事に対しましては、私か

ら直接、これらについて十分認識するよう強く求めた

ところであります。

次に、県民大会と今後の県の対応についての御質問

の中で、県民大会の決議についてお答えいたします。

去る９月９日に開催された県民大会については、与

野党を超え各界各層を網羅し大変多くの方々が参加さ

れ、オスプレイ配備に関し意見を述べられたことは大

きな意義があったと考えております。

県としましては、各界各層が参加される運動と行政

がそれぞれの立場で協力し事態の解決を図ることが適

切であると考えております。

次に、米国や本土での世論の動向についてお答えい

たします。

県民大会については、ニューヨーク・タイムズのほ

かにも海外で報道がなされております。県としまして

も、インターネット等を通じてその内容について情報

収集を行っております。海外や日本本土において沖縄

の情報が発信されることは、沖縄の基地問題への理解

と支援を得るために意義あるものと考えております。

今後とも、これらの内容を分析し、基地問題に関する

県の施策に反映してまいります。

次に、具体的な方策と決意についてお答えいたしま

す。

去る９月19日に政府から、ＭＶ22オスプレイの沖縄

配備について飛行運用を開始させる発表がありました

ことは極めて遺憾であります。９月24日及び25日に上

京し、防衛大臣と官房長官に対し配備の中止を要請し

たところであります。なお、海外出張のため対応でき

ない総理大臣と外務大臣には御両者宛ての要請文書を

お預けしたところであります。

県としましては、安全性の確認がなされ、県民の不

安が払拭されない限り配備の中止を政府に強く求めて

まいる決意であります。

次に、実行委員会との共同歩調等についてお答えい

たします。

問題の解決を図るためには、各界各層が参加される

運動の高まりを受け、行政が実務的な交渉を行うとい

う役割分担が大切であり、両者がそれぞれ全力を挙げ

て問題に取り組むことがよりよい形だと考えます。

県としましては、県民大会の結果を踏まえ、政府に

対し安全性の確認がなされ、県民の不安が払拭されな

い限り配備を中止することを強く求めてまいります。

全国民へ訴える沖縄からのアピールの全国紙等への掲

載、低空飛行訓練が行われる全国の自治体とのシンポ

ジウムと共同アピール、及び国連に対して沖縄の現状
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を訴えることなどについては御提案として承りたいと

考えております。

次に、オスプレイ配備の狙いと欠陥についての御質

問の中で、オスプレイの行動半径についてお答えいた

します。

防衛省によりますと、オスプレイの行動半径は約

600キロメートルとされております。また、１回空中

給油を行った場合には約1100キロメートルとされてお

り、韓国、中国、台湾及びフィリピンの北部が行動半

径に入るとされております。

次に、オスプレイが配備される国等についてお答え

いたします。

防衛省によりますと、ＭＶ22はイラクやアフガニス

タン、ハイチで運用されております。また、ハワイや

米本国における訓練計画の変更等については沖縄防衛

局に照会を行っているところでありますが、まだ回答

がございません。

次に、オートローテーション機能の欠如についてお

答えいたします。

県は、オートローテーション機能の有無等について

８月１日付で防衛省に質問文書を提出いたしました。

同質問文書への防衛省の回答によりますと、両エンジ

ン出力喪失時の措置は飛行状態によりナセル角度60度

以上の場合は、垂直離着陸モードに遷移し、オートロ

ーテーションにより降下し着陸するとのことでありま

す。

次に、ボルテックス・リング・ステートについてお

答えいたします。

一定の速度を超えた急降下時に気流が発生し制御不

能になるボルテックス・リング・ステートは、2000年

４月の墜落事故原因とされております。防衛省により

ますと、米軍は事故後の対策として飛行可能な速度や

高度の範囲の改訂や効果的回避手順の制定などをとっ

たとしております。

次に、操縦に起因する振動（ＰＩＯ）についてお答

えいたします。

パイロットの操縦に起因する振動（ＰＩＯ）につい

ては、それが要因であった過去の事故の有無等を沖縄

防衛局に照会しているところであり、いまだ回答は得

られておりません。

次に、油圧・電気・機械系統のふぐあいについてお

答えいたします。

2000年12月と2007年11月の２件の墜落事故は、油圧

系統等の問題が事故の原因とされております。防衛省

によりますと、米軍は事故後の対策として、エンジン

のナセル部分に配線された油圧系統ラインの取りつけ

部の再設計、破損防止のための油圧ラインの強化など

をとったとされております。

次に、編隊飛行の際の気流による制御不能について

お答えいたします。

政府は、９月11日にフロリダにおけるＣＶ22墜落事

故に関する分析評価報告書を公表し、編隊飛行中に後

方乱気流から離隔させなかったことが要因の一つであ

るとしております。県は、同分析評価報告書の内容に

ついてさらに説明を求めるため、防衛省へ質問文書を

提出したところであります。９月24日付で防衛省から

質問文書への回答があり、現在、その内容を精査確認

しているところであります。

次に、ダウンウォッシュについてお答えいたします。

オスプレイの下降気流については、環境レビューに

おいて、ＣＨ46より著しく高い下降気流風速を生じさ

せるなどとされていることから、県は下降気流の影響

など環境レビューの内容について防衛省に質問文書を

提出いたしました。９月19日付で防衛省から質問文書

の回答があり、現在、その内容を精査確認しておりま

す。

次に、飛行回数の増加についてお答えいたします。

環境レビューによりますと、オスプレイの年間運用

回数は、現在のＣＨ46に比べ普天間飛行場は2586回の

減少、伊江島補助飛行場は3880回の増加、高江の建設

予定の着陸帯では420回の減少となっております。

次に、北部訓練場での飛行訓練についてお答えいた

します。

環境レビューによりますと、オスプレイは地上15メ

ートルから60メートルまでの低高度訓練を北部訓練場

の地形飛行経路で行うことになっております。自然環

境等への影響については、環境レビューにおける県環

境への影響評価について防衛省に質問文書を提出し、

その影響を確認しているところであります。

次に、隊員の飛行時間についてお答えいたします。

県は、防衛省に、沖縄に配備予定のＶＭＭ265部隊

所属隊員のオスプレイの運用上の必要条件となる経験

飛行時間をクリアしているかについて質問をいたしま

した。この質問に対し、防衛省から、具体的な飛行時

間については部隊の能力にかかわるものであるため公

表することができないとの回答がありました。

次に、高江ヘリパッドの建設中止についてお答えい

たします。

北部訓練場の過半の返還について、県はＳＡＣＯ合

意事案を着実に実施することが本県の基地の整理縮小

及び地元の振興につながることから、その実現を求め

ているものであります。その条件とされている６カ所
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のヘリ着陸帯の移設について、これまでも地元と連携

し住民生活及び自然環境への配慮を求めてきたところ

であります。ＭＶ22オスプレイについて、県は同機種

の安全性に対する政府の説明は不十分であり、県民の

不安が払拭されておらず配備の中止を求めているとこ

ろであります。

次に、普天間基地についての御質問の中で、公有水

面埋立承認願書への対応についてお答えいたします。

現在、政府は環境影響評価書の補正作業を進めてい

るものと認識しておりますが、現時点で公有水面埋立

承認願書が提出される時期等については示されており

ません。仮に提出された場合には、関係法令にのっと

り検討せざるを得ませんが、県としましては、地元の

理解が得られない移設案の実現は事実上不可能であ

り、普天間飛行場の県外移設を求める考えに変わりは

なく、これを踏まえつつ適切に対処してまいります。

次に、日米安保条約をやめて日米平和友好条約へ切

りかえることを求めることについてお答えいたしま

す。この中で、オスプレイ配備と日米安保条約につい

てお答えいたします。

米国政府が安保条約上の権利と述べたこと及び野田

首相の発言につきましては、オスプレイ配備に関して

は安保条約第６条の実施に関する交換公文により取り

決めた事前協議の対象外になることを述べたものと考

えております。

次に、日米平和友好条約への切りかえについてお答

えいたします。

県としましては、戦後の日本が国際紛争に巻き込ま

れることもなく経済が発展し平和な国民生活を享受で

きたのは、日米安全保障体制を含む日米同盟関係が我

が国及び東アジアにおける国際平和と安定維持に寄与

していることによるものと理解しております。また、

県としましては、国際社会のルールにのっとって構築

された現実的な安全保障体制であると理解しておりま

す。

なお、日米安全保障体制が安定的に維持されるため

には何より沖縄の社会的・政治的安定が不可欠であ

り、そのためには沖縄県の過重な基地負担の軽減が必

要であると考えており、日米両政府に対し引き続き負

担軽減を強く訴えているところであります。

次に、尖閣列島問題についての御質問の中で、与那

国島への自衛隊配備についてお答えいたします。

自衛隊の配備については、我が国の防衛やさまざま

な緊急事態対応などの観点から、政府において適切に

検討されるべきものと認識しております。

県としましては、配備に当たり政府において地元に

対し十分に説明をし理解と協力を得るため最大限の努

力をするべきであると考えております。

次に、消防士不足の解消についてお答えいたします。

平成21年度の消防庁実施調査によると、県内の消防

職員数は1500人で国の指針が示す目標数2826人に対し

て53.1％の充足率にとどまっており、消防職員の充実

を含む消防体制の強化は重要であると考えておりま

す。消防職員の定数は市町村の条例で定めるものであ

ることから、県と市町村で消防体制の課題や充実強化

策等について幅広く検討を行う「沖縄県消防力強化意

見交換会」において、今後、必要な施策を検討してま

いりたいと考えております。

次に、議員の緊急質問として質問をされました配備

通告への見解と配備阻止の決意についてお答えいたし

ます。

昨日、沖縄防衛局から、オスプレイが早ければ28日

から普天間飛行場へ移動する可能性があると連絡があ

りました。県は、これまであらゆる機会を通じてオス

プレイの配備見直しと徹底した説明を求め、９月24日

及び25日に政府に対し配備中止を強く申し入れたにも

かかわらず配備計画が進められていることはまことに

遺憾であります。

県としましては、安全性が確保されない限りオスプ

レイの配備及び運用をさせないよう強く求めてまいる

決意であります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。

〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君） 沖縄の基地の形成過程

と現状についての御質問の中で、米軍による事件・事

故、犯罪の件数についてお答えいたします。

復帰後から本年８月末までの米軍構成員等による刑

法犯検挙件数は5790件、5698名であり、一方、平成13

年から本年８月末までの米軍構成員等による交通事故

の発生件数は1894件で、うち死亡事故は26件となって

おります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 総務部長。

〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君） 一括交付金についての御

質問の中で、一括交付金の県民生活及び福祉分野への

活用についてお答えいたします。

沖縄振興特別推進交付金は、沖縄振興に資する事業

等を県が自主的な選択に基づき実施できる制度として

創設され、本県の実情に即してより的確かつ効果的に

施策を展開することが可能なものとなっております。
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沖縄県では、同交付金を活用し、子育て・福祉の分野

では、放課後児童クラブの公的施設への移行に係る施

設整備費等への支援、民間アパートを活用した母子家

庭の母への生活・就労支援や、離島地域における介護

サービスの提供確保のための市町村支援、離島振興の

分野では、離島住民等の交通コストへの支援や、沖縄

本島から小規模離島へ輸送される生活必需品の輸送経

費等を支援する実証実験の実施、雇用の分野では、若

年者・寡婦・中高年者などの人材育成や雇用機会の拡

大、新規学卒者の就職までの一貫した支援の実施など、

本県独自の施策の展開を図っているところでありま

す。

次に、識名トンネル問題など不正、不適正事業の執

行をなくすことについての御質問の中で、内部牽制体

制の強化についてお答えいたします。

組織体制については、行政の効率化及び意思決定の

迅速化とあわせて各種行政執行のチェック機能の確立

が重要であると考えております。

県としては、県民の信頼を損ねる不祥事案の発生を

未然に防止するため、チェック機能の強化や検査体制

の見直しなど、内部統制機能の強化を図ってまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君） 子供の医療費の入院

費無料化についての御質問の中で、子供医療費助成事

業についてお答えいたします。

通院の年齢引き上げについては、平成24年10月から

の入院の対象年齢の拡大による事業費の動向や効果を

見きわめ、また、実施主体である市町村の意向も踏ま

え慎重に検討していきたいと考えております。現物給

付について、県が市町村に調査した結果では、過剰受

診の増加や国保財政へ与える影響が大きいことを理由

に39の市町村が反対しております。さらに、沖縄振興

拡大会議の場において、市長会・町村会・市議会議長

会・町村議長会からの共通要望として、現物給付は困

難であり、自動償還を求める要望があります。

県としては、市町村からの要望が強い自動償還の導

入に向けて検討を進めております。

次に、国保税の引き下げについての御質問の中で、

国保税引き下げのための県の支援についてお答えいた

します。

市町村国民健康保険は、国・県の公費負担や保険税

等を財源として、保険者である市町村の責任により運

営されております。県では、市町村に対し、国民健康

保険法に基づき国保税の軽減措置や医療給付費に対す

る支援を行っているところであり、国保税引き下げの

ために独自の支援を行うことは困難であると考えてお

ります。

次に、県立病院の存続についての御質問の中で、県

立病院の経営状況等及び経営形態についてお答えいた

します。

県立病院事業の平成23年度決算については、引き続

き収支が改善され財務面の健全性の回復が進んできた

ものと認識しており、このような経営改善は病院現場

の経営努力に加え一般会計からの支援等によるものと

考えております。今後は、県立病院が地域において必

要とされる医療を持続的・安定的に提供していくこと

ができるかが課題となると考えております。平成24年

度の検証委員会においては、平成23年度決算等をもと

に経営改善が実現したか、持続的な経営の健全化が達

成される見込みがあるかを検証することになってお

り、その検証結果を参考に総合的に経営形態の判断を

することとしております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君） 全国平均に２万戸

も不足している公営住宅の建設計画についてお答えい

たします。

現在、昭和40年代後半から50年代前半に建設した大

量の公営住宅が建てかえ時期を迎えていることから、

県では、危険な団地の建てかえを優先的に行っており、

県営住宅の新設については厳しい状況にございます。

しかしながら、本県は全国に比べ公営住宅の需要が高

いことから、公営住宅のストックをふやすため、建て

かえの際に戸数をふやすことや民間賃貸住宅の借り上

げ等の検討を行っているところでございます。

台風15号、16号の被害の状況と県の対応についての

中で、台風15号、16号の被害状況と県の対応及び台風

災害教訓についての御質問にお答えいたします。

土木建築部が管理する施設における台風15号による

被害は、県道那覇糸満線及び国道449号におけるのり

面崩壊及び護岸決壊等、名護市東江海岸での砂の堆積、

本部港本部地区及び仲田港仲田地区でエプロン崩落及

び被覆石の崩落等、県営住宅においては、大橋市街地

住宅ほか22団地にて設備故障、雨漏り等の被害が発生

しました。被害のあった箇所については応急措置等を

行ったところであります。また、台風16号における被

害は、国頭東線ほか４路線における路肩崩落及びのり

面崩壊、本部町における高潮等による浸水、東村平良
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海岸ほか５海岸における被覆石崩壊等、また、中城湾

港馬天地区での防波護岸被覆ブロック等の破損等の被

害が発生しました。これらの被害につきましても速や

かに撤去及び応急措置等を行ったところであり、現在、

台風15号及び16号について、本格復旧に向け取り組ん

でいるところであります。

なお、土木建築部においては、過去の台風災害に鑑

みて昨年の８月に社団法人沖縄県建設業協会とことし

の５月には社団法人沖縄県中小建設業協会と災害協定

を締結いたしました。台風15号関連で宮古島市におい

て同協定に基づき応急工事を実施したところでござい

ます。

識名トンネル問題など不正、不適正事業執行をなく

すことについての御質問の中で、識名トンネル工事契

約問題における認識と対応についてお答えいたしま

す。

識名トンネル工事契約問題については、行政考査の

結果、問題の原因及び背景として、関係職員の法令等

に対する安易な考え方、本庁の関与や組織・権限など

の業務執行上の問題に加え、根底には職員の平常時の

危機管理に関する知識及び意識が希薄であったことな

どが明らかとなりました。このため、コンプライアン

ス研修の実施等による職員の意識改革、土木建築部の

内規等の見直しとその周知徹底、本庁の適正な関与の

ための体制の強化等に取り組んでいるところでありま

す。

今後は、このような問題を二度と発生させないよう

再発防止策に万全を期してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 学校でのいじめについての

御質問で、学校評価・いじめ問題等についてお答えい

たします。

いじめは決して許されるものではなく、早期発見・

早期対応により早期解決を図る必要があります。学校

評価や校長評価制度は学校教育全般について点検・評

価を行い、学校運営改善のサイクルを確立し、いじめ

等の問題行動を未然に防止する学校体制づくりの支援

システムでもあります。

県教育委員会としましては、児童生徒一人一人の豊

かな心の育成、確かな学力の定着、健やかな体の育成

を図るとともに、キャリア教育の充実により「夢や希

望」、「生きる力」を育み、魅力ある学校づくりの支援

に努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。

〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君） 台風15号、16号の農

林水産業被害と事前対策についての御質問にお答えし

ます。

８月26日に襲来した台風15号による農林水産業被害

は、サトウキビ、露地野菜などの農作物や、林道や農

道など農林水産業基盤施設が被害をこうむっており、

被害額約９億8000万円となっております。また、９月

16日に襲来した台風16号による農林水産業被害は、サ

トウキビ、かんきつ類などの農作物、漁船や養殖施設、

漁港など水産関係が被害をこうむっており、被害額約

12億8000万円となっております。

過去の台風の教訓から得た農林水産関係における事

前対策としては、農家等に対し台風対策を徹底するよ

う周知してきたところであります。また、施設整備に

おいては、防風効果の高いハウスの開発・導入の推進、

台風に強い品種の開発・普及、防風・防潮林の整備推

進などにより農林水産業の被害軽減を図っているとこ

ろであります。具体的には、菊などの施設栽培におい

て被害が軽減されたとの報告を受けております。

県としましては、今後とも沖縄振興交付金を活用し、

災害に強い栽培施設の整備事業、沖縄型農業共済推進

事業、農地保全整備事業、治山事業、漁港防災対策支

援事業などを推進し、台風災害等への事前の備え、農

林水産物の安定生産、農林漁業経営の安定化に取り組

んでまいります。

以上でございます。

○渡久地　修君 議長、休憩。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後４時30分休憩

午後４時32分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 失礼をいたしました。

航空機事故の犠牲者につきましては大変申しわけな

いんですが、県におきましては復帰前の数字というの

は具体的にしっかり残っておりません。しかしながら、

御答弁いたしましたとおり宮森小学校での小学生の17

人の死亡者も含めかなり多くの県民が犠牲になってい

るということでありますので、そのあたりはしっかり

と調べてまいりたいと思っております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 渡久地　修君。
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〔渡久地　修君登壇〕

○渡久地　修君 知事、沖縄のこの基地問題を解決す

るには、私は全国の世論に訴えること、そしてアメリ

カの世論に訴えること、そして国際世論に訴えるとい

うことはとても大事だと思うんですよ。そういう立場

でやってもらいたいと思うんですが、いつも提案とし

て受けとめますじゃだめですよ。ぜひこれはしっかり

やってください。答弁お願いします。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 再質問に答弁させていただ

きますが、全国の世論、アメリカの世論、国際的な世

論に沖縄の基地問題を訴えなさいという御趣旨の御下

命ですが、確かに何度か承っております。今の知事公

室の基地担当の仕組み・組織を少し変えたのは、きち

っと生のデータをもとに研究もやりながら、おっしゃ

るようなことも取り組んでいくべきだろうということ

で組織も変更してやっております。いずれそういうこ

とも出てくると思います。

○議長（喜納昌春君） 以上をもって代表質問は終わ

りました。

本日の日程はこれで終了いたしました。

次会は、明28日定刻より会議を開きます。

議事日程は、追って通知いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

午後４時35分散会
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平成24年９月28日

沖縄県議会（定例会）会議録
平成24年

第 ５ 回

（第 ４ 号）



議　　事　　日　　程　第４号

平成24年９月28日（金曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案、乙第１号議案から乙第20号議案まで、認定第１号から認定第23号まで及び諮問第１号

（質疑）

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案、乙第１号議案から乙第20号議案まで、認定第１号から認定第23号まで及び諮問第１号

甲第１号議案　平成24年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）

乙第１号議案　沖縄県防災会議条例及び沖縄県災害対策本部条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県男女共同参画センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の

一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県森林保全及び木材利用促進特例基金条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄自由貿易地域及び沖縄特別自由貿易地域内施設の設置及び管理に関する条例の

一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県空港の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県警察の組織に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第８号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第９号議案　財産の取得について

乙第10号議案　財産の取得について

乙第11号議案　土地の処分について

乙第12号議案　債権の放棄について

乙第13号議案　訴えの提起について

乙第14号議案　車両損傷事故に関する和解等について

乙第15号議案　違約金存否確認等請求調停事件の調停について

乙第16号議案　指定管理者の指定について

乙第17号議案　県道の路線の認定及び廃止について

乙第18号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分について

乙第19号議案　平成23年度沖縄県工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処分について

乙第20号議案　沖縄県収用委員会委員及び予備委員の任命について

認定第１号　平成23年度沖縄県一般会計決算の認定について

認定第２号　平成23年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について

認定第３号　平成23年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定について

認定第４号　平成23年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について

認定第５号　平成23年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について

認定第６号　平成23年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計決算の認定について
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認定第７号　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計決算の認定について

認定第８号　平成23年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について

認定第９号　平成23年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について

認定第 10号　平成23年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について

認定第 11号　平成23年度沖縄県林業改善資金特別会計決算の認定について

認定第 12号　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認定第 13号　平成23年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について

認定第 14号　平成23年度沖縄県自由貿易地域特別会計決算の認定について

認定第 15号　平成23年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について

認定第 16号　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認定について

認定第 17号　平成23年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定について

認定第 18号　平成23年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について

認定第 19号　平成23年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認定第 20号　平成23年度沖縄県公債管理特別会計決算の認定について

認定第 21号　平成23年度沖縄県病院事業会計決算の認定について

認定第 22号　平成23年度沖縄県水道事業会計決算の認定について

認定第 23号　平成23年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定について

諮問第１号　軌道敷設の工事施行認可申請に伴う意見について

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

出　席　議　員（47名）

23 番　　大　城　一　馬　君

24 番　　嶺　井　　　光　君

25 番　　前　島　明　男　君

26 番　　照　屋　守　之　君

27 番　　新　垣　良　俊　君

28 番　　仲　田　弘　毅　君

29 番　　新　垣　安　弘　君

30 番　　當　間　盛　夫　君

31 番　　照　屋　大　河　君

32 番　　狩　俣　信　子　さん

33 番　　赤　嶺　　　昇　君

34 番　　新　垣　清　涼　君

35 番　　前　田　政　明　君

37 番　　金　城　　　勉　君

38 番　　糸　洲　朝　則　君

39 番　　翁　長　政　俊　君

41 番　　新　垣　哲　司　君

42 番　　具　志　孝　助　君

43 番　　新　里　米　吉　君

44 番 嶺　善　伸　君

45 番　　奥　平　一　夫　君

46 番　　玉　城　義　和　君

47 番　　玉　城　ノブ子　さん

議　長　　喜　納　昌　春　君

副議長　　浦　崎　唯　昭　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　砂　川　利　勝　君

３　番　　具志堅　　　透　君

４　番　　又　吉　清　義　君

５　番　　末　松　文　信　君

６　番　　儀　間　光　秀　君　

７　番　　新　田　宜　明　君

８　番　　仲　村　未　央　さん

９　番　　玉　城　　　満　君

10 番　　西　銘　純　恵　さん

11 番　　比　嘉　京　子　さん

12 番　 田　勝　廣　君

13 番　　島　袋　　　大　君

14 番　　中　川　京　貴　君

15 番　　桑　江　朝千夫　君

16 番　　座喜味　一　幸　君

17 番　　呉　屋　　　宏　君

18 番　　仲宗根　　　悟　君

19 番　　崎　山　嗣　幸　君

20 番　　山　内　末　子　さん

21 番　　瑞慶覧　　　功　君

22 番　　渡久地　　　修　君



――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

欠　席　議　員（１名）

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

説明のため出席した者の職、氏名

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。

日程に入ります前に報告いたします。

説明員として出席を求めました公安委員会委員長翁

長良盛君は、別用務のため本日及び10月１日から３日

までの会議に出席できない旨の届け出がありましたの

で、その代理として本日及び10月１日の会議に公安委

員会委員與儀弘子さん、２日及び３日の会議に同委員

会委員安里昌利君の出席を求めました。

――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君） 日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案、

乙第１号議案から乙第20号議案まで、認定第１号から

認定第23号まで及び諮問第１号を議題とし、質疑に入

ります。

質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

嶺善伸君。

〔 嶺善伸君登壇〕

○ 嶺　善伸君 皆さん、おはようございます。

ことしは大型の台風が襲来しております。被災者の

皆さんにはお見舞いを申し上げます。

きょうは台風17号も八重山には警報が出ました。南

からは台風、北からはオスプレイ、危険にさらされて

緊張感の絶頂にあります。そういう意味では、先ほど

議長からありましたように、けさは９時から全議員・

会派がそろって県議会棟前の座り込みによるオスプレ

イ配備阻止ということで、140万県民に勇気を与え、

日米両政府に大きなメッセージを発することができた

と思っております。御苦労さんでした。

あのニューヨーク・タイムズが９・９県民大会のこ

とを社説で取り上げております。画期的な大きな成果

の一つだと思っております。アメリカは沖縄の人々の

声に耳を傾けなければならないと。そういう意味では

知事は大会の後、９月24日、25日に上京して関係大臣

及び政府にオスプレイ配備中止を強く訴えたとのこと

であります。しかし、その翌日、何と米軍普天間基地

へのオスプレイ配備を通告するという、本当に県民を

愚弄した政府決定であります。私たち県民はもとより、

知事は一番怒り心頭ではないかとこう思っておりま

す。ぜひ野田総理にも直訴して県民の思いを訴えても

らいたいとこう思っております。
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事 務 局 長

次 　 　 長

議 事 課 長

嘉　陽　安　昭　君

鉢　嶺　　　元　君

平　田　善　則　君

課 長 補 佐

主 　 　 幹

主 　 　 査

上　原　貴　志　君

佐久田　　　隆　君

嘉　陽　　　孝　君
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副 　 知 　 事

副 　 知 　 事

知 事 公 室 長

総 務 部 長

企 画 部 長

環境生活部長

福祉保健部長

農林水産部長
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土木建築部長

企 業 局 長

病院事業局長

仲井眞　弘　多　君

上　原　良　幸　君

与世田　兼　稔　君

又　吉　　　進　君

川　上　好　久　君

謝　花　喜一郎　君

下　地　　　寛　君

崎　山　八　郎　君

知　念　　　武　君

平　良　敏　昭　君

平　田　大　一　君

當　銘　健一郎　君

兼　島　　　規　君

伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者

知 事 公 室
秘書広報統括監

総 務 部
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教 育 委 員 会
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公安委員会委員

警 察 本 部 長

労 働 委 員 会
事 務 局 長

人 事 委 員 会
事 務 局 長

代表監査委員

真栄城　香代子　さん

新　城　　　清　君

仲　本　朝　久　君

中　野　吉三郎　君

大　城　　　浩　君

與　儀　弘　子　さん

村　田　　　隆　君

平　良　宗　秀　君

岩　井　健　一　君

知　念　建　次　君

48 番　　嘉　陽　宗　儀　君



それでは我々もオスプレイ配備阻止という決意を新

たにして、一般質問に入りたいと思います。

まず冒頭に、我が会派の仲村未央さんの代表質問に

関連してお聞きしておきます。

オスプレイの配備について、県民の不安は払拭され

ていない。オスプレイ運用開始は極めて遺憾であると、

これが県の見解であり答弁であります。しかし、政府

からの突然の配備通告に関し、24日、25日に政府に配

備中止を申し入れた直後だけに、これは今回の通知に

ついて知事の率直なお気持ちを聞いておきたい。そし

て、配備中止や阻止に向けた知事の取り組みの決意、

ぜひお聞かせいただきたいと思っております。

以下、通告に従って質問を行います。

まず知事の政治姿勢についてでありますが、在沖米

軍基地負担等の国と地方の役割の分担についてお聞か

せください。

ア、在日米軍専用施設の約74％が集中し、事件・事

故、騒音など人権をないがしろにされている国民を放

置している現状、これは民主国家というより差別国家

と言っても過言ではないと思っております。ことし３

月９日付で国連人種差別撤廃委員会から日本政府に対

し、沖縄における米軍基地の不均衡な集中を分析して、

在沖米軍基地建設計画に対する懸念を情報提供、要請

いたしました。しかし政府は、７月31日付で普天間飛

行場の危険性除去、あるいは負担軽減、我が国への安

全保障上の要請によるもので差別的な意図によるもの

ではないと、名護市辺野古への移設の正当性を説明し

ております。米軍基地の過重な負担状況は県民の頭越

しに犠牲を強いるものであり、差別的な構図に近いと

思います。知事の認識をお伺いいたします。

イ、欠陥輸送機オスプレイ配備について、野田総理

大臣のどうしろこうしろという話ではないとこう述べ

る認識は、主権国家というよりは米国追従国家と言わ

れても仕方ありません。オスプレイ沖縄配備は県内41

市町村議会、そして県議会が全会一致で反対している

ものであり、県民挙げて到底容認できるものではあり

ません。しかし、日本政府は米国政府に追随し、普天

間基地の固定化を避ける口実として、引きかえに辺野

古移設を強引に進めることが予想されます。仲井眞知

事も行政の責任者として、環境アセスや公有水面埋め

立てへの対応が問われることになります。米軍基地関

連で今後自治事務あるいは法定受託事務等で沖縄県知

事の判断に委ねられるものがあるのか。知事は、その

とき県民を守る立場からどのように対応されるのかお

伺いいたします。

⑵、国境問題への対応。

ア、尖閣問題が連日のように報道されておりますが、

本県経済及び交流事業への影響をお伺いします。

イ、尖閣周辺海域は好漁場として活用されてきまし

たが、尖閣問題で漁民の操業と今後の安全確保が懸念

されております。日中漁業協定による北緯27度以北の

暫定措置水域と尖閣諸島を中心とする北緯27度以南海

域の漁業の現状と今後の操業の安全確保にどのように

取り組むかお伺いいたします。

ウ、日台間では漁業水域の画定交渉を1996年から始

め、最近では３年前に第16回の日台漁業会談が行われ

ましたが、現在は中断したままであります。沖縄県に

も大きく影響が考えられる日台漁業会談に対して、今

後どのように対するか知事の認識と対応をお伺いいた

します。

次に、財政・交付金問題であります。

⑴、国有提供施設等所在市町村助成交付金は、米軍

基地内で固定資産税を課税できない国有施設につい

て、国が所在市町村に基地交付金として支払う制度で

あります。しかし、固定資産税相当の半分にも満たな

いという関係市町村から増額を求める声が大きい。

ア、交付金支払いの状況と課題はどうなっている

か。

イ、今後、政府に是正を求めるよう取り組むのかお

伺いいたします。

⑵、施設等所在市町村調整交付金は、米軍基地内の

米軍が建設、設置した建物等について固定資産税が課

税されないため、国が所在市町村に対して交付する制

度であります。しかし、国から予算措置されている課

税資産の対象や評価額がどうなっているのか内容が不

明であると言われております。

ア、交付金支払いの現状と課題はどうなっている

か。

イ、今後の対応をお伺いいたします。

次に、環境行政であります。

⑴、風光明媚な景勝地であります石垣島川平湾は、

堆積土砂による環境悪化が懸念されておりますが、一

括交付金を活用した川平湾保全のための調査事業が始

まることになり、多くの県民が期待しております。費

用対効果を理由に調査だけで終わらすことがないよう

に、堆積土砂撤去等の自然再生事業を実施できるよう

な取り組みが必要だと思料します。今後の対応をお伺

いいたします。

⑵、我が国最大で世界的にも貴重な石西礁湖を初め

沖縄のサンゴ礁は、オニヒトデの大量発生によって危

機的な状況にあります。観光産業や水産業のみならず、

サンゴ礁海域の多様な機能を守るため効果的かつ早急

― 102 ―



な対策が求められております。オニヒトデ対策の現状

と今後の取り組みをお伺いします。

４、農業行政、台風災害について。

ことしも大型台風が相次いで襲来しております。特

に、農作物被害については直近の20年間だけ見ても被

害額は約400億円を超えておりますが、農業共済金が

支払われた実績は88億円余りと被害額の約22％程度に

しかすぎません。台風災害等に耐えられる持続的な農

業経営の支援が必要であります。そこで、農業対策の

一環として全国に比べて平均も割高で加入率が低迷し

ている本県の農業共済制度を見直し、災害に備えた持

続的な経営を支援できる沖縄型農業共済制度がことし

からスタートしますが、災害に備えた具体的な施策の

内容と効果の見通しについてお伺いいたします。

⑵、本県の農家１戸当たりの所得状況は、全国平均

の約６割に満たないと説明されておりますが、今後の

夢のある農業振興によってどのような農業経営を目指

すのか正念場にあると考えます。農業振興と担い手の

確保、いわゆる新規就農支援事業について、年間300

人の確保を目標とする計画がスタートいたしました。

「人・農地プラン」に関連して国・県・市町村が連携

した具体的な支援内容と成果の見通しについてお伺い

いたします。

次に、雇用対策、若者の雇用対策について。

文科省の学校基本調査によると、県内の大学卒業生

3927人の就職率は48％、全国の63.9％より低く、就職

者のうち非正規雇用は20.4％を占めます。全国平均の

6.2％を大きく上回っております。アルバイトや進学

も就職もせず、安定的な雇用についていない人は1705

人で大学卒業者の実に43.4％を占めるということであ

ります。これは全国の22.9％と比べて２倍に近い、は

るかに多い数字であります。本県の若者の雇用環境は、

仕事がなく極めて不安定な状況にあることが報道され

ております。

ア、雇用を創出し、有効求人倍率を高める具体的な

施策をお伺いします。

イ、就職率や離職率、これを改善する具体的な施策

をお伺いします。

次に、離島振興について。

⑴、那覇と宮古島・石垣島間を結ぶ旅客航路は、有

村産業の倒産によって旅客船が廃止されて４年が経過

しました。先島旅客航路再開への取り組みについてお

伺いします。

⑵、ＪＴＡは来年１月から、石垣―与那国間に就航

しているジェット機廃止計画を発表しました。国境離

島与那国の観光振興やカジキ、長命草など特産品の輸

送に大きな支障が出るということで地元は猛反対であ

ります。継続についての県の認識と取り組みをお伺い

します。

次に、教育行政。

⑴、へき地学校給食用物資供給事業が平成24年度を

もって廃止されます。高度僻地小中学校の保護者から、

ぜひ継続してほしいとの要望が強く、対象市町村も対

応に苦慮しておりますが、県の支援を含めた対応をお

伺いいたします。

⑵、離島の児童生徒は、船や飛行機を利用せざるを

得ないため、沖縄本島での大会参加等はとても大きな

負担となっております。教育の機会均等という観点か

ら、児童生徒の遠征・派遣費について支援すべきでは

ないか、対応をお伺いいたします。

よろしくお願いします。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

〔知事 仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。

嶺善伸議員の御質問に答弁をいたします。

まず第１に、農業行政において、新規就農支援事業

についての御質問にお答えいたします。

沖縄県といたしましては、農業の担い手を育成する

ため、第１に、農業大学校によります実践的な研修教

育、第２に、就農サポート講座や夜間講座によります

基礎技術の習得、第３に、農業後継者育成施設や先進

農家等での実践研修などに取り組んでいるところでご

ざいます。さらに、平成24年は、沖縄県新規就農一貫

支援事業及び青年就農給付金事業を実施し、年間300

名の新規就農者の育成、そして確保に努めてまいる所

存でございます。

次に、雇用対策についての中で、雇用の創出の拡大

についてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

沖縄県としましては、雇用を創出し、有効求人倍率

を高めるために、「みんなでグッジョブ運動」を展開

いたしますとともに、沖縄振興特別推進交付金等を活

用いたしました産業振興や企業誘致の推進並びにキャ

リア教育の充実、若年者の県外・海外就職へのチャレ

ンジ、さらには企業等の雇用環境の改善、総合的な就

業支援拠点の形成など、沖縄県の雇用情勢の改善に向

け全力で取り組んでいるところでございます。

その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 知事の政治姿勢に関す

る御質問の中で、米軍基地の過重な負担についてお答
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えいたします。

在日米軍基地の大部分を占める沖縄の米軍基地の存

在は、我が国の平和に貢献していると認識しておりま

す。また、戦後の日本が国際紛争に巻き込まれること

もなく、経済発展を遂げたことや平和な国民生活を享

受してこられたのは、日米安全保障体制を含む日米同

盟関係が我が国及び東アジアにおける国際の平和と安

定の維持に寄与していることによるものと理解してお

ります。しかしながら、沖縄の米軍基地面積は、復帰

以降約19％しか減少しておらず、また嘉手納飛行場及

び普天間飛行場における航空機騒音についても、平成

８年の日米合同委員会において規制措置が合意されて

いるにもかかわらず軽減されていない状況にありま

す。県民の基地負担は限界に達しており、沖縄の基地

問題が現状のまま放置されることがあってはならず、

県民の日米安全保障に対する信頼が揺らぎかねませ

ん。日米両政府は全力を挙げて沖縄の基地負担軽減に

努めるべきであると考えております。

次に、基地関連事務に係る知事の判断についてお答

えいたします。

地方自治法で定める自治事務及び法定受託事務のう

ち、米軍基地に関連するものとしまして、米軍基地整

備等に伴う環境アセスの意見、公有水面埋立の承認、

国有提供施設等所在市町村助成交付金の報告などがあ

ります。県は、これらについて関係法令に基づき適切

に処理してまいります。

次に、我が会派の代表質問との関連についての中で、

オスプレイの配備についてお答えいたします。

去る９月26日に沖縄防衛局から、オスプレイが早け

れば28日から普天間飛行場へ移動する可能性があると

連絡がありました。県は、これまであらゆる機会を通

じてオスプレイの配備見直しと徹底した説明を求め、

９月24日及び25日に政府に対し配備中止を強く申し入

れたにもかかわらず、配備計画が進められていること

はまことに遺憾であります。県としましては、県民の

不安が払拭されていないことから、オスプレイの配備

及び運用には断固反対であります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。

〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 知事の政治

姿勢についての中の、沖縄経済及び交流事業への影響

についての御質問にお答えいたします。

尖閣諸島に関連する本県への影響につきましては、

観光客のキャンセル、航空路線の運航休止及び福建省

との記念式典延期などについて把握しており、現在は

状況の推移を冷静に見守っております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。

〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君） 知事の政治姿勢の中

の、日中漁業協定による海域の漁業の現状と今後の操

業の安全確保についての御質問にお答えします。

水産庁によりますと、中国漁船は、主に日中漁業協

定に基づく北緯27度以北の暫定措置水域を含む水域に

おいて底びき網などを行っており、約２万隻が東シナ

海全体で操業するものと推測されます。また、尖閣を

含む北緯27度以南の東シナ海の排他的経済水域におい

ては、当該協定に基づき、中国漁船の操業は自国のル

ールに従って行われており、尖閣諸島の北側で数十か

ら最大300隻程度の操業が見られるとのことでありま

す。さらに、尖閣諸島周辺水域には、台湾のマグロは

え縄漁船も多く操業していると聞いております。なお、

尖閣諸島沿岸では、網で漁獲するアジ・サバなどが少

ないことから、中国漁船が多数操業することは考えに

くいとのことです。

県としましては、今後とも、安全操業の確保に関し、

海上保安庁や水産庁へ要請するとともに、当該周辺水

域の状況に関する的確な情報収集に努めてまいりま

す。

次に、同じく知事の政治姿勢の中の、日台漁業会談

の沖縄への影響に関する認識と対応についてお答えし

ます。

台湾は、尖閣諸島周辺水域において、一方的に台湾

の伝統的な漁業水域と主張し、「専属経済海域暫定執

法線」を設定するとともに、監視船等の庇護のもと、

台湾漁船による違法操業がやまない状況にあります。

また、９月25日には、多数の漁船が監視船等とともに

尖閣諸島周辺の領海に侵入しております。台湾との民

間交流の窓口である公益財団法人「交流協会」による

と、日台漁業協定の協議再開について台湾側と調整中

とのことであります。当該協定において、暫定執法線

を認めることになれば、本県の漁業に大きな影響を及

ぼす可能性があることから、当該協議に関する情報収

集を行うとともに、本県の意向が反映されるよう、国

に対し適切な対応を要請してまいります。

次に、農業行政の中の、沖縄型農業共済制度推進事

業の内容と効果についてお答えします。

沖縄県は、台風等の気象災害が多いことから共済掛

金率が高くなり、その影響から共済加入率は低くなっ

ております。その対策として、県では、ハウス等を対

象とした園芸施設共済とサトウキビを対象とした畑作
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物共済について、沖縄振興交付金を活用した沖縄型農

業共済制度推進事業を実施することとし、８月１日に

は沖縄県農業共済組合が沖縄型農業共済制度推進補助

金の交付決定を受け、農業共済加入促進支援事業を開

始しております。農業共済加入促進支援事業では、農

家の営農活動を支援するため、農業資材購入や修繕労

務費、農作業委託料の助成を行っているほか、地域の

生産組合等が行う共済事業の推進活動や損害防止技術

の指導活動等についても支援しております。これらの

支援により農家の負担が軽減され、加入率の改善と農

業経営の安定が図られるものと考えております。事業

効果の見通しとしては、平成23年度の園芸施設共済加

入率16.8％、畑作物共済38.3％から今年度にはそれぞ

れ50％を目標に改善を図っていくこととしておりま

す。

以上であります。

○議長（喜納昌春君） 企画部長。

〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君） 財政・交付金問題につ

きましての御質問の中の、いわゆる基地交付金と調整

交付金の支払いの現状と課題、今後の対応についての

御質問、これは２の⑴ア、２の⑴イ、２の⑵ア、２の

⑵イは関連いたしますので一括してお答えさせていた

だきます。

いわゆる基地交付金及び調整交付金の平成23年度の

交付実績は、基地交付金が総額267億4000万円で、そ

のうち県内23市町村へは全体の9.5％に当たる約25億

4500万円が、調整交付金は総額68億円で、そのうち県

内19市町村へは全体の63％に当たる約42億6800万円が

交付されております。基地交付金等は、基地が所在す

るために生ずる市町村の財政需要等に対処するため

に、毎年度の予算の範囲内において使途の定めのない

一般財源として配分されるものであり、制度上、固定

資産税相当額を交付する仕組みとはなっておりませ

ん。しかしながら、これらの交付金は基地所在市町村

にとって貴重な財源であり、県といたしましても当該

交付金制度の趣旨に基づき、市町村の財政需要等に十

分対応できるだけの予算額が確保される必要があると

考えております。このため、渉外知事会を通じて、対

象資産の拡大等により予算総額を増額するよう、また、

調整交付金については算定根拠を明確にすることなど

関係省庁に要請しているところであり、今後とも引き

続き要請してまいります。なお、国における平成25年

度の基地交付金及び調整交付金の概算要求額は、基地

交付金が対前年度比８億円増の275億4000万円、調整

交付金が２億円増の70億円となっており、いずれも今

年度と比較して増額の要求がなされているところであ

ります。

離島振興についての御質問の中の、先島旅客航路再

開への取り組みについてお答えいたします。

島嶼県沖縄において、海上輸送航路の確保・維持は、

離島住民の生活の安定向上及び離島振興を図る上で重

要であると考えております。

先島旅客航路の再開につきましては、航空路の運賃

低減や便数増加により旅客航路の需要が限られ、事業

採算性や航路事業者の参入意向が課題となっておりま

す。このため、今年度において先島航路に係る事業採

算性や航路再開に係る課題を把握し、就航の可能性に

ついて検討するための調査を行うこととしておりま

す。県としましては、本調査結果や関係市町村及び航

路事業者の意向を踏まえ、先島航路再開の可能性の有

無について検討していきたいと考えております。

与那国路線のジェット便継続について、県の見解と

取り組みについてお答えいたします。

県としましては、離島地域における航空路線の確

保・維持は、住民生活の安定向上のみならず、離島に

おける産業振興を図る上でも重要であると認識してお

ります。現在、ＪＴＡの石垣―与那国路線については、

ＲＡＣへの機材振りかえ等による再編計画が上がって

おります。このことについては、与那国町からは住民

生活や地元の経済振興を図る観点から懸念が示され、

県に対しても要請がなされております。

県としましては、地元の意向も踏まえ、現在のジェ

ット便の継続が図られるよう、ＪＴＡに対し引き続き

働きかけていきたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君） 環境行政についての

御質問の中で、川平湾の保全対策に向けた取り組みに

ついてお答えいたします。

県では、閉鎖性海域における環境保全を目的に、川

平湾をモデル海域として閉鎖性海域における堆積赤土

等の対策事業を実施しております。同事業においては、

赤土等の堆積状況や堆積量の把握、流域からの赤土等

の流出状況、自然環境への影響などについて調査を行

うとともに、専門家で構成する検討委員会において除

去対策等を含めその手法を検討することとしておりま

す。

県としましては、検討委員会や地元関係者などの意

見も踏まえ、今後、陸域対策もあわせて湾内における

堆積赤土等の効果的な対策に取り組んでいきたいと考
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えております。

次に、オニヒトデ対策の現状と今後の取り組みにつ

いてお答えいたします。

県におきましては、オニヒトデ対策として、オニヒ

トデ総合対策事業及びサンゴ礁保全活動支援事業を実

施しております。サンゴ礁保全活動支援事業において

は、八重山・宮古、沖縄本島海域において６つのダイ

ビング関係団体に支援し、オニヒトデ駆除を実施して

おります。また、今年度から着手したオニヒトデ総合

対策事業では、オニヒトデ大量発生の予察と大量発生

メカニズムを解明する調査研究及び重要なサンゴ礁を

オニヒトデ被害から守り抜くための効果的・効率的な

防除対策の検討を行うこととしております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。

〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君） 雇用対策についての

御質問の中の、就職率や離職率を改善する施策につい

てお答えいたします。

高校生や大学生等の就職率を改善するための施策と

しては、まず１つ目、県内中小企業でのインターンシ

ップ、ジョブトレーニングを通したマッチングの強化、

２つ目として、高校、大学への就職支援専任コーディ

ネーターの配置、３つ目として、県内・県外企業を招

聘した合同就職面接・説明会の開催、４つ目として、

県外及び海外企業におけるインターンシップの実施に

よる県外等への就職の促進などを実施しております。

また、若年者の離職率を改善するための施策としまし

ては、沖縄県キャリアセンターにおける専用相談窓口

の設置や出張相談の開催、２、県内企業に対する若年

従業員の定着や人材育成のためのコンサルタントの派

遣などを実施しております。

沖縄県としましては、沖縄振興特別推進交付金等を

活用して、産業振興や企業誘致等を推進し、雇用の場

を確保するとともに、若年者の就職・定着支援に努め

てまいります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 教育行政についての御質問

で、僻地の給食費支援についてお答えいたします。

僻地における食に関する支援事業は、独立行政法人

日本スポーツ振興センターが実施してきた事業であ

り、当初、平成19年度終了予定でありましたが、平成

24年度まで延長されたものであります。県教育委員会

では、これまでに同センターと都道府県学校給食会の

連合体組織である全国学校給食会連合会へ、本事業の

継続等について国へ要望するよう依頼したところであ

ります。

県教育委員会としましては、今後、高度僻地の学校

給食の充実と円滑な実施が図られるよう、市町村と連

携し研究を進めていきたいと考えております。

次に、児童生徒の派遣費支援についてお答えいたし

ます。

派遣費を支援することは、児童生徒の可能性を伸ば

す上で重要であると考えております。県外への派遣に

つきましては、県中学校体育連盟・県高等学校体育連

盟、県中学校文化連盟・県高等学校文化連盟を通して

補助をしております。また、航空会社に対して「学校

研修割引運賃」の適用を要望しているところでありま

す。

県教育委員会としましては、市町村の補助事業の状

況を踏まえ、関係部局とも連携し、どのような支援の

方法があるか研究しているところであります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 嶺善伸君。

○ 嶺　善伸君 再質問をさせていただきます。

今、知事はメッセージを発する大事な時期であり、

非常に行政の責任者として注目されていると思いま

す。それだけに物わかりのいい知事というよりも、や

っぱり県民の命を守る、痛みがわかるということで、

後に引かない強い言葉を発する必要もあると考えま

す。

それで私は差別的な構図に近いんじゃないかという

ことでお尋ねしました。知事は４・25の大会で日本全

国で見れば明らかに不公平、差別に近い印象すら持つ

という強い言葉で政府に情報を発信したときもあるん

ですよ。しかし、私はこの国連の指摘に対して知事は

改めて差別状況に近いという強い思いで負担軽減、危

険性の除去を訴える答弁をするかなと思っていたら、

公室長の答弁でした。やっぱりこれは知事のほうから、

同じように４・25でもそう言ったが、これからも差別

的な状況だということで強く、46の残りの都道府県や

日米両政府に言う必要があると思うんですね。知事の

差別に対する考え、人権について県民はもう負担の限

界だという思いでこの言葉を使うことは大変効果的だ

と思うんですが、知事の所見を伺いたいと思います。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午前10時44分休憩

午前10時44分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

仲井眞知事。
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○知事（仲井眞弘多君） 今議員からの御指摘といい

ますか、示唆といいますか、いただきました。確かに

４・25のときに差別的であるとすら感じるという発言

を私やりました。ですから、今議員が今回のオスプレ

イの件についてもっと強い言葉で表現をしなさい、そ

して今の差別的人権上の問題というような趣旨のこと

をしっかり言うべきだという御趣旨だと思うんです

が、私はいずれにしても基地負担という点ではもう明

らかに応分の負担をはるかに超えているというのが私

の認識です。そういう意味で差別的という言葉を使っ

たわけですが、防衛については公平にしっかり日本全

国でやっていくべきだという考えを持っておりますか

ら、そういう線に沿って今おっしゃったような考え方

は私なりに展開してまいりたいと考えております。

○議長（喜納昌春君） 嶺善伸君。

○ 嶺　善伸君 法定受託事務ですが、普天間の固定

化を避けるなら辺野古の移設を認めろと来るんです。

そのときに、これまでの答弁は関係法令に照らして対

応せざるを得ないというのが公室長の答弁なんです

よ。これはちょっと怖い。関係法令とは何ですか。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君） お答えいたします。

公有水面埋立法及び行政手続法等と考えておりま

す。

○議長（喜納昌春君） 嶺善伸君。

○ 嶺　善伸君 知事は答弁でこれまで辺野古か固定

化ではなく、県外移設を考えるべきと答弁しておりま

す。だから辺野古はだめだと、承認しませんよとはっ

きり言うことが必要。これは地方自治法の第275条第

７項の法定受託事務を想定してもなおかつ知事は受け

入れられませんよと明確なメッセージを出すこと。結

果は国が考えるんであって、関係法令に照らして対応

せざるを得ないという前の知事のメッセージが必要じ

ゃないかと思うんですよ。そのことが知事が答弁でお

っしゃっているように、柔軟に県外移設を検討すべき

だということにつながると思うので、知事、これは埋

立承認申請は法定受託事務であっても一義的にはまず

知事が承認するかしないかなんですよ。メッセージと

しては知事は明確にやると、日米両政府も考えざるを

得ない、対応せざるを得ない。そういう外堀を埋めて

いくということで、行政の責任者のまず第一の交渉、

埋め立てさせませんよと、県民は納得しませんよと、

県外を検討してください、この決意が必要だと思いま

すが、知事の決意をお聞きしたいと思います。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） 私は普天間の移設先として

は、県外を求めるべきだと。そのほうが断然早いとい

うことを申し上げて、フィージビリティーの問題であ

って、イエスかノーかという話ではないというのをる

るこの議会で私は申し上げてきました。ですから、埋

立申請が出るか出ないかよくわからない時期に、もし

出してきたときにはこういう考えですよということを

事前に話をするというのは、行政手続上の面から言え

ば、少し早目にこちらの判断を出し過ぎではないかと

いう感もないわけではありません。ですから、それは

そういう手続的な要求なり処理がもし始まるといいま

すか、スタートする段階で我々もチェックはきちっと

やってから答えというのは出すべきであって、事前に

どうこうという判断を示すというのはやっぱりいかが

なものかと私は考えております。

○議長（喜納昌春君） 嶺善伸君。

○ 嶺　善伸君 国会でも特別措置法をつくることは

念頭にないと。だから県民の頭越しというのは考えて

ないと。だから、手続的に埋立承認申請というのが法

定受託事務であるわけですよ。しかし、やはり地方自

治を預かる知事の権限として、行政行為の前のメッセ

ージは私は可能だと思っているんですよね。だから、

県民がとても理解を得られないと、知事もそうおっし

ゃっていると。だから、県外移設を考えるのが早いん

じゃないかということを促すためにもメッセージなん

ですよ、行政行為というよりも。私はこれは今知事に

求められているんじゃないかと思いますので、もう一

度答弁をお願いします。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） 今、 嶺議員はメッセージ

とおっしゃって、そのメッセージの意味ですが、私は

２年前の選挙のときから、県外が断然早いから県外を

考えるべきだと。その前は私は辺野古ということでや

ってきておりますから、県外のほうが早いし現実的だ

と。普天間の危険性を一日も早く取り除くには日米両

政府は県外に取り組むべきだということを言ってきて

おりますから、これすなわちおっしゃる意味でのメッ

セージにはなっていないでしょうか。そういう面は、

私、今変えておりませんので。

○議長（喜納昌春君） 嶺善伸君。

○ 嶺　善伸君 次に行きます。

環境行政の川平湾なんですが、環境生活部で抱える

には大き過ぎる。だから検討委員会を立ち上げてここ

で検討するというんですが、このしゅんせつ土砂とい

うのは２万トン超えてくるわけですよ。だから、どこ

に処分するのかということを考えると、土木建築部あ

るいは農林水産部、横断的な協議会を立ち上げないと
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いかぬと思う。ただ有識者の当方の検討委員会だけじ

ゃなくて、全体的に実施計画に移すためにはどうすれ

ばいいかという部局横断的なプロジェクト的な協議会

を立ち上げる必要があると思うんですが、この辺まで

踏み込みながら２年間の調査をして必ず実施するんだ

ということに取り組んでもらいたい。これについてお

伺いします。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君） 先ほどお答えしたよ

うに、調査の中では検討委員会を設置して、これは土

木とか環境、それからさまざまな専門家がおりますけ

れども、そういった委員会での意見を踏まえて、当然

関係者の中には土木もありますし、農林もありますし、

地元の八重山石垣市もありますし、そういったところ

としっかり話し合いをして、仮に除去するとすれば、

その土の処分の方法さまざま想定されると思いますの

で、しっかり相談をしてやっていきたいと思います。

○議長（喜納昌春君） 嶺善伸君。

○ 嶺　善伸君 離島航路に入りますが、まず与那国

のＪＴＡの撤退ですね。これは10月がタイムリミット

ですよ、国土交通省に届け出が必要だからね。時間が

ない。そこで、やっぱり赤字の想定される継続であれ

ば離島航空路の補助までスキームとして考えると。そ

れと離島を切り捨てるなということで、株主でもある

し、取締役でもありますので、その辺を強く申し入れ

てもらいたい。知事、どうでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午前10時53分休憩

午前10時53分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君） 先ほども答弁させてい

ただきましたけれども、石垣―与那国線の継続につい

ては県はずっと求めているところであります。

今回の石垣―与那国線のＲＡＣへの見直しというも

のは赤字ということではなくして、いわゆる構造改革

の一環としてジェット便を16機から12機に減らすとい

うことが条件となっておりますけれども、そう言いな

がらも我々は与那国の方々からも要請を受けておりま

す。カジキの話ですとか長命草の話もありました。旅

客便の話もありましたので、引き続きこれは与那国の

振興、それから人流のためにもこの路線の継続は必要

だということを強く求めておりますので、今後とも引

き続き求めてまいりたいというふうに考えておりま

す。

○議長（喜納昌春君） 嶺善伸君。

○ 嶺　善伸君 構造改革で機材がないんですよ。離

島を切り捨てるんですよ。知事、これでよろしいんで

すか。

○議長（喜納昌春君） 企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。

現在ＪＴＡの機材、１日１往復で、ＲＡＣのものが

週４便となっておりますものを、路線移管後はＲＡＣ

の便を石垣―与那国便を３便、それから那覇―与那国

便を１便にするということでございます。ただ、そう

は言いましても、先ほども申し上げましたがカジキの

話など、それからピーク時に本当に人が乗れるのかと

いうさまざまな課題がありますので、県は引き続き継

続を求めていくとそういうことでございます。

○ 嶺　善伸君 終わります。ありがとうございまし

た。

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。

〔崎山嗣幸君登壇〕

○崎山　嗣幸君 皆さん、おはようございます。

早速ではありますが、一般質問を行いたいと思いま

す。

まず１番目でありますが、米軍基地問題についてで

あります。

⑴、日米両政府は、構造的欠陥機ＭＶ22オスプレイ

の安全宣言を行い、強行配備をしようとしております。

知事は、日米両政府の強権的な姿勢にどう対抗してい

く考えか伺います。

⑵番目、知事公約の普天間基地の閉鎖・返還への道

筋を示すべきではないか、考えを伺います。

⑶、日米両政府は、東村高江周辺に６つの米軍ヘリ

パッドの建設を強行しようとしております。この地は、

普天間基地所属の海兵隊とヘリ部隊の演習訓練場であ

り、ＭＶ22オスプレイの離発着は明白であります。知

事は、このことを認識をし反対の意思を示すべきでは

ないか伺います。

２番、戦後処理事業について。

⑴、所有者不明土地について。

沖縄戦で土地関係の公図・公簿が焼失をして所有者

の不明な土地が県内24市町村、約2663筆、80万5000平

方メートルも存在をしております。この問題解決はど

うするか伺います。

⑵番、地籍調査について公図などの焼失で不明とな

っている土地面積、境界を明確にする地籍調査は、人

口密集地の那覇市などで取り残されておりまして、そ

の進 状況と今後の対応策を伺います。

⑶番目、学校の借用校地について。

米軍占領政策に起因をして無秩序な状態で都市が形
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成をされ、児童生徒の教育施設が所有者不明や地主の

了解なしに学校が建設された経緯があります。特に那

覇市や市町村における借用校地の実態と進 への説明

及び問題解決はどうか伺います。

⑷番、つぶれ地（未買収道路用地）について。

特に那覇市における県道・市道のつぶれ地の現状と

進 への解決状況を伺います。

３番、県立高等学校編成整備計画についてでありま

す。

⑴、教育庁は、南部工業高校と沖縄水産高校の統合

について、南部の少子化、水産高校の敷地の広さ、効

果は工業と水産が教育課程上類似していると、また、

総合選択制で幅広い専門性を学べる等を理由としてお

ります。これは、より深い専門性と即戦力を軽視をし

ておりまして、全く理由にならず根拠に乏しく、統合

ありきのみであります。海洋県沖縄の水産業界・海運

業界への人材育成を喪失させる計画であります。特に、

海洋技術科は専攻科まで５年一貫教育で、志願者数

1.73倍、県内２番で、海技士資格取得、就職率100％

の高さは全国トップレベルにあります。教育庁の計画

は、こうした実績を衰退の方向に向かわせようとして

おります。ついては、教育庁の統合計画は水産教育を

これまで以上の成果を上げる根拠を示すべきであり、

見解を伺います。

４番、雇用対策について。

県は、財団法人雇用開発推進機構を解散をし、県求

職者総合支援センターを来年４月に設立を目指してお

ります。この事業と事業概要の説明及び問題点と課題

を伺います。

５番、障害者虐待防止法の施行に向けて県の対応策

を伺います。

６番、我が会派の代表質問との関連についてであり

ます。

新田議員の代表質問の中における公契約条例制定の

必要性の項目について質問をします。

県は、公契約条例制定は他県の動向を見守るとのこ

とでしたが、他県の実施状況を伺います。

さらに、沖縄県の男女共同参画センター「てぃるる」

の指定管理者は、特にこの制度の制定を必要としてい

ないか伺います。

以上、再質問は指定席から行います。よろしくお願

いします。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 崎山嗣幸議員の御質問に答

弁いたします。

まず第１に、米軍基地問題についての御質問の中で、

オスプレイの強行配備への対策についてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

９月19日に、政府からオスプレイの沖縄配備につい

て発表があったことは極めて遺憾であります。９月24

日及び25日に上京し、防衛大臣と官房長官に対し配備

の中止を強く要請してきたところであります。なお当

時、海外出張中のため対応できない総理大臣と外務大

臣には、御両者宛ての要請書を預けてきたところでご

ざいます。

県といたしましては、安全性の確認がなされ、県民

の不安が払拭されない限り配備の中止を強く政府に求

めてまいる所存であります。

次に、同じく米軍基地問題に係る御質問の中で、普

天間基地の閉鎖・返還への道筋についてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

総理を初め各大臣との面談など、あらゆる機会を通

じて普天間飛行場の一日も早い県外移設・返還を強く

求めてきております。さらに、有識者等のネットワー

クを活用し、県の考え方を取りまとめますとともに、

訪米を含め県外移設に向けたより効果的な施策等を展

開していく計画でございます。

その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 米軍基地問題について

の御質問の中で、高江ヘリパッドの建設反対について

お答えいたします。

北部訓練場の過半の返還について、県は、ＳＡＣＯ

合意事案を着実に実施することが本県の基地の整理縮

小及び地元の振興につながることから、その実現を求

めているものであります。その条件とされている６カ

所のヘリ着陸帯の移設について、これまでも地元と連

携し住民生活及び自然環境への配慮を求めてきたとこ

ろであります。

ＭＶ22オスプレイについて、県は、同機種の安全性

に対する政府の説明は不十分であり県民の不安が払拭

されておらず、配備の中止を求めているところであり

ます。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 総務部長。

〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君） 戦後処理事業についての

御質問の中で、所有者不明土地の問題解決についてお

答えいたします。
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県においては、所有者不明土地問題を解決し、県民

の財産として有効活用を図るため、これらの土地の実

態調査の実施や所有権を県や市町村に帰属させるなど

の立法措置を国に求めてきたところであります。その

結果、平成24年３月に「沖縄の復帰に伴う特別措置に

関する法律」が改正され、国による実態調査と、その

結果に基づき措置を講ずることが規定されました。こ

れらを受け、平成24年度から国の全額負担による実態

調査を県と関係市町村が受託して実施しており、県と

しましては、当該調査を着実に実施するとともに、引

き続き国に対して抜本的解決を図るよう求めていきた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 企画部長。

〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君） 戦後処理事業について

の御質問の中の、地籍調査の進 状況と今後の対応に

ついてお答えいたします。

沖縄県全体の地籍調査の進 率は、平成24年４月１

日現在、1793.56平方キロメートルの調査対象面積に

対して1738.99平方キロメートルが調査済みとなって

おり、その進 率は約97％となっております。市町村

別に見ますと、県内41市町村中33市町村で調査を完了

し、一部未調査となっている市町村は那覇市、石垣市、

沖縄市、うるま市など８市町村で、一部未調査市町村

の平均進 率は約92％となっております。

今後の対応といたしまして、県としましては、

進 率が未完了市町村の中で最も低い那覇市の早期の

事業実施を図る必要があることから、平成22年度以降、

那覇市と調整を重ねてきております。その結果、那覇

市からは平成25年度から事業実施に向けた組織化を図

ると聞いております。

県としましては、那覇市以外の７市町村に対しまし

ても、当該事業の早期実施に向けて指導・支援を行っ

ていきたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 戦後処理事業についての御

質問で、借用校地の実態と進 についてお答えいたし

ます。

終戦直後の混乱期に設置された学校用地について、

土地所有者との協議もなしに学校用地として占有され

たいわゆる接収用地としての借用校地は、那覇市の小

学校で３校、うるま市の小学校で２校、計５校が残っ

ております。平成24年５月現在、那覇市の小学校３校

における個人からの借用面積は5287平方メートルで、

昭和56年度当時の３万1478平方メートルと比較した場

合、２万6191平方メートルが減になっていると聞いて

おります。

県教育委員会としましては、小学校用地の買い上げ

については、設置者である市町村が主体的に行う必要

があることから、買い上げに関しては地方債等を活用

して年次的に取り組んでいくものと認識をしておりま

す。

次に、県立高等学校編成整備計画についての御質問

で、南部工業高校と沖縄水産高校の統合についてお答

えいたします。

県教育委員会としましては、海洋県、島嶼県という

本県の特色を踏まえ、沖縄水産高校の本県水産業界を

担う人材育成等の役割を重要視しております。

両校の統合につきましては、学校規模の適正化を実

現することで、生徒が相互に切磋琢磨して学習意欲を

高めることができること、適切な教員配置ができるこ

と、教育活動の中で生徒の選択肢が広がること、生徒

会活動や部活動、学校行事等が活性化し、他者とのコ

ミュニケーション能力を高めることができることなど

が考えられます。さらに、工業に関する学科がふえる

ことで専門学科・系列が充実した学校となり、活性化

が図られるものと考えております。

なお、海洋技術科及び専攻科につきましては、その

機能を維持し充実を図ることに努めてまいります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君） 戦後処理事業につ

いての御質問の中で、那覇市における県道・市道のつ

ぶれ地についての御質問にお答えいたします。

県においては、去る大戦中に日米両軍などにより新

たに道路に編入された土地のうち、未買収となってい

るつぶれ地が多数存在していることから、その買収を

進めているところです。那覇市内における県道分につ

いては、全体面積約20万5000平方メートルの約99％、

那覇市道分については、全体面積約35万7000平方メー

トルの約95％を平成23年度までに買収しております。

残る未買収道路用地については、相続問題や所有者不

明等の理由により補償交渉が難航しておりますが、今

後とも引き続き解決に向け努力してまいります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。

〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君） 雇用対策についての
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中で、総合就業支援拠点形成事業の概要及び問題点、

課題についてお答えいたします。

総合就業支援拠点は、国・県、経済団体、労働団体

等が連携して、就職困難者や離職を余儀なくされた方

に対し、生活の安定から就職までをワンストップで支

援し、具体的な雇用につなげるために構築するもので

あります。具体的には、若者や中高年齢者、女性、障

害者などの各階層に応じた職業紹介、相談サービス、

職業訓練の活用促進などを一体的に実施するものであ

ります。今年度は、先行的な取り組みとして、４月よ

り県が行っている生活困難者等に対する就業支援と沖

縄労働局の職業相談・紹介機能を一体的に実施してお

ります。

今後は、課題である関係機関・団体等との連携構築

に向けて、去る９月10日に開催された沖縄県雇用対策

推進協議会幹事会での意見等を踏まえながら、常駐型、

巡回型、情報共有等による有機的な連携など、どのよ

うな形態での参画が図れるかを関係団体と調整しなが

ら、平成25年４月の開所を目指し総合就業支援拠点の

形成に取り組んでまいります。

続きまして、我が会派の代表質問との関連について

の中の、公契約条例の他県の制定状況についてお答え

いたします。

公契約条例については、都道府県では制定されてい

るところはありません。平成24年２月に他県が調査し

た資料によりますと、条例化に向けた具体的な検討に

入っている都道府県はございません。

なお、市町村においては、千葉県野田市、神奈川県

川崎市、相模原市、東京都多摩市、国分寺市の５市で

制定されていると聞いております。

同じく我が会派の代表質問との関連の中の、公契約

条例の制定により指定管理者が管理する施設における

雇用者の身分安定につながるのではないかという御趣

旨の御質問にお答えいたします。

県が発注する公共工事や指定管理者制度について

は、担当部局において適正な積算が行われ、公共サー

ビスの質及び公正な労働条件が確保され、労働関係法

令やその他の法律等についても、下請業者まで含めて

遵守されるよう指導がなされているものと考えており

ます。

現在、我が国における労働者の賃金等個々の労働条

件については、労働基準法や最低賃金法等に定める最

低基準を満たした上で、労使が対等な立場において決

定されるという枠組みとなっております。国では、現

在、公契約条例等を制定した地方自治体の取り組みに

関する情報の収集及び関係団体との意見交換により研

究を行っていると聞いております。

沖縄県としては、国や他県の動向を見守っていきた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君） 障害者虐待防止法の

施行に向けた県の対応策についての御質問の中で、障

害者虐待防止法の施行に向けた県の対応についてお答

えいたします。

県では、障害者虐待防止法の施行に向け、去る８月、

本島、宮古・八重山地域において市町村職員等を対象

に制度概要等の説明会を開催したところであります。

また、障害者権利擁護センターの機能については、専

用の電話回線を設置し、県が直接相談や通報を受ける

体制を確保することとしております。さらに、今後は

相談支援事業者等に対する具体的対応策に係る研修会

の開催や県民への啓発活動など、障害者虐待防止法の

円滑な施行に向け取り組みを進めてまいります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君 再質問をしたいと思います。

まず、１点目のＭＶ22オスプレイの件でありますが、

先ほど知事から御答弁いただきましたけれども、知事

は、安全性について疑問を持って政府に強い態度でこ

れまで臨んできたというふうに私はわかりますが、先

ほど 嶺議員からも指摘がありましたように４・25へ

の差別の発言問題とか、あるいは辺野古移設は困難で

県外へと方針転換をしてから知事の発言等も含めて、

さらにオスプレイを強行配備するなら全基地閉鎖の動

きもあるということも含めて、知事としてすごく強い

メッセージを発しておりますが、私は、その知事の姿

勢・態度についてはやはり県民の意識を鼓舞をして、

それから県民運動の高まりに、私はまた10万人の９・

９県民大会につないできたというふうに思っておりま

す。知事がこれまで強い姿勢で臨んできた態度、発言

等について、これは知事が140万県民に対する意識の

鼓舞と、それから県民運動を盛り上げてきたことに役

割を果たしたということの知事は自負はないかという

ことを聞きたいんですが。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午前11時20分休憩

午前11時21分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） 崎山議員の今の御質問で、
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自負はあるかという点がちょっとどういうふうにお答

えしていいかなんですが、私は知事の務めとして、特

にオスプレイについて、ああいう墜落の履歴の多いも

のについてはきちっと安全を確認して県民の不安が払

拭されない限り、それは無理な話ですよということを

強く政府に物を申してきたつもりでおりますから、こ

れがおっしゃるような日本語としての自負かどうかと

いう点は別にして、知事としての仕事をしているつも

りでございます。

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君 私が聞きたいところは、これまで知

事はすごく強いメッセージというのを発して、県民も

それに期待をして盛り上げてきたということで、やっ

ぱり腰が引けたら困るということがあります。そうい

った意味では、何で知事が９・９県民大会に参加しな

かったかについての不可解さというのか、真意という

のが私ははかりかねているもので、強くメッセージを

発しておきながら、県民もそこについていったわけで

すよ、県議会も全て。そういったところで参加をして、

腰が砕けるということとは乖離するので、私は県民も

まだわかりにくいと思うので、そこは知事は釈明をし

っかりすべきだと思いますが、いかがでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） 何度も御説明しているつも

りですが、強いメッセージを発して後、腰が砕けてい

るのではないかというふうに議員はとっておられます

が、別に砕けているつもりはありません。ですから、

その理由は、県民大会に出なかったことをもって理由

とされておりますが、いろんなことを政府に対して物

を言い、自分の意見を言うというのは県民大会は大き

な形ではありますよ、私はそれは認めます。しかし、

物事を自分の考えや行動を示すのに県民大会に参加す

るかしないかだけをもって、何か腰が砕けたのではな

いか、出ないとおかしいのではないかという論理はお

かしいと思いますよ。私は、知事として毎日必要なこ

とはやっておるつもりですし、内容はおっしゃったよ

うに今回非常に強いメッセージというふうに受けとめ

られたようですが、ちょっと新聞の表現もいろいろあ

りますけれども、ああいう安全に関係するものはきち

っと申し上げないとだめだということで、私は前から

申し上げてきたつもりです。ですが、これを県民大会

に出なければ、それを言っていないというふうな判断

というのはやっぱりおかしいと思いますよ。

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君 私は、言うことと行動は一緒にした

ほうがいいのではないかということであります。ただ、

行政と市民運動は、知事は使い分けておりましたが、

それは若干期待感でありますから、ぜひ知事はこれか

ら強いメッセージを送るんだったら、県民はやっぱり

高めてきたわけだから一緒に行動するというのが知事

としての立場ではないかなと思って私は聞いておりま

す。それは終わります。

それから東村高江のヘリパッドの建設工事の件であ

りますが、先ほど公室長は、北部訓練場の過半の返還

があるということで基地の整理縮小になるということ

で容認をしていると言っておりました。オスプレイの

ことについての問題を私は聞いておりますが、この東

村高江がオスプレイの離発着場になるのではないかと

いうことを言っているんですが、これは県が防衛省に

質問を提出をして、この回答書の中にもキャンプ・ハ

ンセン、それからキャンプ・シュワブ、北部訓練場の

着陸帯の位置を把握するために、視察飛行はワンパイ

ロット・ワンフライトということで、この飛来を明確

にしている回答を県はもらっていると思いますが、こ

れは高江に発着をするということの防衛省の皆さんへ

の回答ではないでしょうか。答弁をお願いします。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君） 今議員のおっしゃった

観点もそのとおりだと思います。ただ、そもそもオス

プレイは、ＣＨ46型のヘリコプターが老朽化して代替

されるということですから、県の理解としましては、

ＣＨ46が行っている訓練をオスプレイが代替する。し

たがって、高江においてもそれは運用されるものと。

そのために私どもは、その危機感から政府に対してさ

まざまな質問状を発してきたというふうに御理解いた

だきたいと思います。

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君 では、東村高江にこのオスプレイが

飛来をするということは認識を一致するということで

あります。であるならば、今問題になっているオスプ

レイの配備について知事は反対をしているわけであり

ますから、そこに飛んでいくというのが明確である以

上、東村高江のヘリパッドの着陸帯がこのオスプレイ

のためにつくろうとする基地建設だということは認識

をされないんですか。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君） オスプレイのためにと

いうか、着陸帯は着陸帯でありまして、そこをオスプ

レイが使うであろうということでございます。したが

いまして、高江につきましては、先ほど申し上げた理

由でＳＡＣＯの合意事案を着実に進めるべきだと考え

ているわけですけれども、昨日、代表質問で議員から
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の発言があったと思うんですが、オスプレイについて、

高江であろうとどこであろうと訓練を認めるべきでは

ないという御発言がありました。県もまさにそのとお

りだと思います。したがいまして、オスプレイの配備

には反対をしているということでございます。

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君 今、オスプレイの配備については反

対していると言っても、私が聞いているのは、東村高

江のオスプレイが離発着するというところの場所につ

いての建設工事を反対したらどうかと私は聞いている

んです。そこは先ほどから話しておりますが、そこの

認識は、飛来してくるであろうとおっしゃっておりま

すが、そこは完全にオスプレイパッドであると、――

ためにつくっているのではないかと私は聞いているん

です。それはなぜかというと、既存のヘリパッドが19

カ所もあるけれども、返還予定地の６基がわざわざそ

こにつくるということは、この広さも含めて直径約45

メートルの大きさをつくろうとするところについて

は、オスプレイパッドではないかということで懸念を

されているので、そうであるならば、このオスプレイ

のために建設するヘリパッドの建設工事は反対すべき

ではないかと聞いているんですが、これはいかがです

か。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君） まず前提となりますオ

スプレイパッドですけれども、まず着陸帯がありまし

て、それをオスプレイが使うという可能性について県

は懸念をしているわけでございます。したがいまして、

オスプレイを配備しないでほしいと言っているわけで

ございます。したがって、先ほど来申し上げておりま

すけれども、ＳＡＣＯの合意事案を着実に進めるとい

うことは、県としてはそうすべきであるというふうに

考えております。

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君 いずれにしても、そこにオスプレイ

が飛来をするという意味で認識するということでは私

は確認をしておきますが、そうであるならば、そのオ

スプレイのためにつくるようなヘリパッドの基地建設

工事はやめるようにということで、知事はしっかり明

確にすべきだというふうに私は思っています。この件

は終わっておきます。

それから戦後処理事業でありますが、あと80万平方

メートル残っているということでありましたが、私の

知っている範囲で名護市で98筆、９万、伊江村で３筆

で34平方メートル、西原で113筆、３万平方メートル、

与那原207筆、３万平方メートル、粟国村で542筆で12

万平方メートル、那覇市で1018筆、４万7000平方メー

トルということで、その他合わせて80万平方メートル

としているんですが、この小さい市町村においても多

くの不明土地が残っているんですが、この現状の先ほ

ど話をされた土地の有効活用についての障害というの

か、そしてこの市町村における状況については何か差

異があるのかどうか答えてもらいたいんですが。

○議長（喜納昌春君） 総務部長。

○総務部長（川上好久君） 個々の市町村における不

明土地が利用できないことでの状況を個別に把握して

いるわけではございませんけれども、今議員が言われ

たように、那覇市それから名護市、あるいはまた伊江

村とか、非常に大きな面積で所有者不明土地を抱えて

いるところがございます。このようなところにおきま

しては、計画的なまちづくりとかそういうふうなもの

のやはり支障になっているということがございます。

そしてまた、戦後70年近く経過して、一方では所有

者がますます確認がしにくい状況、そしてまた、法律

的には県は管理責任、管理しかできないというふうな

ことでございまして、これについて特定の用途に使用

できる権限がない、そういうふうな課題があるという

ことで、今般国のほうに要望してまいりました。それ

で国のほうからは、当面法律に基づいてその実態調査

をして、その所有者の帰属の方法もその中で検討しな

がら、今後最終的な処理方針について検討していくと

いうふうな流れになっているというふうなことでござ

います。

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君 では、次に移ります。

借用校地とつぶれ地の件でありますが、まだ若干残

っているという実態の報告でありましたが、残ってい

るものについて、戦後67年、一気に解決するという意

味では、この一括交付金に該当する事業ということで

はないのかどうかを伺いたいと思うんですが、これは

いかがかどうかですが。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午前11時32分休憩

午前11時32分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君） つぶれ地のことに

ついての御質問にお答えいたします。

まず、県道は20筆で約560平米ほど残っております。

那覇市道につきましては477筆、約１万8000平米残っ

ております。そして、これらの買い上げですけれども、

これは昭和46年に閣議決定された沖縄復帰対策要綱と
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いうものの中で、補助国道及び県道が10分の10、幹線

市町村道が10分の８の補助で現在買収を進めておりま

して、御質問の交付金については今のところ対象にな

ってございません。

○崎山　嗣幸君 借用校地は……。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午前11時33分休憩

午前11時35分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

総務部長。

○総務部長（川上好久君） 一括交付金の活用につき

ましては、要綱の中で公共事業として指定されている

もの、これは使えるものについては基本的には一括交

付金は活用できないわけですけれども、ただ、それ以

外のもので、なおかつ沖縄の特殊事情が認められる場

合には活用できるというふうなことになっています。

したがいまして、今のお話につきましても、個別・具

体的な内容を検証しながら、その適用については検討

していくというふうなことになろうかと思います。

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君 次に移ります。

３番目の県立高等学校編成整備計画についてであり

ますが、先ほど教育長の答弁で適正化の問題と学習意

欲、教員の適性化、選択肢の広さ、工業が来たら広が

るということでありました。第１点目、現水産高校は

定員割れも今は起こしていないし、工業が統合されれ

ば規模が広がって、私は今後定員割れを起こすのでは

ないかということの疑問がありますが、そのことにつ

いて教育長がおっしゃった、統合すればそこが広がっ

てよくなると言っておりますが、かえって逆にこれは

定員割れを起こす可能性はないかについて答弁をお願

いします。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） 私どもの計画につきまして

は先ほど答弁したとおりなんですけれども、今の議員

の御質問は、統合した後で統合した高校が定員割れを

起こさないかという御質問かと思います。それにつき

ましては、私どもは、そういった定員割れについては

今のところ想定はしておりません。

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君 続けます。

２点目に行きますが、先ほど海洋技術科の件で、こ

れを充実させていきたいということでありましたが、

実際は海洋技術科は廃科にして高専に持っていくとい

う議論が先行されていると思います。先ほど私は冒頭

でお話をしましたが、海洋技術科は本科で５年連続進

学・就職率が90％、それから専攻科２年教育が７年連

続進学率が100％という実績を誇っているのは教育長

もわかっていると思いますが、これが海洋技術科が廃

科になって高専に縮小されていって、この実績は守れ

ないのではないかということが重要な点であるんです

が、それはいかがでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） 実は海洋技術科の持つ役割

は、今議員がおっしゃったみたいに我々も大変高く評

価をしております。と同時に、専攻科も本県では唯一

ある学科ですので高く評価をしております。したがい

まして、先ほど答弁しましたけれども、この海洋技術

科と専攻科、その機能はぜひ残していく中で今研究を

している段階でございます。

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君 教育長、機能を残すということでは

なくて、私はここが論点の違いであって、海洋技術科

を残してくれと言っているのに、これをなくして高専

にするから機能が残るということは違いがあるんです

よ。それをやはりはぐらかさないで、現在の海洋技術

科を残すということが重要ではないかと思っていま

す。これは検討中であると思いますが、ただ機能を残

すということで曖昧さが残っているために問題が起こ

っているわけです。それはいかがでしょう、教育長。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） 海洋技術科という学科を残

すことも含めながら検討している今段階でございま

す。

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君 では、次に聞きますが、この水産高

校の統合の例は宮古水産高校の例があると思います。

宮古水産高校が商業と統合して翔南高校になって、そ

れからまた農林と統合して宮古総合実業高校になって

おりますが、この統合の中において水産教育の実態、

宮古における海洋科学科の現在の実績というのか、そ

こはどうなっているのか聞きたいんですが、検証され

ているかどうか。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午前11時40分休憩

午前11時41分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

教育長。

○教育長（大城　浩君） 今の御質問の趣旨は、宮古

地区におけるいわゆる統合した後の成果はどうなって

いるかということだと思います。

統合した結果、例えば子供たちは統合された後、当
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然統合後の学校の専門性といいますか、そういったこ

とでのさまざまな場面においての活躍は聞いておりま

して、例えば水のノーベル賞と言われています大きな

世界規模の大会がありますけれども、その中でも宮古

地区の統合された学校の活躍は私も聞いております。

と同時に、さまざまな場面で統合後の学校の子供たち

の活躍は伺っておりまして、具体的にはどういった成

果があるかはちょっと手元に資料がありませんけれど

も、活躍があることは承知しております。

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君 そこで聞きたいというのは、統合し

た結果、水産教育がどうなっているかと、それから海

洋科学科の入学競争率だとか、就職率とかはどうなっ

ているかということを私は聞きたかったので、これは

詳細ですので、また後日これは議論をしていきたいと

いうふうに思っています。

それから、実は、統合の進め方に私は問題があった

のではないかと思います。県立高等学校の編成整備計

画の懇話会でありますが、これは１回から６回までは

南部工業高校と南部農林が統合するということがあっ

て、一気に７回目にこの検証はされなくてすぐ南部工

業高校と水産高校が統合するということが懇話会で出

たんですよ。だから、これは何の検証もなく場当たり

的に農林とだめだったから水産高校にという、こうい

うくっつけ方は懇話会での議論が何もないものになっ

てきたということは、これは言われるように、この懇

話会には工業だとか、水産だとか、農林とかの有識者、

専門家も入っていなくて、教育庁関係の職員が中心と

なってくっつけているわけですよね。だから、懇話会

のあり方に問題があるということが随分指摘されてい

るんです。教育長、この懇話会のメンバーも含めて、

あり方も含めて問題があるのではないかと思うんです

が、いかがでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） 懇話会のメンバーにつきま

しては、実は、６月の県議会でも詳しくこういう方々

が構成メンバーですよという答弁をしたつもりであり

ます。その中にはさまざまな関係団体の長が入ってお

りまして、今議員御指摘のような偏った構成メンバー

ではなかったと私は認識をしております。そういう中

で、さまざまな議論があったことも承知しております

ので、例えばこれまで戦後第４期までの編成整備につ

いて議論をしてまいりましたけれども、この第４期の

編成整備計画についても懇話会でさまざまな形で検証

をし、そして今回第５期につなげていったとそういう

ことも私は認識をしております。

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君 教育長、偏ったと言っているのでは

なくて、私は専門的な農業とか、工業とか、農林とか

の知識を持った先生方が入っていないということを言

っているんであって、この先生方の意見も聞かないで、

懇話会の中の議事録の中には、教育長はおっしゃいま

すけれども、これは南部農林と工業がだめだったとい

う理由の検証という議事録はないんですよ。それから

先ほど言った７回目に突如出ているんですよ。こうい

ったことのあり方は、工業や農業を知らない方々の議

論がされているということが問題として指摘されてい

るんですよ。だから、これは先ほどから言っているよ

うに、専門的になりますよね、水産高校の機関科と工

業の機械科は一緒かと、ロボットと船の機械とは一緒

かという話が専門でありますよね。これは専門家が入

って議論がされるんであって、簡単に類似していると

いうことで片づけていますよね。だから、そういった

ことは見解が違うわけですよ。そういった皆さんを入

れて議論をしてつくっていくことをやらないとだめな

んじゃないかと私は聞いているので、懇話会のあり方

について、やはりそういった方々を入れて議論をして

持っていかないと、実業高校に関しては特にそれが重

要ではないかと私は指摘をしたいんです。

それから最後になりますが、水産高校の特色は、教

育長もわかるように、本土の水産大学とか商船大学に

行かなくても、水産高校の海洋技術科と専攻科の５年

教育によって船長とか、機関長とかの資格を取れて、

それから離島航路の船長とか、フェリーとか、タンカ

ー船に乗れる国家資格を取れる力があるというのが水

産高校の海洋技術科の一貫教育なんです。子供たちは

専攻科に夢と希望を持って向かっているんですよ。そ

ういった海洋技術科、専攻科が衰退する方向で行って

はならないということで言っているんです。先生方も、

この５年かけて船長をさせるんだという教育は並大抵

のことではないらしいんですよ。そういったことで海

洋技術科を衰退させるなというのが水産高校の技術科

の先生方ですよ。生徒をこういうふうに教えて、５年

教育をして専攻科に入れて100％の就職率で送ってい

くということが衰退していくよと言っているんです。

それの見解は教育長自身がしっかりしたほうがいいと

思いますが、いかがでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） 統合していく際のいわゆる

理由、理念につきましては先ほど答弁したとおりでご

ざいます。ただ、統合するに当たってのこれまでの議

論も含めながら、当然我々はことしいろんな議論をし
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ている段階なんですけれども、やはり今年度から４年、

５年かけまして今の案についても検証、見直しの期間

だとそういう位置づけもしておりますので、その中で

またどういった議論が出てくるのかしっかりと見きわ

めたいと考えております。

○崎山　嗣幸君 議長、終わります。

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。

〔新垣清涼君登壇〕

○新垣　清涼君 ハイサイ　グスーヨー　チューウガ

ナビラ。

この国は、一体どうなっているのだ、そんな思いを

最近強くしています。

県民総意でオスプレイ配備に反対しているのに、政

府はオスプレイ配備を認め、米軍は強行配備をしよう

としている。オスプレイ配備反対県民大会実行委員会

による、26日からきょうまでの早朝７時からの普天間

基地野嵩ゲート前での抗議行動、その中で防衛局は26

日にオスプレイ配備の通知をし、そして28日きょうか

ら30日までに12機を配備する予定だという知らせをし

ました。

県民の意思を無視するこの国の政府は、本当に民主

主義の政府なのか。オスプレイ配備反対の県民大会が

開かれた２日後には、森本防衛大臣は来沖し知事と会

談をして、６月に米フロリダ州で起きたオスプレイ墜

落事故に対し、人的要因が大きいと説明、さらに今月

６日のノースカロライナ州での緊急着陸を、車を運転

するときに警告灯がついたので道の脇にとめてチェッ

クをしたことは、必ずしも事故とは言わないのと同じ

ようなものと発言をしました。情けない、こんなもの

かなと。もうこれ以上基地の負担は御免です。

市のど真ん中にある危険な普天間基地だからこそ、

返還合意がされました。日米両政府がどんなに安全だ

と言っても、可能な限り、できる限りでは私たち県民

は納得できないし、信用しません。普天間基地は危険

だから返還合意がなされています。すぐにでも閉鎖し、

県民に返していただきたい。安心と安全を子や孫たち

の未来のためにと思います。恐らく多くの県民がそん

な思いだと思います。きのうは野嵩ゲート前で私たち

の集会の後に五、六十人の県民がゲート前に座り込み、

ゲートを封鎖して徹夜で座り込む決意をしていたよう

です。ところが、台風接近を理由にきょうのオスプレ

イ配備が見送られたとのニュースで、座り込みも中断

することになったようですが、県民は本気です。知事

は一日も早く野田総理に県民の本気度を伝えてくださ

い。そして、オスプレイ配備をみんなでとめていきま

しょう。

普天間基地問題について質問をします。

⑴は取り下げます。

⑵、国が示した安全性について県は納得をしたの

か。どのように検証したか伺います。

次に、オスプレイの運用計画は示されたのか。それ

に対する県の見解と方針を伺います。

次に、市のど真ん中にある世界一危険な普天間基地

に危険なオスプレイが配備されると、市民・県民の命

の保証はありません。普天間基地の即時閉鎖と返還を

求めるべきと考えます。万が一、事故が発生したとき

は誰が責任をとるのか、とれるのか伺います。

次に、環境行政についてでありますが、米軍による

県内での枯れ葉剤の使用についてであります。

1980年代に米軍普天間飛行場に枯れ葉剤が保管され

ていたという記事がありました。調査すべきと考えま

すが、県の対応を伺います。

県民、特にその時期に米軍基地で働いていた皆さん

への枯れ葉剤の影響と思われる健康被害について調査

をすべきと思いますがどうでしょうか。

３番目に、宮古島市における産業廃棄物処理につい

て伺います。

現在、大浦地区で計画が進められている産業廃棄物

処理場は、県道ときれいな海岸線の間にあり、傾斜地

を削る形で進められています。雨が降ると周辺土地や

畑、道路などから雨水が流入してきます。隣接する県

道は、さきの大雨で崩落してしまいました。処理場内

に集まった雨は、地盤がクチャのために地下浸透が遅

く、そのまま近くの浜に流れていきます。

そこで伺います。

産業廃棄物処理場の設置許可申請が提出されたのは

いつで、設置許可がされたのはいつですか。現場での

事業が開始されたのはいつですか。以前、すぐ近くに

産業廃棄物処理場があったと聞いています。そこは現

在どうなっていますか。なぜそうなったのか、その経

緯について伺います。以前の処理場の周辺への環境影

響について調査が必要と考えますが、どのような取り

組みがなされているのか伺います。

次に、現在進められている処理場の事業範囲はどう

なっていますか。今後の計画はどうなのか、県の指導

はどうなっていますか伺います。

３番目に、教育行政についてでありますが、ことし

１月１日の新聞報道に、県民意識調査結果が掲載され

ていました。ウチナーンチュや沖縄文化への誇りは、

10年前、５年前と変わらず９割を占めたとあり、方言

を話せるは５割を切ったとなっています。

そこで伺います。
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義務教育期間での沖縄文化――例えば三線、ウドゥ

イ、空手など――の教育とその子供たちの習得状況に

ついて伺います。

同じように、高等学校での沖縄文化の教育と習得状

況についても伺います。

次に、しまくとぅばの普及について伺います。

９月18日は「しまくとぅばの日」となっていますが、

その日が制定された目的、趣旨は何でしょうか。普及

への取り組みはどうなっていますか伺います。

次に、会派代表質問との関連で、観光振興について。

ＯＣＶＢの運営についてでございますが、今回、今

年度はかなりの予算がＯＣＶＢの活動として与えられ

ているんですけれども、市町村の観光協会などと協力

した観光客誘致、あるいは県内でのイベントなどの取

り組みはどうなっているか伺います。

また、ＯＣＶＢとして台風時の観光客に対する対策

を伺います。

以上です。

○議長（喜納昌春君） ただいまの新垣清涼君の質問

及び質疑に対する答弁は、時間の都合もありますので

午後に回したいと思います。

休憩いたします。

午前11時55分休憩

午後１時24分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

午前の新垣清涼君の質問及び質疑に対する答弁を願

います。

仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 新垣清涼議員の御質問に答

弁をいたします。

第１に、普天間基地問題についての御質問の中で、

オスプレイの運用計画と県の方針についてという御趣

旨の御質問にお答えいたします。

県は、これまであらゆる機会を通じて、オスプレイ

の配備見直しと徹底した説明を求めてまいりました

が、具体的な運用計画は示されておりません。９月24

日及び25日に政府に対し、配備中止を強く申し入れた

にもかかわらず、配備計画が進められていることはま

ことに極めて遺憾であります。

県としましては、県民の不安が払拭されないことか

ら、オスプレイの配備及び運用には断固反対でありま

す。

次に、会派代表質問との関連質問の中で、台風時に

おける観光客への対策についての御質問にお答えいた

します。

沖縄県では、那覇空港における台風時の対策といた

しまして、関係団体による「台風時観光客対策協議会」

を立ち上げ、那覇空港案内所におきまして、航空各社

の発着情報や宿泊施設の空室情報の提供、そして台風

対策マニュアルの配布等々を行っております。

なお、航空便が欠航となり空港内に観光客が滞留し

た場合は、那覇空港ビルディング、沖縄観光コンベン

ションビューローと連携をして、空港内の滞留客に対

し、負担が少なく少額になるようなサポートに努め、

沖縄観光の満足度の向上につなげていきたいと考えて

おります。

その他の御質問については、副知事、部局長等から

答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 普天間基地問題につい

ての御質問の中で、オスプレイの安全性についてお答

えいたします。

９月19日に、政府はオスプレイの沖縄配備について、

機体自体に問題がなく、人的要因を改善するための措

置がとられたこと等から安全性が確認され、飛行運用

を開始させるとしております。しかしながら、航空機

の安全性は人的要因による事故防止の方策が確立して

いなければならず、また、安全対策の実施が米軍の裁

量に委ねられたままでは、政府の安全性の説明は不十

分であると考えております。

なお、県においてはこれまで政府に対し６件105項

目の質問を提出しており、これらに対する検証を行っ

ております。

次に、普天間基地における事故の責任についてお答

えいたします。

日米地位協定では、米軍による事件・事故の刑事上

の責任は、公務執行中においては、同協定第17条の３

⒜により米軍が裁判権を有していることから、米軍が

米国の法令に基づきその責任の所在を追求することと

なっております。また、損害賠償については、同協定

第18条５の⒝により日本国が損害賠償金を支払うこと

になっております。しかしながらいずれにしましても、

米軍の航空機が墜落等の事故を起こした場合、事故の

責任は、刑事上のみならず全ての面において当事者で

ある米軍及び施設の提供を行っている日本政府にある

と考えております。

次に、環境行政についての御質問の中で、枯れ葉剤

の使用についてお答えいたします。

去る６月20日、米軍が普天間飛行場で枯れ葉剤を入

れたと見られるドラム缶を一時埋め、1981年に掘り起
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こしたとする報道を受け、県は外務省に対し、その事

実関係や場所の特定の可否等について照会をいたしま

した。これに対し、外務省からは米軍が返還前の沖縄

で枯れ葉剤を保管、使用、運搬した記録は確認できな

かったと回答しております。しかしながら、枯れ葉剤

問題については県民が不安を感じていることは承知し

ており、県としましては、市町村との連携を図りなが

ら新たな事実関係も含め情報収集を行っております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君） 環境行政についての

御質問の中で、枯れ葉剤による健康被害の調査につい

てお答えいたします。

県としましては、枯れ葉剤による健康被害の報告が

ないことや、さらに沖縄県内における使用等の事実関

係が確認されていないことから、健康被害を調査する

ことは困難であると考えており、調査は実施しており

ません。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君） 環境行政についての

御質問の中で、宮古島市における産業廃棄物処理につ

いてお答えいたします。

宮古島市西原において建設中の産業廃棄物最終処分

場につきましては、平成13年３月に施設設置の許可申

請がなされ、同年７月に公告・縦覧を行い、住民、市

長及び生活環境影響評価専門員から意見を聞くととも

に、法令に基づき審査したところ、許可基準に適合し

ていることから、平成14年１月に設置許可をしたもの

であります。事業者においては、許可取得後、沖縄県

赤土等流出防止条例などの関係法令についての手続を

経て、平成23年８月に工事に着手したところでありま

す。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 教育・文化行政についての

御質問で、学校での沖縄文化の教育と習得状況につい

てお答えいたします。３の⑴と３の⑵は関連しますの

で一括してお答いたえします。

沖縄の文化は、歴史的・社会的な伝統に裏づけられ

たものであり、それらが担っている役割を十分に理解

させ、尊重する態度を育むことは大切であります。具

体的に、学校教育では、総合的な学習の時間などにお

いて方言を取り入れた授業が実施されております。ま

た、小中学校においても、学校行事やクラブ活動にお

いて方言劇やエイサー、琉舞、三線などの取り組みが

行われております。県立学校においても、組踊や琉歌

等の学習がなされており、さらに、放送クラブによる

しまくとぅばをテーマとした番組作成や、学園祭等で

の郷土芸能に関連する指導が行われております。

県教育委員会としましては、今後とも沖縄の文化に

ついて、教育課程の範囲内で適切に実施するよう指導

してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。

〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 教育・文化

行政についての中の、しまくとぅばの普及についてと

の御質問にお答えいたします。

県内各地域において受け継がれてきたしまくとぅば

は、地域の伝統行事の基礎となる大切な言葉であると

ともに、組踊や琉球舞踊、ウチナー芝居などといった

沖縄文化の基層となる、いわば沖縄県民のアイデンテ

ィティーをなすものであります。これらを踏まえ県で

は2006年３月、「しまくとぅばに関する条例」を制定

し、毎年９月18日を「しまくとぅばの日」と定めたも

のであります。一方、しまくとぅばの消滅の危機が叫

ばれる昨今、県ではしまくとぅばについての取り組み

を加速させる必要があると認識しており、そのため、

昨年度より有識者で構成される諮問会議を設置し、こ

れまでしまくとぅばの普及・継承に関する議論を深め

てきたところであります。同会議の意見を踏まえ、復

帰40周年である今年度を「しまくとぅばぐすーじ元年」

と位置づけ、行政、文化団体、民間企業、教育関係者

及び若者団体などとも連携しながら、全県的かつ横断

的な県民運動を展開するために、今年度、下半期には

中長期にわたる推進計画を策定し、次年度以降、しま

くとぅばの普及と継承に係る具体的な取り組みを図っ

てまいりたいと考えておりますので、ドーティン　ケ

ーラヌチカラー　カライワーリタポッタリ　イーサー

クヤハーシミワーリタポーラーナー　シカイトゥ　ミ

ファイユー。（どうぞ皆さんの力をかしてくださり、

よい仕事ができますように、よろしくお願いします。

ありがとうございます。）

次に、会派代表質問との関連質問の中の、ＯＣＶＢ

と地域観光協会との連携した取り組みについてお答え

いたします。

県では、沖縄観光コンベンションビューローを通じ

て、地域イベントに対し財政的支援を行うことで、地
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域の観光協会と連携しながら、入域観光客の平準化と

年間を通した誘客を推進しております。また、沖縄観

光コンベンションビューローでは、地域観光関連団体

事務局長会議の開催により、組織的な連携を図ってい

るほか、今年度実施しております離島観光活性化促進

事業においては、離島地域の観光協会が行う誘客プロ

モーション活動などをサポートしております。なお、

地域イベントの充実化を図り観光客の満足度を高める

ことはリピーターの拡大につながるものと認識してお

り、県としましては、今年度、戦略的リピーター創造

事業の中で、リピーター需要を踏まえた誘客・受け入

れ体制の拡充方策の検討などを行っているところであ

ります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。

○新垣　清涼君 それでは、まずオスプレイの配備に

ついてでありますけれども、知事は24、25日と政府要

請に行かれました。残念ながら総理にはお会いできな

かったということですが、お帰りになってすぐ翌日26

日にはもうすぐ配備をするんだという、また防衛局か

ら通知が来たようでございますけれども、こういう県

民が今「ナラン」と言っているにもかかわらず、また

知事もわざわざ宜野湾市長と一緒に政府に、まだ県民

の不安を払拭するに至っていないのでだめだとこうい

うふうに訴えられたのに、電話一本ですぐ28日から30

日までにやりますよというような言い方はないんじゃ

ないかと。

直接総理にお会いになって、県民の思いを伝えたい

ということでありましたけれども、その予定はどうな

っているのでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） 今、いろいろな連絡をとっ

ているところですが、まだアポイントメントはとれて

おりません。

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。

○新垣　清涼君 きょうは幸いといいますか、台風の

影響だと言っておりますけれども、きのうはゲート前

で多くの市民が座り込みを始めた。そういう県民は、

一過性じゃなく本気だなということが僕は徐々に伝わ

っているのかなという思いをしています。そういう意

味では月曜日になるのか火曜日になるかわかりません

けれども、一日も早く知事、総理にお会いになってぜ

ひ県民の思いを、もう今までと違うよということをし

っかりと伝えていただきたいと思います。決意をお願

いします。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） 今、いろいろなマスメディ

アの皆さんの報道では、組閣があって改造があって、

１日にはスタートというような報道もあります。大変

お忙しいと思いますが、今議員のおっしゃったような

方向でトライをしていきたいと思います。

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。

○新垣　清涼君 ぜひ、よろしくお願いします。そし

て県民とともに、このオスプレイの配備をとめて、普

天間基地の固定化を許さない、そういう運動につなげ

ていきたいと思います。

次に、環境行政の中で枯れ葉剤なんですけれども、

やはり報道で普天間基地に枯れ葉剤、普天間に81年と

こういうような新聞報道などがあるわけですね。（資

料を掲示） そうすると、やはりそこにあったという

ことが要するに予想されるわけです。最近のこの新聞、

これはつい最近のですが、ベトナム戦争当時自分たち

がそのビラをつくったんだとかいうような記事が出て

きておりまして、今まで黙っていた皆さんが、ぽつり

ぽつりと昔のことを証言し始めています。そういう意

味では、私は駐留軍、軍雇用員の皆さんにぜひアンケ

ートを――健康被害は何かなかったのか、必ずしも枯

れ葉剤によるというのは本人ではわからないわけです

から、そういったお仕事を普天間基地で80年代に従事

をされていた方、あるいはそこに出入りをされていた

方々で、体のぐあいが悪くなった方はいませんかと。

どういう症状でしたかというような形でいいですか

ら、まずはアンケートを当時の軍雇用員、軍で働いて

いた皆さんにやることから始めてみられたらどうでし

ょうか。これはやはり一回こういうことをなさること

によって、同じような症状が出たとか、あるいは同じ

時期にこの部署で働いていた人にそういう症状が出た

とかということによってまたそういう特定もできるか

と思いますので、そういう取り組みをしてほしいので

すが、いかがでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） 今後、枯れ葉剤使用

の実態が解明された場合には、健康相談等必要な対応

をしていきたいというふうに考えています。

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。

○新垣　清涼君 部長、私が提案しているのは、枯れ

葉剤があったということが明らかになってからという

ことではなくて、今、いろいろなところからあったの

ではないか、そうでなかったかというのが出てきてい

る。要するに疑問が出てきているわけですよ、こうい

うマスコミ報道などで。（資料を掲示） それは皆さ

んも十分御承知だと思うんです。ですからそういった
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ことを明らかにするためにも、要するにそこで働いて

いた皆さんに、そういうアンケート調査などをやって

みたらどうでしょうかという提案なんです。それにち

ょっとお答えください。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君） 御質問の点ですけれど

も、この枯れ葉剤にどう対応しているかということを

整理いたしますと、まず、環境生活部におきましては、

その地域も含めた常にその環境あるいは河川の調査と

いったことをやっておりまして、現時点でそのダイオ

キシンというものは検出されておりません。

また、この新聞報道等につきましては、これは県も

重大な関心を持っておりまして、その都度日米両政府

に問い合わせておりますが、先ほどのような回答であ

るということでございます。そのために、もちろん問

い合わせるだけではなくてインターネット等でそのよ

うな報道の根拠でありますとか、あるいはほかにそう

いう事例がないかということは調べております。ただ、

必ずしもその辺が十分ではないかもしれませんので、

まだそういうものが終息したとは考えておりません。

そういった一環の中で、議員の御提案につきましても

検討させていただきたいと思います。

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。

○新垣　清涼君 政府や米軍に問い合わせしても、な

かなか正直なことは言わないんじゃないかなと私は疑

問に思っているんですね。オスプレイの配備だってず

っと日本政府は隠し通してきたわけですよ、まだ正式

な通達がないとか。ところがアメリカにはちゃんとこ

れ伝えているんだと言いながら、日本政府は県が問い

合わせすると、まだ正式な通達はないんだとこういう

ふうにして隠してきているところがあります。ですか

ら、私はやっぱりこのダイオキシンにしてもなかなか、

アメリカでさえも認定するのを非常に厳しく限定して

いる状況ですから、ましてや他国民に簡単に補償金を

出すようなことにつながるようなことはしないと思い

ますので、ぜひ県独自でそういった情報網を使って調

査をしていただきたいと思います。県民の健康を守る

ためにもぜひ取り組みをお願いします。

それから、宮古島市における産業廃棄物の処理場の

件ですが、先ほど答弁がありましたように13年から計

画がされて、実際に現場での工事が開始されたのが23

年、10年間あいているわけですよね。その間に、近く

にまた産業廃棄物処理場があって、そこで何か火災が

発生したというのもちょっと聞いているのですが、そ

の以前に使われていた処理場は現在どうなっています

か。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君） 御指摘の現在建設中

の処分場のそばに隣接している最終処分場があります

けれども、これは平成13年に火災がありまして、その

後さまざまな対応をとりながら、最終的には平成16年

に終了届けを出して、その中に焼却施設などが中にあ

ったわけですけれども、現在はそういったものは撤去

されて、一応閉鎖状態になっているという状況です。

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。

○新垣　清涼君 新しい今進められている申請許可が

下りて、そしてその後に以前使っていた処理場が火災

を起こして、そこはもう閉鎖状態にあると。16年に閉

鎖をしている。ところがここは閉鎖をしたけれども、

土を上からかぶせてあるだけですよね。そうすると、

そこから周りの環境影響というのは調査されているの

でしょうか。されていたとしたらどういう結果になっ

ていますか。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君） 火災が起きた直後か

ら、大気とか水質の調査をしていますけれども、基本

的には平成15年から昨年度までずっと継続しているわ

けですけれども、処分場内の例えばたまり水、それか

ら周辺海域の環境モニタリング調査、これはずっと継

続してやっております。一応、結果については、その

最終処分場の水質の基準値、それから土壌のダイオキ

シン類の環境基準値というのがありますので、そうい

ったものに照らし合わせてみますと、不検出、もしく

はその基準値よりも下回っているというような状況で

ございますので、周辺には影響を与えていないと我々

は今のところ判断をしております。

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。

○新垣　清涼君 近くの海岸への土の粒子というんで

すか、その赤土等と言っているんでしょうかね。そう

いった土の粒子の堆積というのはどうなっています

か。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君） 現在の最終処分場の

建設工事が始まる前は、地先の海域というのはかなり

きれいな海域でありましたけれども、５月から６月に

かけての集中豪雨で、建設中の処分場から赤土等が流

出したということで、海岸において少し汚濁が見られ

るというような状況でありますので、我々としては赤

土等流出防止条例に基づいて届けをしてもらっていま

すので、しっかり指導をしているというところでござ

います。

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。
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○新垣　清涼君 そうしますと、以前にあったものの

影響ではなくて、今進められている新しい処分場が、

ある意味で工事が始まってからそこの海岸にそういう

土が流れ込んでいるという、そういう状況はわかって

いらっしゃるということですので、そうであればそこ

の対策については何度か注意をされているが改善はさ

れていないというふうに聞いているんですけれども、

その辺はどうなんでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君） 先ほど申しましたよ

うに、５月の大雨で土砂流出がありましたので、これ

までに口頭で10回ぐらい、文書などで２回指導はして

おりますけれども、なかなか改善が見られないという

ことで、これからさらに工事は続きますので、赤土等

流出防止条例、それから許可を出した廃棄物処理法の

施設基準、両方の基準などを視野にもっと強く指導し

ていきたいと考えております。

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。

○新垣　清涼君 10回も指導して改善が見られないと

いうことであれば、やはりそこはもう少し強く行政指

導していただいて、私たちも今月会派で――土木環境

委員会でも行きましたけれども――行って現場を見

て、また漁師の皆さんにも会ってきました。そしたら

やはりそこは地形的に見ても、あの場所はこれからさ

らにそこにごみを積んでいくとかなり影響が出るな

と。最終処分場はどうしても必要ではあります。だか

ら、私たちはだめだということではなくて、あの位置

ではずっと海岸線に影響が出るなという判断なんで

す。ですから、言ってももう聞かなければ、改善がな

ければどこか別の場所にそういう指導をしていただき

たいなという思いで今回取り上げてあります。そこら

辺はどうなんでしょうか、検討できるでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君） もうこれは廃棄物処

理法上の設置許可というのが既に出されておりますの

で、事業者みずからが廃止するとかそういうことがな

い限りは、法令上は別に移すということはできません。

しかしながら、かといって議員がお話するようにさま

ざまな問題というのが生じておりますので、これから

本格的に施設をつくるわけですから、これから先もっ

ともっと強力に指導してそういう事態が生じないよう

に努力していきたいと考えております。

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。

○新垣　清涼君 今は、現在の事業範囲というのは中

間処理、破砕ということになっていますよね。最終処

分で事業範囲の変更とかが必要になるのかなというこ

となんですが、赤土等流出防止対策などがもしこれ以

上進まなければ、やはりしっかりと指導していくとい

うことが必要だと思いますので、ぜひそれをお願いい

たします。

それから、しまくとぅばについてですが、やはり先

ほど部長のおっしゃったことは僕らはちょっと理解で

きなかったんです。そういうふうにして、島々にいろ

いろな言葉があります。これはとても大事にしていか

なくちゃと思っているんですね。そういう意味では、

ぜひ学校で――これは教育委員会になるんでしょうか

ね――子供たちが本当に小さいときから沖縄のしまく

とぅばをせめて名詞とか、耳とか鼻とか、ティーとか

こういったものからでもいいですから、そして宮古で

何と言う、八重山では何と言う、こういう地域のそう

いった教材をぜひつくっていただいて、これからしっ

かりと次の世代に引き継いでいく方策をつくっていた

だきたいと思うのですが、どうでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） ありがとう

ございます。

私が今まさに答弁の中でやらせてもらったみたい

に、やはりさまざまな地域ごとに市町村ごとに、分け

れば字ごとにと言ってもいいぐらい本当に多様な言葉

が残っております。これは、１つはやはり沖縄の持っ

ている文化の多様性を非常に象徴していると思いま

す。ですから、そういった部分を生かしながらどう展

開していくかという意味では、県の役割とそれから市

町村の役割、これをしっかりとまずは考えていきたい

と。そして連携をとりながら、もちろん関係している

部分、学校の部分に関しましてはもちろん教育委員会、

教育庁とも連携しなきゃいけませんし、本当にさまざ

まな皆さんと一緒に考えていきたいという意味で、来

年はしまくとぅばの９月18日を目標に大きな県民運動

になるような、そういうふうな形に持っていきたいと

いうふうに思っておりますので、どうかまた力をおか

し願いたいと思います。よろしくお願いします。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） 小中学校における具体的な

取り組み事例は先ほど答弁したとおりなんですけれど

も、実は高等学校ではもう既に副教材といたしまして、

高校生のための郷土の文学・古典編、あるいは新しく

沖縄の文学というのがありまして、その中でいわゆる

方言、しまくとぅばを推進していくための教材として

既に完成されまして、それを学校現場で活用している

とそういった事例もあることを紹介しております。

○新垣　清涼君 小学生からの共通の教材として何か
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一つつくってほしいんですが。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） これにつきましては、教育

課程内でしっかり対応できるように指導していきたい

と考えております。

○新垣　清涼君 ニフェーデービル。

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。

〔狩俣信子さん登壇〕

○狩俣　信子さん こんにちは。社民・護憲ネットの

狩俣信子でございます。

質問通告に従いまして質問いたします。

まず１点目、知事の政治姿勢について伺います。

人材育成についてですが、日本は、子供たちにかけ

る教育費が先進国30カ国の中でＧＤＰ比較で最下位か

ら２番目です。知事は、ことしの重点施策に「豊かな

人材育成」を掲げました。

そこで伺います。

ア、沖縄県の次代を担う子ども・若者の人材育成に

ついての知事の所見というか、決意を伺います。

イ、先日実施されました全国学力検査で沖縄県は最

下位でした。教育庁も確かな学力の確立のためいろい

ろと苦慮していらっしゃるようですが、この問題に対

する知事の所見をお聞かせください。

ウ、１クラス30人以下学級の少人数学級は知事の公

約でした。４年間で実現すると思っていましたが、い

まだ小学校１・２年生のみです。少人数の授業が効果

を上げることを考えれば早ければ早いほどいいと思い

ます。公約はいつまでに達成できますかお伺いいたし

ます。

⑵、米軍基地問題についてです。

ア、週明けにもオスプレイが強行配備されようとし

ています。どうしても沖縄に押しつけようとする日本

政府に怒りがおさまりません。沖縄県の知事といたし

まして、知事はこれまで答弁の中で、断固反対する、

配備の中止を求める、ぎりぎりまで頑張る、いろいろ

おっしゃっていますが、来週に控えたこの中で、一歩

進んで何ができるのか、知事の答弁をよろしくお願い

いたします。

イ、８月に起こりました婦女強制わいせつ事件で、

沖縄防衛局と在沖米総領事の対応をお聞かせくださ

い。なぜならば、私たちが女団協として行きましたと

きに、その被害に遭った方に謝罪が必要じゃないかと

言いましたら、今、推定無罪と言ったんです。だから

謝罪は今はしないと言われました。そういうふうな対

応でありますし、そして議員がついていないと要請を

受けないと言われたんですね。そういうやり方でいい

のかどうか。非常に腹が立っております。その対応は

どうであったのかお聞かせください。

⑶、識名トンネル工事について伺います。

ア、９月21日、県警は県庁や南部土木事務所などへ

の強制捜査に踏み切りました。県職員のショックは大

きいものがあると思います。被疑者３人を特定したと

の琉球新報の記事に県民からも不安の声が上がりまし

た。百条委員会で与世田副知事は、偽装契約の決裁に

三役はかかわっておらず、事務手続上の責任はないと

言っていますが、知事の見解を伺います。

次、大きな２点目、青少年の健全育成について伺い

ます。

⑴、「朝キャバ」について伺います。私もこの「朝

キャバ」という言葉を初めて聞きましてショックを受

けました。朝のキャバレーということらしいです。

ア、｢朝キャバ」の実態と対応について伺います。

イ、これまで補導や指導をされた未成年者はどれぐ

らいおりますか。この「朝キャバ」に中学・高校生が

働きにいっているものですから問題なんですね。

⑵、学校におけるいじめについて伺います。

ア、小・中・高におけるいじめの実態とその対応に

ついて伺います。

イ、いじめホットラインは設置されていますかどう

か伺います。

⑶、未成年者の飲酒・深夜徘回・不良交友について

伺います。

ア、沖縄県は飲酒運転ワーストワンの県です。未成

年者に与える影響も大きいと危惧しています。未成年

者の飲酒・深夜徘回・不良交友の実態と対応を伺いま

す。

⑷、中学生の学校内での逮捕についてですが、９月

18日、宜野湾署によって男子中学生が逮捕されました。

どのようなことであったのか、ちょっとお聞かせくだ

さい。

大きな３点目、「てぃるる」の指定管理について伺

います。

⑴、今回の指定管理をおきなわ女性財団とかりゆし

エンターテイメントに予定しているようですが、その

中の「図書情報」に関する部分は図書の貸し出しだけ

でなく、情報発信・調査事業・施策研究などが含まれ

ており、その性質上財団に委託すべきだと思いますが、

見解をお伺いいたします。

⑵、これまで実施されてきた翼事業、これは地域の

女性リーダー養成に寄与してきました。年間300万円

ほどの補助で実施可能とのことですが、まだまだ男女

差別のあるこの沖縄の中で女性リーダーを養成するこ
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とは大切だと思いますので、その見解をお伺いします。

⑶、「てぃるる」の可動式椅子の見直しについてで

すが、コンビューターでやっているためにちょっと狂

ったら、それにひっかかって出なくなったりするんで

すね。そのような状況で使いづらい部分があると聞き

ました。その見解をお聞かせください。

次に大きな４、教育について。

⑴、社会科教育について伺います。

ア、沖縄県教育振興基本計画によりますと、国際社

会・情報社会における多様な人材育成、これは大切だ

と。それで異文化の理解や自国の文化を尊重すること

が大切だと言っておられます。他国の文化を理解し尊

敬するためにも、まずは自国の歴史・文化を知らなけ

ればならないと思います。沖縄歴史教育研究会の「沖

縄歴史に関する高校生の知識・意識調査」によります

と、沖縄県の歴史に対する認識がいまいちとのことで

す。小・中・高における歴史教育の実態について伺い

ます。

イ、総合学習や必修として取り組むことはどうでし

ょうか。

ウ、他県における歴史教育はどうなっておりますで

しょうか。

⑵、小学校入学時の「小１プロブレム」について伺

いますが、その学力向上ともかかわりがあるんじゃな

いかと思って伺います。

実態として、まちまちの形態の幼稚園や保育所から

小学校に入学してきます。まず45分座ることができな

いという子供たちも結構いて、本当に二、三カ月は大

変だということです。その調整を入学前に合わせてや

っていたら、「小１プロブレム」が解消できるのでは

ないかと思ってお伺いしております。

ア、市町村の公立幼稚園の比率はどうなっています

か。これが出てくると認可外の保育所の比率もわかる

わけですね。

イ、沖縄県全体として「小１プロブレム」を解消す

ることができたら学力向上にも結びつくのではないか

と思いますが、現場の実態をどう把握していらっしゃ

いますか、その分析はどうなっていますかお聞かせく

ださい。

⑶、奨学金返済問題について伺います。

憲法26条で、すべて国民は法律の定めるところによ

りその能力に応じて等しく教育を受ける権利を有する

とあるんですが、実態としては大変厳しい状況があり

ます。私、調べましたら、県内2009年度で大学が５校

ある中で、休学が219名、除籍が224名、退学者が40名、

約500名近い生徒が就学の機会を阻害されている状況

にありますので、この問題をお伺いいたします。

ア、奨学資金を受けている実態はどうなっています

か。

イ、年収が少ない中で返済したくてもできない人が

います。学生支援機構は、返済を民間の債権会社に委

託しているため、３回返済がおくれますとブラックリ

ストに載せるなど、厳しいものがあります。相談しよ

うにも学生支援機構はなかなか電話がつながらないと

いいます。県独自に奨学金返済に係る窓口相談コーナ

ーを置けないでしょうか。

５番、米軍人の思いやり予算についての認識ですが、

これは一括して質問いたします。

⑴、思いやり予算ですが、これについて知らないと。

私もこれはびっくりしました。米軍人の上の人は知っ

ているとは思うんですが、多くの米軍人は知らないと

いうことですね。建物、光熱費、そして基地従業員の

給与、こういうものが思いやり予算で払われているこ

とを知らないということで、これを聞いた私もショッ

クを受けました。要するに我々国民の税金が年間約

2000億円使われるわけですから、どんな使われ方をし

ているんだろうかと、そういうチェックもあわせて国

に申し入れるべきではないかと思います。

次に６番、公契約について伺います。

⑴、県として公契約条例の制定についての見解と、

これからの取り組みについて伺います。先ほどの答弁

では、他県や国の動向を見守っていくと言いますけれ

ども、低賃金、非正規雇用が多い中でもっと積極的な

取り組みが求められると思いますが、見解をお聞かせ

ください。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後２時９分休憩

午後２時９分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

○狩俣　信子さん 失礼いたしました。

思いやり予算について、一々聞かないとわからない

だろうということです。

⑴、思いやり予算について周知させる必要があると

思うがどうですか。

⑵、基地内の建物や光熱費を思いやり予算で賄って

いることについて、米軍人に認識させるべきだと思う

がどうですか。

⑶、それから、従業員の給与も日本が払っているこ

と、そういうことも周知させるべきではないですか。

⑷、ほとんどの米軍人は米国が基地を購入している

と勘違いしているようですがどうでしょうか。これに

ついても教育すべきではないですか。
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⑸、思いやり予算の使われ方についてもチェックが

国として必要ではないですか。

以上、追加しておきます。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 狩俣信子議員の御質問に答

弁をいたします。

まず第１に、知事の政治姿勢の中で、人材育成につ

いての考え方はどうかという御趣旨の御質問です。こ

れは教育関係者、専門の先生方もおられますが、私ど

も知事部局といいますか、私どもで今考えております

のは、第１に、この21世紀ビジョン、ここで掲げてお

ります内容の実現を担える人材ということを考えてお

りますが、これは切りなくその要求条件といいますか、

いろんな切り口があるものですから、ちょっと簡単に

申し上げにくいんですが、私の考えとしては、要約し

ますと、基本的には沖縄の文化を誇りとしてきちっと

精神の中心に置くことのできる人、そしてそれを訓練

された内容を持っていること、そして無論この社会の

構造はいろんなところで人々は働きますから、360度

いろんな分野で徹底した技術と技能をしっかり持って

いること。簡単に申し上げますとそういうことに集約

されると思いますが、無論ウチナーンチュとしてのチ

ムグクルからいろいろ実は切り口が多様にあります

が、沖縄文化の誇りとし継承していこうという素養、

鍛錬された素養を持っているということは基盤として

絶対に必要だと考えております。

次に、同じく知事の政治姿勢の中で、オスプレイ配

備強行への対応についてという御趣旨の御質問にお答

えをいたします。

９月19日に政府からオスプレイの沖縄配備について

発表があったことは極めて遺憾としか言いようがあり

ません。そして９月24日及び25日に上京し、防衛大臣

及び官房長官に対し配備の中止を強く要請をしたとこ

ろでございます。

なお、総理大臣及び外務大臣は海外出張中というこ

とでしたので、その要請文を預けてきたところでござ

います。

県といたしましては、安全性の確認がなされ、そし

て県民の不安が払拭されない限り配備の中止を政府に

強く求めてまいりたいと考えております。

その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 知事の政治姿勢についての

御質問で、学力調査結果の所見についてお答えいたし

ます。

今回の全国最下位という結果を真摯に受けとめてお

ります。今後、さらに学校、家庭、地域のそれぞれの

役割を明確にするとともに、教員の指導力の向上や児

童生徒一人一人の基本的な生活習慣の確立を図ってい

く必要があるかと考えております。

次に、少人数学級の拡大についてお答えいたします。

少人数学級につきましては、現在、小学校１・２年

生の30人学級に加え、今年度から小学校３年生の35人

学級を実施しております。

県教育委員会としましては、少人数学級の拡大につ

いて、市町村教育委員会の意向、国の動向等を踏まえ、

引き続き研究してまいりたいと考えております。

次に、青少年の健全育成についての御質問で、いじ

めの実態と対応についてお答えいたします。

平成23年度のいじめの認知件数は、小学校72件、中

学校179件、高等学校44件、特別支援学校１件で、合

計296件であります。いじめの態様としましては、冷

やかし、からかい、悪口等が最も多く、次いで仲間外

れや集団による無視、軽くぶつかる、たたかれる等と

なっております。対策としましては、毎月の｢人権を

考える日｣の設定や｢人権ガイドブック｣の活用、道徳

教育の実践等に努めております。また、いじめアンケ

ート調査や個別教育相談の定期的な実施、スクールカ

ウンセラー等との連携による教育相談体制の充実に取

り組んでおります。さらに、｢沖縄県いじめ対応マニ

ュアル｣を活用した教職員の指導力の向上及び支援体

制の充実を図っております。

次に、いじめホットラインについてお答えいたしま

す。

県教育委員会では、いじめや家庭教育等に関する相

談窓口として「親子電話相談」を設置しております。

月曜日から土曜日までの午前９時から午後10時までの

時間帯に専門の相談員がいじめ等の教育相談に当たっ

ております。深夜、日曜日、祝祭日等の対応としまし

ては、留守番電話やＦＡＸで対応しており、緊急を要

する場合は県警安全相談室のダイヤルを案内しており

ます。さらに、県立総合教育センターでは「教育相談

研究室」を置き、いじめや不登校等についての電話相

談や面接相談等も行っております。

県教育委員会としましては、今後とも関係機関との

連携を密にし、子供の悩み相談等に努めてまいりたい

と考えております。

次に、教育についての御質問で、小・中・高におけ

る歴史教育の実態についてお答えいたします。
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小・中・高校の琉球・沖縄の歴史教育においては、

沖縄の歴史的背景や文化遺産、先人の活躍などを学ぶ

ことにより、本県独自の歴史や文化に対して理解を深

め、子供たちが生まれ育った沖縄への誇りや県民とし

てのアイデンティティーなどを育むことが重要である

と考えております。具体的には、小学校では、地域の

人々の生活の変化や地域の発展に尽くした先人の働き

についての学習が行われております。中学校では、

「東アジアの国際関係」、第二次世界大戦後の「国際社

会とのかかわり」等において沖縄県について扱うこと

となっております。高等学校では、学校設定科目であ

る「沖縄の歴史」などで、琉球列島の起源から大交易

時代を経て近代沖縄に至る歴史の学習が行われており

ます。

県教育委員会としましては、今後とも本県の歴史や

地域の特性を踏まえ、学校教育活動全体を通して沖縄

の歴史の学習を推進していきたいと考えております。

次に、総合的な学習の時間での取り組み等について

お答えいたします。

総合的な学習の時間で、学校の実態に応じて沖縄の

歴史を取り扱うことは可能であります。小中学校では、

社会科の授業の中で沖縄の歴史について学習が行われ

ているとともに、高等学校においては、限られた授業

時数内で実施されており、現在の教育課程の中で対応

できるものと考えております。

県教育委員会といたしましては、今後とも社会科、

地理歴史科の授業の中で沖縄の歴史に関する指導の充

実を図ってまいりたいと考えております。

次に、他県における歴史教育についてお答えいたし

ます。

小中学校では、本県と同じ状況にあります。高等学

校では、学校設定科目の中で郷土の歴史を取り扱って

いると認識をしております。

次に、公立幼稚園の比率についてお答えいたします。

平成24年度学校基本調査によりますと、県内幼稚園

数276園中、公立幼稚園は241園あり、比率は87.3％と

なっております。また、私立幼稚園は35園あり、比率

は12.7％となっております。

次に、「小１プロブレム」の解消についてお答えい

たします。

小学校入学後、落ちつきがなく学習に集中できない、

いわゆる「小１プロブレム」があることについては承

知しており、その改善が学力向上にもつながると考え

ております。

県教育委員会としましては、今年度、大学教授や公

立幼稚園会長、私立幼稚園連合会長、保育所代表等で

組織いたしました「幼児教育推進委員会」を設置し、

沖縄型幼児教育の方向性や幼小連携のあり方等につい

て総合的に検討しているところであります。

今後とも、「小１プロブレム」の解消に向けて取り

組んでまいりたいと考えております。

次に、奨学金を受けている実態についてお答えいた

します。

本県の奨学金事業は財団法人沖縄県国際交流・人材

育成財団において実施されております。平成23年度の

貸与実績は、高校生が3221名、大学生等が503名とな

っております。また、平成23年度末の奨学金の返還状

況は、要返還者6138名中、返還者5035名、滞納者1103

名となっており、約18％が滞納者となっております。

なお、国の所管する独立行政法人日本学生支援機構

の奨学金事業につきましては、都道府県ごとにデータ

は取り扱っていないとのことであります。

次に、奨学金返還の相談窓口設置についてお答えい

たします。

沖縄県国際交流・人材育成財団の奨学金返還に係る

相談は、同財団窓口で直接対応しております。また、

独立行政法人日本学生支援機構の奨学金の返還につい

ての相談窓口は、同機構の奨学金返還相談センターが

一括して行っており、返還等の相談についても随時対

応に努めていると伺っております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、わいせつ事件に対する沖縄防衛局

と在沖米国総領事館の対応についてお答えいたしま

す。

沖縄防衛局によりますと、８月21日に沖縄防衛局長

から在日米軍沖縄地域調整官に対し、綱紀粛正の徹底

や実効性のある再発防止等について要請したとのこと

であります。また、在沖米国総領事館によると、抗議

要請については、在日米軍、東京の米国大使館、米本

国政府へ伝えているとのことであります。

次に、米軍人の思いやり予算についての認識につい

てお答えいたします。議員には分割して御説明いただ

きましたけれども、大変恐縮ですが、５の⑴、⑵、⑶、

⑷につきましては、関連いたしておりますので一括し

てお答えさせていただきたいと思います。

在日米軍駐留経費負担、いわゆる思いやり予算につ

きましては、我が国の安全保障の一翼を担っている在

日米軍の駐留を円滑かつ安全に行うとの観点から我が

国が負担しているものと理解しております。御質問の
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米軍人等に対する日本側の在日米軍駐留経費の負担の

周知、米軍人へ認識させること、隊員教育等につきま

しては、施設を提供し予算を計上する政府において責

任を持って対応すべきものと考えております。

次に、思いやり予算のチェックについてお答えいた

します。

いわゆる思いやり予算の内容につきましては、在日

米軍が使用する施設・区域についての提供施設整備

費、在日米軍従業員の労務費、在日米軍が公用のため

調達する光熱水料など、日本側の要請による在日米軍

の訓練の移転に伴い必要となる経費の全部または一部

となっております。同予算の使途を含むあり方につい

ては、米軍基地の負担のあり方等とあわせて、国政の

場で十分に議論を深めていただきたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君） 知事の政治姿勢に

ついての御質問の中で、識名トンネル工事契約問題に

おける県警の強制捜査に係る所見についてお答えいた

します。

識名トンネル工事契約問題については、去る９月21

日に土木建築部道路街路課等において県警察の家宅捜

索が行われました。

県としては、これまで県警察から要求のありました

資料の提供及び職員の事情聴取等について協力してき

たところであり、このような事態に至ったことはまこ

とに残念であります。

今後とも、捜査に協力しつつ経緯を見守っていきた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。

〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君） 青少年の健全育成につ

いての御質問の中で、いわゆる「朝キャバ」と呼ばれ

ている営業の実態と対応についてお答えいたします。

公安委員会から風俗営業の許可を受けて従業員が客

の接待をし飲食をさせる営業の中に、いわゆるキャバ

クラと呼ばれているものがあります。最近、県内にお

きましても朝から営業をしているいわゆる「朝キャバ」

が出現し、那覇市松山や沖縄市の通称中の町において

十数店舗を把握しております。

県警察では、いわゆる「朝キャバ」において未成年

者に接待行為をさせた風俗営業者を検挙し、行政処分

をしておりますが、引き続きこの種営業の実態把握を

徹底し、立ち入りや取り締まりを徹底強化して、業務

の適正化と青少年の健全育成を図ってまいりたいと考

えております。

次に、いわゆる「朝キャバ」などの風俗営業所にお

ける少年補導の状況についてお答えいたします。

平成23年中、風俗営業所において客の接待業務に従

事するなどして補導された少年は、３店舗で８名とな

っております。学職別では無職少年が５名、高校生が

２名、有職少年が１名となっております。そのうち、

いわゆる「朝キャバ」で補導された少年は１店舗で４

名となっております。また、本年８月末現在では風俗

営業所において客の接待業務に従事するなどして補導

された少年は、５店舗で11名となっております。学職

別では無職少年が６名、高校生が２名、中学生が２名、

有職少年が１名となっております。そのうち、いわゆ

る「朝キャバ」で補導された少年は、１店舗で１名と

なっております。補導された少年が稼働していた店舗

については、いずれも18歳未満の年少者を接待業務に

従事させたとして風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律違反で検挙しております。

県警察といたしましては、補導した少年について、

少年補導職員や大学生少年サポーター等の少年警察ボ

ランティアを活用し、継続した指導助言、学習支援や

就労体験などの立ち直り支援活動を実施しておりま

す。

次に、少年の飲酒、深夜徘回、不良交友の実態と対

策についてお答えいたします。

本年８月末現在、飲酒や深夜徘回等で補導した不良

行為少年は２万6499名で、昨年同期と比較しますと

2269名減少しております。これを行為別で見てみます

と、飲酒が969名で全体の3.7％、深夜徘回が１万6708

名で全体の63.1％、不良交友が286名で全体の1.1％を

占めております。

これらの不良行為の要因といたしましては、少年自

身の規範意識の欠如、保護者の監護能力の低下、地域

社会のきずなの希薄化等が考えられます。

県警察におきましては、これらの実態を踏まえ、少

年警察ボランティアと連携した街頭補導活動の強化、

少年の規範意識向上のための非行防止教室の開催、少

年の保護者を対象としたカウンセリングの開催等の諸

対策を推進しているところであります。

次に、中学生の学校内での逮捕事案についてお答え

いたします。

本事案は、本年９月18日午前８時30分ごろ、沖縄本

島中部の中学校の教室において、自習時間にもかかわ

らず男子中学生が席を離れ、机の上に寝そべったり座
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ったりしていたことから、他の生徒の自習の妨げにな

ると判断した担任教諭が、席につくよう注意をしたと

ころ、その注意を聞き入れず暴言を吐く等して反抗し、

教室内に掲示してあった給食献立表を破り、さらに、

同中学生は制止しようとした教諭につかみかかりもみ

合いとなり、騒ぎを聞きつけた別の教諭等に制止され、

担任教諭ともみ合ったまま教室から階下の生徒指導室

まで移動しております。

同所においても椅子や壁を蹴るなどして暴れていた

ため、学校側が110番通報し、臨場した警察官が本件

事案の態様を中心に同中学生のこれまでの学校内にお

ける規律違反の問題行動の状況、保護者の監護能力、

その他の事情をしんしゃくして総合的に判断し、今回

は給食献立表を破った器物損壊事件として逮捕したも

のであります。

県警察におきましては、今後、当該中学校や保護者、

関係機関、少年警察ボランティア等と連携して立ち直

り支援を行い、再非行防止と健全育成を図っていく所

存であります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君） 「てぃるる」の指定

管理についての御質問の中で、沖縄県男女共同参画セ

ンターの図書情報室をおきなわ女性財団に委託するこ

とについてお答えいたします。

男女共同参画センターは、女性の地位向上を図り男

女共同参画社会の形成に資する拠点施設と位置づけて

おります。また、図書情報室は女性団体等が行う研修

会などさまざまな事業の実施に際し情報収集、調査、

施策研究を行うために必要不可欠な機能を有しており

ます。

県としては、新たな取り組みとして、女性史資料展

示事業など図書情報室のさらなる機能強化を図ること

としており、指定管理の中で対応していきたいと考え

ております。

次に、女性の翼事業についてお答えいたします。

女性の翼事業は、女性リーダーの育成及び女性の資

質向上を図り男女共同参画社会の実現に寄与すること

を目的として、昭和59年度に県の補助事業としてスタ

ートし、同年度から平成17年度まで県が経費の一部を

補助しておりました。平成18年度からはそれまでに派

遣された方々で組織する沖縄県女性の翼の会が引き続

き実施しており、これまで413名の方が派遣されてお

ります。沖縄女性の翼の会が当事業を自主事業として

長年継続していることは、女性の社会進出、地域貢献

の観点から重要な意義を持ち、大変評価すべきことで

あると考えます。

県としても、研修会への講師派遣、事務手続の協力、

事業の後援等を行っておりますが、支援の手法等も含

めさらなる協力ができないか検討していきたいと考え

ております。

次に、男女共同参画センターホールの可動席につい

てお答えいたします。

男女共同参画センターのホールには480席の可動式

座席がありますが、設備の老朽化から平成22年度から

は座席の収納は行わず固定して使用しております。可

動式へ戻すためには座席の取りかえ等多額の経費がか

かること、修繕で対応する場合でも経年劣化による修

繕等がふえていくことが見込まれます。可動式座席の

必要性については、男女共同参画センター全体の活性

化を進める中で、利用者等の要望も踏まえ検討してい

きたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。

〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君） 公契約条例の制定に

ついての御質問にお答えいたします。

現在、我が国における労働者の賃金等、個々の労働

条件については、労働基準法や最低賃金法等に定める

最低基準を満たした上で、労使が対等の立場において

決定されるという枠組みとなっております。国では、

現在、公契約条例等を制定した地方自治体の取り組み

に関する情報の収集及び関係団体との意見交換により

研究を行っていると聞いております。

沖縄県としては、国や他県の動向を見守っていきた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。

○狩俣　信子さん 御答弁ありがとうございました。

知事の人材育成についてなんですが、私が言いたい

のは、いろいろと大きくなってからやるのもいいんで

すけれども、やはり子供たちが小さいうちにどういう

人材育成のあり方が必要なのかと。今、小・中、幼稚

園も含めて非正規雇用が圧倒的にたくさんですよね。

だからそういう中でやはりもっと人員をふやしてちゃ

んとした形で取り組んでいってほしい。その思いがあ

って１つこれを聞きました。

それから、知事の公約１クラス30人以下の学級、こ

れは知事の公約なんですよ。これが４カ年で達成でき

ると思ったらそうじゃないものですから、それで私は

これを引き続き研究していくんじゃなくて、本当にも
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っと前向きに取り組んでいただきたい、その思いです。

どうでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後２時39分休憩

午後２時40分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

教育長。

○教育長（大城　浩君） 狩俣議員の再質問にお答え

いたします。

先ほども30人学級につきましての答弁をしましたけ

れども、実は私どもといたしましては、現在、少人数

学級につきましては小学校１年生でもう既にスタート

してから三、四年がたっております。また、ことしか

らは小学校３年生の35人学級を実施しているわけで

す。そういったことから今後、拡大につきましては市

町村教育委員会の意向とかあるいは国の動向を見なが

ら研究していきたいと、そういう思いであります。

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。

○狩俣　信子さん 大城教育長、答弁がちょっと弱過

ぎますね。もうちょっと積極的にできませんか。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） やはり急に拡大することは

まず莫大な財政が必要であることは狩俣議員も御承知

かと思います。ですから、学年進行を追っての対応と

いいますか、つまり今現在やっているものの検証もし

ながらしっかり対応していきたいという思いでござい

ます。

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。

○狩俣　信子さん それは重々わかっていますよ。で

も、公約だから私は再度聞いたんです。もうこの答弁

はいいです。

次、行きます。

識名トンネル工事についてなんですが、私は、三役

もかかわっておらずその手続の責任もないとおっしゃ

るわけですが、こんな大事な大金を使う工事で本当に

三役が知らないで決裁がされるのかどうか。これは一

般市民の皆さんの疑問なんですよ。これはどうなんで

すか。そういうやり方で行政というのはやっていける

んですか。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君） 再質問にお答えい

たします。

今回の識名トンネル工事の問題で、会計検査院など

から指摘され、あるいは沖縄総合事務局からも返還を

求められた工事につきましては、送水管沈下対策工事

でございまして、これは５億円未満の工事につきまし

ては土木建築部長決裁ということで部長の権限で行っ

ているところでございます。

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。

○狩俣　信子さん ５億円以内でできるように分散し

てやったということはないんですか。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君） 送水管の沈下対策

工事につきましては、必要な工事を設計書としてまと

め上げて５億円未満ということだったと聞いておりま

す。

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。

○狩俣　信子さん これについては水かけ論で、今、

県警も捜査しているでしょうから、これについては終

わります。

次、「朝キャバ」についてなんですが、私がいただ

きました資料では（資料を掲示） 本当にこういう若

い子たちがいろいろあって、その中に中学生、高校生

がいるんですよ。ことし16歳、そしてこれから「朝キ

ャバ」に出勤する、16歳の未成年者。そしてもっとひ

どいのは、学校で出停を受けたんでしょうね、４日間

学校から自宅謹慎になったと。とりあえず夏休みが終

わったから学校に行ってみるよという感じのこともあ

るわけでして、これはちょっとひどいなと思いました。

それからもっとひどいのは、小学生が居酒屋に――

これは「朝キャバ」とは違うんですが――職場体験で

来ているというのがありまして、びっくりじゃないで

すか。こんなところに職場体験ということがあるんで

しょうかね。そこらあたりがあるものですから、しっ

かりしっかりこれを取り締まっていただきたいと思う

んですよ。中学・高校生、小学生が居酒屋、こんな沖

縄は大変だと思います。

そこで、與儀公安委員、きょう初めて出ていらっし

ゃいました。「朝キャバ」について率直な感想をお聞

かせください。

○議長（喜納昌春君） 公安委員会委員。

○公安委員会委員（與儀弘子さん） 狩俣信子議員の

再質問にお答えいたします。

御指名でございまして、どういうふうにまとめれば

いいかと思って頭の中がぐるぐるしているんですけれ

ども、「朝キャバ」というのは私も初めて伺いまして

大変ショックを受けました。そのショックを受けて今、

公安委員という立場からやれることでベストを尽くし

ていきたいと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。

○狩俣　信子さん ありがとうございます。ぜひ沖縄
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をよくするために頑張っていきましょう。

次に、いじめのことなんですが、教育長は「親子電

話相談」というのがあると言いました。今までどのぐ

らいの相談を受けたんでしょう。これは１年間でどの

ぐらいの相談でしょうか。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） お答えいたします。

平成23年度は1465件、今年度８月末の段階での相談

件数は559件でございます。

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。

○狩俣　信子さん これについては各学校、あるいは

子供たちがわかるようにちゃんと伝達されているとい

うことですね。ホットラインがあるんですね。

次、「てぃるる」の問題についてなんですが、先ほ

ど私が聞きました図書情報については指定管理でやっ

ていくと言われました。ということは、これはかりゆ

しエンターテイメントがやるということでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君） 現在、指定管理に向

けた議案を提案しておりますけれども、かりゆしエン

ターテイメントとおきなわ女性財団がＪＶを組んだ団

体が議会の議決を得られれば運営しますので、図書情

報室も含めてそちらが運営するということになりま

す。

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。

○狩俣　信子さん 私、先日、実は今の女性財団の伊

波常務理事とお会いしてきました。そこからの要望で、

この図書情報については財団に委託してほしいと。私

も話を聞いたら、性質上やはり調査研究があるし、い

ろんな施策の提言があるし、これは普通のところじゃ

なくて財団が培ってきたそういうノウハウでやるべき

じゃないかと思ったんです。だからこれを聞いている

んですが、それは財団のほうにもう行くということで

すか。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君） 今回提案している議

案は、12月１日からの指定管理に向けて提案している

わけですけれども、もう既に公募をしまして、それか

らその団体の選定委員会で選定をしまして、先ほど申

し上げたかりゆしエンターテイメントとおきなわ女性

財団が候補として上がっておりますので、当然指定管

理の中で向こう２年と６カ月ぐらいになりますかね、

その間は指定管理の中で女性財団も含めて図書情報室

は管理をするということになると思います。

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。

○狩俣　信子さん ですから、それを一緒にやってい

るからということじゃなくて、女性財団がちゃんとで

きるということもあるわけですね、この図書情報に関

しては。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君） もちろん女性財団だ

けでもできますけれども、男女共同参画センターの設

置の一つの理念といいますのは、ホール、研修さまざ

まな事業の中で女性団体の皆さんが自分たちの情報を

収集したり、それから発信したりそういったものに図

書情報室を使うということですので、団体、指定管理

の中で女性財団がその中に入っていますから、しっか

りそこで対応していけると考えております。

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。

○狩俣　信子さん 私がちょっと聞いたら、それは財

団じゃなくてかりゆしのほうが受けるんだという話が

あったものですから、こういうやり方ではまずいなと

思ってこれを聞いたんですよ。両方でできるというこ

とですね。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君） 両者が一緒になって

ＪＶを組んでおりますので、当然その中でどちらがど

ういった事業をするというのは、その両者の契約とか

そういったのがありますので、議員がおっしゃるよう

な図書情報室の業務を女性財団がやるというのはその

中でしっかり決めていけることだと思います。

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。

○狩俣　信子さん わかりました、ありがとうござい

ます。

それから、翼事業なんですが、翼の会がやっている

という話をしていました。でも、今後さらなる支援が

できないか検討するとおっしゃっていますので、それ

はぜひお願いします。今、翼の会から、行く人に１万

ずつの補助があるそうですね。そこらあたりではやは

りもうちょっと、女性の地位が向上していて男女平等

がまだいっていたらそれは余り私も言わないでよかっ

たんですが、まだまだなんですよ、部長もおわかりの

ように。女性たちというのはまだまだ引っ込んでいる。

ですから、１万じゃなくて、県としてやはり年間300

万というのはできるんですよと言うものですから、そ

こらあたりはぜひ検討してください。

それから、「てぃるる」の可動式の椅子なんですが、

この可動式、出したらもうそのまま、そうしたら高齢

者から言われたんですよ。手すりがないからぐらぐら

して上っていけないと。だから、そこらあたりも含め

た見直しをお願いしたいという話がありまして、そこ

はこれからもう高齢者社会にも入っていますので、ぜ
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ひ前向きに御検討ください。お願いします。

次、「小１プロブレム」についてなんですけれども、

先ほど伺いましたら公立は結構比率が高いんですが、

認可・認可外もある中でやはりこの問題はしっかり県

として検討していくということですから、今後その推

移を私もしっかり見守っていきたいと思っておりま

す。

それから、奨学資金についてなんですが、非常に大

変な人材育成財団で受けているというんですが、しか

しこれは厳しい状況がありますよ。年間30万件の相談

が日本学生支援機構に寄せられるそうですよ。これは

余り多いものですから電話すらつながらないと。そう

いう中でブラックリストに載っていくわけですよ。だ

から、これは沖縄県の子供たちにとって非常にマイナ

スですので、これについてはもっと私は相談したいと

思いますので、教育長よろしいでしょうか。

次は、人材育成財団で相談をしているけれども、ど

のぐらいの相談があったんでしょうか、これをお聞か

せください。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後２時54分休憩

午後２時54分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

教育長。

○教育長（大城　浩君） 相談件数につきましては手

元に資料がございませんので、後でお届けいたします。

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。

○狩俣　信子さん 肝心なのを忘れていました。教育

長、社会科教育についてですが、高校でやっていると

思いますというお話ですが、聞いたらほとんどがされ

てないというのが現場の声ですよ。だから、こういう

ことはしっかりやっていかなくちゃいけないんです

が、どう思いますか。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） やはり歴史教育の意義は、

先ほど答弁したとおりでございます。ぜひ歴史的な背

景とか文化遺産を学ぶことは大変大事な視点でござい

ますので、可能な限り学校現場で指導できるように対

応していきたいと考えております。

○狩俣　信子さん ちゃんとよろしくお願いします

よ。

どうもありがとうございました。知事、ありがとう

ございました。オスプレイ頑張ってください。

○議長（喜納昌春君） 仲宗根　悟君。

〔仲宗根　悟君登壇〕

○仲宗根　悟君 ハイサイ、グスーヨー。三時ヂャー

のナカユクイまでもうしばらくですから、どうぞ御辛

抱ください。

９・９県民大会で示した県民の意思そのものは、オ

スプレイの配備は絶対にこの沖縄では許さない。これ

以上の基地の負担は御免だというようなことでありま

した。大会を契機としてこれを継続した運動という意

味でも、現場といいましょうか第３ゲートの前で３日

間にわたり早朝から各首長の皆さん、そして市町村会

長、県議団ももちろんでありますけれども、多くの県

民の皆さんがそろって憤りを感じているこの怒りを込

めたこの集会、大変意義ある集会だというふうに私は

思っております。けさは県議会48名の皆さんの総意で

玄関前で抗議の座り込みを行ったということもまた大

きな意義ある行為だというふうに思っております。

140万県民あるいは全世界に相通じて、私たちの思い

が届けられたのではないかなというふうな思いであり

ます。

それを受けてきょうはホットな話題がございまし

て、ディー　マジュンティートゥッティ　チムアーチ

頑張ってイカヤーという意味で、本部からわざわざ自

民会派の具志堅透議員が差し入れのかまぼこを持って

きていただきました。全会派へお配りいただき、本当

にごちそうになりました。ありがとうございました。

また頑張ってこの後もウミハマティ　イチャビラヤー

という気持ちで、どうぞまた皆さん頑張っていこうで

はありませんか。

それでは具体的な質問を行いたいと思います。

まず最初に、知事の政治姿勢に関してでございます。

⑴、このところの基地の使用のあり方、そして演習

のあり方、兵士の事件・事故の発生など、県民の普天

間基地の県内移設反対、そしてオスプレイ配備反対の

運動の盛り上がりの中で、無神経あるいは自由勝手な

振る舞いの基地の使用ということが続いています。外

来機は常駐化をし、そして訓練はますます激しさを増

し、爆音やそしてトラブルによる緊急着陸、提供施設

外での模擬弾の投下、そして米兵の凶悪犯罪など県民

の生活は脅かされ続けています。それでも傍観姿勢の

日本政府に対して、やはり断固たる姿勢を示すべきで

あります。県の見解を伺いたいと思います。

⑵、県においては、これまで幾度となく反対の意思

を政府へ示してまいりました。そして県民の民意を無

視してオスプレイの運用の安全性は十分確認されたと

「安全宣言」を発表し、地元合意が得られなくても運

用を開始する姿勢に徹し、そして配備を強行するとい

う通知を行いました。これはもちろん国民・県民を愚

弄するものであり、問答無用の政府の姿勢であります。
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このような姿勢に対して県の見解を問いたいというふ

うに思います。

⑶番目は、21世紀ビジョンの計画についてでありま

すが、施策ごとの課題、そして成果の指標、そして政

策評価が盛り込まれ、実施に当たっては事業ごとのプ

ロジェクトで取り組みがなされていることについては

わかりやすくて理解しやすいなというようなことで非

常に評価できるものであります。市町村も同様に、こ

の政策評価を県とともに共有をするということを考え

れば連携がより深く求められていくと思いますが、ど

のような方策で連携をとっていくのか伺いたいという

ふうに思います。

２、観光振興に関してお聞きをいたします。

⑴、尖閣諸島の国有化をめぐる反日デモの影響、中

国では物すごいものがありますが、その中国からの観

光客のキャンセルが相次いでいるとしております。ど

のような状況なのかお聞かせください。

⑵、この影響で「ビジットおきなわ計画」、ますま

す誘客の戦略そのものも見直しがあり得るというふう

に思うんですが、その対策について伺いたいと思いま

す。

⑶、観光客受け入れにおいては、まさにこの人材の

育成の取り組みが必要不可欠だというふうに思ってお

ります。特に外国観光客に対するための従事者の語学、

その研修支援はどのようなものか伺いたいと思いま

す。

３番目は、農林水産業の振興に関してお聞きをいた

します。

⑴、この夏のたび重なる台風――これからもやって

まいりますが――この襲来による農林水産業に与える

影響はどのようになっているのか。その被害に対する

支援策についてお聞きをしたいと思います。

⑵、国においては「我が国の食と農林漁業再生のた

めの基本方針・行動計画」がまとめられ、農林漁業の

再生のための７つの戦略を推進していくというふうな

ことでありますが、その内容について伺いたいと思い

ます。

⑶、その中でも目玉施策と位置づけている「人・農

地プラン」を推進するとしておりますが、どのような

ものなのかお聞かせください。

４番目、最後です。地域産業の振興に関してでござ

いますが、⑴、製造業の一層の発展を図るための取り

組みについてどのような取り組みがなされているか伺

わせてください。

⑵番目は、泡盛事業者です。県内泡盛事業者を助成

をする泡盛域外出荷拡大企業支援事業、このことを始

めようとしておりますけれども、その取り組みについ

てその内容をお伺いをしたいと思います。地域中小企

業の育成支援、どのような取り組みがなされているか、

その施策について伺いたいと思います。

⑶番目、県内大型店、物流コストの見直しで県内卸

業者からの仕入れが中止をされているというようなこ

とでありますが、この中止による影響、生産者あたり

にはどのように及ぶのかなというふうに非常に心配で

あります。県としての支援策はどのようにされている

のか伺いたいというふうに思っております。

⑷、伝統工芸産業の現状と課題、そして販売促進、

販路拡大の支援策はどのようなものなのか伺わせてく

ださい。

⑸、最後に、尖閣諸島問題での県内の物産関連、そ

して物販出荷にどのような影響があるのかどうかお聞

かせをいただきたいと思います。

お願いいたします。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

〔知事 仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 仲宗根悟議員の御質問に答

弁いたします。

まず第１に、知事の政治姿勢に関しての中で、オス

プレイの配備強行についてという御質問にお答えいた

します。

９月19日に、政府からオスプレイの沖縄配備につい

て発表がありました。しかしながら、これまで県が発

した質問に対し十分な回答がなく、また日米地位協定

に基づき、航空機の運用に関する裁量は米側にある中

で、県民の不安が払拭されたとは考えておりません。

このため、我が国におけるＭＶ22オスプレイの飛行運

用を開始することは極めて遺憾であります。

次に、農林水産業の振興に関しまして、台風襲来に

よる農林水産業の被害状況と支援策についての御質問

にお答えいたします。

台風16号による農林水産業関係の被害につきまして

は、９月21日現在で被害総額約12億8000万円となって

おります。

台風被害につきましては、第１に、農業・漁業共済、

漁船保険での対応、第２に、セーフティネット資金な

ど低利の制度資金の活用、第３に、制度資金の借入者

に対する償還猶予などの支援を図ることといたしてお

ります。また、農業基盤施設、治山施設、漁港施設な

どにつきましては、災害復旧事業により早期の復旧を

図ることといたしております。

その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。
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○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 知事の政治姿勢に関し

ての御質問の中で、日本政府に断固たる姿勢を示すこ

とについてお答えいたします。

本県には、在日米軍専用施設の約74％が存在し、本

県に集中する米軍基地は騒音や事件・事故など、県民

生活にさまざまな影響を及ぼしております。県は、事

件・事故が発生するたびに米軍を初め関係機関に対

し、事故原因の徹底究明、再発防止及び安全管理の徹

底等を強く申し入れてきたところであります。米軍基

地に起因する事件・事故は一件たりともあってはなら

ず、政府においては、周辺住民に被害や不安を与える

ことがないよう、騒音の減少、事故の再発防止等、沖

縄の基地負担の軽減について米政府及び米軍に強く働

きかけるべきだと考えており、その旨繰り返し来県さ

れる閣僚等に対し要請を行っているところでありま

す。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 企画部長。

〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君） 知事の政治姿勢に関す

る御質問の中の、「沖縄21世紀ビジョン実施計画」に

おける市町村との連携についてお答えいたします。

「沖縄21世紀ビジョン実施計画」では、各施策で掲

げた課題に対して、沖縄県等が実施する活動の成果を

あらわす「成果指標」を明示するとともに、同指標な

どを用いて施策効果の検証などを効果的に行い、ＰＤ

ＣＡサイクルを確立することとしております。一方で、

実施計画においては、市町村を初めとする各主体に期

待される役割等を掲げ、市町村の参画と協働を促進す

ることとしております。このことから、実施計画の推

進に当たっては、住民に身近な自治体である市町村と

の連携が重要であり、市町村の自主性や主体性を尊重

しつつ、引き続き意見交換等を通じて市町村との連携

を図り、各分野の課題解決に向けて取り組んでまいり

ます。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。

〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 観光振興に

関しての中の、中国からの観光客の状況についてとの

御質問にお答えいたします。

中国本土からの観光客につきましては、県内の旅行

社に対し聞き取り調査を行ったところ、９月26日時点

では、約4300人のキャンセルが発生しております。ま

た、中国本土と沖縄を結ぶ定期航空路線につきまして

は、北京―那覇間及び上海間において運休や減便、就

航延期などの影響が出ております。

沖縄県としましては、引き続き県内旅行社や海外事

務所等からの情報収集に努め、今後の動向を注視して

まいりたいと考えております。

次に、同じく観光振興に関しての中の、尖閣問題に

係る誘客戦略の見直しについてとの御質問にお答えい

たします。

県においては、平成24年度の誘客施策である「ビジ

ットおきなわ計画」において、入域観光客数620万人、

うち外国人観光客数45万人を目標として設定しており

ます。外国人観光客数の拡大に向けては、台湾・中国

を初めとする重点市場に加え、東南アジアや欧米等の

新規市場も対象に、交通アクセスの拡充や認知度向上

に向けた継続的なプロモーションに取り組んでいると

ころであります。日中関係の複雑化により中国本土か

らの観光客に影響が生じておりますが、ことし４月か

ら８月までの観光客数が昨年度の年間実績４万4500人

を上回る４万7600人となるなど、今後も有望な市場で

あると考えております。

県としては、県の海外事務所等も活用しながら情報

の収集に努め、その動向を注視するとともに、適切に

対応していきたいと考えております。

観光振興に関しての御質問の中の、観光客の受け入

れ人材育成の取り組みと外国人観光客に対応するため

の語学研修支援についてとの御質問にお答えいたしま

す。

沖縄県においては、観光人材の育成として、沖縄観

光コンベンションビューローに設置している観光人材

育成センターにおいて、基礎的な接遇などに関する研

修や経営者向けのセミナーを実施するとともに、海外

ホテルスクールへの留学支援などを行っております。

さらに、今年度から新たに、企業などが行う従業員向

けの人材育成に関する研修への支援を行う観光人材基

礎育成事業を実施することとしております。また、外

国人観光客に対応できる人材の育成については、接客

に関する研修を実施しているほか、新規事業として、

外国人観光客受入人材育成事業及び中国人観光客受入

支援事業を実施し、企業などが行う従業員向けの語学

研修に対する支援を行うこととしております。今後も

関係機関と連携し、観光人材の育成に積極的に取り組

んでまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。

〔農林水産部長　知念　武君登壇〕
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○農林水産部長（知念　武君） 農林水産業の振興の

中の、農林漁業の再生のための７つの戦略及び「人・

農地プラン」についての御質問にお答えします。３の

⑵と３の⑶は関連しますので一括してお答えします。

農林漁業の再生のための７つの戦略とは、１、持続

可能な力強い農業の実現、２、６次産業化・成長産業

化、流通効率化、３、エネルギー生産への農山漁村資

源の活用、４、森林・林業の再生、５、水産業の再生、

６、震災に強い農林水産インフラ構築、７、原子力災

害対策であります。

「人・農地プラン」は戦略１に位置づけられており、

その内容は、人と農地の問題解決のため、地域の話し

合いにより、１番目に、今後の中心となる経営体は誰

か、２番目に、中心となる経営体へどうやって農地を

集積するか、３番目に、生産品目、経営の複合化や６

次産業化など、今後の地域農業のあり方をどうするか

などの内容を盛り込んだ地域農業の将来設計図をつく

るものであります。

以上であります。

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。

〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君） 地域産業の振興に関

しての御質問の中の、製造業の一層の発展を図るため

の取り組みについてお答えいたします。

製造業は、雇用創出効果が高く、安定的な雇用が見

込まれる産業であり、自給率の向上など経済波及効果

が大きいことから、その振興は極めて重要と考えてお

ります。このため、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」

においても製造業が地域産業として地位を確立すると

ともに、成長のエンジンとして本県経済振興の一翼を

担う移出型産業として成長できるよう総合的かつ戦略

的な支援を行ってまいります。具体的には、沖縄の地

域資源や特性を活用した付加価値の高い製品開発に対

する支援を初め金型など物づくりを支えるサポーティ

ング産業の集積、那覇空港における全日空の国際物流

貨物ハブを活用した県産品の販路拡大、物流コストの

低減化策などに取り組み、製造業の振興を図ってまい

ります。

続きまして、同じく地域産業の振興に関しての中の、

地域中小企業の育成に係る施策展開についてお答えい

たします。

沖縄県では、中小企業の育成を支援するため、中小

企業の振興に関する条例に基づき、関係団体や各地域

からの提言を反映した施策づくりに取り組んでおりま

す。これらの提言を踏まえ、今年度は、創業予定者に

対する研修会の開催や専門家派遣等を行う創業力・経

営力向上支援事業などに取り組んでいるところであり

ます。また、沖縄公庫資金の中に新たな無担保・無保

証人の「沖縄雇用・経営基盤強化資金」が創設された

ところであります。次年度に向けても関係団体等から

資金調達の円滑化や国際物流拠点産業集積に伴うさま

ざまな提言を受けたところであります。

沖縄県としましては、引き続き関係機関等と連携し

ながら、提言を踏まえた総合的な支援策について取り

組んでまいります。

次に、同じく地域産業の振興に関しての中の、県内

大型店の物流コストの見直しに伴う県内卸売業者から

の仕入れ中止の影響についてお答えいたします。

県内の本土系大型店が本年２月に県内食品卸売業者

に対して取引を中止、または縮小し、一部の卸売業者

においては売上高が大きく減少していることについて

は、業界へのヒアリングにより承知しているところで

あります。流通業界においては、競争の激化により、

製品仕入れ先の一本化やプライベート･ブランドいわ

ゆるＰＢ商品の拡大等といった流通の合理化が全国的

に行われており、今回の県内大型店の措置もその一環

でなされたものと認識しております。

県としては、県内卸売業界からの要望等を踏まえ、

経営革新計画の策定支援や県単融資制度の活用により

経営環境の激変緩和を支援してまいります。

次に、同じく地域産業の振興に関しての中の、伝統

工芸産業の現状と課題、販売促進、販路拡大への支援

策についてお答えいたします。

本県伝統工芸産業の現状は、全国的な需要の低迷、

国内外からの安価な類似工芸品の流入、生産従事者の

高齢化の進展など依然として厳しい状況にあります。

本県工芸産業の生産額は、平成23年度は約33億円とピ

ークであった昭和57年度の６割程度で、織物や漆器を

中心に減少傾向が続いております。課題としては、ラ

イフスタイルの変化に対応した商品開発力や産地組合

のマーケティング力の不足及び人材の確保難などが挙

げられます。そのため、県では昨年度に続き、工芸品

の最大消費地である首都圏で「沖縄工芸ふれあい広場」

を開催するとともに、需要の拡大が期待される工芸二

次加工品のテストマーケティング支援等により販売促

進・販路拡大に取り組んでおります。また、工芸産業

振興に向けた拠点形成や産地組合等とのネットワーク

構築を図るため、今年度、工芸産業振興基盤整備調査

事業により基盤整備に向けた調査と検討を進めている

ところであります。

それから県内の物流、物販、出版に対する尖閣問題

の影響についてお答えいたします。
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尖閣諸島の国有化をめぐる一連の問題の影響を受

け、県は９月下旬に上海で予定していた沖縄物産展を

延期しております。また、沖縄から中国への県産品を

輸出している企業からは、一部において中国側から商

品発注の取り消しがあったと聞いております。

中国は、将来にわたり成長が期待される巨大市場で

あることから、今後、長期的な視点に立って、中国国

内情勢の動向を踏まえながら、県産品の販路開拓事業

を効果的に実施してまいります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君 知事、まずオスプレイの配備の件で

ありますけれども、もちろん配備の件では、県民の命

そして財産を脅かすというのはもうもちろんのことで

ありますけれども、まさに配備の影響といいましょう

か、経済に対する影響、もちろん私たち沖縄県のリー

ディング産業は観光であります。この危険きわまりな

いオスプレイが配備されるというような風評の被害、

もう沖縄にこういった欠陥機が配備されているんだ

と。旅行に行ったって危険きわまりないよ、危ないよ

というような風評が一番危惧されるところでありま

す。観光もそうですし、いろんな経済活動が非常に迷

惑千万だというふうな思いがしてならないんですね。

これはまさに県民挙げてやはり打ち返していかなくて

はいけないと、こういうような気概で毎日毎日――毎

日と申しましょうか３日目ですけれども――体を張っ

てやっているというような状況であります。

それでもちろん知事の熱い、強い気持ちも大臣やあ

るいは総理大臣に伝えに行っているというようなこと

ではありますけれども、まさに知事自体が絶対に受け

入れられないんだというような言葉を使われました。

私はこの知事の言葉から「絶対」ということを聞いた

時点で、これは知事も相当に強い決意を持って臨まれ

ているなというようなお気持ちでいっぱいなんだろう

というふうに思うんですが、どうでしょうか。いかが

ですか。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） おっしゃるとおり、そうい

う気持ちで取り組んでおります。

○議長（喜納昌春君） 仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君 それともう一つは、その知事の配備

の中止要請、直談判、防衛省としては一定の説明がで

きたんだというような逆にそういう捉え方をしている

報道によりますと、そしてまた政府は説明を果たした

んだというようなことで、その後にやはり電話一本で

配備をされるらしいと、米軍はそうするらしいという

ような内容で電話一本で通知をしてきたということは

非常に言語道断。これは集まっている市町村長や首長

の皆さんやあるいは議長の皆さんも同じく、ひとしく

憤り、それから怒りを禁じ得ないというような言葉を

発しておりました。翁長那覇市長などは、もうこれで

信頼関係は崩れたと言わざるを得ないんだというよう

なことまで発している。こういうふうに今後この言葉

に対して、あるいはこういう日本政府の姿勢に対して

どういうふうに臨まれるのか、改めて確認をしたいと

思うんですが、知事、どうぞお願いいたします。

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩してください。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後３時27分休憩

午後３時28分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） 議員のおっしゃるように、

一応政府は検証委員会をつくり、そのレポートをつく

り、それを事務方にも説明し、大臣は大臣で私のほう

にお見えになって説明したということに相なっておる

んだと思うんですが、これは一方的な説明ですから、

我々は基本的には理解も納得もいってないのがたくさ

んあるんだということで、質問を返しているわけです。

ですから、それに対してきちっとした答えがないとい

うことはまさにすれ違いでもあるんですが、丁寧さ、

それから県民の理解、納得を確実に得るという点にお

いてそういうことを誠心誠意しっかりやろうという態

度において全く不十分であると私は思っております。

○議長（喜納昌春君） 仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君 思い違いも甚だしいと、そういう抗

議も含めて先ほど申し上げました信頼関係が崩れたと

言わざるを得ないというところまで来て、あとはもう

哀れにも感じるほどだというようなことまで、もうこ

こまで来ているわけですよね。ですから、知事そのも

のも先頭に立って物事に当たっていただきたいなと思

うんですが。

あと一つは、３日間にわたって各市町村の首長さん

やらあるいは議会議長、議員の皆さん、そして多くの

県民の皆さんがゲート前現場で朝の統一行動を組みな

がら一生懸命県民の思い、そして私たちの９・９の宣

言と等しく叫んでおります。ぜひ知事自身も激励に行

かれて皆さんの労をねぎらうなど、それはまた力にな

ると思うんですが、いかがですか。10月１日からまた

行われるようなんですけれども、どうぞ激励にいらし

ていただけないですか。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。
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○知事（仲井眞弘多君） 私も今皆さんがどうされて

いるのかというのは大変気になりますし、今の議員の

御提言はきょうのところは御提言としていただいてお

きます。

○議長（喜納昌春君） 仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君 ぜひ実現できるように内部でも調整

をしていただきたいなというふうに思います。

それでは質問を農林水産部長にお願いをいたしま

す。

台風被害に備えて県の災害に強い設備支援と、そう

いうのはもちろんでありますけれども、農家自身も減

収分の補 をする意味でも農業共済救済措置ができる

よう、加入を県としても進めているというようなこと

でありますけれども、掛金が他県に比較して高目であ

り、必ずしも加入率がいいわけではないと。今年度か

ら沖縄型の農業共済がスタートしているということで

ありますけれども、この支援など今どういう状況なの

かぜひお聞かせください。

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君） 今議員がおっしゃっ

たように、台風等の被害が多くて農業共済の掛金率が

大変高くなっております。特に園芸施設共済では全国

の2.8倍という高いものでありまして、平均的な農家

で掛金が約５万円という――これは平均的な農家の施

設規模でありますが――10アール当たりにすると約２

万4000円という掛金になっております。今回一括交付

金を活用した沖縄型農業共済事業で、この掛金を園芸

共済で農家負担率の約60％を軽減するようにいろんな

例えば共済に加入した農家の農業資材を購入する経費

でありますとか、あるいはハウス等の修繕に要した費

用でありますとか、そういうもろもろの支援をできる

ような要項にしまして、結果的に農家の負担率を60％

相当軽減をしたいと考えております。その結果で当然

加入率が高くなると思っておりますが、この共済制度

というのは１年のうちどこからでもスタートできる

と、加入した日から１年ということでありますので、

サトウキビについては去年並みの水準まで今行ってお

りますし、今後またさらに高くなってくると思います。

それから、施設共済は毎年大体マンゴー等が大きいウ

エートを占めるものですから、マンゴーが収穫をされ

る前の１月、２月のほうが加入する人が多いというこ

とで、そのときまでには加入率が上がるものと期待を

しているところでございます。

○議長（喜納昌春君） 仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君 支援拡大をしながらの今年度からの

スタートでありますから、加入率がふえるだろうとい

うような期待というようなことで、大きな変化はまだ

まだ見えないと、これからふえるだろうというような

期待だと思うんです。

あと農業再生、その地域農業を将来設計でと説明が

ありましたけれども、その再生プラン、どういったこ

とがその作成の背景にあるのか。この課題、どういっ

た形で「人・農地プラン」の施策に至ったのか。その

背景にあるのは何なのかなというような気がしてなら

ないんですが、その点をお聞かせいただけませんか。

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君） 「人・農地プラン」

は、今、全国的に農業従事者の減少、それから後継者

不足、耕作放棄地等の増加とか、地域で抱える問題が

大変多くなっているということで、その地域で抱える

問題は地域の人たちでいろいろ話し合って決めていこ

うと。例えば中心となる経営体は誰であるかとか、あ

るいは新規就農者を何名入れて、その人たちにどのよ

うに農地を集積していくかということを決めて、その

計画を市町村と決めて――これは市町村単位というこ

とじゃありませんが、地域単位でもいいんですが――

計画に基づいてこれを市町村が決めれば国・県がそれ

にいろんな支援をしていくと。例えば農地の集積であ

りますとか、あるいは青年就農給付金を支給していく

とか、いろんな支援が受けられるような内容になって

おります。

○議長（喜納昌春君） 仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君 私が非常に考えたのが、今まで就業

をしたい、農業をしたい。ところが土地がない。どう

いった形で農地を探すのかということで、この耕作を

放棄された土地がまだまだ数多くあるのにこれが有効

に活用ができないという今の部分ですね。私自身も相

談にかかわったことがあるんですけれども、役場に尋

ねに行っているんですが役場は役場としてあっせんの

作業、そういうことまでしないと。まさにどなたか地

域であるいは字の区長さんなりにお任せしたらできる

のかなと思ったんですが、区長さんだって煩雑で仕事

が忙しくてそれにかかわっている暇がないと。まさに

今地域をおこしながら地域で抱えた問題を提起をして

いこうと、そして耕作を放棄された土地の集約につな

がるんだと。まさにそういうふうなのが今回の「人・

農地プラン」の一番の大きなこれまた目玉なのかなと

いう思いがするんですが、そういうふうに理解してよ

ろしいんでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君） 今議員のおっしゃる

とおりでございます。
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その「人・農地プラン」の基本計画にのっとって先

ほどの青年就農給付金でありますとか、また農地集積

協力金等も新設をしまして、また新しい一括交付金を

活用した農地データバンク事業等も使いまして、それ

から今おっしゃった地域でいろんな調整をする農地調

整委員等も各地区に配置をしまして、その新規就農者

の方と今耕作放棄地になっている土地のいろんな権利

関係の調整等も進めていくようにしております。

○議長（喜納昌春君） 仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君 これまで個人対個人との相談という

ことで、地権者からなかなか貸していただけないとい

う部分があったんですけれども、ある一定程度強制力

を持たせたらどうかという提案もさせていただきまし

たが、強制力は向かないんだというようなお話でした。

それが地域の中で地域の課題としてこれを一つ一つ解

決していくんだというような施策ですが、これはうっ

てつけの施策だなというような思いでこれはぜひ推し

進めていっていただきたいなというふうに思っていま

す。

そして報道によりますと、農業未経験者の就農が非

常にふえているんだというような報道がありました。

そこで、やはり農業をしたことがない方々がある一定

程度の農業でグッジョブ活動にも相通ずるのがあるの

かなと。ある一定程度の農業従事者が雇用を担ってい

たころの数字もあると知事自身もおっしゃっていたこ

とがありましたけれども、その農業を経験したことが

ない若い方々にぜひ今度はこういう作物をつくったら

どうなのか、優良作物はこうですよというようなアド

バイスをする農業普及員といいましょうかその指導

員、そういった方々の育成ですとか、いろんな形でニ

ーズがあるかと思うんですが、その辺の対策というの

はどのような対策になっていますか。

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君） これまで県において

は、農業大学校での研修でありますとか、あるいは先

進的な農家での研修でありますとか、そういうことを

支援をしておりますが、今議員がおっしゃった全くの

未経験者といいますか、そういう方々については就農

後５年未満の方を対象にした基礎的な農業講座等を開

催をして――これは普及センター等でやっておりま

す。それとかあとは野菜・花卉・果樹・肉用牛等の専

門的な講座も実施をしております。これまで23年の実

績で言いますと、延べ60回の講座の開催がありまして、

延べ727人程度が受講をしている状況でございます。

○議長（喜納昌春君） 仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君 そこで県の研究機関、私たちも会派

でいろんな研究機関を視察させていただきました。去

年の比嘉部長にもお伝えをしたんですけれども、研究

機関で研究されている、非常に有望だと、非常に高度

なものが研究をされていて、これは非常に所得の拡大、

農家そして漁業の方々にも相通ずる普及がどんどん行

けるような素材を非常にたくさん持っていると思うん

ですよ。ぜひその研究機関、人も物も非常に充実させ

るべきだというようなことでお話を申し上げたんです

が、その後の充実の対策というんでしょうかその辺い

かがでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君） きのうもちょっと答

弁をしましたが、農業研究機関の予算というのは前年

度に比べてことしは大幅にアップをしております。や

っぱり沖縄県の基幹作物サトウキビでありますとか、

あるいは園芸品目等の生産技術の開発というのは大変

重要だと考えております。そういう意味で研究機関で

鋭意研究をして、その研究成果についてはまた議員お

っしゃったように、速やかに普及に移して農家が実践

をしていくということも大変重要なことであります。

そういう意味で、県においてはその研究機関と普及現

場との連携というのを大変重要視しておりまして、そ

の研究機関で開発された技術等について普及センター

が生産農家やあるいは拠点産地の協議会等と農協等の

協力も得ながら、現地地所の圃場の設置とかいろんな

検討会、技術講習会等を通して速やかに普及を図って

事業をやっているところでございます。

○議長（喜納昌春君） 仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君 頑張ってください。

では最後に、観光についてお願いをいたします。

皆さんの資料から見ますと、外国人観光客の４分の

３、約75％近くが台湾、香港、中国本土というふうに

なっているんですが、今目減りをしている。報道され

ているその観光客のキャンセルが相次いでいますよと

いうのは中国本土なのか。台湾の動きというのはどん

な状況になっているんでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 今議員から

御指摘のありました台湾に関しては、今のところ大き

な影響は出ていないというような状況でございます。

○議長（喜納昌春君） 仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君 私たちも中国を最重点市場として位

置づけてこのビジットおきなわも組み立てているわけ

ですから、また私たち沖縄県は台湾やあるいは中国と

独自の文化を築いてきた実績があるわけです。ぜひこ

の辺はまた開拓といいましょうかお互いの交流を通し
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て、よりよい関係を築きながらお互いが有益になるよ

うな方向が生まれることをまずは願いまして、質問を

終わりたいと思います。

以上です。

○議長（喜納昌春君） 20分間休憩いたします。

午後３時44分休憩

午後４時９分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

赤嶺　昇君。

〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君 皆さん、こんにちは。

一般質問を行います。

１番、知事の政治姿勢について。

⑴、電線地中化についての取り組み状況を伺う。

⑵、県内観光地を中心に県全域をスーパーＷｉ－Ｆ

ｉ整備してはどうか。

⑶、県内企業優先発注、県産品優先活用への取り組

み状況を伺う。

⑷、ＥＶの地産地消化についての見解を伺う。

⑸、ひとり親世帯の就業状況及び知事の支援策を伺

う。

⑹、県立八重山病院の老朽化について知事の見解を

伺う。

２番、福祉行政について。

⑴、保育士の処遇について伺う。

⑵、認可外保育施設への支援策を伺う。

⑶、本県における子供の貧困状況を伺う。

３番、教育行政について。

⑴、八重山地区教科書問題の状況を伺う。

⑵、県内の教育施設への冷房設備の整備状況を伺

う。

４番、土木建築行政について。

⑴、米軍発注工事（ボンド）への対応について伺う。

５番、我が会派の代表質問との関連について。

⑴番、知事の政治姿勢について。

ア、尖閣諸島問題で、知事は今後どう行動するかを

伺う。

イ、普天間基地の県外移設を断固として訴えていく

覚悟であるかを伺う。

ウ、オスプレイ配備について、知事は今後どう対応

するかを伺う。

⑵番、下地島空港の利活用問題について。

下地島空港の利活用での一括交付金の活用も考えら

れるかを伺う。

⑶番、こどもの国への県の支援についての見解につ

いて。

県は、こどもの国の維持・存続をすべきであるか、

改めてその考えをお聞かせください。

⑷番、観光振興について。

ＯＣＶＢの副会長２人が辞任したことに対して知事

の見解を伺う。

次に、フライ＆クルーズによる誘客目標について県

の考えを伺う。

⑸番、医師不足により離島・僻地医療体制が依然と

して大きな課題を抱えていますが、県の具体的な対応

策を伺う。

⑹番、教育行政について。

県立高校再編計画について、南部工業をむしろ充実

させていく考えがないかを伺う。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 赤嶺昇議員の御質問に答弁

します。

まず第１に、我が会派の代表質問との関連について

の中で、尖閣諸島問題の知事の行動についてという御

趣旨の御質問にお答えいたします。

尖閣諸島につきましては、政府によって冷静かつ平

和的な外交交渉がなされ、事態が鎮静化することを望

んでおります。

県としましては、状況の推移を慎重に見守りたいと

考えております。

次に、同じく我が会派の代表質問との関連について

の中で、普天間基地の県外移設についての御質問にお

答えいたします。

地元の理解が得られない移設案の実現は事実上不可

能であります。他の都道府県への移設が合理的かつ早

期に課題を解決できる方策であると考えます。引き続

き日米両政府に一日も早い普天間飛行場の県外移設・

返還を強く求めていく所存でございます。

その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君） 知事の政治姿勢に

ついての御質問の中で、電線地中化の取り組み状況に

ついてお答えいたします。

電線類地中化事業は、安全で快適な歩行空間の確保

や防災対策及び景観向上の観点から整備を進め、これ

までに105キロメートルが完了しております。沖縄県

が管理する道路において、これまで年間４キロメート
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ルの整備を行っておりました。今年度からは、沖縄振

興特別推進交付金を活用して約２倍の延長距離を整備

していきたいと考えております。

土木建築行政についての御質問の中で、米軍発注工

事に対する県の対応についてお答えいたします。

県では、これまで在沖米軍に対しボンド率の縮減や

分離・分割発注などについて要請を行うとともに、日

米両政府の関係機関に対しても要請の実現に向けた支

援を求めてきたところであります。

また、沖縄振興特別推進交付金を活用して「米軍発

注工事参入支援可能性調査」を実施しており、その調

査の中で実現可能性のある新たな方策や実施方法等を

検討していく考えであります。

我が会派の代表質問との関連についての中で、下地

島空港の利活用での一括交付金の活用についてという

御趣旨の質問にお答えいたします。

下地島空港の新たな利活用については、国内外の空

港の先進的な事例を調査研究し、実現可能性のある利

活用案を総合的に検討するため、学識経験者、県の関

係機関、宮古島市及び地元経済団体で構成する下地島

空港利活用検討協議会を設置して具体的な検討を進め

ており、利活用策への一括交付金の活用もあわせて検

討してまいります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 企画部長。

〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中の、県全域のＷｉ－Ｆｉ整備について

お答えいたします。

公衆無線ＬＡＮいわゆるＷｉ－Ｆｉは、商業施設へ

の集客などを目的に民間による整備が全国的に進んで

おり、自治体が観光施設に整備する例もふえておりま

す。県内においても都市部を中心に民間による整備が

進んでおりますが、一方、条件不利地域など情報通信

基盤の整備が進んでいない地域については、Ｗｉ－Ｆ

ｉ機器などを設置しても十分な通信速度が確保できな

い問題があります。

県としましては、県全域で情報通信基盤の高度化を

推進していくために、国・市町村、通信事業者等関係

機関と連携を図りながら地域間の情報格差の是正に取

り組んでまいります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。

〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君） 知事の政治

姿勢についての中の、県内観光施設のＷｉ－Ｆｉ整備

についてとの質問にお答えいたします。

沖縄県では、増加する外国人観光客の受け入れ体制

の整備を図るため、外国人観光客が利用する公共的施

設及び民間施設を対象にＷｉ－Ｆｉ導入にかかる費用

の助成事業を実施しております。当該事業の実施によ

り観光客の情報取得の利便性及び満足度の向上を図る

とともに、観光客が発信するブログやツイッター、フ

ェイスブックなどによる沖縄観光の魅力発信への活用

が期待できるものと考えております。

県としましては、今後とも外国人観光客の受け入れ

体制の整備を図りながら、観光客誘致につなげていき

たいと考えております。

次に、我が会派の代表質問との関連についての中の、

観光コンベンションビューローの副会長辞任について

の質問にお答えいたします。

新たな沖縄振興がスタートした重要な時期に、リー

ディング産業である観光を担うコンベンションビュー

ローがこのような状況に至ったことについては残念に

思っております。県としては、コンベンションビュー

ローとの連携を一層密にし、観光振興施策の推進に取

り組んでまいりたいと考えております。

同じく我が会派の代表質問との関連についての中

の、フライ＆クルーズの誘客目標についてとの御質問

にお答えいたします。

沖縄におけるフライ＆クルーズは、昨年2011年に運

航が開始されたところであり、2012年に実施された８

本のコースでは合計2893名の乗船がありました。乗船

率が約30％のコースもあることから、市場での定着に

は至っていない段階と認識をしております。

しかしながら、県としては、フライ＆クルーズはさ

まざまな島の魅力を発揮できるため新しい需要開拓に

つながるものと認識しており、まずはその定着に目標

を定めております。その達成に向けては、沖縄振興特

別推進交付金を活用し、集客に向けた広告支援、運航

コスト低減のための入港経費助成等の支援メニューを

用意することで国内クルーズ船社に対しフライ＆クル

ーズの継続を働きかけております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。

〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、県内企業優先発注、県産品優先

活用への取り組み状況についてお答えいたします。

県では、需要の低迷、移輸入品との競争の激化など

厳しい経営環境にある県内企業の育成強化を図るた

め、「県内企業への優先発注及び県産品の優先使用基
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本方針」を策定し各種の取り組みを行っております。

具体的には、産業まつりの開催や県産品奨励月間の実

施による消費者意識の啓発、県公共工事における分

離・分割発注や共同企業体方式による県内企業の受注

機会の確保に努めているほか、国の出先機関である内

閣府沖縄総合事務局と防衛省沖縄防衛局については直

接訪問・要請し、また市町村、土木建築業者、大手量

販店等に対しては文書により優先活用の要請を行って

いるところであります。

県としては、今後とも関係団体と連携して県内企業

への優先発注及び県産品の優先使用に取り組んでまい

りたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、ＥＶの地産地消化についてお答

えいたします。

本県は、自動車依存社会のため、自動車から排出さ

れる二酸化炭素の割合が県全体の約12％を占めてお

り、電気自動車の普及や公共交通機関の利用促進など

の温暖化対策の推進が必要となっております。そのた

め、県では、昨年度からＥＶバス開発・実証運用事業

を実施しており、既存のディーゼルバスをＥＶバスに

コンバートし、来る11月から実路線において実証運行

を開始する予定であります。本事業により県内におい

てＥＶ改造技術の蓄積を図ることで、ＥＶ関連の新た

な産業及び雇用の創出に寄与するものと考えておりま

す。

県としましては、世界的なＥＶ化の流れの中で、充

電器の整備や本事業の実施などＥＶ環境は充実してき

ており、今後ともＥＶの地産地消化を推進していきた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、ひとり親世帯の就業状況及び支

援策についてお答えいたします。

県において、５年に一度実施している「平成20年度

ひとり親世帯等実態調査」によると、母子世帯は

81.0％、父子世帯は88.1％が就業しております。就業

形態は、母子世帯は常勤が38.6％、パート等非常勤が

46.8％、父子世帯は常勤が57.9％、パート等非常勤が

16.3％となっております。

母子世帯の就労支援策としましては、ホームヘルパ

ーや看護師等の資格取得の支援を実施しております。

また、父子世帯も含め就業開始に向けた支援としまし

て就業相談事業、就労している方の生活支援としまし

てヘルパーの派遣事業等を実施しているところであり

ます。また、平成24年度から沖縄振興特別推進交付金

を充当し、民間アパート等を活用した母子世帯への生

活支援、就労支援事業として母子家庭生活支援モデル

事業を開始したところであります。

次に、福祉行政についての御質問の中で、保育士の

処遇についてお答えいたします。

平成24年４月1日現在、県内保育所における保育士

の正規雇用率は40.2％となっており、県としましては、

保育の質の向上を図る観点から、保育所に対し正規職

員率を６割以上にするよう指導助言を行っているとこ

ろであります。また、保育現場では、以前に比べ発達

障害児やいわゆる「気になる子」がふえている状況に

あり、それに伴い保育士の負担が高まっているとの報

告を受けています。

県としましては、保育所におけるきめ細やかなケア

の観点から、九州各県保健医療福祉主管部長会議を通

じて配置基準の見直し等保育士の処遇改善を国に要望

しております。

次に、認可外保育施設への支援策についてお答えい

たします。

認可外保育施設への支援については、これまで保育

所入所待機児童対策事業や新すこやか保育事業の拡充

等を図りながら支援してきたところであります。

沖縄県としましては、平成24年度に沖縄振興特別推

進交付金を活用した待機児童対策特別事業としてこれ

ら２つの事業を統合し、運営費の支援や給食費対象日

数等を拡充し、待機児童の解消と認可外保育施設の質

の向上を一体的に取り組むこととしております。

次に、本県における子供の貧困状況についてお答え

いたします。

平成23年７月に国が公表した我が国における子供の

貧困率は15.7％となっておりますが、厚生労働省によ

りますと、各県ごとの貧困率を算出することは困難と

のことであります。本県の場合、全国に比較して所得

水準が低いこと、ひとり親家庭が多いことなど子供を

取り巻く環境が厳しいことを勘案すると、本県の子供

の貧困率は全国平均を上回り厳しい状況にあるのでは

ないかと考えております。

なお、子供の貧困対策に係る施策や事業については、

福祉保健部、商工労働部、教育庁など関係機関におい

て経済支援、生活支援、就労支援や修学支援などを実

施しているところであります。
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次に、我が会派の代表質問との関連についての御質

問の中で、こどもの国の維持・存続についてお答えい

たします。

「沖縄こども未来ゾーン」いわゆる「沖縄こどもの

国」は、沖縄市の活性化のみならず、県全体の健全育

成にも大きく寄与していることから、沖縄県としても

必要な施設であると認識しております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。

〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、県立八重山病院の老朽化につい

てお答えいたします。

八重山病院は、築32年が経過しており施設の老朽化

が進んでいることから、病院事業局においては、これ

まで耐震補強工事、外壁改修工事等の施設の整備を行

ってまいりましたが、コンクリートの 離、照明器具

及び給湯設備の腐食による破損等のトラブルが生じて

おります。このため、現病院機能の維持確保を図るこ

と及び医療提供施設としての安全性が確保できるかど

うかを検討するため、今年度早急に施設の老朽度調査

を行っていきたいと考えております。

次に、我が会派の代表質問との関連についての御質

問の中で、離島・僻地の医師不足対策についてお答え

いたします。

医師確保の具体的な対策につきましては、大学や民

間病院との協力・連携による派遣、臨床研修病院にお

いての養成、人的ネットワークや地域離島医療確保モ

デル事業による招聘などを行っているほか、医師を離

島・僻地へ優先的に配置しております。

医師不足によりやむなく診療制限をかけている診療

科については、早期に診療再開ができるよう医師確保

に努めていきたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 教育行政についての御質問

で、八重山地区教科書問題についてお答えいたします。

八重山地区の中学校においては、それぞれの教育委

員会が採択した教科書が使用され、指導計画に基づい

た授業が実施されております。

次に、空調施設の整備状況についてお答えいたしま

す。

平成24年７月現在、公立学校普通教室における空調

施設の整備率は、幼稚園が50.2％、小中学校が53.8％、

高等学校が97.4％、特別支援学校が100％となってお

ります。幼稚園、小中学校の空調整備につきましては、

設置者であります市町村が主体的に対応しており、防

衛省や国土交通省の騒音対策事業、文部科学省の大規

模改造事業等を活用して整備を進めているところであ

ります。

県教育委員会としましては、引き続き市町村と連携

をしながら空調整備を促進していきたいと考えており

ます。

次に、我が会派の代表質問との関連についての御質

問で、南部工業高校と沖縄水産高校の統合についてお

答えいたします。

現在、南部工業高校は小規模化が進み、１学年２ク

ラスとなっております。

両校の統合につきましては、学校規模の適正化を実

現することで生徒が相互に切磋琢磨をして学習意欲を

高めることができること、適切な教員配置ができるこ

と、教育活動の中で生徒の選択肢が広がること、生徒

会活動や部活動、学校行事等が活性化し、他者とのコ

ミュニケーション能力を高めることができることなど

が考えられます。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 我が会派の代表質問と

の関連についての中で、オスプレイ配備の対応につい

てお答えいたします。

９月19日に、政府からオスプレイの沖縄配備につい

て飛行運用を開始させる旨発表がありましたことは極

めて遺憾であります。９月24日及び25日に上京し、防

衛大臣と官房長官に対し配備の中止を強く要請したと

ころであります。

県としましては、安全性の確認がなされ県民の不安

が払拭されない限り、配備の中止を政府に強く求めて

まいります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 それでは、再質問を行います。順不

同で行きます。

まず知事の政治姿勢で、尖閣諸島問題なんですが、

国が尖閣諸島を購入した際に事前に国から知事に対し

て何か連絡等そういう相談等があったかどうか、まず

お聞かせください。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） 特になかったようでござい

ます。私にもありませんでした。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。
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○赤嶺　　昇君 尖閣諸島は、我が沖縄県が非常に関

連する部分があって、東京都が購入するという報道が

出たり、国が購入するという話が出ていることに対し

て、本県に対して事前に相談も何もないということに

対して御見解をお聞かせください。

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩お願いします。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後４時36分休憩

午後４時37分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） 連絡がなかったことなんで

すが、この尖閣については国境離島で、今のようない

ろんなイシューがこれまでも出たり消えたりするぐら

いの地域ですから、いろんな人がいろんな見解を持っ

ていたと思います。ただ、現象的にはこれは日本国内

における土地の売買という面もないわけではありませ

ん。ですから、一つ一つ国なり、東京都なり、ほかの

県でもいいんですが、自分たちが所有者から所有権の

移転というか購入するかどうかについて、ないしはし

たかどうかについて一々県に問い合わせとか意向を聞

くかどうかは相手によるのではないかと思いますが。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 次の質問をしますが、先ほど知事の

答弁で、この尖閣問題を含め平和的に解決を願うとい

う答弁がありました。一方で、沖縄観光の中で、香港

であったり中国、台湾に向けてさまざまな御努力をさ

れている真っただ中でこういう状況というのは非常に

観光に影響するんじゃないかなということで、今後、

知事は――こういう緊張関係が続いてはいますが――

中国や台湾、香港に今後も直接出向いて誘客のアピー

ルをしていく考えであるのかお聞かせください。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） 中国、それから香港とか台

湾、特に台湾とは昔からの長いつき合いですし、今も

そんなに大きな問題があるとは思っておりません。た

だ、中国についてこういう２国間の領土問題になって

燃えてしまっているものですから、行政区域としては

確かに沖縄ではあるんですけれども、我々は、例えば

漁業の安全性とか通行の安全性について、今海上保安

庁にお願いはしております。そういう中で領土問題で

ここまで激しいものになってくると、一県、行政区域

のアドレスは沖縄県にありますけれども、これはもう

すぐれて２国間の問題だと思っております。ですから、

この中で一体県の番地があるからとはいえこの沖縄県

がどこまでこの問題そのものの直接解決に貢献できる

かはよくわかりません。ただし、我々は平和的にとい

いますか、ローカルガバメントとしては産業の振興、

文化の交流等々の交流という面から見たら、中国は無

論世界のいろんな地域との間で、我々は交流事業は無

論これまで以上にしっかりとやっていくべきですし、

やりたいと考えております。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 続いて、普天間基地の県外移設につ

いてなんですけれども、先ほどの答弁で地元の理解が

得られない移設は不可能という答弁をいただきました

が、オスプレイは地元の理解を得られてないんですね。

地元の理解を得られてない中でオスプレイを強行配備

しようとしている今の政府のあり方からすると、今後、

普天間の県内移設も同じ手法も考えられるんじゃない

かな。ですから、先ほど知事が地元の理解が得られな

いということをおっしゃっていますが、まさに今回の

オスプレイの問題は、地元の理解も何もないという状

況なんですね。ですから、知事の先ほどの答弁と、今

私が感じている日米両政府の動きというのはどうも違

ってきているんじゃないかなと思いますが、これにつ

いていかがですか。

○知事公室長（又吉　進君） ちょっと休憩してくだ

さい。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後４時41分休憩

午後４時42分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君） 質問の趣旨がちょっと

わかりにくかったので解釈させていただきますが、普

天間移設の問題とオスプレイ配備の問題と、これはい

ずれもいわゆる日米合意、あるいは安全保障条約に基

づいて米軍が行おうとしている行為ですけれども、代

替施設の問題につきましては、これはその経過の中で

地元自治体、あるいは知事の埋立申請に関する権限で

ありますとかそういうものが存在すると。しかしなが

ら、オスプレイにつきましては、これは日米地位協定

の範囲の中で運用の裁量につきましては米側に専らあ

って、地方自治体はそれに対して何らこれをとめる法

的な権限、手段というものがないと。そういう意味で

は性質が若干違っているんではないかと思います。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 それではオスプレイについてなんで

すが、知事は明確に反対をしております。普天間基地

の危険性も知事は議会で答弁されておりますが、オス

プレイが配備されることは普天間基地の機能強化であ
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ると考えますか。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後４時43分再開

午後４時43分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君） ほぼ同じ表現だと思い

ますが、我々は、やはりオスプレイの安全性が確認さ

れていないということから、普天間飛行場の周辺の負

担の増大というふうに捉えております。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 基本的なことをちょっと知事に確認

したいんですが、知事は、日米同盟、日米安保につい

ては賛成ということの立場ですか。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） 賛成です。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 今回の県民、知事を初め県内41市町

村長、それから議会、もう県民全体がオスプレイに反

対していることに対して、差別じゃないかとか、もう

信頼関係も失ったということで、これは超党派での闘

いが今まさに繰り広げられていますが、このことが結

果的に強行配備になった場合に、この日米同盟、日米

安保にこれは影響すると考えますか。

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩してください。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後４時45分休憩

午後４時46分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） 私は日米安保賛成ですし、

日米同盟はまだ重要だと思っております。ですから、

県民がこの間のように議会の皆さん全員、それからい

ろんな分野の人々が集まって県民大会を開いたという

のは、ほぼこれは沖縄県民の意向を表現していると思

います。ですから、これで強引に押し込んでこられた

り配備されるということが、即日米安保――私は賛成

の人も半分以上おられると思いますから、安全保障条

約に対して――にひびが入るとは思いません。日米安

全保障条約は、私の理解では、やっぱりアジア・太平

洋地域、広い範囲の安全保障環境を見るという感じの

効き目といいますか、必要性からあるものだと思って

おります。

ただ、今度のこのオスプレイは、そういうものを支

える米軍の中のシステムの一つの機械の安全、つまり

安全保障の安全とこの機械が地域住民に与える物理的

な安全との違いが明らかにあると思うんです。ですか

ら、即そのまま安全保障条約が日米同盟にそのまま影

響が出るかどうかはまだ予測はできませんが、この安

全保障上の安全と、自分の頭の上から同盟国の機械が

落ちてくるかもしれないという安全とは少し別のもの

ではないかなという気もしておりますが、これはよく

わかりません。これは沖縄中の県民の皆様の意向がそ

のまま同盟関係や安全保障条約に対する疑問として出

ていけば、当然ある種の影響は出てくるんじゃないで

しょうか。

ただし、私は、安全保障上の安全とこの安全とは少

し違うんじゃないかと思っております。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 政府に対する要請行動でも経済界を

初め、これまでこの日米安保についてはいろんな見解

がある中で、これは県民が一体となって取り組んでい

ることに対して、日本の安全保障である一方で、もう

一方では、じゃ沖縄県民の安全保障、安全、いわゆる

今知事がおっしゃったように空から、これはまだ欠陥

機であるということの認識を県民が感じている中で、

県民の生命が脅かされてまで日米同盟、日米安保とい

うのはどうなんだという意見になりかねないと思いま

す。それについていかがですか。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） 文理的にはというか、レト

リック上は今議員の言われる議論というのはあり得る

んですが、実際どういう形でどんなふうに出るかは私

ではちょっと予想ができません。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 次に移ります。

下地島空港の利活用についてですが、上原副知事に

お聞きします。那覇空港の飛行機の整備について、今

前向きに取り組んでいただいているんですが、宮古島

市のほうから、下地島空港においても飛行機の整備拠

点としてＬＣＣであったりいろんな飛行機を請け負っ

て、さらに若い人材の雇用等もそこで集約していくと

いうことも私は非常にいいんじゃないかなと思います

が、副知事いかがですか。

○議長（喜納昌春君） 上原副知事。

○副知事（上原良幸君） お答えいたします。

飛行機の整備というものは、基本的に航空路が開設

されていると、那覇だったら中国からも飛んでいろん

な航路がありますけれども、下地島の場合はまだない。

ですから、わざわざ整備のために空の飛行機をそのま

ま下地島まで持ってくるというのは見通しとしてもか

なり厳しいんじゃないかと思いますけれども、しかし、
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もし下地島といいますか宮古全体がそういう観光地と

して人気が出てきて、そこにどんどん航路ができてく

るということになればその可能性もありますし、これ

からの検討課題だと思います。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 実は、先日、うちの会派の奥平議員

が代表質問で話したように、下地島の利活用について

地元の青年たちがさまざまな提案をされているという

ことで非常に頼もしく思いました。それで、県の文化

観光スポーツ部では「もう１泊」ということでおっし

ゃっておりますね。その中では、本島で１泊してそれ

から離島に行くのか、むしろ離島から入って本島から

帰るというほうがいいんじゃないかなという意見も出

ていました。

今度伊良部大橋ができてくるタイミングを見ると、

この3000メートルの滑走路というのは非常に魅力じゃ

ないかなという話があって、そこに一旦宮古島で一、

二泊をして、それから本島経由で帰るという手もあっ

て、それも見据えた中での今言う飛行機の整備工場も

含めて総合的に検討するということもおもしろいんじ

ゃないかという意見がありましたが、いかがですか。

○議長（喜納昌春君） 上原副知事。

○副知事（上原良幸君） 先ほども申し上げましたけ

れども、可能性としてはあると思いますので、そのた

めにも宮古が魅力ある観光地になるような整備を促進

していく必要があるというふうに考えております。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 知事、下地島空港及び周辺公有地利

活用ビジョンという「グリーン・シティ・下地島構想」

ということで宮古の本当に各界の青年たちが取りまと

めています。ぜひその皆さんと意見交換をして、私は、

この地元の将来を担う若い世代が真剣に考えるという

ことは非常にいいことだと思いますので、ぜひ懇談を

持っていただきたいと思いますがいかがですか。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） 私も下地島に大変関心があ

りますので、沖縄経済の一つのエンジンだとも前に申

し上げたこともあります。無論機会を見て、そのおっ

しゃる青年の皆さんとの懇談の機会があれば喜んでぜ

ひ持ちたいと思っています。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 ぜひお願いします。

続いて、土木建築行政で、米軍発注工事のボンドへ

の対応についてなんですが、与世田副知事が精力的に

取り組んでいることに対して非常に敬意を表します。

ただ、今フェーズ11がもう決まってしまって、そのま

ま時間がかかってしまうと米軍内工事が全部終わるん

じゃないかという懸念があるものですから、フェーズ

12に向けた取り組みについてお聞かせください。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君） 先ほどもお答えい

たしましたとおり、現在、県のほうでは「米軍工事参

入支援可能性調査」というものを行っておりまして、

その中で在沖米軍が発注する大型工事の発注の見通し

でありますとか、ボンドに関する米国法規の確認であ

りますとかいろんな検討項目を持っております。議員

御指摘のとおり、そのフェーズ11、これは県外業者が

100億円近い金額でとられたというようなことがござ

いますけれども、その中で基本的には考えてまいりた

いというふうに考えております。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 与世田副知事、これは部長の取り組

みもそうなんですが、今度の一括交付金も含めて基金

をつくるとかいろんな動きがあったんですが、かなり

これは早目に動いたほうがいいと私は思いますけれど

も、副知事、いかがですか。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君） このボンドに関す

ることにつきまして、副知事とともに何回も要請をし

てございます。基本的に申し上げますと、ボンドがあ

ったとしても分離・分割発注を米軍のほうがやってい

ただければ、数千万から数億円規模であれば県内業者

でも保証が得られるということはございます。

また、先ほど議員のおっしゃられたこのフェーズ11

といいますのは、基本的にはこれは家族住宅の改修工

事なんですけれども、400戸以上の大きいロットで発

注するものですから100億円ぐらいになってしまうと

いうこともあります。では、そういう場合のボンドの

履行保証、これを例えば公的な金融機関なり、あるい

は損害補償なりそういうところができないかというよ

うなところをこの調査の中で検討していくということ

でございますので、なるべく早目に検討を進めて対応

策というのを考えてまいりたいというふうに考えてい

ます。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 続いて、「こどもの国」への支援に

ついて、県全体として必要な施設だという答弁をいた

だいておりますが、県の負担というのは全体の運営費

の何％を支援していますか。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後４時56分休憩

午後４時57分再開
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○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） お答えいたします。

全体の中での比率は今ちょっと把握できませんけれ

ども、県として運営費を補助しているのは7000万円で

ございます。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 これは沖縄市との話になると思いま

すが、非常に沖縄市も持ち出しが厳しいということも

あって、今後、この維持管理のあり方について――既

にやっているのかどうかわからないんですけれども―

―沖縄市との協議とかはやっておりますか。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） 継続して話し合いは

続けていきます。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 必要な施設であるということを認識

しているわけですから、しっかりとまた沖縄市と連携

していただきたいと思っております。

続いて、観光振興についてなんですが、フライ＆ク

ルーズで前向きな答弁でこれから進めていくというこ

となんですが、ＬＣＣを初め観光形態が変わってきて

いる中において、本県の離島はなるべく自然を残しな

がら観光に寄与していくということは非常に大事だと

思っております。

そこで平田部長にお聞きしたいんですが、例えば那

覇港に今大型クルーズ船は入ってきます。那覇港を母

港化にしてこちらから船を出していくということはも

ういろんな意見として出たりするんですが、それにつ

いての見解があればお聞かせください、母港化。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後４時58分休憩

午後４時58分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

上原副知事。

○副知事（上原良幸君） お答えいたします。

母港化ということがどういうことか。多分ですけれ

ども、そこから乗る人が多いということです。ですか

ら、沖縄から乗る人がたくさんいればいいんですけれ

ども、今はもう例えば台湾・基隆とか上海とかそこの

中国のお客さんが乗るものですからそこが母港になっ

ているわけで、沖縄を母港化するためには、例えば沖

縄県民の方々がそういうクルーズ船に乗るというよう

なことが必要じゃないかなというふうに思いますけれ

ども。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 いろいろ関係者に聞くと、県民だけ

じゃなくて日本国民がこちらに来て、こちらから出て

いくという施策もいいんじゃないかと。そうすると沖

縄で二、三泊ぐらいやるということもいろいろなメニ

ューが組めるんじゃないかという話がありますが、副

知事、いかがですか。

○議長（喜納昌春君） 上原副知事。

○副知事（上原良幸君） おっしゃるとおりで、県民

だけじゃなくて本土のほうから飛行機で沖縄に来て、

それでクルーズで遊覧するということになればそうい

った効果も可能性はあると思っております。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 続いて、県の医療についてお聞きし

ますが、我が会派の代表質問との関連についての質問

で、離島・僻地医療体制がよく宮古・八重山であった

り、北部であったり医師が不足すると大変困るわけで

すね。今現在もそうですが、離島診療所は16カ所ある

ということなんですけれども、医師１人体制というこ

となんですが、これについて課題はありますでしょう

か。

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君） お答えいたします。

議員がおっしゃる離島診療所の医師の体制ですけれ

ども、今、１人で24時間・365日やっているというこ

とでありまして、近年、やはり時間外の診療もふえつ

つあるという状況はあります。やはり離島そのものが

また高齢化しているというふうなこともありまして、

一段とそういう忙しさというのは強くなっているんじ

ゃないのかなというふうに感じております。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 知事、16の診療所があるらしくて、

医者が１人、看護師が１人、あと事務がいるらしいん

ですけれども、その間に医者はもうその島から出られ

ないらしいんですね。病気になると、土・日も祝祭日

も呼ばれると先生は行かないといけない。代診制度と

いうことで、違う医者が事前に交代するという形で対

応してはいるんですけれども、かなりのストレスにな

っているらしくて、島から出られないということと、

土・日も休日も呼ばれると行かないといけないという

ことは精神的な負担も大きいと。そうすると、じゃ、

この16カ所を単純に一番望ましいのは２人体制の32名

だと思うんですけれども、財政的に私は厳しいと思い

ます。

例えば、先日話がありましたように、代診でドクタ

ープール制度、これは沖縄県だけの制度らしくてすば

らしい成果だと思っています。このドクタープール制
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度でいわゆるそこに即対応できるような制度で、今医

師が２人おられるようですね。そうすると、宮古・八

重山、あと南部医療センターの病院の対応もされてい

るんですけれども、このドクタープール制度は非常に

いい制度だと思いますが、この２人ではまだちょっと

少ないんじゃないかなと思います。16名を２倍の32名

にするよりは、例えば５名体制にして、通常は南部医

療センターで救急のほうに配置してもらうとか、それ

を少し３名ぐらいふやしていくということも、離島の

診療所だけじゃなくて宮古・八重山、北部の病院の診

療体制につながるんじゃないかなと思いますが、いか

がですか。

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君） お答えいたします。

今お二人というふうなお話ですけれども、いわゆる

ドクタープールの制度によって確保している医師はお

二人ということで、もうお一人はいわゆる県立病院課

の職員として３名の方を確保しております。そのうち

のお二人が県立中部病院に勤務しておりまして、もう

お一方はいわゆる先島を診るということで八重山病院

において離島診療をやっています。基本的には各県立

の親病院というのは、数の違いはありますけれども、

まず離島診療所を親病院の医師が支援するというふう

なことで従来やってきておりまして、平成11年からこ

の制度ができて、そういう意味では離島の診療所のい

わゆる応援業務というのがかなり強化されてきたとい

うふうに思っております。

議員がおっしゃるとおり、あと５人ぐらいいたらど

うかというふうなことでございますが、現在のところ

予算にも限りがありまして、２人プラス県立病院課の

持ち出しで３人でやっているということでございま

す。今後の検討課題にしたいというふうに思っており

ます。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 あと５名と言っているんじゃないん

ですよ。今は３名いるんでしたら、あと２人ぐらい、

５名体制ぐらいは先にちょっと……。今、既に厳しい

という話を聞いておりますので、その必要性を感じて

いるのかどうかを教えてください。

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君） 議員もさっきおっし

ゃったとおり、最近、そういう診療所の医師から土・

日のいわゆるフリーにしていただきたいというふうな

申し出がかなり頻繁になってきております。現在の体

制ではそういった各16診療所を土・日フリーにすると

いうことはかなり厳しいという状況がございまして、

あと２人ふやしても多分そういうふうなリクエストに

はちょっと応えにくいんじゃないかなというふうには

思っております。ですから、親病院の医師も含めてで

きる限りのそういった診療所の医師の支援をやってい

けるようにしたいというふうに思っております。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 局長、要はふやしたいということで

すか、どうなんですか。

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君） この件については財

政的なこともありますので、これはもう関係部局と協

議して今後の検討課題にしたいというふうに思ってお

ります。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 ぜひ実態を見て、体制をしっかり対

応してもらいたいと思っています。

質問を変えます。

電線地中化なんですが、知事の公約でもあります。

それで、台風襲来時によく電柱が倒れたりとか、なか

なか費用がかかるということで、これからまたスピー

ドを上げていきたいという答弁をいただいたんです

が、電線だけじゃなくて、下水道であったりとかいろ

んないわゆる共同溝の整備をもう真剣に検討したほう

がいいんじゃないかなと思っています。下水道も実は

もう老朽化していてそろそろつくりかえ、いわゆる整

備の時期に来るという話があるものですから、この共

同溝ということを少し念頭に置きながら対応していく

ことも大事だと思いますが、知事、いかがですか。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君） 電線類地中化とい

うことで電線だけではございませんで、電力の線であ

りますとか、ＮＴＴでありますとか、ＯＣＮでありま

すとか、いろんな光ケーブルとかそういうものが入る

共同溝でございまして、共同溝につきましてはいろん

なタイプがございます。議員がおっしゃっているよう

な下水道といいますのは単独で今やっておりますけれ

ども、そういうものが可能であればちょっと検討して

みたいと思います。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 ぜひ検討をお願いしたいと思ってい

ます。

それからＷｉ－Ｆｉについてですが、新しいもので

スーパーＷｉ－Ｆｉはちょっと範囲が広くなって、こ

れもできれば――今既に募集をかけているということ

なんですけれども――県全域で対応できるように対応

してもらいたいと思っています。
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それからひとり親世帯の就業状況についてなんです

が、県ひとり親家庭等在宅就業支援事業というのがあ

ったらしいんですけれども、新聞でもかなり課題があ

ると言われていますが、その課題について県は認識し

ているのかお聞かせください。

この事業やりましたよね。皆さんも新聞等でもいろ

いろ言われて、手取りが１万円以内とかゼロとかいろ

いろ指摘されておりますが、この事業について社説で

もこれは落第点と書かれているんですよ。これは何億

円という予算を使っているんですが、それについて皆

さんは認識していますかと聞いているんです。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） この事業は、安心こ

ども基金を活用して母子家庭の在宅就業の拡大を図る

ということを目的として行った事業であります。この

事業については、受託事業者が在宅就業支援センター

を設置して、ひとり親家庭を対象に在宅就業者として

の能力開発のための訓練の実施、業務開拓による受注

拡大を行うということでありました。

議員が話されたように、この事業によって得た収入

が少ないというふうなことの課題は認識はしていま

す。そういうことはありますけれども、受講生のＩＴ

技能の向上とか、あるいは在宅就業支援体制の構築な

どが図られたというような成果もあります。

この事業は23年度で終了していますけれども、県と

しては、この事業を受託した民間事業者が引き続き在

宅就業支援センターとして業務の開拓、あるいはその

在宅就業者に対する技術支援ということを行っていく

ということであります。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 私が言っているのは費用対効果なん

ですよ。費用対効果で、それはこれだけの予算を投じ

て課題が出ているということについて認識しているか

していないか。何となくうまくいっているような答弁

なのかどうなのかということなんですよ。事業の内容

は聞いていません。どうですか。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） 収入が低額であった

ということの認識はしております。ですけれども、先

ほど申し上げましたように……

○赤嶺　　昇君 いや、もういいよ。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 母子世帯が自宅で就業するという、

そこだけの仕事があるかどうかというのが課題なんで

すね。他府県でもやっているところがあって、５万円

以上であったりとか、この事業をやる以上はその成果

が上がるのが当たり前の話、一定の能力がつくのは。

ただ、課題があるということは素直にこれを見て、ま

た次の事業に展開をしてもらいたい。多くの母親は、

できるだけ昼間は仕事をして、夜は食卓を囲んで家族

で過ごしたいというのが一番の思いなものですから、

ちゃんと外で働ける環境をやっぱり望んでいる。社会

保険にも入って、それを望んでいる方が多いんですね。

それについて、部長、いかがですか。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） そういった母子世帯

の方々が外で働けるように、我々としていろんな事業

も行っていますけれども、例えば資格取得のためのホ

ームヘルパーの養成講習会であったりとか、あるいは

パソコン講習会であったり、介護事務管理士講座など

を実施しておりますので、そういった事業も実施しな

がら支援していきたいと思います。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 教育長にお聞きしますが、県立高校

再編整備計画がまとまりましたが、この計画でまとま

った以上はもう見直しは絶対きかないということなん

ですか。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） そういったことではござい

ません。

○議長（喜納昌春君） 赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君 そうしますと、また皆さんのいろん

な意見を聞きながら検討することもあり得るというこ

とでよろしいのかどうか。というのは、もうありきに

なってしまうと、やはり地元の声をもっと丁寧に……。

先日、南部工業に行きましたら学校側も非常に生き生

きしてやっておりましたので、改めて御答弁をお願い

します。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） 私どもは、実は、３月28日

に県教育委員会の行政当事者の責任のもとで編成整備

計画は策定いたしました。そういう中で、当然学校現

場と連携しながらさまざまな教育課程等々についての

意見交換をしております。一番大事なことは、やはり

保護者、地域住民の意見もありますので、しっかりと

我々の計画を説明、意見交換していきたいと考えてお

ります。

○赤嶺　　昇君 ありがとうございました。

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。

〔玉城ノブ子さん登壇〕

○玉城　ノブ子さん こんにちは。

日本共産党の玉城ノブ子でございます。
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一般質問を行います。

まず最初に、農水産業の振興について。

沖縄経済の振興は、亜熱帯気候等の豊かな自然と資

源を生かした安心・安全な農水産物の拠点産地として

振興を図っていくことが重要であります。農水産業振

興の21世紀ビジョンでの位置づけ、具体的な施策展開

について伺います。

国が推進している６次産業化に基づく総合化事業計

画の全国、沖縄県での認定件数と事業内容、今後の計

画について伺います。

沖縄の農水産物を生かした新たな加工商品の開発、

販路開拓に取り組む農水産業生産法人等への県の支援

と今後の計画について伺います。

２、住宅行政について。

県営団地への入居申請数、入居数、待機者数につい

て伺います。

県営団地の建てかえについて。

県営団地の耐震化、老朽化の現状はどうなっていま

すか。建てかえ計画について伺います。

昭和56年以前の県営団地は、何年までに建てかえを

完了しますか。早急な対策について伺います。

住宅リフォームの実施について伺います。

学校教育施設の耐震化と太陽光発電の導入につい

て。

県立高校、特別支援学校、幼稚園、小中学校の耐震

化率と全国との比較について伺います。

耐震化率を100％にするための具体的な計画につい

て伺います。

高校、県内小中学校への太陽光発電の導入状況、計

画的に普及促進を図ることについて伺います。

４、基地問題について。

オスプレイ配備について。

政府は、オスプレイの運用の安全性は確認されたと

岩国基地での試験飛行を行い、沖縄県の普天間基地で

の配備を強行しようとしています。県民の生命、安全

を危険にさらし、アメリカ言いなりに世界一危険な普

天間基地に、世界一危険な欠陥機オスプレイの配備は

許されません。県民大会には、宮古・八重山も含めて

10万3000人が参加し、県民の配備反対の意思を明確に

示しました。知事は、万が一事故でも起きたら全基地

閉鎖・撤去もあり得ると答えました。その決意で県民

とともに、日米両政府にオスプレイ配備撤回を求めて

いくべきであります。知事の所見を伺います。

米軍犯罪について。

復帰から今日までの米軍犯罪の件数とその中におけ

る米海兵隊の割合について伺います。

米兵による強制わいせつ事件について。

那覇市内の住宅街で、女性に対する米兵の強制わい

せつ事件が発生をいたしました。女性の人権を踏みに

じる行為であり、絶対に容認できません。容疑者の厳

重処罰と被害者への謝罪、完全補償について伺います。

基地がある限り米軍犯罪をなくすことはできませ

ん。県民の生命と人権を守るため米海兵隊の全面撤退

を要求すべきであります。

渡名喜村の北西約400メートルの海底で米軍の模擬

爆弾の破片が発見されております。現場は漁民の良好

な漁場であり、一歩間違えば大惨事になりかねない事

態であります。直ちに真相を究明し、米軍に厳重抗議

すべきではありませんか。

学校給食について。

学校給食無償化について。

学校給食法は「学校給食が、児童及び生徒の心身の

健全な発達に資するもの」とし、学校給食は教育の一

環であるとの法的な根拠が規定されています。学校給

食の無償化を実施する市町村もふえております。現状

について伺います。県が学校給食の無償化を実施する

ことについて伺います。

学校給食での地元農産物の利用率と今後の取り組み

について伺います。

国民健康保険制度について。

国保税の１人当たり、１世帯当たりの保険税額、国

保税の滞納世帯数、短期保険者証交付数、資格証明書

発行件数。国保税引き下げのために、市町村の一般会

計から国保特別会計に繰り入れをしている市町村数、

繰り入れ総額は幾らですか。

各市町村への県独自の助成を実施し、国保税を引き

下げること。

国の負担率をもとに戻すよう要求すること。

18歳以下の全ての子供たちに国保手帳は交付されて

いますか。その現状と対策について伺います。

男女共同参画について。

男女共同参画条例、参画計画の市町村の策定を促進

することについて伺います。

ＤＶ相談支援センターへの相談件数、県警が認知し

たＤＶ相談件数、裁判所が加害者に命ずる保護命令に

ついての被害者からの申し立て件数について、それぞ

れ３年間の推移について伺います。

市町村のＤＶ防止基本計画の策定状況と策定計画に

ついて。

市町村のＤＶ相談者の配置とＤＶ相談支援センター

の設置を促進することについて伺います。

高校、小中学校での男女混合名簿の実施状況につい
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て伺います。全国の実施状況はどうなっていますか。

今後の実施促進について伺います。

母子支援センターの設置状況と、各市に母子支援セ

ンターを建設することについて伺います。

ちょっと休憩願います。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後５時21分休憩

午後５時21分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

○玉城　ノブ子さん 台風被害対策について。

共産党県議団は、今回台風被害調査を行ってきまし

た。漁港施設や護岸の決壊、土砂災害等大きな被害を

もたらしています。緊急かつ抜本的な対策を求めます。

台風16号による農水産物への被害状況と対策、今後

の取り組みについて伺います。

台風16号で甚大な被害を受けた国頭村の安田漁港、

安波船だまり、慶佐次漁港などが漁船や漁港施設の破

壊で漁民は漁に出ることもできず、深刻な打撃を受け

ております。緊急かつ抜本的な対策を講ずることにつ

いて伺います。

南城市仲伊保港の護岸決壊の緊急対策と抜本的対策

を図ることについて伺います。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 玉城ノブ子議員の御質問に

答弁いたします。

まず第１に、基地問題についての中で、オスプレイ

配備撤回についての御質問にお答えいたします。

９月19日に、政府からオスプレイの沖縄配備につい

て発表があったことは極めて遺憾であります。９月24

日及び25日に上京し、防衛大臣と官房長官に対し、配

備の中止を強く要請したところであります。なお、海

外出張のため外務大臣及び総理には、同様の要請文を

預けてまいりました。

県といたしましては、安全性の確認がなされ、そし

て県民の不安が払拭されない限り配備の中止を政府に

強く求めてまいります。

次に、台風被害についての御質問の中で、台風16号

による農林水産物への被害状況と対策、今後の取り組

みについてという御趣旨の御質問にお答えをいたしま

す。

台風16号による農林水産業関係の被害については、

９月21日現在で、被害総額が約12億8000万円となって

おります。台風被害につきましては、第１に、農業・

漁業共済、そして漁船保険での対応、第２に、セーフ

ティネット資金など低利の制度資金の活用、第３に、

制度資金の借入者に対する償還猶予などの支援を図る

ことといたしております。また、農業基盤施設、治山

施設、漁港施設などにつきましては、災害復旧事業に

より早期の復旧を図ることといたしております。

その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。

〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君） 農水産業の振興の中

の、農水産物の拠点産地振興における21世紀ビジョン

での位置づけ及び具体的な施策展開についての御質問

にお答えします。

本県の農林水産業振興を図るためには、市場競争力

の強化による生産拡大及び消費者に信頼される産地の

確立が重要と考えております。そのため、ゴーヤー、

菊などの園芸品目、薬用作物、養殖魚介類などを戦略

品目として位置づけ、定時・定量・定品質で生産供給

のできる拠点産地の育成を推進しているところであり

ます。

県としましては、引き続き「沖縄21世紀ビジョン基

本計画」及び実施計画において、おきなわブランドの

確立に向けた拠点産地の育成を重要な施策と位置づ

け、各種事業を展開しております。

具体的な事業としましては、生産条件の整備、産地

力の強化を図るための園芸拠点産地強化事業、モデル

産地において、菊選別機などの営農機械を整備する園

芸モデル産地育成機械整備事業、マンゴー等の熱帯果

樹やタンカン等のかんきつ類などの産地形成、ブラン

ド確立に向けた条件整備等を図る果樹産地総合整備事

業、海ブドウのブランド基準の普及や海藻類のブラン

ド化などを図るためのおきなわ型つくり育てる漁業推

進事業などの事業を実施しているところであります。

今後とも、市町村、関係団体と連携し、高品質で安

全・安心な農林水産物を安定的に供給する拠点産地の

育成等を図りながら農林水産業の振興に取り組んでま

いります。

次に、同じく農水産業の振興の中の、６次産業化の

取り組みについての質問にお答えします。１の⑵と１

の⑶は関連しますので一括してお答えします。

国は６次産業化法に基づき、新商品の開発や加工施

設整備補助、制度資金等の支援策を講ずるための総合

化事業計画認定制度を創設しております。現在の認定

件数は、全国で939件、沖縄県で31件となっておりま

す。本県で認定を受けた事業内容の主なものは、１、

マンゴー、ハイビスカス等を利用した商品開発及び製

造販売、２番目に、伝統的島野菜等の生産、１次加工
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品等の製造販売及び商品開発、３番目に、モズクを活

用したスイーツや調味料等の商品開発及び製造販売な

どがあります。また、県においては６次産業化を推進

するため国と連携するとともに、県独自の支援策を実

施しているところであります。具体的には、地域資源

を生かした加工試作品の開発支援や企業派遣研修、加

工機材等の整備などのアグリチャレンジ６次産業化支

援事業、地域内展開、県内展開、全国展開の３つの加

工品開発モデルの構築を図る県産農産物付加価値向上

推進事業などに取り組んでおります。これまでの事業

成果としましては、学校給食向けの試作品開発として、

豊見城市のトマトピューレや宜野湾市の田芋ペース

ト、主に観光土産品として、石垣市の紅芋スイートポ

テトや宮古島市のトウガンパイなどの商品化、新規起

業者６名の育成などがあります。

県としましては、今後とも６次産業化支援のため各

種事業を実施し、消費者ニーズに応じた高付加価値商

品の開発や販路開拓等の支援を講じるなど、本県農林

水産業の振興を図ってまいります。

次に、台風被害対策についての中の、漁船や漁港施

設被害に対する対策についての御質問にお答えしま

す。

漁船の被害への対応としましては、被害を受けた65

隻のうち、54隻については、漁船保険による補 が予

定されており、保険に未加入の11隻については、農林

漁業セーフティネット資金などの低利の制度資金の活

用が予定されております。また、国頭村や東村等にお

ける製氷施設や給油施設等については、火災共済の

補 による復旧が予定されております。漁港施設及び

漁港海岸施設は、７漁港と２漁港海岸施設が被災して

おります。緊急の対策としましては、漁業活動の支障

となっている安田漁港の被災した浮き桟橋は既に撤去

したところであります。さらに、抜本的な復旧工事に

ついては、国の災害復旧事業を活用し、早期の復旧に

努めてまいります。

以上であります。

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。

〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君） 住宅行政について

の御質問の中で、県営団地への入居申請数、入居数、

待機者数についての御質問にお答えいたします。

平成23年度の県営住宅空き家待ち入居者募集への申

し込み件数は5341件で、入居者見込み戸数は395戸と

なっており、申し込みをしたにもかかわらず入居でき

ない待機者の件数が4946件となります。

同じく住宅行政についての御質問の中で、県営団地

の耐震化、老朽化及び建てかえ計画についての御質問

にお答えいたします。

県営住宅の耐震化については、平成24年３月末時点

で、新耐震基準を満たす住棟の割合は89.9％となって

おり、また、老朽化については、公営住宅の建てかえ

要件である築後35年以上経過する団地が平成24年３月

末時点で５団地30棟ございます。県営住宅の建てかえ

については、平成23年度から平成32年度までの10年間

を計画期間とする「沖縄県公営住宅等ストック活用計

画」に基づき、順次行っております。同計画で、昭和

56年以前に管理開始された15の県営団地のうち７団

地、1682戸を建てかえと位置づけており、残り８団地、

1256戸については、次期計画で対応する予定でありま

す。

住宅行政についての御質問の中で、住宅リフォーム

の実施についての御質問にお答えいたします。

住宅リフォーム助成制度については、地域経済への

波及効果が高いと考えられることから、沖縄振興特別

推進交付金の活用を検討しております。同交付金の活

用に当たっては、沖縄の振興に資する事業であって、

沖縄の特殊性に基因する事業であることや、市町村と

の役割分担等の整理が必要となっております。今後は

これらの課題を整理し、引き続き事業化の可能性につ

いて検討を行ってまいります。

次に、台風被害対策についての御質問の中で、仲伊

保海岸の護岸決壊対策についての御質問にお答えいた

します。

南城市仲伊保地区の護岸の応急対策につきまして

は、台風16号による損傷の拡大もあることから、緊急

の安全対策工事を予定しております。また、抜本対策

については海岸堤防等老朽化対策緊急事業による対応

を考えており、現在、概略設計を行っているところで

あります。今後、南城市や地元の理解と協力を得なが

ら早期の事業化を図りたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 学校教育施設の耐震化と太

陽光発電の導入についての御質問で、学校施設の耐震

化についてお答えいたします。３の⑴と３の⑵は関連

しますので一括してお答えいたします。

平成24年４月１日現在、公立学校施設の耐震化率は、

幼稚園は全国平均が75.1％に対して、本県は68.2％、

小中学校は全国84.8％に対し、本県は78.0％、高等学

校は全国82.4％に対し、本県は89.9％、特別支援学校

は全国92.9％に対し、本県は88.6％となっております。
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県教育委員会としましては、特に耐震化率の低い市

町村に対しまして、積極的に取り組むよう働きかける

など、安全で快適な学習環境を整備するため、引き続

き早期の耐震化に取り組んでまいりたいと考えており

ます。

次に、太陽光発電の導入状況等についてお答えいた

します。

平成24年７月現在の導入状況は、小中学校48校、県

立学校６校で、合計54校であります。県立学校につき

ましては、今年度、沖縄振興特別推進交付金を活用し

た事業として、新たに高校６校へ設置することとして

おります。

県教育委員会としましては、環境への負荷の低減や

自然との共生を考慮した学校施設の整備に努めている

ところであり、今後とも、市町村教育委員会と連携し

て整備促進していきたいと考えております。

次に、学校給食についての御質問で、学校給食費の

無償化についてお答えいたします。

現在、学校給食費の全額助成を実施している自治体

は、嘉手納町と渡名喜村の２町村となっております。

学校給食法では、施設及び設備に要する経費や人件費

等は設置者であります市町村が負担し、個々人へ還元

される食材費等は保護者が負担することと定められて

おります。なお、経済的に困窮している児童生徒につ

きましては、市町村において学校給食等の就学援助が

行われております。

県教育委員会としましては、引き続き全国都道府県

教育長協議会等を通して、市町村の就学援助の実態に

応じた補助金の充実等の要請を国へ行ってまいりたい

と考えております。

次に、学校給食の地元農水産物利用率と取り組みに

ついてお答えいたします。

平成22年度の学校給食における県産農水産物の利用

状況調査によりますと、学校給食の県産品食材の利用

率は31.9％となっております。学校給食においては、

県産品食材を活用したゴーヤーチャンプルー等の郷土

食を提供しております。

県教育委員会としましては、引き続き各種研修会や

県産品奨励月間における県産品活用の啓発を行うとと

もに、県農林水産部等関係機関と連携し、県産品食材

の積極的な活用を促進してまいりたいと考えておりま

す。

次に、男女共同参画についての御質問で、男女混合

名簿についてお答えいたします。

県内における男女混合名簿の状況は、平成23年度で

小学校24校（９％）、中学校12校（８％）、高等学校19

校（32％)となっております。

県教育委員会としましては、男女混合名簿の導入に

つきましては、各学校において学校長を中心に教職員

間で意見交換し、総合的、主体的に判断されているも

のと理解をしております。なお、全国の実施状況につ

きましては把握をしておりません。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。

〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君） 基地問題についての御

質問の中で、米軍犯罪の件数とその中における米海兵

隊の割合についてお答えいたします。

復帰後から本年８月末までの米軍構成員等の刑法犯

検挙総数は5790件、5698名であります。過去５年間の

在沖米海兵隊員の検挙総数は149件、129名。割合にし

ますと、件数では全体の68.9％、人員では65.8％とな

っております。そのうち検挙の割合が最も高いのは平

成20年の40件で76.9％となっております。なお、本年

は８月末現在、件数は24件で70.5％となっております。

次に、男女共同参画についての御質問の中で、県警

察が認知したＤＶ相談件数の過去３年間の推移につい

てお答えいたします。

県警察が認知したＤＶ相談件数は、平成21年が497

件、平成22年は609件、平成23年は557件となっており

ます。ちなみに本年８月末現在では389件で、前年同

期と比較して14件増加しております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 基地問題についての

御質問の中で、米兵による強制わいせつ致傷事件につ

いてお答えいたします。

今回の事件は、市街地で発生し女性が被害者となる

など悪質で、県民に大きな不安を与えるものであり、

極めて遺憾であります。被害者に対しましては、謝罪

はもちろんのこと、十分な補償がなされるべきである

と考えております。今回の事件に対し、８月20日に県

庁を訪問した在沖米国総領事に知事が遺憾の意を伝

え、綱紀粛正及び再発防止について万全を期すよう直

接申し入れを行いました。また、同日午後、私が、在

日米軍沖縄地域調整官事務所長及び海兵隊政務外交部

長を直接訪問し、より一層の綱紀粛正及び人権教育の

徹底や捜査機関への協力などを強く要請したところで

あります。

県としましては、米軍基地に起因するさまざまな事

件・事故等は一件たりともあってはならないものと考
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えており、今後も引き続き対策強化、教育の徹底、再

発防止を求めてまいります。

次に、海兵隊の全面撤退についてお答えいたします。

本県に集中する米軍基地は、県民生活にさまざまな

影響を及ぼしており、多くの県民が基地の整理縮小を

強く望んでおります。県は、これまで日米両政府に対

し、あらゆる機会を通じて海兵隊を含む在沖米軍兵力

の削減等による沖縄県の過重な基地負担の軽減を求め

てきております。とりわけ海兵隊については構成員が

最も多いことから、その削減に最優先に取り組む必要

があると考えております。去る４月27日の日米安全保

障協議委員会共同発表で、約9000名の米海兵隊要員の

日本国外の場所への移転と、それに伴う嘉手納飛行場

より南の米軍施設・区域の整理・統合・縮小が合意さ

れたことは、県民の要望している米軍基地の整理縮小

につながるものであり、確実な実施がなされる必要が

あると考えております。

次に、渡名喜村での模擬爆弾の発見についてお答え

いたします。

去る９月６日、渡名喜村北側のリーフ内において模

擬爆弾の一部が発見されました。海兵隊によると、９

月３日に沖縄の沿岸沖において、第１海兵航空団所属

の航空機が模擬爆弾を積んで通常の訓練を行ったとし

ておりますが、発見された破片との関係については不

明としております。

県としましては、９月10日に沖縄防衛局に事実関係

について照会をし、９月13日には在沖米海兵隊及び沖

縄防衛局に対し、事実関係の早急な回答と実効性のあ

る再発防止等について強く要請したところでありま

す。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君） 国民健康保険制度に

ついての御質問の中で、国保税額、滞納世帯数等につ

いてお答えいたします。

平成22年度における県内市町村国民健康保険の保険

税調定額は、１人当たり５万8504円、１世帯当たり11

万7026円となっております。また、平成23年６月１日

現在、保険税滞納世帯数は５万4422世帯、短期被保険

者証交付世帯数は２万4623世帯、被保険者資格証明書

交付世帯数は175世帯となっております。

次に、市町村国保の一般会計繰り入れについてお答

えいたします。

県内市町村国民健康保険における一般会計から国保

特別会計への法定外繰り入れの実施状況は、平成22年

度決算で38市町村、65億7668万円となっております。

次に、県独自の助成の実施についてお答えいたしま

す。

市町村国民健康保険は、国・県の公費負担や保険税

等を財源として保険者である市町村の責任により運営

されております。県では市町村に対し、国民健康保険

法に基づき国保税の軽減措置や医療給付費に対する支

援を行っているところであり、国保税引き下げのため

の独自の支援を行うことは困難であると考えておりま

す。

次に、国の負担率をもとに戻すよう要求することに

ついてお答えいたします。

県では、市町村国民健康保険の持続的運営が図られ

るよう、国に対し、社会保障・税一体改革大綱で示さ

れた国保の財政基盤強化策の確実な実施と、国費の拡

充を含めた国保の構造的な課題に対する抜本的な解決

策について、全国知事会とともに要望しているところ

であります。

次に、18歳以下の子供の被保険者証の交付状況等に

ついてお答えいたします。

県内市町村によりますと、18歳以下の市町村国民健

康保険被保険者数は、平成24年７月末現在９万3007人

で、そのうち被保険者証が未到達となっている人数は

308人となっております。県では市町村に対し、でき

る限り速やかに被保険者証が交付されるよう電話連絡

や訪問等を行い、各被保険者世帯の実情に応じたきめ

の細かい対応に努めるよう助言を行っているところで

あります。

次に、男女共同参画についての御質問の中で、ＤＶ

相談支援センターへの相談件数の推移についてお答え

いたします。

県の配偶者暴力相談支援センターにおけるＤＶ相談

件数は、平成21年度1320件、22年度1403件、23年度

2428件であり、増加傾向にあります。

次に、保護命令の申し立て件数についてお答えいた

します。

最高裁判所の資料によりますと、那覇地方裁判所に

おける保護命令の申し立て件数は、平成21年74件、22

年65件、23年77件となっております。

次に、市町村のＤＶ相談員の配置についてお答えい

たします。

平成24年４月１日現時点において、ＤＶ相談を受け

るための相談員は、11市全てに配置されております。

町村については、県の各福祉保健所の配偶者暴力相談

支援センターにおいて、相談員を配置して相談に当た

っております。現在、県内市町村において同センター
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を設置している市町村はありませんが、ＤＶ相談につ

いては、住民に身近な地域で相談体制を構築すること

が重要であると認識していることから、今後市町村と

意見交換を行いながら、同センターの設置に向けた働

きかけをしていきたいと考えております。

次に、母子支援センターの設置状況等についての御

質問の中で、母子生活支援施設についてお答えいたし

ます。

母子生活支援施設は、平成24年４月１日時点におい

て、県内に３カ所設置されております。県におきまし

ては、母子家庭への支援の充実を図ることは重要であ

ると考えていることから、今年度から沖縄振興特別推

進交付金を活用して母子家庭生活支援モデル事業を開

始したところであります。母子生活支援施設の設置に

ついては、現在新たに整備を計画している市町村や法

人等はありませんが、同モデル事業の成果も参考にし、

必要に応じて未設置の市や関係団体に対して働きかけ

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。

〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君） 男女共同参画につい

ての御質問の中で、市町村における条例の制定、参画

計画の策定の促進についてお答えいたします。

市町村の男女共同参画に関する条例は、平成24年４

月１日現在、10市町村で策定されており、制定率は

24.3％となっております。また、男女共同参画計画に

ついては、14市町村において策定され、策定率は

34.1％となっております。本年３月に策定をいたしま

した第４次沖縄県男女共同参画計画におきましては、

平成28年度までに市町村の男女共同参画計画の策定率

を50％とする目標を掲げ取り組んでおります。

県としましては、市町村男女共同参画主管課長会議、

担当者研修会等を通して計画策定について働きかけを

行うほか、未策定の市町村に対しては、アドバイザー

派遣事業を活用し、男女共同参画計画の策定の支援を

行っております。

次に、市町村におけるＤＶ防止基本計画の策定状況

と策定についてお答えいたします。

県では、第４次沖縄県男女共同参画計画において、

平成28年度までに市町村のＤＶ防止基本計画の策定率

を26％とすることを目標に策定促進に取り組んでおり

ます。平成24年４月１日現在において、ＤＶ防止基本

計画を策定している市町村はありませんが、那覇市が

現在策定作業を進めております。

県としましては、策定促進に向け、市町村男女共同

参画主管課長会議、担当者研修会議等を通して計画策

定について働きかけを行うほか、計画策定に関する具

体的な助言等を行っております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん まず最初に、学校給食の無償化

について再質問を行います。

教育長の答弁で、個々人へ還元される食材費等は保

護者が負担するというふうに定められているというふ

うな答弁がありました。今、文部科学省から各都道府

県教育委員会宛てに、文科省文部事務次官通達が来て

いるというふうに思うんですけれども、それは御存じ

ですか。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後５時58分休憩

午後５時58分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん この文部科学省からの通達で、

経費の負担ということで、「学校給食の実施に必要な

経費は、原則として、小学校等の設置者と給食を受け

る児童の保護者とがそれぞれ分担することを定めた。」

と。しかし、「保護者の経済的負担の現状からみて、

地方公共団体、学校法人その他の者が、児童の給食の

一部を補助するような場合を禁止するという意図では

ない。要するに、これらの規定は小学校等の設置者と

保護者の両者の密接な協力により、学校給食がいよい

よ円滑に実施され健全な発達をみることが期待される

という立法の根本趣旨に基いて、解釈されるべきであ

る。」というその事務次官通達が来ておりますけれど

も、これをちょっと確認していただきたいんです。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後５時59分休憩

午後６時１分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

教育長。

○教育長（大城　浩君） 今、確認いたしましたら、

現段階ではそういった通知文が来ているという確認は

できておりません。

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん そういうことはないというふう

に思うんですけれども、ただ、文部事務次官通達が正

式にあるんですよね。「各都道府県教育委員会・各都

道府県知事・小学校等を附属して設置する国立大学の

長あて」ということで通達が出ているわけなんですよ。

その通達の中で経費の負担区分ということで、今私が
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読み上げましたこの中身の通達になっているわけで

す。

皆さん方、私たちはずっと学校給食無償化を県とし

て実施すべきではないかということを質問をしている

中で、これはもう食材は保護者が負担するものと定め

られている、だからできないということをそういう答

弁をずっとしているものですから、そうじゃないです

よと。法の趣旨はそういうことではないですという文

部科学省の見解を出しているわけですよ。

なぜ私たちが学校給食を無償化すべきだというふう

なことを訴えているかということは、今この学校給食

そのものは、教育活動の一環として学校給食は実施さ

れているという法的な明確にそういう位置づけもある

わけですよ。子供たちの学習を保障するために、全児

童生徒を対象にやっぱり設けられた制度であるわけな

んですよ。義務教育に必要なものは無償であるべきと

いうことが基本じゃないですか。そういうものについ

ては、ですから今、本当に子供たちを取り巻く環境と

いうのか貧困の問題が大変深刻になっています。沖縄

県では、就学援助を受ける生徒、世帯がふえ続けてお

ります。それだけ生活が大変困難だということである

わけなんですよ。その中で、学校給食費を払えない。

そして市町村によっては給食費を払えないということ

で、払いなさいということで誓約書を書かせる。学校

給食費を払えない世帯がいるのを子供たちが本当にど

ういう気持ちで学校に来ているかということを考えた

ときに、とっても心が痛むということを先生たちも現

場から訴えているわけです。そういう大変厳しい、困

難な家庭にいる子供たち、同じようにやっぱり教育環

境が保障されていかなくちゃいけないというふうに思

うんですが、これについて地方自治体が今市町村で学

校給食無償化に踏み出しています。ぜひ無償化を実施

すべきじゃないかというふうに考えておりますが、ど

うでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） 先ほどの答弁につきまして

は、私どもこれまで学校給食法という大きな法のもと

で実は答弁の処理方針を作成してまいりました。今、

玉城議員からの文部科学省通知文ですか、それについ

て先ほど担当課長が来ておりましたけれども確認でき

ておりませんので、再度どういった内容か確認しなが

ら対応していきたいと考えております。

○玉城　ノブ子さん 休憩願います。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後６時４分休憩

午後６時５分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

教育長。

○教育長（大城　浩君） 私どもは、これまでこの学

校給食法並びに教育基本法等々を通しながら学校給食

の無償化につきましては対応してまいりました。今、

議員がお示しをしました通知文は、昭和29年の事例だ

と聞いておりますので、再度確認しながら対応してい

きたいと考えております。ただ、これまで示してまい

りましたこの学校給食法あるいは教育基本法について

対応してきておりますので、それとの整合性といいま

すか、しっかり確認をしながら対応させてください。

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん 今教育長の答弁があったんです

けれども、知事、子供たちが今本当に厳しい教育環境

の中に置かれているというふうな現状がございます。

本当にこの子供たちが健全に発達していくことに必要

な学校給食については、県としてもやっぱり無料化の

方向に踏み出すべきだというふうに思いますが、知事

どうでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後６時７分休憩

午後６時８分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

教育長。

○教育長（大城　浩君） 先ほどの私たちの答弁の処

理方針なんですけれども、これは学校給食法の範囲内

での対応であると御認識ください。と同時に、実は平

成19年の10月に文部科学省の通知で、「生活保護制度

における代理給付等の適切な活用等について」の通知

文がございます。その中ではどういったことがあるか

といいますと、生活保護費の支給において代理納付や

学校長払いを活用しなさいと、そういう類いの内容な

んですね。しかしそういったことも受けながらも、な

おかつ先ほどの答弁につきましては、私どもは整合性

があるという捉え方をしておりますということであり

ます。

○玉城　ノブ子さん ちょっと休憩願います。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後６時９分休憩

午後６時10分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

教育長。

○教育長（大城　浩君） つまり、私どもがこれまで

対応してきたこの学校給食法あるいは教育基本法にの

っとって、いわゆる先ほど答弁いたしました施設及び

設備に要する経費、人件費等については設置者である
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市町村が負担をし、個々人へ還元される食材費等は保

護者が負担すると、そういったことが大前提であると

いう解釈をしております。

○玉城　ノブ子さん ちょっと休憩願います。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後６時10分休憩

午後６時11分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

教育長。

○教育長（大城　浩君） 学校給食のいわゆる経費等

につきましては、学校給食法第11条がございまして、

それを遵守すべきであるという捉え方をしています。

それを受けながら県から市町村への助成について、文

科省に実は問い合わせをいたしました。そうしました

ら、全国調査はしてないが、これまでにこのような情

報を得たことはないという回答が文科省からありまし

て――これは６月28日に確認しているんですけれども

――たしか６月の県議会でも似たような答弁はしたつ

もりであります。

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん もう時間がありませんから、こ

れについては後でまたもう一回議論をしたいというふ

うに思います。ぜひ学校給食無償化については、皆さ

ん方各市町村も今無償化に踏み出しているわけですか

ら、これについてはぜひ検討をしていくべきだという

ふうに思います。そういうふうに要求しておきます。

国民健康保険制度についてなんですけれども、一般

会計から国保特別会計に法定外繰り入れをしている市

町村が38市町村ですね。繰り入れ総額が65億7767万

9000円との答弁がありました。一般会計から国保特別

会計に法定外繰り入れをしない場合、１世帯当たり、

１人当たりどれだけの国保税の引き上げになります

か。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） 法定外繰り入れを行

わなかった場合、１世帯当たり２万5663円、１人当た

り１万2915円の額になります。

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん 今、高過ぎる国保税を引き下げ

るために各市町村は一般会計から国保特別会計に法定

外繰り入れを行って、国保税の高騰を抑えているわけ

です。市民負担の軽減を図っているわけです。もし、

法定外繰り入れをしなければ、今答弁がありました１

世帯当たり11万7026円、１人当たり５万8504円の国保

税が引き上げられることになるわけです。県民は今ま

すます国保税を納めることができずに、必要な医療を

受けることができずに命や安全が守れないという事態

になってまいります。地方自治体が国保税引き下げの

ために独自の支援を実施することは大変重要な状況に

なっているわけです。今、全国都道府県で各市町村へ

独自支出金を行っている都道府県は何県ですか。沖縄

県はどうなっているでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後６時14分休憩

午後６時15分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） 全国では19都道府県

で、平成24年度当初予算において市町村国保に対する

単独助成費を計上しております。

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん この19都道府県では、もし独自

支出金をしなければ、その分、被保険者の負担増にな

るというふうに考えますけれども、独自支出金を出し

ているということは、県民負担の軽減につながってい

るというふうに考えますがいかがでしょうか。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） 医療費助成事業等の

地方単独事業は、医療保険制度の仕組みの中で行われ

ているものではなくて、国保財政における事業実施の

影響を軽減するために助成を行っている……。

休憩してください。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後６時15分休憩

午後６時16分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） この19都道府県で単

独助成を行っていますけれども、これは保険料軽減を

直接の目的とした助成を行っているわけではないで

す。

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん じゃ独自支出金をしなければ、

そのしない分、私は被保険者の負担増になるというふ

うに考えているんですけれども、このことについてど

うですか。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） この単独助成の中身

が地方単独で医療費を助成しているため、事業を行っ

ているために波及増で医療費が増加するものですか

ら、そういったものに対する助成と、あるいは国保診

療所の運営とか、整備とかそういうものに対する助成、
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あるいは特定健診受診率の向上に係る助成、そういっ

たものであります。

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん 同じことなんですよ。独自支出

金なんですよ、法定外繰り入れになっているわけです

よ。法定外繰り入れをしているということは、その分

だけ被保険者の負担が軽減されているということなん

ですよ。これは今市町村が法定外繰り入れをしている

それと同じような対応が都道府県でもあるということ

なんですよ。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） 先ほども申し上げま

したけれども、直接それを目的に助成しているという

ことではないです。

○玉城　ノブ子さん 休憩願います。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後６時17分休憩

午後６時17分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） 地方単独事業は、医

療保険制度の仕組みの中で行われているものではない

ことから、国保財政における事業実施の影響を軽減す

るために助成を行っているというものであります。

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん ですから、19都道府県が独自支

出金を出して市町村の国保特別会計に支援をしている

ということは、その分だけそこの被保険者の負担を軽

減しているということになるんですよ。その負担軽減

をやってほしいということを今私たちは言っているわ

けです。今高過ぎる国保税を、払いたくても払えない

世帯が年々ふえ続けているわけです。

今先ほども答弁ありました、実に５万4422世帯が高

過ぎる国保税を払えずに苦しんでいるわけですよ。２

割の世帯に上っているんです。市町村によっては４割

に近い市町村が滞納世帯になっているんです。短期保

険証発行件数が実に２万4623件で9.5％なんです。沖

縄県は全都道府県で３番目に高い比率になっているわ

けです。しかも資格証明書しか発行されていないのは

175件、国保証そのものが未交付になっている件数が

１万8506件にも上っているわけなんです。民医連の調

査で、今保険証がなくてあるいは更新ができずに受診

がおくれて2010年の１年間だけで実に71名の人が亡く

なっているんですよ。民医連の調査だけでそういう状

況です。これは全病院を対象に調査をすればもっとた

くさんこういう人たちがいるということなんですよ。

高過ぎる国保税を払いたくても払えずに、十分な医療

を受けることができずに苦しんでいる県民の生命財産

を守るという、それが地方自治体の責任ではありませ

んか。

そういうことで私たちは、沖縄県でもほかの都道府

県と同じように独自支出金を出して、県民の負担軽減

を図って、県民の皆さんが十分な医療を受けることが

できるようにしてほしいということを訴えているわけ

なんですよ。知事、どうですか。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後６時22分休憩

午後６時23分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） 市町村が運営する国

民健康保険事業、これは低所得者層あるいは高齢者の

加入割合が高いということで、医療費の増加に十分県

税収入が確保されにくいというそういう構造的な課題

があります。県としても市町村国保を支援する観点か

ら、県の財政調整交付金とかあるいは保険基盤安定負

担金等による財政支援を行っています。しかしながら、

ふえ続ける医療費に対しては十分なものとはなってお

りません。このような法定外の一般会計の繰り入れに

頼らざるを得ない国保の状況は、本県のみならずほか

の都道府県共通の課題となっております。県としては、

国に対し、社会保障・税一体改革大綱で示された国保

財政基盤強化策の確実な実施と、国保の構造的な課題

に対して、国保の拡充を含めた抜本的な解決策につい

て全国知事会とともに要望している、そういう状況で

す。

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん そういう意味では、ぜひ県も県

民の命を守る、そういう立場から努力をしていただき

たいということを申し上げます。

最後に、オスプレイの問題ですけれども、知事、県

民の猛反対を押し切って政府が今オスプレイの配備を

強行しようとしています。私たちは、この県民の命や

安全を危険にさらすオスプレイの配備はもう断じて認

められないということであります。ですから、知事が

ぜひオスプレイ配備反対で政府や全国、そしてアメリ

カ政府にも直接、このオスプレイ配備は絶対だめだと

いう知事の決意を示していただきたい。直接その訴え

をやっていくべきだというふうに考えますがどうでし

ょうか。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後６時26分休憩
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午後６時26分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君） 今、議員からの御提案があ

りましたが、オスプレイについては本当に沖縄への配

備中止を先日やってまいりましたし、現在も総理大臣

に直接お話できないかということで折衝中です。いず

れにしましても今の御趣旨をほとんど同じような気持

ちで受けとめてこれからもやってまいりたいと考えて

います。

○議長（喜納昌春君） 20分間休憩いたします。

午後６時27分休憩

午後６時52分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

比嘉京子さん。

〔比嘉京子さん登壇〕

○比嘉　京子さん お疲れさまです。きょうの最後の

質問をさせていただきます。

まず、国においては社会保障・税の一体改革がなさ

れ、子ども・子育て関連法案が成立いたしまして、本

県では幼児教育推進委員会を立ち上げ、沖縄らしい保

育・幼稚園のあり方を議論しています。一方、本県で

は、子供を取り巻く環境や成長段階でさまざまな問題

が発生しています。出生率は全国一ながら、残念なこ

とにそれに関連するワーストが多々あります。失業率、

離婚率、貧困率、虐待、ネグレクト、少年犯罪、ニー

ト、ひきこもり、学力など。先日、我々議員有志はス

タディーツアーで保護観察、里親、ニートとひきこも

り支援のＮＰＯ等を視察をしてまいりました。

このような状況の中で本県の子育て、人材育成のあ

り方の方向性を見出すべく、以下の質問をいたします。

１番目には、米軍基地関係でありますけれども、特

に米軍基地関係特別委員会で県は、東村高江に建設中

のヘリパッドはオスプレイも運用される着陸帯である

ということを公室長はお認めになりましたが、オスプ

レイ配備を認めない中でオスプレイが運用される建設

を容認するということは矛盾ではないかと考えます。

即刻建設を中止すべきではないかお尋ねします。

２番目に、人材育成について。

⑴、幼児教育について。

ア、幼児教育の重要性についての法的な根拠を伺い

ます。

イ、幼児教育の教育的効果・経済的効果について認

識を伺います。

ウ、幼児教育や保育（就学前教育）への投資効果に

ついての認識を伺います。

エ、幼稚園の準義務教育化に向けた取り組み状況を

伺います。

オ、幼稚園教諭の正規雇用率の推移とクラス担任の

正規雇用率を伺います。

カ、幼稚園教育の30人以下学級への取り組みを伺い

ます。

⑵、保育行政について。

ア、保育の質について認識を伺います。

イ、厚労省による保育所運営費算定の基準となる本

県の「保育単価」は幾らか。また、その根拠は何なの

か伺います。

ウ、保育士の処遇を改善するための具体策を伺いま

す。

⑶、義務教育について。

ア、睡眠と朝食が学力に及ぼす影響についての認識

と実態を伺います。

イ、小１・２年の30人以下学級及び小３の35人以下

学級の実施率を伺います。

ウ、30人以下学級、35人以下学級の完全実施の見通

しを伺います。他府県では自主財源を投入し実施をし

ておりますけれども、本県は検討しておられるのか伺

います。もし本県がするならば、財源の必要額は幾ら

か伺います。

エ、教員の多忙化調査を実施したと思っております

が、その結果と改善状況を伺います。

オ、文科省によると、本県の教員の非正規教員の割

合は全国平均よりも10％以上高くワーストでありま

す。その認識と改善計画を伺います。

⑷、県立高等学校について。

ア、生徒や保護者にとって学寮（寄宿舎）の意義を

伺います。

イ、老朽化した学寮が多く存在するが、改築計画は

どうなっているのか伺います。

ウ、学寮建設における面積等の基準はどうなってい

るのか伺います。

エ、学寮の給食管理運営に関する現状と今後の方向

性について伺います。

オ、高校編成整備計画は何を根拠に計画が進められ

ているのか伺います。

カ、本県の大学進学率はどうか、全国との比較、実

態に対する認識を伺います。

３番目に、県立病院について。

⑴、県立八重山病院の改築について伺います。

ア、進 状況を伺います。

イ、災害時への対応等をどう考慮しておられるのか
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伺います。

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。

〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君） 比嘉京子議員の御質問に答

弁をいたします。

まず第１に、人材育成についての御質問の中で、幼

児教育の法的根拠についてという御趣旨の御質問にお

答えいたします。

幼児期の教育は生涯にわたる人格形成の基礎を培う

重要なものと、教育基本法及び学校教育法に位置づけ

られております。

次に、同じく人材育成についての中で、保育の質に

ついての御質問にお答えいたします。

保育の質とは、保育士等の資質及び保育サービスの

内容、そして保育室の広さや周辺地域の状況などさま

ざまな要素で構成されていると考えております。

沖縄県におきましては、保育の質の向上を図るため

保育所整備支援、保育士研修、保育内容の指導監督及

び保育士の処遇改善などに取り組んでいるところでご

ざいます。

その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君） 東村高江に建設中のヘ

リパッドについて、建設中止についての御質問にお答

えいたします。

北部訓練場の過半の返還について、県はＳＡＣＯ合

意事案を着実に実施することが本県の基地の整理縮小

及び地元の振興につながることからその実現を求めて

いるものであります。その条件とされている６カ所の

ヘリ着陸帯の移設について、これまでも地元と連携し

住民生活及び自然環境への配慮を求めてきたところで

あります。ＭＶ22オスプレイについて、県は、同機種

の安全性に対する政府の説明は不十分であり、県民の

不安が払拭されておらず、配備の中止を求めていると

ころであります。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君） 人材育成についての御質問

で、幼児教育の教育的効果等についてお答えいたしま

す。２の⑴イと２の⑴ウは関連しますので一括してお

答えいたします。

平成21年文部科学省の「今後の幼児教育の振興方策

に関する研究会」によりますと、幼児期における質の

高い教育がその後の犯罪の減少や所得の増大などの社

会的・経済的投資効果を有するとの研究成果が示され

ております。

次に、幼稚園の準義務教育化への取り組みについて

お答えいたします。

就学前の子供に関する教育等につきましては、平成

24年の６月に衆議院、８月に参議院における社会保障

と税の一体改革に関する特別委員会で、「幼児教育・

保育の無償化について検討を加え、その結果に基づい

て所要の施策を講ずるものとする」としております。

県教育委員会としましては、今後、国の動向を注視

しながら、幼児教育推進委員会において沖縄型幼児教

育の方向性等について総合的に検討を行っているとこ

ろであります。

次に、幼稚園教諭の正規雇用率等についてお答えい

たします。

公立幼稚園教諭の正規雇用率につきましては、平成

22年度65.5％、平成23年度67.1％、平成24年度65.1％と

なっております。また、平成24年度のクラス担任の正

規雇用率は56.8％となっております。

次に、幼稚園の30人以下学級の取り組みについてお

答えいたします。

国の幼稚園設置基準によりますと、１学級当たりの

幼児数は35人以下を原則としており、各市町村では実

情に応じて学級定数を定めております。

県教育委員会としましては、「沖縄県幼児教育振興

アクションプログラム」を通して、市町村に対して学

級規模のあり方を検討するよう促しているところであ

ります。

次に、睡眠・朝食が学力に及ぼす影響についてお答

えいたします。

平成24年版内閣府食育白書によりますと、「毎日朝

食を食べる子どもほど、学力調査の平均正答率が高い

傾向にあること」が明らかになっております。また、

平成23年度文部科学白書によりますと、「子どもたち

が健やかに成長していくためには、適切な運動、調和

のとれた食事、十分な食事、十分な休養・睡眠が大切

です。」とあります。

県教育委員会としましては、引き続き基本的な生活

習慣の定着を図るため「早寝早起き朝ごはん」を推進

してまいりたいと考えております。

次に、少人数学級についてお答えいたします。２の

⑶イと２の⑶ウは関連しますので一括してお答えいた

します。

本県の少人数学級の実施率は、小学校１年生89％、

小学校２年生88％、小学校３年生100％となっており
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ます。

なお、小学校１・２年生で30人学級、小学校３年生

から中学校３年生まで35人学級を実施する場合、平成

24年５月１日現在の児童生徒数で試算すると約549名

の教員増で35億6900万円の予算が必要となります。

県教育委員会としましては、少人数学級の今後の見

通しについて市町村教育委員会の意向、国の動向等を

踏まえ、引き続き研究してまいりたいと考えておりま

す。

次に、教員の多忙化調査等の結果についてお答えい

たします。

平成20年12月末に行った「教職員の勤務の実態や意

識に関する調査」の結果から、勤務時間内の業務につ

いては全体の４分の３を超える教員が業務量が多いと

感じております。また、勤務日にはほとんどの教員が、

休日には７割近くの教員が勤務時間外の業務を行って

いる状況にあります。

県教育委員会としましては、教職員の負担軽減の取

り組みとして、調査依頼や通知文書の見直し、電子メ

ールによる発送、指定研修の期間縮減等を行っており

ます。また、各学校においては、負担軽減検討委員会

等を設置し、定時退校日、ノー部活動日等の設定、会

議の精選、校内組織のスリム化等を推進し、各学校の

実情に応じた取り組みを行っております。その結果と

して、業務量が多いと感じている教職員の割合は減少

しております。

次に、非正規教員の割合についてお答えいたします。

本県の臨時的任用教員の割合が高いのは、学級担任

等の基本的な教職員定数とは別に習熟度別指導等で特

例的に措置される「加配定数」の増に対して、臨時的

任用教員で対応していることがその要因の一つとなっ

ております。

県教育委員会としましては、児童生徒数の増減、退

職者数、定数改善計画等の国の動向及び他県の状況等

を踏まえながら、正式任用教員の採用をふやし、臨時

的任用教員の割合の改善に向けて年次的に取り組んで

いるところであります。

次に、寄宿舎の意義についてお答えいたします。

寄宿舎の意義につきましては、親元を離れて進学す

る生徒が安心して学校生活に集中できること、保護者

の経済的負担の軽減や安心して子供を預けることによ

り精神的負担の緩和を図ることができることと考えて

おります。

次に、県立高校の寄宿舎の改築計画についてお答え

いたします。

県教育委員会としましては、昭和56年以前に建築さ

れた建物については順次改築を行うこととしており、

寄宿舎につきましても同様であります。現在、旧耐震

基準で建築された八重山高校寄宿舎の設計を進めてい

るところであり、来年夏ごろの完成を予定しておりま

す。他の県立高校の寄宿舎につきましては、老朽化の

進行や編成整備計画の状況を踏まえながら整備を進め

ていきたいと考えております。

次に、寄宿舎建設における面積等の基準についてお

答えいたします。

寄宿舎の建設に当たっては、予算の状況や過去に整

備した寄宿舎の規模、学校からの要望等も勘案し施設

の面積等を決定しております。

県教育委員会としましては、快適で充実した学習環

境を確保するため今後とも教育施設の整備に取り組ん

でまいりたいと考えております。

次に、寄宿舎の舎食管理運営についてお答えいたし

ます。

県立高等学校における寄宿舎の舎食の管理運営につ

きましては、平成24年度現在、寄宿舎設置11校中７校

が民間委託を実施しております。

県教育委員会としましては、計画的に民間委託を進

めてまいりたいと考えております。

次に、県立高等学校編成整備計画についてお答えい

たします。

同計画につきましては、社会の変化や入学者の状況

等を総合的に判断をし策定しております。本計画では、

基礎・基本の定着を図ること、多様な学習スタイルや

学び直しを必要とする者に十分対応できる教育環境の

整備を図ること、キャリア教育・職業教育の展開を図

り、多様な進路実現が可能になる高校づくりを推進す

ること等の具現化を図ってまいります。これによりさ

らに魅力ある学校づくりの推進に努めてまいりたいと

考えております。

次に、本県の大学進学率等についてお答えいたしま

す。

沖縄県の大学進学率は、平成元年に20.7％でありま

したが、平成13年には30％を超え、平成20年以降は

36％から37％台と増加傾向にあります。しかし、全国

と比較しますと依然として開きのある状況でありま

す。その主な原因としましては、進路決定が遅いこと、

経済的な理由等で県内志向が強いことや専門学校希望

者の割合が高いことなどが考えられます。

県教育委員会としましては、今後とも生徒一人一人

の社会的・職業的自立に向け、キャリア教育の視点を

踏まえた進路指導を推進し、生徒の進路実現を支援し

てまいりたいと考えております。
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以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君） 人材育成についての

御質問の中で、保育単価とその根拠についてお答えい

たします。

保育単価については、国において、地域における民

間の賃金水準を基礎とし、物価等を考慮した８段階の

地域区分に応じて定められております。この地域区分

を前提として、保育所の定員規模、保育所長の設置の

有無等を踏まえ、各保育所の入所児童の年齢区分ごと

に算出しております。沖縄県内の市町村は、全国市区

町村の85％を占める「その他地域」に区分されており

ます。

次に、保育士処遇改善の具体策についてお答えいた

します。

平成24年４月１日現在、県内保育所における保育士

の正規雇用率は40.2％となっており、県としましては、

保育の質の向上を図る観点から、保育所に対し正規職

員率を６割以上にするよう指導助言を行っているとこ

ろであります。また、保育現場では、以前に比べ発達

障害児やいわゆる「気になる子」がふえている状況に

あり、それに伴い保育士の負担が高まっているとの報

告を受けています。

県としましては、保育所におけるきめ細やかなケア

の観点から、九州各県保健医療福祉主管部長会議を通

じて配置基準の見直し等、保育士の処遇改善を国に要

望しております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。

〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君） 県立病院についての

御質問の中で、八重山病院の改築についてお答えいた

します。

病院事業局では、八重山病院の建てかえに向けて病

院の経営改善に努めつつ、将来の病院のあり方や救急

医療における地元自治体との連携、役割分担等につい

て検討していく必要があると考えております。現在、

地元においては、病院のあり方に関する協議の場の設

置に向けた動きがあることから、病院事業局としまし

ては、その動向に注視しつつ、病院のあり方等に関す

る協議、コンセンサスの形成にかかわってまいりたい

と考えています。また、八重山病院においては、築32

年の経過とともに施設の老朽化が進行しており、照明

器具及び給湯設備の腐食による破損等のトラブルも発

生していることから、病院機能の維持及び安全性の確

保ができるかどうかを検討するため、今年度早急に老

朽度調査を行っていきたいと考えております。

次に、県立八重山病院の災害時の対応についてお答

えいたします。

八重山病院は、八重山医療圏での中核病院としての

役割を担うほか、災害拠点病院として災害時の医療を

提供する役割も担っております。八重山病院の建てか

えの際には、地震及び津波などの災害時の対応を含め

て検討していきたいと考えております。

以上でございます。

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。

午後７時17分休憩

午後７時18分再開

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。

福祉保健部長。

〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君） 保育単価の平均額で

すけれども、平成22年度の実績で計算しましたところ、

１人当たり８万1604円ということです。

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん では再質問をいたしたいと思いま

す。

まず１番目のヘリパッドのオスプレイパッドの件な

んですけれども、ＳＡＣＯを着実に進める云々という

これまでと同じ答弁でございましたけれども、今、県

を挙げてオスプレイの安全性が確認できていない。安

全性が確認できれば容認するという姿勢でしょうか。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君） 軍事的帰結ということ

になりますとそういう考え方もあろうかと思います

が、県が申し上げているのは、安全性が確認されてい

ない以上、また、今後安全性が確認されるというよう

な、もう１年前からずっと質問をしてきて、現時点で

ほとんどそういう納得のいく説明がない以上、オスプ

レイの配備には反対だと言っているわけでございま

す。

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん オスプレイの配備に反対という、

今、知事を挙げて強い意思を表明をされているわけで

すが、その意思をより実効性あるものとしてあらわす

方法、あらわすためのなし得る沖縄県がとり得る方法

というのはどういうことが考えられますか。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君） これは共通認識だと思

いますけれども、いわゆる法的権限、そこで何かを条

約上合意されたことを実力あるいは法をもってとめる
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という手だては残念ながらありません。しかしながら、

県としましては、政府の責任、地方自治体と国の関係

においてしっかり政府にこれを求めてそれをさせると

いう求めを随時やっていくという姿勢でございます。

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん 私は、まずオスプレイの配備が決

定して、オスプレイが高江を使うということが言われ

ているわけですから、配備が前提となっている施設を

沖縄県がつくらせない。そのこともれっきとした配備

を阻止する、沖縄県がなし得る方法ではないかと思う

んですが、いかがですか。

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君） 今、議員の質問が具体

的にどういうことを指すのかわかりませんけれども、

高江に関して言いますと、昨日議員の御質問がありま

したように、高江であろうとどこであろうとオスプレ

イの訓練は認めるべきではないという発言がありまし

た。これはオスプレイに関してはまさにそのとおりで、

県の姿勢もそのとおりでございます。したがいまして、

オスプレイの配備には反対であるということを申し上

げているわけです。

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん 一歩進めてオスプレイの配備を県

としてできる阻止のあり方というのは、もう少し私は

議論したかったなとは思うんですが、この辺で終わり

ますけれども、私は、高江をとめるということは、沖

縄県ができる阻止行動の一つではないかなと考えま

す。ぜひ御検討いただきたいと思いますし、ぜひとめ

てほしいと思います。

次、２番目の人材育成について質問をいたします。

まず、教育長の教育的効果や経済的効果には非常に

そっけない内容だったなと思うんですけれども、その

効果というのがどういう内容で評価をされているのか

ということがもう少しわかるように御説明お願いしま

す。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） お答えいたします。

確かに私どももまだ具体的な分析がなされていなく

て、今お答えした処理方針では文部科学省の研究会に

おいてのあくまでも幼児教育の振興方策に関する研究

会でございまして、その中での質の高い教育、つまり

幼児期における質の高い教育がその後の犯罪等々への

減少とか所得の増大等に係る社会的効果等を有する

と、そういった研究成果が出ていることなんです。で

すから、そういったことを受けながら、今まさに沖縄

型幼稚園の確立に向けて幼児教育の推進委員会を設置

して、いろんな角度から情報収集しながら対応してい

ると、そういうことで御理解ください。

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん 今、沖縄型の幼児教育のあり方を

議論しているさなかなのでこの質問をしているわけな

んです。といいますのは、なぜ世界的に諸外国が幼児

教育にこれだけ投資をしているのかということの理由

をぜひ理解をした上で、その意味を踏まえた上でやっ

てほしいなと思うから質問をしているわけなんです。

今、文科省の無償化についての議論というのが、こ

れはもう十何回開かれていて、これをベースにして今

度の子育て法案三法案というのができたという形跡は

あると思うんですね。ただ、この無償化の論点の中で

幼児教育の効果というのは、一番代表的にどの国も挙

げているのは何かというと、ペリーという就学前実験

というのがアメリカに1960年代から今日まで40年以上

追跡調査をしているわけなんです。つまり、非常に家

庭的に恵まれない子供たちに対して２年間幼児教育を

行った群と幼児教育を行わなかった群、それが40歳に

なってどういう違いがあったのかという研究がベース

にあるわけなんです。この研究の後にさまざまな研究

が追加されて、そしてその上に脳科学の分野もいろん

なことを提言してきたわけなんです。そういうような

中において諸外国は競ってこの幼児期に莫大な日本と

は違う金額を――莫大なと言っていいかどうかわかり

ませんが――日本とは全く観点の違う投資をしている

わけなんです。なぜ投資と言うかというと、いわゆる

投資の効果で配当があるかと言っているわけなんです

が、子供の場合には権利条約においても資質と呼ばず

投資と呼んでくださいというのがあるわけなんです。

それで投資と今、私は言っているわけなんですけれど

も、その２年間で40歳に達する子供たちの状況で、こ

こに主なものがありますけれども（資料を掲示） 赤

いところがいわゆる教育を受けた者とそれから受けな

かった者というものをやりますと、例えば14歳までに

獲得する学力、それから高校を卒業する時点における

卒業とそれから能力、それから何よりも40歳になると

年収、その人の所得、それからもっとあるんです。今

ここに４点しか項目はないんですけれども、そこでち

ょっと過激ですが逮捕歴というようなことと、それか

ら貧困率というのもあるんですね。貧困率というのも

40歳までの間に――ここには書いてないんですけれど

も――データの中にはあるわけなんです。そういうこ

とは、明らかにこのペリー就学前研究という実験が40

年以上続いていて追跡をしてきたいわゆる縦断的な実

験、その結果がここにうんと投入することが社会に大
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きな投資を配当するんだということをあらわしている

わけなんです。（資料を掲示） これはちょっと単純

なあれですけれども、いわゆるここは幼児期ですね、

就学前。それから学校、その後ですね。そうするとこ

んなふうな曲線になって、見解としてはここに投資す

ることが２倍から16倍の投資効果があるというのが世

界的な認識になっているわけなんですよ。その認識の

上に立って高い幼児教育をやりましょうということ

で、幼児教育に多くの国々が1990年代からうんと投資

をしているわけなんですよ。そのことを踏まえて私た

ち日本の幼児教育は本当におくれていると言わなけれ

ばなりません。それで、今、これは家庭にいろんな事

情があるにしても、教育を受けることによって多くの

子供たちが救われる。そのことが沖縄県に今まさに必

要なんだということが言えるわけなんです。だから、

前段で私はニートであるとか貧困であるとかというお

話をしたんですけれども、どういう家庭環境、離婚率

の高さ、収入の低さ、だから、ある研究によると所得

と子供を育てるのには相関関係があると。所得が低い

ほど子供のトラブルは多く抱えていると。そして多く

抱えているんだけれども相談する相手が狭まれている

というような研究もあるわけなんです。だからこそ幼

児期においていかに我々が投入をしていくかというこ

とが今問われているわけなんです。そのことを踏まえ

て、私は今、幼児期の再質問でこの正規雇用というこ

とについて、今、私たちは国の幼稚園教諭または幼稚

園園長を初め幼稚園の職員の交付金の算定基準がある

と思うんですよ。それはお幾らですか。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） お答えいたします。

総務省が示しました地方交付税の算定を用いた平成

23年度単位費用の積算に用いる統一単価等によります

と、幼稚園教員１人当たり月額24万4700円と記載され

ております。

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん 年収では御存じないですか。園長

とかはないですか。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） 先ほど月額24万4700円とお

答えしましたけれども、12カ月を計算いたしますとほ

ぼ約288万円ということになります。

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん ボーナス等もあるので、私の記憶

が間違っていなければ540万ぐらいあったと思うんで

す、年間。そうすると、地方に500万円台、しかも園

長が800万円台あったと思うんですよ。そうするとこ

れだけの交付金がいっていますけれども色がついてお

りません。それで臨雇用があんなにふえていると。幼

稚園はもう本当に好き放題に臨時雇用しているわけな

んですよ。ですから、年配の方とそれから中間の三、

四十代がほとんどいない空洞化して、若い人のほとん

どが臨雇用なわけですよ。こういうふうに幼児教育を

軽んじてきているわけなんです。そういうことを考え

ると、私はこのことはやはり給料のあり方そのものを

含めて、私はもうちょっとしっかり市町村に対する県

の指導が必要ではないかなと。そのことも含めてぜひ

検討をお願いしたいと思います。いかがですか。

○議長（喜納昌春君） 教育長。

○教育長（大城　浩君） 公立幼稚園における教員の

採用といいますか、それにつきましては設置者である

市町村が対応しているのはもう御存じかと思います。

ですから、任用等につきましてもその給与費が実は地

方交付税で措置されているわけですから、あとは各市

町村段階におきまして措置された地方交付税をどう活

用するかについての対応になるかと捉えております。

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん アクションプランでも６割はぜひ

クラス担任は正規でということを目標にしているわけ

ですから、その達成のためにも私は市町村にもっと県

としての主張をすべきではないかと考えています。

次に、保育問題について伺います。

先ほど私は、保育や幼児教育の質を言いましたけれ

ども、日本の実態はこうなんですよ。（資料を掲示）

日本がＧＤＰに対する幼児教育や保育に対して公的

な支出、対ＧＤＰ比というのはここが最低で0.26なん

ですよ。これがもうデンマーク、ノルウェー、スウェ

ーデン、フィンランドというともう４倍以上なわけで

す。これだけの手厚いことをやっていて、じゃ、どう

いう配当があるのかというと、まず先ほど言ったよう

なさまざまに派生してくるそれ以外の問題が少なくな

るということと同時に、やはり納税できる能力という

のが高まるということ。そういう意味においても十分

に配当がある。例えば、イギリスでしたら1990年代に

10年間をかけて今の単価を２倍にしています。韓国も

３倍ぐらいにしています。そして５歳児を義務教育化

してイギリスでは無料化しているわけです。それぐら

いの小さいときにやはりきちんと子供たちを救おうと

いうような考え方で、後半におけるさまざまな派生す

る問題をいかに入り口で……、そのことはこういう研

究もあるんですよ。言ってみれば、小さいときにやっ

たことがそのまま放置されるのではなく続けていくこ

とはもちろんすばらしいことですが、じゃ、小さいと
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きにやらないで後半で就学してやればいいかという

と、もっと効率が悪いということは出ているんですよ。

ですから、そういう意味も込めて私は今、保育の問題

を言っているわけです。保育と幼児期の問題を言って

いるわけですが、１つ福祉保健部長にお尋ねしたいの

は、保育現場の、今、保育士がいないであるとか、保

育現場の保育士の専門性の評価という問題がこの間も

社説にありましたけれども、保育士現場における非正

規と正規の割合は幾らぐらいですか。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） 保育士の正規雇用率

は、先ほど答弁いたしましたけれども40.2％です。

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん 最も悪いというとあれですが、園

によって違うんですね。今おっしゃったのは平均値だ

と思うんですが、最も非正規率の高いというのはどれ

ぐらいですか。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） そのデータは今こち

らで持ち合わせていません。

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん ぜひお調べをいただきたいと。１

割という話も聞こえてきます。これに歯どめをかける

にはどうしたらいいとお考えですか。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） 保育所の処遇改善と

いうことを進めていかないといけないと思いますの

で、この件については先ほど述べましたけれども、九

州保健医療福祉主管部長会議などでそういった処遇改

善について要望しているところであります。

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん もうちょっと俯瞰で深く御理解い

ただきたい。これは、今20代でやめるという単価にな

っているんですよ。だから沖縄県は20代でやめないん

ですよ。そうすると、年配の人がいるところは非正規

をうんととらなきゃいけない仕組みになっているわけ

なんですよ。そういうことを改善しないといけないわ

けですから、私はぜひ沖縄はそういうような環境では

ないということで保育単価というのはなぜこうなって

いるのか聞いていただけますか、厚労省に。

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君） 確認をしてみます。

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん 保育の質を先ほど知事にお答えい

ただいたんですが、質を高めるということは臨雇用で

やれば質は高まらないわけなんです。専門性の構築が

必要なわけなんです。その質と担保しながら、やはり

量をふやしていく。だけれども、今、待機児童が多い

ために量のところにうんとエネルギーがいっているわ

けなんですよ。ですから、国はやっと質を上段に持っ

てくることをやっています。質と量という順番づけを

しています。やっとここに来たかという感がいたしま

す。沖縄県の幼児教育で将来の我々の投資効果を上げ

るようにぜひ御検討いただきたいと思います。

ありがとうございました。

○議長（喜納昌春君） 以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

本日の日程はこれで全部終了いたしました。

次会は、10月１日定刻より会議を開きます。

議事日程は、追って通知いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

午後７時40分散会
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